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～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

議   事   の   経   過 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 

午前１０時００分開議 

 

○議長（浅岡正広） 

  皆さんおはようございます。 

  ただいまの出席議員は10名です。定足数に達していますので、これより令和７年河南町議

会３月定例会議を開催します。 

  直ちに本日の会議を開きます。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○議長（浅岡正広） 

  本定例会議に対する説明員の通知及び議会運営委員会の審議結果、会議日程、本日の議事

日程、監査結果の報告はタブレット730、令和７年３月４日３月定例会議（１日目）のフォ

ルダに送信していますので、ご確認ください。 

  日程第１ 会議録署名議員の指名を行います。 

  本定例会議の会議録署名議員は、７番 中川議員、８番 大門議員を指名します。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○議長（浅岡正広） 

  日程第２ 会議期間の決定についてを議題とします。 

  先日、２月27日に開催されました議会運営委員会の審議結果により、本定例会議の会議期

間については本日３月４日から３月25日までの22日間で行いたいと思いますが、異議ありま

せんか。 

〔「異議なし」の声起こる〕 

○議長（浅岡正広） 

  異議なしと認めます。よって、本定例会議の会議期間については、本日から３月25日まで

の22日間と決しました。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○議長（浅岡正広） 
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  ここで、令和７年河南町議会３月定例会議の開催に当たり、町長から挨拶の申出がありま

したので、これをお受けします。 

  森田町長。 

○町長（森田昌吾）（登壇） 

  皆さん、おはようございます。 

  令和７年河南町議会３月定例会議の開議に当たりまして、令和７年度の町政運営と施策に

関する基本的な考え方をご説明申し上げ、住民並びに町議会の皆様のご理解とご協力を賜り

たく存じます。 

  住民の皆様から温かいご支援とご信託により、２期目の町政を担わせていただき、１年が

経過しようとしております。皆様のご期待を背に、重責を感じながらも、一歩ずつ前進して

まいりました。 

  我が国は、かつて経験したことのないスピードで少子高齢化と人口減少が進んでおります。

令和６年の人口動態統計速報によると出生数は過去最小の72万人となり、働き手の減少によ

る労働力不足が深刻な課題となっています。あわせて、長寿化が進む中で、医療や介護、福

祉の在り方も問われています。 

  また、東京圏への一極集中が進む中、その流れを変える地方創生2.0への取組が進められ

るとともに、物価高騰やエネルギー問題、デジタル技術の進展など、社会経済の変化が私た

ちの暮らしや地域経済にも大きな影響を及ぼしております。 

  こうした状況の中、地方自治体の果たすべき役割は、ますます重要となってきております。

今こそ、地域の力が試される時代であり、住民の皆様と共に、よりよい未来を築いてまいり

たいと存じます。 

  河南町におきましても、少子高齢化への対応を最重要課題と捉え、子育て支援や福祉・医

療体制の充実、そして、住みやすい環境の整備に力を注いでまいります。あわせて、デジタ

ルトランスフォーメーション（ＤＸ）を活用した行政の効率化などにも取り組み、持続可能

なまちづくりを推進してまいります。 

  本年１月17日には、阪神・淡路大震災から30年が経過いたしました。当時の被災状況が報

道される映像から、我が河南町においても被災地支援を行ったことを思い出します。このよ

うな大地震の怖さを痛感し、30年以内に80％程度の確率で発生が予想される南海トラフ地震

への備えも必要となってまいります。 

  そのためにも、地域コミュニティーの役割もこれまで以上に重要となっております。少子
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高齢化が進む中で、住民同士の支え合いや地域のつながりを深めることが大変意義深いもの

であります。行政としても、住民の皆様の自主的な活動を支援し、共に歩んでまいりたいと

考えております。 

  今後の行財政運営につきましては、大阪府、太子町及び千早赤阪村の２町１村未来協議会

における議論をさらに深め、広域連携の取組や合併について調査・検討を行ってまいります。 

  いよいよ４月13日には大阪・関西万博が開幕いたします。この歴史的な機会に、河南町の

特色を全国へ発信し、多くの方々に魅力を知っていただけるよう取り組んでまいります。町

のブランド力を高めるため、町の特産品であるイチゴやイチジクなどを活用したイベントや

商品開発にも力を入れ、観光振興や地域産業の発展につなげていきたいと考えております。

住民の皆様と共に、活気あふれるまちづくりに努めてまいりますので、引き続きご理解とご

協力を賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。 

  令和７年度予算の総額でございますけれども、一般会計が76億4,036万８千円、下水道事

業会計を含む特別会計が47億1,145万円、合わせまして合計123億5,181万８千円でございま

す。 

  また、令和６年度６月の補正後の予算で比較いたしますと、一般会計で８億5,537万１千

円の増、下水道事業会計を含めた特別会計は１億1,544万５千円の減でございます。合計で

７億3,992万６千円の増であります。 

  令和７年度一般会計予算の歳入でございますけれども、町税は、前年度と比較いたしまし

て１億20万６千円の増を見込んでおります。個人住民税は、給与所得等の上昇に加え、定額

減税が終了したことにより、大幅な増を見込むとともに、法人町民税も増を見込んでおりま

す。固定資産税は、新築家屋の増や法人の設備投資に伴う償却資産の増、町たばこ税の売渡

本数の増などにより、町税全体としては増額となりました。 

  一方、地方特例交付金につきましては、定額減税が終了したことにより6,578万円の減と

なっております。 

  地方交付税につきましては、令和６年人事院勧告による公務員の給与改定等に要する費用

など、地方財政計画において地方交付税が増額となったことから、前年度と比較して８千万

円の増を見込んでおります。 

  国庫支出金につきましては、前年度と比較しまして３億7,239万８千円の大幅な増となっ

ております。自治体情報システム標準化に対応するための経費や児童手当の拡充、障がい者

自立支援給付費負担金の増に加え、石川こども園の大規模改修工事補助などにより増となっ
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ております。 

  また、府支出金につきましては、主に障がい者自立支援給付費負担金や小中学校のＧＩＧ

Ａスクール構想によるタブレット端末の更新、農村地域防災減災事業補助金などにより、

9,123万４千円の増となっております。 

  町債でありますが、総額で２億2,460万円の借入れを予定しており、前年度と比較いたし

ますと9,160万円の増となっております。 

  主なものといたしましては、町中心地区再編整備に伴います町有３施設の解体撤去や小中

学校のＧＩＧＡスクール構想によるタブレット端末の更新などがありますが、一方で、臨時

財政対策債は、平成13年度の制度創設以来、初めて新規発行額がゼロとなりました。 

  次に、基金繰入金でございますけれども、出生時に５万円を給付する育児・子育て応援事

業、１歳児及び２歳児におのおの５万円を給付する育児・子ども手当給付事業、就学前児童

の副食費に加え主食費への助成事業、学校給食費無償化事業など、教育・子育て基金から、

数字は訂正いたしますが、8,199万円となっておりますが8,198万９千円でございますので訂

正をお願いいたします。の取崩しを予定いたしております。 

  また、町中心地区再編整備に伴います交通連結拠点整備などに、公共公益施設整備基金か

ら2,464万８千円の取崩し、このほか、ふるさと応援基金や自然と歴史のふるさとづくり基

金の取崩しを予定しております。 

  さらに、令和７年度は、町債の償還のための減債基金を１億円取り崩す予定をしており、

非常に厳しい財政状況となっております。 

  なお、これに加えまして、一般会計予算の収支財源不足額につきましては、財政調整基金

の取崩し５億4,366万８千円により対応をしておりますけれども、今後の行財政運営を見極

めつつ、その執行につきましては慎重に対応してまいります。 

  続きまして、歳出でございますけれども、新規の施策及び重点的に取り組む施策を中心に、

まちづくり計画における６つの政策ごとに、その概要を述べさせていただきます。 

  それでは、政策ナンバー１「安全・安心に住めるまち」でございます。 

  近年では台風や線状降水帯による大雨など土砂災害が激甚化しており、災害の発生状況に

応じて迅速に対応できるよう、本町におきましても気象台等とのホットラインの設置、土砂

災害タイムラインを活用した災害対応に取り組んでおります。 

  また、災害時に１人で避難することが困難な要支援者の対応について、関係部局とネット

ワークを構築し情報共有などを行う体制を整えていきたいと考えております。 
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  昨年は、初めて南海トラフ臨時情報が発令されるなど災害への備えが求められており、能

登半島地震の教訓から国の補正予算を受けて、令和６年度補正予算で対応し、防災備蓄品を

令和７年度に充実してまいります。 

  防災・減災等の観点から、大規模災害が発生しても致命的な被害を負わない強靱な地域を

つくるため、国土強靱化計画の次期計画の策定に取り組みます。 

  また、災害の未然防止や安全性の確保のため、さくら坂梅川調整池のしゅんせつ工事、下

河内地区の急傾斜地崩壊防止工事負担を行うとともに、水防ため池の西新池の改廃の設計や

代替水源の調査を行います。さらに、土砂災害特別警戒区域内の住宅の移転・補強や除却費

の一部補助も引き続き実施いたします。 

  消防・救急体制については、５市２町１村で構成する大阪南消防組合が令和６年４月から

運用が開始され、統合前の各消防本部管轄の隣接地においては、現場到着時間の短縮にもつ

ながっており、広域化の効果が現れています。また、令和６年度に予算計上されました河南

出張所への消防車の配備ですが、車体の納品の遅れなどから令和７年度に繰り越し、令和７

年９月には配備する予定となっております。 

  地域の防災力の強化として、地域の安全を守る消防団の団員確保に努め、自主防災組織の

活動について、引き続き支援をしてまいります。 

  また、大規模災害時など地区における消火活動や初期消火が実施できるよう可搬式小型ポ

ンプの貸与や、令和８年９月に開催予定の第70回大阪府消防操法訓練大会、小型ポンプ操法

の部でございますが、に南河内地区代表として河南町消防団が出場するための可搬小型ポン

プを購入いたします。 

  近年では線状降水帯による大雨など土砂災害が激甚化しており、土砂災害タイムラインを

活用するとともに、地域版ハザードマップを基にコミュニティタイムラインの作成支援に取

り組み、町と地域が危険箇所の情報を共有しタイムライン防災を推進します。 

  災害時には、自助・共助・公助の取組が重要となります。住民の防災士資格取得の促進、

ファイアジュニアやファイアチャイルドの育成、例年実施している関係機関が一堂に会する

町防災訓練に加え、地域で実施されます避難訓練等への活動助成を実施します。 

  防犯力の強化として、他市町村との境界や地区間などに防犯カメラの更新、地域が設置す

る防犯灯や防犯カメラ、その電気料金の一部補助を実施するとともに、安全・安心メールの

配信など引き続き実施をいたします。また、子供を犯罪から守るため、地域における青色回

転灯防犯パトロールや見守り活動など、地域ぐるみの防犯対策への支援や小学校１年生に防
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犯ブザーの配付を引き続き行ってまいります。 

  消費者保護の推進にあっては、巧妙化する特殊詐欺が増加しております。多種・多様化す

る悪徳商法や消費者問題について、ホームページや広報紙を通じて、引き続き啓発をしてま

いります。 

  また、消費生活相談業務についても、近隣市町村と協働して引き続き、実施してまいりま

す。 

  交通安全対策としまして、令和５年から着用が努力義務化されました自転車用ヘルメット

の購入助成を実施いたしますが、令和８年６月をもって終了する予定としております。 

  また、道路区画線やカーブミラー、ガードレール等の交通安全施設の整備により、交通の

円滑化や交通事故の防止に努めるとともに、警察などの関係機関と連携した交通安全運動や

啓発活動を通じて、住民の交通安全意識の向上に取り組みます。 

  続いて、政策ナンバー２「子育てと教育のまち」でございます。 

  安心して子供を生み育てられる環境を実現するため、母子が健康を保持できる各種健診や

医療体制の整備などに取り組んでまいります。 

  全ての妊産婦等に寄り添い、妊娠期から出産・育児等の見通しを立てるための面談や継続

的な情報発信等を行うとともに、必要な支援につなぐ伴走型相談支援の推進を図ります。 

  これまでの妊産婦健診や乳幼児健診に加え、新たに１か月児及び５歳児健診を実施し、出

産後から就学前までの切れ目のない支援を行うとともに、産前・産後サポート、産後ケアな

どに引き続き取り組みます。 

  また、国の制度による妊娠及び出生した子供におのおの５万円を給付する経済的支援を行

っています。町の独自施策としては、出生児に５万円、１歳児に５万円の給付を引き続き実

施いたします。令和７年度からは２歳児まで対象を拡充し、合計で15万円の給付を実施して

まいります。 

  保健師や助産師、管理栄養士等の教室の開催や家庭訪問を通じて、育児に関する正しい知

識の普及、孤立防止にも取り組みます。 

  さらに、近隣市町村などと連携して小児救急医療体制の維持に取り組むとともに、子供に

対する各種予防接種を引き続き行ってまいります。 

  従前より、児童及び妊産婦の福祉や母子保健の相談等は子ども家庭総合支援拠点と子育て

世代包括支援センターにおいて実施しておりましたが、この２つを統合し、全ての妊産婦、

子育て世帯、子供へ一体的に相談支援を行う機能を有するこども家庭センターを令和７年度
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に設置いたします。 

  核家族化の進行や地域のつながりが希薄化する中で、子育てへの悩みについての相談に応

じる臨床心理士による心理相談員の配置、子育てセンター、おやこ園ですけれども、で提供

する親子同士の交流の場や子育てに関する情報収集、家庭保育が困難な場合などに利用でき

る一時預かりサービス、ぽけっとルームですけれども、などを引き続き実施してまいります。 

  また、中村子ども園でこども誰でも通園制度を試行的に実施し、月一定時間までの利用可

能な枠の中で就労要件を問わず時間単位で柔軟に利用できるサービスを実施いたします。 

  障がいを抱える子供や虐待を受けている子供を早期に把握し、関係機関によるネットワー

クや学校のスクールソーシャルワーカーなどによって、早期発見・早期支援に取り組んでま

いります。 

  保護者の経済的負担の軽減等を目的に、第２子以降保育料無償化を引き続き実施するとと

もに、令和７年度からは中村こども園の給食費の完全無償化を実施いたします。そのほかの

幼児教育・保育施設については、副食費の助成に加え、主食費についても助成を行います。 

  令和４年度から実施しております学校給食費の全額助成事業は、学校給食会計から町一般

会計にて執行する公会計化への移行に伴い、給食費の完全無償化を実施するとともに、私立

等の小中学校へ通学する児童生徒等の給食費助成を開始し、町在住の児童生徒全員を対象に

給食費の助成を実施いたします。 

  学校給食センターでは、町内産の食材を使用した給食の提供等により食育を進めるととも

に、児童生徒から募集した献立の実施、郷土料理や旬の食材を取り入れた行事食の提供など、

魅力ある学校給食に引き続き取り組んでまいります。 

  公私連携幼保連携型認定こども園として運営しております石川こども園ですが、社会福祉

法人千早赤坂福祉会との協定により、これまでの運営実績を踏まえ、引き続き安定した教

育・保育ができるよう連携してまいります。 

  また、石川こども園の大規模改修工事が令和７年度から令和８年度にかけて実施されるこ

とから、国・町から事業費の４分の３相当の補助を行い、保育環境の整備を図ってまいりま

す。 

  中村こども園の職員配置につきましては、国の基準に合わせ４、５歳児については30対１

から25対１へ、３歳児については20対１から15対１となるよう職員配置の対応を行います。

なお、石川こども園については、令和６年に引き続き、国の基準に合わせた職員配置が行わ

れます。 
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  子供の医療費については、医療費の一部を助成することにより、子育て世帯の負担軽減や

若者の健全な育成などに寄与すべく、22歳以下の住民に対する医療費助成（Ｕ－22を含む）

を引き続き実施いたします。 

  地域ぐるみの子育てにあっては、放課後や土曜日に親子が参加できる教室の開催や、乳幼

児の読書活動を推進するブックスタート事業を引き続き実施し、親子が触れ合える機会を提

供してまいります。 

  また、教員の負担軽減を図り、いじめ防止や不登校児童生徒の支援・学力向上の取組等に、

より一層注力できる環境を整備するため、印刷業務や簡単な採点事務等を担う教員業務支援

員の配置、中学校へのＡＩによる採点補助システムの導入、部活動支援員の配置等、教員の

働き方改革を進めます。 

  さらに、地域学校支援コーディネーターを配置し、学校が地域や各種団体とより一層連携

し、子供たちの育ちや学びに係る様々な課題の解決を図るため、コミュニティスクール構想

を推進してまいります。 

  何らかの理由で学校へ行けない、または行きづらい児童生徒への支援・指導につきまして

は、教育支援センターで対応するとともに、学校内の居場所として設置された校内特別支援

ルームへの指導員派遣を行っております。令和７年度には、小学校だけでなく、新たに中学

校にも指導員を派遣し、個に応じた適切な支援・指導を強化してまいります。 

  また、いじめ問題への対応や不登校児童生徒への支援等については、弁護士やスクールカ

ウンセラー等の専門家を交えた河南町立等学校園支援チームによる取組を支援してまいりま

す。 

  さらに、学校にこども支援スタッフを配置するなど、支援が必要な児童生徒が学校生活を

安心して送ることができる環境の整備に引き続き取り組みます。 

  令和２年度からＧＩＧＡスクール構想による授業や家庭学習で活用できるデジタル教材を

用いて、効果的な授業づくり等に取り組んでおりますが、タブレット端末のバッテリーの劣

化や故障が多くなっているため、令和７年度にタブレット端末の更新を実施いたします。 

  また、教育環境の改善と脱炭素化への取組のため、中学校校舎と近つ飛鳥小学校校舎及び

体育館等の照明器具をＬＥＤ化する実施設計を行います。 

  さらに、子供たちが安全に活動できる環境を整え、自然災害の増加に伴う避難所の環境改

善を行うため、国の補正予算を受けて、令和６年度補正で対応し、令和７年度に小学校体育

館の空調設備を整備いたします。これは２校ともでございます。 
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  生きた英語に触れる機会を持てるよう、引き続き小中学校に外国語指導助手を配置し、中

学生の英語検定受験を実施するとともに、学校図書館司書を配置し、読書への関心を高める

など、さらなる学習意欲の向上に取り組んでまいります。 

  令和７年度には、2025年大阪・関西万博が開催されます。次代を担う子供たちに最先端の

技術やサービス等に直接触れる体験により、将来に向けて夢と希望を感じ取ってもらうため、

大阪府の無料招待事業が実施され、本町の各小中学校では学校行事として参加し、現下の交

通事情を踏まえ、スクールバスで対応する予定であります。 

  また、本町でも４歳から17歳までの児童生徒及び18歳以上の高校生を対象とした無料招待

を実施いたします。 

  次に、政策ナンバー３「みんなが生涯活躍できるまち」です。 

  住み慣れた地域の中で、全ての住民が生き生きと暮らしていくためには、行政、住民が協

働して地域の総合的な福祉の推進に取り組んでいく必要があります。 

  一体的に策定した第４期地域福祉計画と地域福祉活動計画に基づき、社会福祉協議会や民

生委員児童委員協議会など各種団体と連携して、地域ニーズに合ったサービスの充実に努め

てまいります。 

  社会福祉協議会には、各種支援施策のコーディネーター的役割を担うコミュニティソーシ

ャルワーカーの配置、地域資源の開発やネットワークの構築など地域支え合い推進員の配置

を引き続き実施いたします。 

  また、これまでの福祉制度・政策のはざまや複合的な支援ニーズに対応するため重層的支

援体制の拡充を図り、日常生活において支援が必要となった人が、できる限り自立して快適

な生活を送れるよう適切なサービス給付に努めます。 

  次に、高齢者福祉につきましては、第９期高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画に基

づき、可能な限り健康で自立した生活を送ることができるよう、地域の実情に応じた高齢者

福祉、介護保険の支援体制を計画的に確保することに努めます。 

  認知症への対応として認知症地域支援推進員の配置や認知症初期集中支援チームの設置な

ど本人及び家族への支援、認知機能の把握・改善のためのソフトを活用した認知機能チェッ

クや認知症予防教室の実施、認知症カフェの支援に取り組むとともに、徘回高齢者の安心対

策としてのＳＯＳ登録を引き続き行います。 

  要介護・要支援にならないために心身の状態を維持（向上）する取組である介護予防・日

常生活支援総合事業において、運動機能の維持・向上を図る通所型サービスＣ事業や訪問型
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サービスＤ事業による町外への移動支援を実施します。 

  健康寿命の延伸への取組として、これまで行ってきた健康診査や健康教室、予防接種など

を通じた疾病の予防や早期発見に努めるとともに、65歳以上の高齢者を対象に５歳刻みによ

り帯状疱疹ワクチンの定期接種を新たに実施いたします。 

  後期高齢者の保健事業につきましては、歯、かむ力や飲み込む力など口回りの健康維持・

改善を目的としたオーラルフレイルに関する保健事業を新たに実施いたします。 

  また、かなん健康マイレージ事業、百歳体操の普及啓発、介護予防に関する啓発や介護予

防プログラムの充実に引き続き取り組みます。 

  さらに、がん治療に伴う医療用ウイッグまたは乳房補整具購入費の一部助成を引き続き実

施します。 

  国民健康保険については、令和６年度から大阪府内統一保険料となっていますので、大阪

府の試算に基づき保険料が決定いたしますが、令和７年度の保険給付費が減となる見通しで、

大阪府国保特会の余剰金の活用や統一達成による国からの交付金などを受けて、昨年度より

保険料率が下がることとなりました。賦課限度額につきましては、後期高齢者分で２万円の

引上げとなり、全体で106万円となっています。 

  国保の保健事業におきましては、40代・50代の特定健康診査の受診率低下を解決するため、

30代からの健診や保健指導を引き続き行います。若年層への健康への関心を高め、生活習慣

病を予防することで、医療費の抑制や健康寿命の延伸を図ってまいります。 

  後期高齢者医療制度においては、大阪府広域連合が２年に一度保険料を改定しており、令

和７年度は令和６年度と同額となっております。しかしながら昨今の経済動向を踏まえ、保

険料の５割軽減及び２割軽減の対象者を拡大する見直しが行われております。 

  障がいのある人が、その意思決定に基づいて、その人らしく生活ができ、障がいのある人

とない人が互いに理解し合い、支え合って絆を深め、共に生きるまちを目指し、第７期障が

い福祉計画・第３期障がい児福祉計画により、また、健やかに心豊かに自分らしく安心して

いくことができるまちを目指し、一体的に策定いたしました健康かなん21、これ第３次です

けれども、第４次河南町食育推進計画・第２次河南町いのち支える自殺対策計画に基づき各

種施策に取り組んでまいります。 

  生涯学習の場として、公民館や図書館を多くの方々に利用していただけるよう、各種講座

の開催やさらなる蔵書の充実に努め、住民の生涯学習の取組を進めます。 

  令和元年度以降、中学生の海外への派遣を見合わせておりましたけれども、令和７年度は、
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中学生異文化体験事業として、中学２年生・３年生を対象に、オーストラリアでの体験学習

を実施いたします。また、小学校５年生・６年生・中学１年生を対象にイングリッシュキャ

ンプを実施するなど、より英語や異文化への興味・関心を高める機会づくりに努めてまいり

ます。 

  テニスコートの改修事業としまして、町立テニスコートの人工芝全面張り替え工事を実施

いたします。改修完了後は、リニューアル記念大会を開催する予定であります。さらに、体

育施設の環境整備及び脱炭素への取組として、町立総合体育館・野球場・テニスコートの照

明のＬＥＤ化を実施いたします。 

  スポーツの推進にあっては、ヨガ教室やかけっこ教室、こども水泳教室などを開催し、町

スポーツ推進委員などと連携してさらなるスポーツ振興を図ってまいります。 

  基本的人権が尊重される差別のない明るいまちの実現を目指して、河南町人権をまもる会

などと連携し、人権を考える町民の集いや啓発冊子の作成などの人権啓発に努めるとともに、

人権に関する相談を行ってまいります。 

  また、住民一人一人が、性別に関わりなく、互いの人権を尊重し、個性と能力を発揮して、

多様な生き方を選択できる社会の実現を目指すため、「かなんジェンダー平等推進プラン～

第３期～」により各種施策に取り組み、各種講座や講演会、男女共同参画ニュースなどを通

じた啓発活動、相談事業を実施してまいります。 

  次に、政策ナンバー４「快適で賑わいのあるまち」でございます。 

  地域のコミュニティーを維持し、活力あるまちであり続けるためには、子育て支援に加え、

移住定住を促進することにより、本町の人口減少を抑制していく取組が必要であります。 

  町では、Ｕターンや定住を図るため、親子での同居や近居を目的として住宅を取得または

リフォームする子世帯を対象とした三世代同居・近居支援に引き続き、取り組んでまいりま

す。 

  また、空き家バンクへの登録をさらに促すことを目的として、町の空き家バンクに登録さ

れた空き家が成約となった場合に成約奨励金を引き続き支給してまいります。 

  農業の生産性の向上や効率化、農地の利用集積等による農業経営の安定化を図るため、府

営事業として北加納・南加納・寺田地区におけるほ場整備事業を進めています。今後、整備

事業が本格化することから、地元農家と大阪府と共に事業の推進を図ってまいります。また、

河南西部土地改良区内の農業用貯水施設の改修に対する支援や中地区内の水路改修など生産

基盤の整備を図ってまいります。 
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  有害鳥獣による農作物被害の防止対策として、資材等の購入に対する補助金の交付を引き

続き実施してまいります。 

  また、新たな担い手の育成、農業経営の安定化を図るため、農業次世代人材投資事業を引

き続き実施するとともに、大阪版認定農業者等による機械・施設整備補助を実施し、農業振

興施策の充実に努めてまいります。 

  林業については、森林の保全や林業の振興に取り組んでいくため、森林環境譲与税を活用

し、森林整備や間伐材の搬出経費の一部補助を行うとともに、おおさか河内材を活用した出

生記念木製玩具の配付や庁舎１階ロビーにパンフレット用ラックの整備を実施いたします。 

  産業振興を図るため、経営改善支援を含めた産業の育成や、新たな企業の誘致等に取り組

んでいく必要があります。 

  町内で新たに創業する者に対し、経費の一部を補助する取組を進めてまいります。 

  町中心地区の再編整備については、令和５年に策定いたしました基本構想に基づき、令和

７年度は町有３施設（旧わかば作業所、旧青少年スポーツセンター、旧中央保育園分室）の

解体撤去工事、旧町民体育館の解体撤去の実施設計を行うとともに、交通連結拠点の交通広

場及び府道交差点の詳細設計を実施いたします。 

  地域経済活性化として、町内の加盟店で利用できる電子地域通貨カナちゃんコインの決済

額に応じたポイント付与を引き続き実施してまいります。 

  また、産業振興のため、本町のふるさと納税制度について積極的なＰＲや新規返礼品の開

拓に取り組み、ふるさと納税の獲得に努めます。さらに、企業版ふるさと納税にも取り組み、

財源確保に努めてまいります。 

  道の駅かなんの拡張エリアについては、引き続き民間企業から人材を受け入れ企画立案な

ど検討してまいります。 

  インフラの整備にあっては、交通利便性の向上や地域産業発展のため、引き続き、主要地

方道柏原駒ヶ谷千早赤阪線（山城バイパス）、国道309号（河南赤阪バイパス）などの幹線

道路の早期整備を要請するとともに、国の新広域道路交通計画に調査中路線として位置づけ

られた大阪南部高速道路（大南高）の実現を、関係機関と連携して働きかけます。 

  特に、主要地方道柏原駒ヶ谷千早赤阪線（山城バイパス）については、大阪府及び太子町

と連携を図り、事業促進について、その役割を果たしてまいります。 

  また、集落内道路や集落間道路の舗装打ち替え工事や、橋梁長寿命化計画による補修工事

を実施するなど、引き続きインフラの適正な維持管理に取り組みます。 
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  公園の整備については、良好な環境を維持するとともに、老朽化した遊具の更新などを引

き続き実施いたします。 

  下水道整備にあっては、ストックマネジメント計画によりさくら坂地区のマンホール蓋の

取替工事を実施します。また、令和６年度で実施しました不明水調査の結果に基づき、雨天

時浸入水対策計画を策定するとともに、流域関連公共下水道に係る基本計画の改定を実施し

ます。 

  上水道につきましては、令和３年度から大阪府広域水道企業団に統合し運営しております

けれども、河南水道センターは本年４月から本町と太子町、千早赤阪村のセンターを統合し、

太子町の板屋橋浄水場で南河内地域水道センターとして上水道事業を行うこととしておりま

す。 

  地域の活性化をより一層進めていくため、民間企業等と連携して町の産業振興や観光振興

を図っていくとともに、大阪芸術大学や近つ飛鳥博物館の協力を得て、各種講座やぷくぷく

サンデーコンサートを実施し、住民の皆さんの生涯学習に対する幅広いニーズに対応できる

よう、文化・芸術の振興に引き続き取り組んでまいります。 

  地域公共交通では、河南町地域公共交通計画及び４市町村地域公共交通計画により、本町

では、現行の金剛ふるさとバス・カナちゃんバス・やまなみタクシーを一体で維持すること

とし、今後は、地域特性に応じた最適な公共交通サービスを協働・連携の下に検討してまい

ります。引き続き住民の皆さんの移動手段を確保し、地域の公共交通としての役割を担って

まいります。また、大阪府で進められております新モビリティーへの取組につきましては、

連携を密にして取り組んでまいります。 

  令和７年度は、2025年大阪・関西万博が開催されます。本町も大阪ウィーク「大阪の祭～

ＥＸＰＯ2025～春の陣に２地区のだんじりが出展することとなりその一部を助成するととも

に、南河内LIVE ART EXPOには大阪芸術大学と協力し出展する予定であります。この万博を

通じ、本町の魅力を積極的にＰＲしてまいります。 

  政策ナンバー５「自然と歴史に囲まれたまち」です。 

  都市近郊に位置しながら、多くの緑に囲まれた豊かな自然と歴史を感じる環境や文化的な

景観を観光資源として活用し、交流人口を増加させることが大切です。 

  かなん桜プロジェクトは、桜の植樹をはじめ、町の桜の魅力を町内外に発信するとともに、

かなん桜まつりを開催いたします。 

  本町には、全国的にも珍しい双円墳である金山古墳や日本遺産に認定された葛城修験に属
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する２つの経塚など、非常に長い歴史を有した文化財があります。中でも町のシンボル的存

在である金山古墳については、土砂流入などが激しい石室内部や石棺などの修復及び保護、

周辺地の保全活用方法について、史跡金山古墳等保存活用審議会を立ち上げ、検討を行って

まいります。 

  葛城修験につきましては、３府県20市町村で構成する葛城修験日本遺産活用推進協議会と

連携して、魅力発信に努めてまいります。 

  また、本町では美しい河南町基本条例を策定し、「美しい山々がそびえ、美しい川が流れ、

美しい心が集うまち」の実現に取り組んでいます。 

  町全体で行うクリーンキャンペーンなどを通じて、景観保全・美化にも取り組んでまいり

ます。 

  生活様式の多様化により、本町から排出されるごみの排出量は増加傾向にありますが、引

き続き、ごみの減量化及び再資源化について、住民の皆さんと共に進めてまいります。なお、

南河内環境事業組合で令和４年度から進められておりました第１清掃工場の整備が令和６年

度に完了したことにより、ごみ処理の体制が整いました。 

  本町ではゼロカーボンシティを宣言しており、その取組として、引き続き、太陽光発電シ

ステムの設置補助や電気自動車等充電設備の設置補助を行うとともに体育施設の照明のＬＥ

Ｄ化など、二酸化炭素排出実質ゼロに向けた取組を行ってまいります。 

  政策ナンバー６「一歩先を行くまち」であります。 

  現在、社会のデジタル化が大きく加速しております。その要因としては、新型コロナウイ

ルス感染拡大などが上げられると思います。 

  ますます住民のニーズが多様化する中、デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）を活

用した行政運営を推進していくことが重要となります。 

  まず、国が進める自治体情報システム標準化（ガバメントクラウド）により基幹業務の効

率的な管理運営に取り組み、一部の業務について令和７年度から移行いたします。 

  また、限られた人員の中、業務の効率化と職員の働き方改革を図るため、地方創生人材支

援制度による専門家を活用し、ＲＰＡ等のＤＸの取組を推進いたします。 

  本町では、スマート窓口の環境整備に取り組んでおります。書かない窓口は、来庁者は申

請書に必要な事項を記載する必要がなくなります。ワンストップ窓口は、転入転出など住民

異動に伴う定型的な手続は１か所で完了するようになります。また、番号発券機のほかセミ

セルフレジを導入したことにより、手数料の納付などがキャッシュレスでの対応が可能とな
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ります。窓口業務の迅速化と住民の皆様の負担軽減に努めてまいります。 

  さらに、公開型ＧＩＳにより、地図とひもづく分かりやすい情報として、誰もが入手でき

る情報提供サービスの実施や、マイナンバーカードを活用したオンライン申請の拡充などに

も取り組んでまいります。 

  地方税については、これまでも地方税の納付手続の電子化に取り組んできましたが、今後、

電子申告手続の拡大として、個人住民税申告の電子化、二輪車等の申告・申請の電子化に取

り組んでまいります。 

  最後に、令和３年に策定いたしました河南町まちづくり計画は、計画期間が令和７年度ま

でとなっております。国においては地方創生2.0の基本的な考え方が示されており、本町で

も、かなんまちづくり基本条例に基づくまちづくり計画とまち・ひと・しごと創生法に基づ

く総合戦略の一体的な次期計画の策定に取り組んでまいります。 

  なお、今会議におきまして、刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に

関する条例の制定についてのほか、11件の条例の制定及び改正の議案、また、教育委員の任

命に係る議案を上程させていただいております。 

  以上、令和７年度当初予算に関連いたしまして、主要な施策の一端をご説明いたしました

が、今議会に提案させていただきました諸案件につき、ご審議の上、原案どおりご可決、ご

同意賜りますようよろしくお願い申し上げます。 

  最後になりますけれども、令和６年度各会計の補正予算案等の議案を追加上程させていた

だく予定でございます。その節はよろしくお願い申し上げます。 

  どうもありがとうございます。 

○議長（浅岡正広） 

  町長の挨拶及び令和７年度の施政運営方針が終わりました。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○議長（浅岡正広） 

  日程第３ 諸般の報告を議題とします。 

  諸般の報告は、タブレットの定例会議１日目資料に送信しています。 

  監査委員から令和７年１月分の例月出納検査の結果報告がありました。いずれも適正に処

理されていたという内容でありました。監査委員及び議会選出監査委員の大門議員におかれ

ましては、大変お疲れさまでございました。 

  続いて、南河内環境事業組合議会の報告を求めます。 
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  佐々木議員。 

○１番（佐々木希絵）（登壇） 

  それでは、令和７年第１回南河内環境事業組合議会の定例会のご報告をさせていただきま

す。 

  令和７年２月12日、第１回南河内環境事業組合議会定例会が開催されました。つきまして

は、その内容をご報告申し上げます。 

  本会議前に議員全員協議会が開催され、議会運営委員長から、事前に開催されました委員

会の内容として、委員の交代や提出議案の取扱いなどの報告があり、その後、事務局から第

１清掃工場基幹的設備改良工事の完了の報告や石川県能登半島地震における災害廃棄物処理

の状況、令和６年度一般会計補正予算（第３号）などの説明がありました。 

  続きまして、本会議では以下の提出議案が審議されました。 

  順に申し上げますと、１つ目に報告第１号 組合議会議員の異動については、河内長野市

から吉竹英行委員、河南町から私、佐々木希絵、太子町から□本博之議員が組合議会議員に

就任された旨の報告がありました。 

  ２つ目といたしまして、承認第１号 一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する

条例の制定についての専決処分につき承認を求めることについては、令和６年の人事院勧告

に基づき、国家公務員の給与関係法令が改正されたことに伴い、組合の一般職給料表におけ

る給料水準の引上げ及び期末勤勉手当支給月数0.1か月分を引き上げる改定について、富田

林市に準じて令和６年12月26日付専決処分したもので、原案のとおり承認されました。 

  ３つ目として、承認第２号 令和６年度南河内環境事業組合一般会計補正予算（第２号）

の専決処分につき承認を求めることについては、人事院勧告に基づく給与条例の改正に伴う

人件費の所要の措置を行うため、歳入歳出それぞれ840万５千円を追加し、総額を54億1,273

万９千円とする補正予算について令和６年12月26日付専決処分したもので、原案のとおり承

認されました。 

  ４つ目としましては、議案第１号 職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例の

制定については、国家公務員退職手当法において、就業促進手当に関して改正されたことに

伴い所要の改正を行うもので、原案のとおり可決されました。 

  ５つ目としては、議案第２号 令和６年度南河内環境事業組合一般会計補正予算（第３

号）は、第１清掃工場基幹的設備改良事業の令和５年度の事業の継続費を繰越ししたことに

よる起債償還及び財源の補正と本事業による他施設処理費などを補正するもので、歳入歳出
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それぞれ4,678万４千円を追加し、予算の総額を53億6,595万５千円とするもので、原案のと

おり可決されました。 

  ６つ目といたしまして、議案第３号 令和７年度南河内環境事業組合一般会計予算は、歳

入歳出予算の総額を27億9,543万円と定めるもので、原案のとおり可決されました。 

  予算の概要としましては、歳入では分担金及び負担金が21億5,379万８千円で前年度比229

万１千円の減、使用料及び手数料は8,299万３千円、財産収入は1,688万円、繰入金は２億

8,627万６千円、繰越金は１億1,500万円、諸収入は18万３千円、組合債は１億4,030万円、

次に歳出では、議会費は373万５千円、総務費は7,836万８千円、衛生費は20億4,408万４千

円で、うちごみ処理費が16億5,105万７千円、し尿処理費が３億9,302万７千円、公債費は元

金、利子合わせまして６億5,924万３千円、最後に予備費は１千万円、以上が令和７年度の

予算の概要でございます。 

  ７つ目といたしまして、監査報告第１号 例月出納検査の結果報告については、令和６年

７月から12月の検査結果が報告され、特に問題はなかったとのことです。 

  以上、簡単ではございますが、令和７年第１回南河内環境事業組合議会定例会の報告とさ

せていただきます。 

○議長（浅岡正広） 

  南河内環境事業組合議会の報告が終わりました。 

  佐々木議員におかれましては、大変お疲れさまでございました。 

  続いて、大阪広域水道企業団議会の報告を求めます。 

  大門議員。 

○８番（大門晶子）（登壇） 

  それでは、２月３日に開催されました令和７年大阪広域水道企業団議会２月定例会議の全

員協議会の協議結果等について報告をさせていただきます。 

  出席者は企業団議会議員31名、欠席１人、欠員１人で、未選出議会議員６名でありました。 

  議員の就任につきましては、構成団体議会の任期満了により失職となった議員の後任とし

て、補欠選出され就任した２名の議員（泉南市議会選出及び太子町選出）を議長から紹介さ

れました。また、茨木市選出の議員も市議会の任期満了により失職し欠員となっていますが、

今後、後任の議員の選出が行われる予定であります。 

  企業長挨拶は、１件目が水道事業統合のさらなる推進について、広域化による経営・技術

両面の基盤強化を目指し覚書を締結した４団体（泉大津市、箕面市、羽曳野市及び門真市）
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と統合案の取りまとめに向けて取り組んでいく。２件目の阪南水道事業については、恒常的

な赤字が見込まれ、水道施設の適切な維持管理や計画的な更新、耐震化の財源を確保するた

め、料金改正の検討を開始するとのことでありました。 

  続いて、令和７年２月14日、第１回大阪広域水道企業団議会２月定例会議の内容について

ご報告いたします。 

  企業長提出の議案は９件で、第１号 刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例

の整理に関する条例制定の件、第２号 大阪広域水道企業団水道企業条例等の一部改正の件、

第３号としまして大阪広域水道企業団水道事業給水条例等の一部改正の件、第４号は大阪広

域水道企業団職員の給与の種類及び基準に関する条例等一部改正の件、第５号といたしまし

て富田林市に係る水道事業に関する事務の委託に関する協議の件、第６号は令和６年度大阪

広域水道企業団水道事業会計補正予算の件、第７号といたしまして令和６年度大阪広域水道

企業団工業用水道事業会計補正予算の件、第８号は令和７年度大阪広域水道企業団水道事業

会計予算の件、第９号 令和７年度大阪広域水道企業団工業用水道事業会計予算の件で、全

ての議案は原案どおり可決、承認されました。 

  次に、議員提出議案第１号 大阪広域水道企業団議会の保有する個人情報の保護に関する

条例の一部改正についても、原案どおり可決、承認されました。 

  承認されました令和７年度広域水道企業団事業の予算案の主要事業の中で本町に関係ある

主な事業といたしましては、安全で良質な水道水の提供の項目で、水道用水供給事業として、

市町村との水質共同検査事務事業費、河南水質管理ステーションの運営費用などの費用が含

まれ、２番目といたしまして、災害に強い水道施設の構築と適正規模への更新の中では、水

道用の水供給事業として予算計上されている中に送配水管及びポンプ場設計整備事業（河南

連絡管・富田林市ほか）が含まれ、市町村域水道事業の項目にも河南連絡管・千早赤阪村内

連絡管等整備事業が含まれていました。 

  全事業の合計には、水道施設の維持管理業務委託〔河南水域における共同業者選定（大阪

狭山、太子、河南）〕なども計上されていました。 

  では、引き続き、令和７年度河南水道事業の予算案の概要を説明いたします。 

  資料はタブレットのほうに送信していますので、ご覧ください。 

  まず、収益的収入の減の理由は給水収益の減、給水人口の減によるものが主なものであり、

人口減少社会の到来、節水型社会への移行などにより、料金収入も減少傾向にあり、そのこ

とが水道事業の収益性低下につながっています。節水機器の普及等による家庭での水需要の
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減少に伴い、１人当たりの使用水量も減少し、結果、料金収入も年々下がり、毎年２％の減

少が見込まれると説明を受けました。 

  収益的支出の主な要因は委託料の増で、営業費用の増、配水及び給水費に係るものについ

て、水道普及のための施設整備は進んだのでありますが、老朽化対策のために更新需要が増

大していること、管路更新率の費用が増え、修繕箇所の増も主な原因となっているようであ

ります。 

  水道施設を適正に維持するために必要とされる固定的費用としては、人件費、動力費、修

繕費、薬品費、受水費及びその他の必要経費が増えています。 

  低区配水池、高区配水池などの貯水槽の減圧弁５基は、５年に１回のローテーションで減

圧弁の修理工事が行われ、用水供給配水池の定期検査も行われています。 

  総係費は、広域化に伴い必要となる施設整備やシステム共同化等に要する経費で、施設の

設置や共同利用等による共同事業が増えていて、料金システムを取り入れたデジタル化の対

応としてスマートメーターの導入も試験的に行われましたが、スマートメーターは300万円

と価格が高いので、今後はランニングコストを抑え、経営戦略の見直しを図っていくという

ことでありました。 

  資本的収入、資本的支出の減の理由は、令和６年度の事業の中で、令和７年度に繰り越す

事業があるので事業案は減となっていますが、繰越費で令和７年度に事業が行われます。 

  次に、次年度の議員選出の説明では、次年度、河南町は選出されません。大阪府広域水道

企業団議会議員定数は地域ブロック及び町村ブロック割りで構成され、河南町、太子町、千

早赤阪村のローテーションで回っている河南ブロックでは令和６年度河南町から選出されて

いましたが、次年度は太子町のほうに移ります。また、総合枠の優先枠で出席していた３町

村は、申合せにより他のブロックに移りますので、東部地区からは選出されません。 

  以上、簡単ではございますが、これをもちまして令和７年２月開催の大阪広域水道企業団

議会の報告とさせていただきます。 

○議長（浅岡正広） 

  大阪広域水道企業団議会の報告が終わりました。 

  大門議員におかれましては、大変お疲れさまでございました。 

  ここで10分間の休憩を取ります。 

休   憩（午前１１時１０分） 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 
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再   開（午前１１時２０分） 

○議長（浅岡正広） 

  休憩前に引き続き会議を再開いたします。 

  続いて、大阪府後期高齢者医療広域連合議会の報告を求めます。 

  中川議員。 

○７番（中川 博）（登壇） 

  それでは、令和７年第１回大阪府後期高齢者医療広域連合議会２月定例会が令和７年２月

12日に開催されましたので、主な内容をご報告いたします。 

  まず、議会に先立ち、議員のみで議員協議のための会議が行われ、議会の流れ等の説明が

ございました。また、河南町議会から多くの議員の方が傍聴に来てくださいました。ありが

とうございました。 

  定刻の午後２時より会議が始まり、１、会議録署名議員の指名、２、会期の決定の後、３、

諸般の報告としまして現金出納検査結果、10月から12月分の報告がございました。４番です

けれども、議案第１号 大阪府後期高齢者医療広域連合副広域連合長の選任の同意につきま

して、古川照人大阪狭山市長が同意決定をされました。 

  予算関係でございますけれども、５番、議案第２号及び第３号で、令和６年度大阪府後期

高齢者医療広域連合一般会計補正予算（第１号）及び後期高齢者医療特別会計補正予算（第

２号）は、それぞれ原案どおり可決いたしました。 

  ６、議案第４号及び第５号、令和７年度大阪府後期高齢者医療広域連合一般会計予算及び

後期高齢者医療特別会計予算は、それぞれ原案どおり可決いたしました。 

  ７、議案第６号 大阪府後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例の一部を改

正する条例につきまして、低所得者に対する保険料の負担を軽減するため、所得判定基準を

改めるものでございます。原案どおり可決いたしました。 

  ８、議案第７号及び第８号 大阪府後期高齢者医療広域連合職員の給与に関する条例の一

部を改正する条例及び大阪府後期高齢者医療広域連合一般職の任期付職員の採用等に関する

条例の一部を改正する条例につきましては、それぞれ原案どおり可決いたしました。 

  ９、議案第９号 刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例

の制定でございます。条例中の「懲役」「禁錮」を「拘禁刑」に改めるものでございます。

原案どおり可決いたしました。 

  10、議員提出議案第１号 大阪府後期高齢者医療広域連合議会個人情報の保護に関する条
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例の一部を改正する条例で、条例の規定中「懲役」を「拘禁刑」に改めるものでございます。

原案どおり可決いたしました。 

  11、一般質問でございました。高額療養費について、健康受診率の向上について、一体的

実施についての質問がされました。最後の一体的実施につきましては少し説明させていただ

き、加えますと、保険と介護事業の一体的実施についての質問でございました。 

  以上で、令和７年第１回大阪府後期高齢者医療広域連合議会２月定例会の報告といたしま

す。ありがとうございました。 

○議長（浅岡正広） 

  大阪府後期高齢者医療広域連合議会の報告が終わりました。中川議員におかれましては大

変お疲れさまでございました。 

  続いて、令和７年２月17日に開催されました議会広報クリニックの報告を求めます。 

  大門議員。 

○８番（大門晶子）（登壇） 

  では、令和７年２月17日月曜日に開催されました全国町村議長会主催の令和６年度町村議

会広報クリニック第１分科会に、広報常任委員会から委員長の私、大門と藤野委員、ポープ

委員、藤井委員の４名が参加いたしましたので、そのご報告をさせていただきます。 

  講師は一般社団法人自治体広報広聴研究所の代表理事金井茂樹さんで、「議会づくりの

型」と題して、広報広聴の目的、議会報の企画、議会報の編集、編集方針について等の講義

を受講いたしました。これについての詳細資料は議会事務局のほうで保管していますので、

ご覧いただければと思います。 

  続いて、議会報のクリニック「伝わる議会広報について」の対象となったのは６紙で、１

番、京都府精華町、２番、島根県美郷町、３番、岡山県勝央町、４番で広島県世羅町、５番

目といたしまして滋賀県豊郷町、そして６番目として大阪府河南町の６町でありました。本

町がクリニックを受けたのはこの号であります。 

  本町は、過去にも何度かクリニックを受け、その都度指摘事項は検討し、修正を行ってい

ますので、見開きの定例会議のページのリード文の表現はよいなど、数か所ここはよいと高

評価でありました。その上で、さらに伝わる内容にするには、事業名、予算額、概要の目的、

狙い及び関連写真等の掲載を検討してみてはとの助言を受けました。 

  加えて、次の５点について、一般質問の議員名は振り仮名を記載したほうがいい、町民目

線に立って、いかに分かりやすい内容の広報となっているかを確認すること、行政用語、議
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会用語の表現の工夫や、分かりにくい用語には解説をつける。３番目といたしまして、表の

掲載は罫線を補足し文字を目立たせる。４番目といたしまして、見出しは大きく、タイトル

は記事の内容で分かるように、簡潔でインパクトのある表題とする。また、一般質問の中見

出しは、「ついて」「問う」「伺う」は曖昧な表現となるため使用しないほうがよいとのア

ドバイスがあり、これらについては今後、広報常任委員会で検討してまいります。 

  以上で、広報常任委員会の研修報告を終わります。 

○議長（浅岡正広） 

  広報クリニックの報告が終わりました。クリニックに参加されました大門議員、藤野議員、

ポープ議員、藤井議員におかれましては、大変お疲れさまでございました。 

  続いて、議長から報告を行います。 

  昨日の３月３日に開催されました大阪府町村議長会定例総会において、全国町村議会議長

会会長より特別功労表彰として私、浅岡が表彰され、大阪府町村議会会長から表彰の伝達が

ありました。同時に府町村議長会副会長を拝命いたしましたことをご報告させていただきま

す。ありがとうございました。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○議長（浅岡正広） 

  次に、日程第４ 行政報告を議題とします。 

  報告第８号 令和７年度河南町土地開発公社事業計画・予算・資金計画の報告についての

行政報告を求めます。 

  多村部長。 

○総務部長（多村美紀）（登壇） 

  タブレットは733、令和７年２月26日議案送付、３月定例議案一式01令和７年河南町議会

３月定例会議資料の27ページをお開きください。 

  それでは、報告させていただきます。 

 

    報告第８号 

      令和７年度河南町土地開発公社事業計画・予算・資金計画の報告につい 

      て 

地方自治法第243条の３第２項の規定により、令和７年度河南町土地開発公社事業

計画・予算・資金計画を別紙のとおり報告する。 
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      令和７年３月４日提出 

                             河南町長 森 田 昌 吾 

 

  本件につきましては、令和７年２月17日、河南町土地開発公社理事会におきまして承認を

いただいた内容となっております。 

  それでは、資料に基づきましてご説明させていただきます。 

  めくっていただきまして、30ページをご覧ください。 

 

令和７年度河南町土地開発公社事業計画 

令和７年度河南町土地開発公社事業計画は、次のとおりとする。 

 

  １、用地の取得、２、用地の処分、どちらについても予定している計画はございませんの

で、０円となっております。 

  めくっていただきまして、31ページでございます。 

  令和７年度河南町土地開発公社予算。 

  （総則） 

  第１条 令和７年度河南町土地開発公社の予算は、次に定めるところによる。 

  （収益的収入及び支出） 

  第２条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（収益的収入額が収益的

支出額に対して不足する額44万５千円は、前年度繰越準備金で補てんするものとする。） 

  収入、第２款事業外収益７千円、第１項受取利息７千円、定期預金４千万円の預金利息を

見込んでおります。収入合計７千円です。 

  支出、第２款販売費及び一般管理費45万２千円、第１項販売費及び一般管理費45万２千円、

内訳は旅費２千円、需用費８万円、事務費30万円、公租公課７万円の合計45万２千円です。

支出合計45万２千円。 

  令和７年２月17日提出、河南町土地開発公社理事長、江島芳孝。 

  32ページと33ページが先ほどの説明という内容でございます。また、予算説明書として記

載しております。 

  めくっていただきまして、34ページをご覧ください。 

  令和７年度河南町土地開発公社資金計画です。 
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  まず、受入資金ですが、前年度決算見込額欄をご覧ください。令和６年度の見込みです。

受取利息が６千円、令和５年度からの繰越現金が3,075万１千円で、受入資金合計は3,075万

７千円となります。 

  これに対し、支払資金ですが、35ページをご覧ください。 

  販売費及び一般管理費が12万３千円で支払資金合計は12万３千円、先ほどの受入資金合計

3,075万７千円から差引きしまして、翌年度繰越予定額は3,063万４千円の予定です。 

  戻っていただきまして、34ページです。 

  令和７年度の予定を説明いたします。本年度予定額欄をご覧ください。 

  受取利息が７千円、令和６年度からの繰越現金が3,063万４千円で、受入資金合計が3,064

万１千円の予定です。 

  35ページをご覧ください。 

  支払資金ですが、販売費及び一般管理費が45万２千円です。受入資金合計3,064万１千円

から差引きしまして、翌年度への繰越し予定額は3,018万９千円となります。令和６年度に

対し44万５千円の減となる予定です。 

  めくっていただきまして、36ページをご覧ください。 

  令和７年度土地開発公社予定損益計算書です。 

  令和７年度は処分を予定している用地はありませんので、１、事業収益、２、事業原価と

もにございません。したがいまして事業総利益は０円でございます。 

  次に、３、販売費及び一般管理費でございます。45万２千円の事業損失となります。 

  ４、事業外収益としまして受取利息７千円。 

  ５、事業外費用は０円でございます。 

  経常損失、当期損失は、事業損失と受取利息の差引きでございますので、44万５千円でご

ざいます。 

  37ページをご覧ください。 

  令和７年度河南町土地開発公社予定貸借対照表です。 

  資産の部ですが、１、流動資産のうち（１）現金及び預金が4,018万９千円、定期預金で

４千万円、普通預金で18万９千円の予定です。 

  （３）公有用地として、金山古墳環境保全整備事業用地と道の駅かなん再整備事業用地で

１億896万４千円の用地を保有することになります。 

  流動資産合計は１億4,915万３千円となります。 
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  次に、固定資産はございませんので、資産合計１億4,915万３千円です。 

  めくっていただきまして、38ページ、負債の部です。 

  １、流動負債はありません。 

  ２、固定負債、（１）長期借入金１億896万４千円、金山古墳環境保全整備事業用地と道

の駅かなん再整備事業用地の購入時の借入金です。 

  次に、資本の部です。１、資本金、（１）基本財産が１千万円です。 

  以上により、前期繰越準備金が3,063万４千円、当期純損失が44万５千円で、準備金合計

3,018万９千円。資本金１千万円と合わせまして資本合計は4,018万９千円、負債資本合計で

１億4,915万３千円でございます。 

  以上、簡単でございますが、令和７年度河南町土地開発公社事業計画・予算・資金計画の

報告とさせていただきます。 

○議長（浅岡正広） 

  行政報告が終わりました。 

  これより質疑を行います。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（浅岡正広） 

  ないようですので、質疑を終結します。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○議長（浅岡正広） 

  お諮りします。 

  日程第５ 議案第41号 刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関す

る条例の制定についてから日程第16 議案第52号 河南町非常勤消防団員に係る退職報償金

の支給に関する条例の一部を改正する条例の制定についてまでの12件を、会議規則第39条第

３項の規定に基づき、委員会付託を省略し、本会議において全体審議することに異議ありま

せんか。 

  中川議員。 

○７番（中川 博） 

  少しお聞きしたいと思います。 

  議会運営委員会の審議結果につきましては異議を唱えることはないんですけれども、私、

議会運営委員会の様子をテレビモニターで傍聴しておりました。そのときに委員のほうから、
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議案第48号、第49号につきまして委員会付託をすべきだというような意見が出されたと思う

んですけれども、その後休憩されましてモニターが消えまして、今度再開された後、それは

予算・決算常任委員会でということで決まったと思うんですけれども、何か動画の切取りを

見ているような感じで、この審議方法というのは非常に大事だと思うんですね、議会運営委

員会で。どういうことが話し合われたかということは、できたら教えていただきたいなと思

うんですけれども、よろしくお願いします。 

○議長（浅岡正広） 

  河合議員。 

○６番（河合英紀） 

  議会運営委員会の委員長としてお答えさせていただきます。 

  あの議会運営委員会で、力武委員のほうから議案に対して委員会を立ち上げて話合いをし

たほうがいいのではないかという提案がありました。そのときに休憩させてもらって、その

休憩時に何が話合いされたかといいますと、河南町自体に実際に直結するような条例改正案

ではないような条例であったりとかというところで、そこの委員会付託してまで話し合うほ

ど内容のあるもの、この言い方は悪いかも分からないですけれども、内容があるかどうかと

いう話合いが行われました。 

  もしそこにしっかりとした質問をする必要があるというのであれば、もう今回予算・決算

常任委員会がありますので、その場で聞いてもいいのではないかという話になり、休憩終了

後、予算・決算常任委員会で質問をするということになりました。そんな感じで理解いただ

けますか。 

○議長（浅岡正広） 

  中川議員。 

○７番（中川 博） 

  ありがとうございます。 

  いや、見ておりまして、初めに議案の説明があって、議案の説明についての何か意見はあ

りませんかというところで、ある委員が言われたので、何かちょっと先走り過ぎたのかなと。

議案審議のところで言うべきことを何か議案の内容についての意見というところでされたの

で、そのことについて、例えば委員長のほうから議事整理権の下で、今じゃないですよと、

議案審議のときに言うてくださいというようなことでそうなったのかなと思ったんですけれ

ども、内容まで話し合われたわけですね。分かりました。結構です。 
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〔「異議なし」の声起こる〕 

○議長（浅岡正広） 

  異議なしと認めます。よって、以上12件を本会議において全体審議することに決しました。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○議長（浅岡正広） 

  日程第５ 議案第41号 刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関す

る条例の制定についてを議題とします。 

  提案理由の説明を求めます。 

  多村部長。 

○総務部長（多村美紀）（登壇） 

  それでは、タブレットのほうは39ページをお開きください。 

  それでは、説明させていただきます。 

 

    議案第41号 

      刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例 

      の制定について 

刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例を別紙のと

おり制定するものとする。 

      令和７年３月４日提出 

                             河南町長 森 田 昌 吾 

 

  提案の理由の説明でございますが、刑法等の一部を改正する法律の制定により、罰則とし

ての「懲役」及び「禁錮」を廃止し、これに代えて「拘禁刑」が創設されることとなりまし

た。この改正に伴い、同法を引用している本町の６つの条例について、その対応のため改正

を行うものでございます。 

  めくっていただきまして40ページ、 

 

    令和７年河南町条例第 号 

      刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例 

      の制定について 
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  改正内容につきましては、新旧対照表によりご説明させていただきます。 

  では、43ページをご覧ください。 

  第１条関係といたしまして、職員の退職手当に関する条例の一部改正でございます。 

  第13条第１項第１号、同条第５項第２号、めくっていただきまして44ページの第14条見出

し及び第１項第１号、第15条第１項第１号の下段から45ページ１行目、第17条第４項につい

て、「禁錮」から「拘禁刑」へ語句を改めるものでございます。 

  めくっていただきまして47ページ、第２条関係といたしまして、河南町消防団条例の一部

改正でございます。 

  第５条第１項第１号について、「禁錮」から「拘禁刑」へ語句を改めるものでございます。 

  めくっていただきまして48ページ、第３条関係、河南町非常勤消防団員に係る退職報償金

の支給に関する条例の一部改正でございます。 

  第６条第１項第１号について、「禁錮」から「拘禁刑」へ語句を改めるものでございます。 

  めくっていただきまして49ページ、第４条関係、一般職の職員の給与に関する条例の一部

改正で、第25条の２第１項第３号及び第４号、25条の３第１項第１号、めくっていただきま

して50ページにかけまして、同条第５項第１号について、「禁錮」から「拘禁刑」へ語句を

改めるものでございます。 

  めくっていただきまして51ページ、第５条関係としまして、河南町個人情報の保護に関す

る法律施行条例の一部改正でございます。 

  第３条第５項、第６項、第７項、めくっていただきまして51ページにかけまして、同条第

９項について、「懲役」から「拘禁刑」へ語句を改めるものでございます。 

  めくっていただきまして53ページ、第６条関係としまして、河南町議会の個人情報の保護

に関する条例の一部改正でございます。 

  第53条、54条及び第55条について、「懲役」から「拘禁刑」へ語句を改めるものでござい

ます。 

  めくっていただきまして、54ページは附則でございます。 

  施行期日ですが、第１条では、この条例は令和７年６月１日から施行することといたしま

す。 

  第２条及び第３条では、罰則の適用等に関する経過措置を示しております。 

  以上、簡単ではございますが、提案理由の説明とさせていただきます。ご審議の上、ご可
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決賜りますようよろしくお願いいたします。 

○議長（浅岡正広） 

  提案理由の説明が終わりました。 

  これより質疑を行います。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（浅岡正広） 

  ないようですので、質疑を終結します。 

  次に、討論を行います。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（浅岡正広） 

  ないようですので、討論を終結します。 

  これより採決を行います。 

  本案を原案どおり可決することに賛成の方の起立を求めます。 

〔賛 成 者 起 立〕 

○議長（浅岡正広） 

  起立全員と認めます。よって、本案は原案どおり承認されました。 

  ただいまから午後１時まで休憩とします。 

休   憩（午前１１時４９分） 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

再   開（午後 １時００分） 

○議長（浅岡正広） 

  それでは、休憩前に引き続き会議を再開いたします。 

  日程第６ 議案第42号 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関

する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例の制定についてを

議題とします。 

  提案理由の説明を求めます。 

  多村部長。 

○総務部長（多村美紀）（登壇） 

  それでは、タブレットのほうは引き続き56ページをご覧ください。 

  それでは、説明させていただきます。 
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    議案第42号 

      行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法 

      律の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例の制 

      定について 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の一部を

改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例を別紙のとおり制定するもの

とする。 

      令和７年３月４日提出 

                             河南町長 森 田 昌 吾 

 

  提案理由の説明でございますが、情報通信技術の活用による行政手続等に係る関係者の利

便性の向上並びに行政運営の簡素化及び効率化を図るためのデジタル社会形成基本法等の一

部を改正する法律により、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関

する法律、マイナンバー法の一部が改正されたことに伴い、同法を引用している本町条例に

ついても、その対応のため改正を行うものでございます。 

  それでは、めくっていただきまして57ページ、 

 

    令和７年河南町条例第 号 

      行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法 

      律の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例 

 

  改正内容につきましては、新旧対照表によりご説明させていただきますので、58ページを

ご覧ください。 

  今回の法律改正に伴い、本町の３つの条例について改正を行うものでございます。 

  まず、第１条関係としまして河南町税条例の一部改正でございます。第36条の２第10項、

59ページにかけまして、第89条第２項第２号及び第139条の３第２項第１号については、引

用条項の条ずれの改正を行っております。 

  めくっていただきまして61ページ、第２条関係としまして、河南町個人番号の利用及び特

定個人情報の提供に関する条例の一部改正でございます。第２条第１項第２号から第４号ま
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で、引用条項の条ずれ改正を行っております。 

  めくっていただきまして62ページ、第３条関係としまして、河南町議会の個人情報の保護

に関する条例の一部改正でございます。第２条第10項、第12条第５項の表のうち、めくって

いただきまして、第38条第１項第１号の部分につきまして、引用条項の条ずれの改正を行っ

ております。 

  最後に、附則といたしまして、この条例は令和７年４月１日から施行することとしており

ます。 

  以上、簡単ではございますが、提案理由の説明とさせていただきます。ご審議の上、ご可

決賜りますようよろしくお願いいたします。 

○議長（浅岡正広） 

  提案理由の説明が終わりました。 

  これより質疑を行います。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（浅岡正広） 

  ないようですので、質疑を終結します。 

  次に、討論を行います。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（浅岡正広） 

  ないようですので、討論を終結します。 

  これより採決を行います。 

  本案を原案どおり可決することに賛成の方の起立を求めます。 

〔賛 成 者 起 立〕 

○議長（浅岡正広） 

  起立全員と認めます。よって、本案は原案どおり可決されました。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○議長（浅岡正広） 

  お諮りします。 

  日程第７ 議案第43号 河南町附属機関設置条例の一部を改正する条例の制定についてと

日程第８ 議案第45号 河南町報酬及び費用弁償条例の一部を改正する条例の制定について

の２件を会議規則第37条の規定により一括審議にしたいと思いますが、ご異議ありませんか。 
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〔「異議なし」の声起こる〕 

○議長（浅岡正広） 

  異議なしと認めます。よって、以上２件を一括議題とすることに決しました。 

  なお、質疑、討論、採決は１件ずつ行います。 

  それでは、議案第43号と第45号の２件について、順次提案理由の説明を求めます。 

  谷部長。 

○教・育部長（谷 道広）（登壇） 

  それでは、議案のほう説明をさせていただきます。 

  資料の64ページのほうをご覧ください。 

 

    議案第43号 

河南町附属機関設置条例の一部を改正する条例の制定について 

河南町附属機関設置条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定するものとする。 

      令和７年３月４日提出 

                             河南町長 森 田 昌 吾 

 

  次のページに移っていただきまして、 

 

    令和７年河南町条例第 号 

河南町附属機関設置条例の一部を改正する条例 

 

  まず、本条例の提案理由でございますが、地方自治法施行令第167条の２第１項第２号の

規定による随意契約の締結のため、公募により複数の者から当該随意契約に係る業務の実施

に関する企画または技術に関する提案を求め、これらのうち提案内容及び業務遂行能力等が

最も優れたものを選定する方式、プロポーザル方式による審査を厳正かつ公正に行うため、

町長の附属機関として河南町公募型プロポーザル方式等事業者選定委員会を設置したいと考

えております。 

  また、全国的にも珍しい双円墳である国史跡金山古墳では、現地で設置されている石室内

を見学することができますが、現在石室開口部が史跡整備時と比べますとかなり土が崩れて

しまっており、土砂が石室内に流入し堆積しております。 
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  また、大雨時には開口部から雨水が流入し、石棺が一部水没することが見受けられるよう

になり、さらに石棺の水没により石棺石材の表面にコケ等の付着が顕著になり、石棺の損傷

が進んでいる状況であります。本町の貴重な文化財を保護していくため、修復方法や今後の

保存方法等については専門的な知識を有した方々にご意見を伺い、より有効的な方法をもっ

て実施していく必要があります。 

  また、現在活用方法を検討中であります古墳の周辺についても、今後どのように有効活用

していくべきか、併せて有識者からご意見を伺い検討していくために、教育委員会の附属機

関として史跡金山古墳等保存活用審議会を設置したいと思っておりますので、河南町附属機

関設置条例の一部を改正するものです。 

  改正内容については、新旧対照表にて説明をいたします。 

  67ページをご覧ください。 

  別表第２条関係、（１）町長の附属機関として、名称は河南町公募型プロポーザル方式等

事業者選定委員会、担任する事務は、随意契約の締結のため公募の方法により事業者を選定

する場合の当該事業者の選定についての審査に関する事務を追加します。 

  また、（２）教育委員会の附属機関としまして、名称、史跡金山古墳等保存活用審議会、

担任する事務は、史跡金山古墳等の調査、保存及び整備並びに有効な活用についての審議等

に関する事務を追加します。 

  附則としまして、この条例は令和７年４月１日から施行するものといたします。 

  次に、議案第45号 河南町報酬及び費用弁償条例の一部を改正する条例の制定につきまし

て説明いたします。 

  少し飛びますが、78ページのほうをご覧ください。 

 

    議案第45号 

河南町報酬及び費用弁償条例の一部を改正する条例の制定について 

河南町報酬及び費用弁償条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定するものと

する。 

      令和７年３月４日提出 

                             河南町長 森 田 昌 吾 

 

  次のページに移っていただきまして、 
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    令和７年河南町条例第 号 

河南町報酬及び費用弁償条例の一部を改正する条例 

 

  まず、本条例の提案理由でございますが、先ほどご説明いたしました議案第43号 河南町

附属機関設置条例の一部を改正する条例において、附属機関と追加しました河南町公募型プ

ロポーザル方式等事業選定委員会及び史跡金山古墳等保存活用審議会の委員に対する報酬を

新たに追加します。 

  また、地方教育行政の組織及び運営に関する法律第47条の５の規定により、学校ごとに学

校運営協議会、コミュニティー・スクールと略されますけれども、を置くように努めなけれ

ばならない機関とされております。 

  このコミュニティー・スクールは、町教育委員会及び校長の権限と責任の下、保護者や地

域住民等の学校運営の参画や学校運営の支援、協力を促進することにより、学校、保護者、

地域住民との間の信頼関係を深め、一体となって学校運営の改善や児童や生徒などの健全育

成に取り組むものとしております。 

  町では、現在各小学校に設置しております学校協議会から新たにこの学校運営協議会に、

令和７年度からまず近つ飛鳥小学校から移行する予定としておりまして、この学校運営協議

会の委員報酬を新たに追加するため、河南町報酬及び費用弁償条例の一部を改正するもので

す。 

  改正内容につきましては、条例の新旧対照表にて説明いたします。 

  資料は81ページをご覧ください。 

  別表第２、第３条関係としまして、そこに公募型プロポーザル方式等事業者選定委員会の

委員の報酬額、日額７千円、学校運営協議会委員の報酬額、日額７千円、そして、史跡金山

古墳等保存活用審議会委員の報酬額、日額７千円を追加いたします。 

  附則としまして、この条例は令和７年４月１日から施行するといたします。 

  以上、説明とさせていただきます。ご審議いただきご可決賜りますよう、よろしくお願い

いたします。 

○議長（浅岡正広） 

  提案理由の説明が終わりました。 

  これより質疑、討論、採決を行います。 
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  最初に、議案第43号 河南町附属機関設置条例の一部を改正する条例の制定についての質

疑を行います。 

  力武議員。 

○９番（力武 清） 

  プロポーザルの選定委員会の設置なんですが、この選定委員会の人数的な規模はどの程度

を考えておられるのか。それと、この委員会は、条例に書かれているように、もう常設され

る委員会として設置されるのかを２つまずお聞きしたいと思います。 

○議長（浅岡正広） 

  多村部長。 

○総務部長（多村美紀） 

  公募型プロポーザルのほうは、私のほうから説明させていただきます。 

  まず、人数とか委員会の設置というところでございますけれども、これはプロポーザル方

式というところで、先ほども契約関係のところも説明あったとおりに、一つの契約方法で、

普通なら一般競争入札というところでございますけれども、随意契約の中にこういうプロポ

ーザル、提案型の方式を取るという考えを持っております。 

  何についてするかということは、その中身についてはその都度都度、必要である委員会を

要綱などを設置しながら必要な人数等を定めていく予定でございますので、公募型プロポー

ザル方式の部分は全体のことを申しまして、そこに対して委員会を設けるために設置するも

のでありますので、ご理解賜りたいと思います。 

○議長（浅岡正広） 

  力武議員。 

○９番（力武 清） 

  質問させてもらったのは、常設の委員会を設置されるかということと、今後このプロポー

ザルで必要な事業というのはどういうことを想定して設置されようとしているのか、そのあ

たりどうですか。 

○議長（浅岡正広） 

  多村部長。 

○総務部長（多村美紀） 

  このプロポーザル方式は、いろんな事業において相手方と契約を締結していく上で公平に

契約するのは一般競争入札だと第１段階では思っておりますけれども、それでは最低価格を
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もって契約を行うことになります。中には、価格だけで決められるものではなくて、もっと

高度な専門的な技術力やその能力、経験なども重要な要素であると考えられる場合がありま

すので、その場合はこちらのプロポーザル方式、価格だけではなくて事業者によるプレゼン

テーションなどを受け、その中で採点し、点数をつけさせていただく、そういう委員会を設

置する。そのたびにその委員会の設置につきましては要綱を設けまして、委員会を立ち上げ

ていくという考えでございます。 

○議長（浅岡正広） 

  常設ではないんですね。その度々に。 

  よろしいですか。力武議員。 

○９番（力武 清） 

  ３回目なんであれなんですけれども、金山古墳の審議会の設置なんですけれども、これは

金山古墳に限っての審議会を開設するという位置づけでよろしいんですか。それとももう、

例えば保存に関しては雨水の問題とかいうて説明会で言ってはりましたけれども、雨水対策

の保存方法を確定したら、もうそれでこの審議会は解散されるのか。 

  それともう一つは、金山古墳をいかに観光資源として持っていくような、そういう方向性

の審議会というのはここには該当しないというふうに思っていいのか、そのあたりはこの審

議会の位置づけの説明を求めたいと思います。 

○議長（浅岡正広） 

  谷部長。 

○教・育部長（谷 道広） 

  あくまでも国史跡金山古墳の検討委員会ということで、金山古墳だけになるんですけれど

も、今説明いたしましたように、石室のほうに雨水がたまりますので、それについての修復

方法あるいは今後の保存方法などについて検討していくと同時に、ほかに周辺地域の、金山

古墳の周辺の土地もあるんですけれども、それについての活用方法、それらを含めてこの活

用審議会のほうで審議していただきたいと考えております。 

  以上です。 

○議長（浅岡正広） 

  ほかに。 

  佐々木議員。 

○１番（佐々木希絵） 
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  金山古墳のほうなんですけれども、いつ見ても確かに石室がもう朽ちていく一方で、どう

していくんやろうという思いと、周辺もほったらかしで今後どうしていく、全くアイデアが

出えへん状態やなという状態やったので、これが進むというのはすごい、金山古墳はほんま

に何か考古学系の文献にも大体出てくるような、日本の中でもすごく注目されている価値の

あるものなので、それはすごくよかったんですけれども、力武議員もおっしゃっていたけれ

ども、やっぱり金山古墳だけじゃないですよね。河南町に重要な歴史的な価値のあるものっ

ていろいろある中で、どんどんほったらかしで朽ちていくだけというものがたくさんあって、

その中でも一つよく言われているのが岩橋山の大阪一標高の高いところにある、あれはお墓

と呼ぶのか古墳と呼ぶのか分からないんですけれども、あれもどんどん朽ちていくだけで、

住民さんも、今知っておられる方は少ないんですけれども、知っておられる方はすごく心配

されているんですね。 

  何度岩橋山を登っても、見るたびに見つけにくくなっている。もう一体どこに行ったのか

分からなくなっているような状態なので、そういったものも併せて、河南町はほんまにいっ

ぱいあって大変やと思うんですけれども、保存する方法が必要やと思うので、そのあたりと

いうのはどのように考えているんでしょうか。 

○議長（浅岡正広） 

  谷部長。 

○教・育部長（谷 道広） 

  ありがとうございます。 

  岩橋山、大変私も何回も登っている山で、あの辺にはすごく観光資源があります。今、阪

南大学の教授の方と、あるいは学生さんと一緒になって、岩橋山へ登って観光のＰＲをした

りそういうことをしている中で、この一帯についての観光資源をどう活用していくのか、保

存していくのか、そういうのも検討していきたいと考えております。 

  以上となります。 

○議長（浅岡正広） 

  佐々木議員。 

○１番（佐々木希絵） 

  観光だけの目的じゃないですよね、この金山古墳って。なので、観光だけに特化して観光

資源としてどうしていくのかという答えは、今は論点が違うかなと思います。歴史的な価値

のあるものがたくさんある中でどう保存していくのかということなので、そのあたりはどの
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ように考えているのか。 

  今まで、いろんな教・育部長に話をしていろいろと案内をしてもらっても、結局ずっとほ

ったらかしなので、そこをどうしていくのか聞きたいです。 

○議長（浅岡正広） 

  谷部長。 

○教・育部長（谷 道広） 

  金山古墳については、やはり国史跡というところですので、また現在も古墳という公園と

いうことで皆さんにも来ていただいているということで、この検討委員会というか審議会の

中でどう保存活用していくか、それは大学の先生方にご意見をいただきながら、保存方法等

有識者の方のご意見をいただいて検討していきたいというふうに考えております。 

  以上となります。 

（発言する者あり） 

○教・育部長（谷 道広） 

  岩橋山ですか。 

○議長（浅岡正広） 

  トータル的にね。町内トータル的に保存に力を入れるのか観光なのか、まず保存でしょう

ということやと。 

○教・育部長（谷 道広） 

  すみません、ごめんなさい。 

  金山古墳については、この審議会のほうで保存とかそういうことを検討すると同時に、岩

橋山も観光資源等もありますし、古墳のほうもあります。それらについて、保存とかどうし

ていくかというのを含めて検討してまいりたいと思っております。 

  以上です。 

○議長（浅岡正広） 

  ほかに。 

  大門議員。 

○８番（大門晶子） 

  今般プロポーザル方式を導入されるということで、それには全然異論はないんですけれど

も、選定委員さんというのはどういうふうな形で選ばれるのか、何を基準に選ばれるのかと

いうことを教えてください。 
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○議長（浅岡正広） 

  多村部長。 

○総務部長（多村美紀） 

  その都度その都度、事業によってその選定委員さんというのはメンバーは変わります。学

識経験の有識者の方が必要または専門的な知識をお持ちの方が必要である場合とか、その都

度の事業によって委員さんのメンバー、人数は変わっていくと考えております。 

○議長（浅岡正広） 

  大門議員。 

○８番（大門晶子） 

  人数が変わっていく、それも理解するんですけれども、そしたらその専門のやっぱり知識

を持っておられる方というのはどういうふうに何かリストアップしていくのか、そこだけも

う一遍確認させてください。いろいろあるとは思うんですけど。 

○議長（浅岡正広） 

  多村部長。 

○総務部長（多村美紀） 

  まず、その要綱の中で委員のメンバーなどは決めていきますけれども、その事業によって

専門的な、例えば電気の関係でしたら専門技術的な目をお持ちの方とかがメンバーになられ

る、メンバー等構成委員、そのときは１名２名、人数もその都度その都度決めていくと考え

ております。 

○議長（浅岡正広） 

  ほかに。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（浅岡正広） 

  ないようですので、質疑を終結します。 

  次に、討論を行います。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（浅岡正広） 

  ないようですので、討論を終結します。 

  これより採決を行います。 

  本案を原案どおり可決することに賛成の方の起立を求めます。 
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〔賛 成 者 起 立〕 

○議長（浅岡正広） 

  起立全員と認めます。よって、本案は原案どおり可決されました。 

  次に、議案第45号 河南町報酬及び費用弁償条例の一部を改正する条例の制定についての

質疑を行います。 

  力武議員。 

○９番（力武 清） 

  勉強会のときにもちょっと提案をさせていただいたんですけれども、ずっとこの報酬額が

７千円で、もう何年も固定してきているんですよね。特に、先ほどの議論ではないですけれ

ども、専門的な知識を持った人なんかが委員さんあるいは会長的なこともやりはりますやん

か。これ７千円でいいのかとかというのをちょっと考えていただきたい。 

  近隣の自治体も審議会とかあると思うんですけれども、それと比べてこの７千円という評

価はどないなっているのかなという思いもあるんですけれども、そのあたりはどないですか

ね。 

○議長（浅岡正広） 

  多村部長。 

○総務部長（多村美紀） 

  今、今回の委員さんにつきましては日額７千円という設定でございます。委員報酬、大体

委員さんは日額７千円。例えば弁護士さんでしたらもう少し高い金額なんかも設定させてい

ただいておるところですけれども、近隣市町村の状況をちょっとこれからまた勉強させてい

ただきたいと思っております。 

  この金額が妥当かどうかというところも、今のところは何ともお答えできないところでご

ざいますが、日額といえ、会議のない中身では１時間程度で終わる場合もございますし、い

ろいろな会議の内容は違ってはきますけれども、ずっとこの金額できておりまして、近隣市

町村なんかもまた参考にさせていただきたいと思います。 

○議長（浅岡正広） 

  力武議員。 

○９番（力武 清） 

  是非、もう何年も同じ金額で推移していますので、そのあたりはちょっと見直しも含めて

検討していただきたいと思うんですけれども、もう一つは、全ての委員さんが同じ審議会や
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ったら審議会の委員さんは７千円ですよね。会長さんとか責任ある議長的な立場で審議会を

進行される立場の人がいてはるんですけれども、そういう人とやっぱり差をつけたらいいん

違うかなと。例えば７千円やったらプラス２千円、１千円ぐらいな、気持ちですけどね。そ

ういうふうな形で、その審議会、委員会を仕切る人をやっぱり差をつけていくのも一つの手

かなというように思うんですけれども、そのあたりのちょっと見解を求めたいと思います。 

○議長（浅岡正広） 

  多村部長。 

○総務部長（多村美紀） 

  委員報酬の中では会長、委員長とちょっと差を設けている報酬額もございますけれども、

その辺も、近隣市町村等の報酬条例なんかを確認させていただいて参考にさせていただきた

いと思います。 

○議長（浅岡正広） 

  ほかに。 

  中川議員。 

○７番（中川 博） 

  今ほかの議員も言われたんですけれども、これは勉強会のときにも言わせていただいたん

ですけれども、この７千円の部分なんですけれども、これはいつから７千円なんですか。 

○議長（浅岡正広） 

  多村部長。 

○総務部長（多村美紀） 

  過去に行政改革等をなされたときで、約20年ぐらい前からというふうに認識しております。 

○議長（浅岡正広） 

  中川議員。 

○７番（中川 博） 

  最近、現在報酬というか給与を引き上げていこうというような社会の中で、そういう流れ

の中で、今ほかの議員も言っておられましたけれども、７千円でずっと据え置くというのは

この時代の流れには沿ってないよ。 

  そして、例えば公定価格というか、町行政が決められる価格というのはもう限られていま

すね。今言うたこの報酬及び費用弁償の条例の部分というところですね。あとはもう人勧に

沿ってということになると思うんですけれども、町の中で唯一決められるというようなとこ
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ろは、この報酬及び費用弁償に対する条例の部分のところだと思うんですね。 

  今その一覧表を見ているんですけれども、中には１万９千円とか日額というのはあります

けれども、今、多村部長のおっしゃられた委員の報酬７千円というのはほぼ20年前から変わ

っていないということですね。そこは今、近隣の自治体の状況も調べてということですけれ

ども、ここは引上げのほうを是非考えていただきたいと思うんですけれども、その辺につき

ましては、多村部長ばっかり責めて大変なんで、アレジオンで眠たくなりそうな町長にお聞

きしたいと思います。 

○議長（浅岡正広） 

  森田町長。 

○町長（森田昌吾） 

  報酬ですけれども、これは一応、額を決めているわけなんですけれども、この分について

は、確かに労働対価なんですけれども、時間と、物によってはやっぱり多寡がいっぱい出て

くるということなんですよね。相当時間がかかるものもあれば短時間で終わるものもあると

いうことで、そういう賃金単価を基にして算定した額ではないというように私は考えており

ます。したがいまして、時間が短ければその分安いかというとそうではなくて、同日に２つ

の委員会が開かれて、２つに出ると２つの報酬を支払うと、こういうようなルールになって

いるかと思います。 

  そういう点では、近隣の他市町村とか見てもそれほど私は差がないというふうには思って

います。大阪府ともそういう大きな差がないというふうには思っていますので、一度そうい

う他の市町村の報酬額も調べた上で、どういう対応をしていくかは検討したいと思うんです

けれども、単に賃金が上がるから上がるというものではないというふうに私は理解していま

す。 

  以上です。 

○議長（浅岡正広） 

  中川議員。 

○７番（中川 博） 

  初めにいつからというのをちょっと聞かせていただいたと思うんですね。今、町長がおっ

しゃられたのは多分20年前から同じ考えだと思いますね。でも、今はそういうような中で社

会情勢が変わっているというところは加味していかなければ、やはり時代のあれに乗り遅れ

というか、ないんじゃないかと思いますので、そこもやはり時代のそういう流れということ
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も考えていただければ。 

  町長が言われることは分かるんですけれども、それは20年前から同じ考えでそういう報酬

というのが決定されていたと思うんですけれども、今そういう流れではないということも頭

の中へ入れていただいて、近隣情勢を調べていただくということですので、是非その辺はお

願いしたいなと思います。 

  以上です。 

○議長（浅岡正広） 

  ほかに。 

  佐々木議員。 

○１番（佐々木希絵） 

  学校運営協議会の委員についてをお伺いするんですけれども、これ、前は学校協議会、何

か違う名前のがあって、これに変わって、ちゃんと報酬も出るようになるという認識やと思

うんですけれども、その前にあったものでどういう実績を出しているのか。 

  これ、運営協議会という話やけれども、実質的な権限というのは多分どこにもないと思う

んですね。意見を言うだけやと思うんですけれども、そのあたり、一体どこまで何をこの協

議会ができるのか、決定ができるのか。それで、保護者も入るという話なんですけれども、

その保護者というのはどのように選ばれるのかと、その前の会での実績は何かという３つを

お聞きします。 

○議長（浅岡正広） 

  谷部長。 

○教・育部長（谷 道広） 

  学校協議会、以前ですと地域の代表の方あるいは民生委員さんとかＰＴＡの保護者の方と

か、ここに校長とか教頭の方が入っていただいて、学校のいろいろと地域のつながりとか、

そういうところを皆さんと協力できるところを協力していきながら、学校の運営とかそれら

についてご意見をいただきながら、学校のほうもやっておりました。 

  一方で、今度運営委員会ができますけれども、今度は運営委員会として教育委員会の下部

組織となるんですけれども、それらで委員会でいろんな運営、学校の計画とかあるいは地域

とのできるところの計画とか、そういうのを審議いただいて、それを審議いただいた内容を

学校が今後の運営について参考とさせていくというようなところで、少し変わっていくとい

うところになります。 
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  保護者の方についても、以前はＰＴＡの会長さんとかそういう方々になるんですけれども、

それは学校のほうでまたそこは選定をされて、そこは追加されるとか、以前は１名でしたけ

れども、その辺のところはまた学校のほうで検討していくというようになります。 

  以上となります。 

○議長（浅岡正広） 

  佐々木議員。 

○１番（佐々木希絵） 

  これ心配しているのは、この会はつくるけれども、意見を言うけれども、別にそれをちゃ

んと反映するのかどうか。実質的な権限を持てない中で意見だけ言わせて何かお茶を濁すよ

うな感じでやっていく。本来の目的が果たせないんじゃないか。でも７千円というのをつけ

て何かすごく権威があるようなふうになるというのが考えられることなんですよね。 

  前の協議会での実績というのも、別にやってたよというだけの話ですし、これちゃんと機

能するようになるのに何らかの策があるのか。 

  本来やったら、もともとやったらＰＴＡがその役割を担うはずなんですね。ＰＴＡって本

来そういう役割を持っているものなんですけれども、実際、実質的にＰＴＡ自体も学校の下

請と言ったらすごく言い方悪いけれども、学校の家計を支えるような役割であったりとか、

ちょっと何かＰＴＡと先生が主体的に学校に関して何やかやするというような形ではなくな

っている。いろんな会がある中で、そういう実質的に機能したという事例がないのに、これ

がちゃんと機能するというのは何か策があるんですか。 

○議長（浅岡正広） 

  谷部長。 

○教・育部長（谷 道広） 

  今回この学校運営協議会をつくるにおきまして、別途、地域コーディネーター、地域学校

協働活動推進員、運営委員会委員とは別なんですけれども、講師謝礼というような形で謝礼

を渡すような方なんですけれども、その方に新たに入っていただこうと思います。その方々

に学校のほうに来ていただいて、その方が地域とつないでいくというようなことを考えてい

ます。 

  だから、今までは学校協議会についてはこういう方がおられなかったので直接校長先生が

やっておられたんですけれども、今度は新たにこういう専門家の方を置くことによって、学

校運営協議会を何とかしていきたいという思いで、こうしていきたいと思っております。 
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  以上となります。 

○議長（浅岡正広） 

  佐々木議員。 

○１番（佐々木希絵） 

  要は、座長が校長先生とか先生が主体でリードしていたのがそういう違う人になって、校

長、教頭も一参加者、メンバーとして意見を言うだけになるということなんですかね。何か

よく分からないんですけれども、ＰＴＡとかで言ったら、やっぱり先生とペアレントさん、

ティーチャーさんなので、保護者と先生というのは対等な関係で意見を出し合って学校運営

していこうというもともとの会の目的があるけれども、実質的には先生がリードしている。

保護者の意見を採用するかどうかという判断まで実質的には先生がするんですね。その会全

体で決めるのではなくて、そうなっていると。 

  ということなので、それが地域コーディネーターというすごい方がいらっしゃって機能す

るというんやったらいいんやけれども、機能するんですよね。 

○議長（浅岡正広） 

  谷部長。 

○教・育部長（谷 道広） 

  すみません。座長が地域コーディネーターということではないんです。ごめんなさい。 

  じゃなくて、学校運営協議会というのは保護者とか地域住民、あるいは今まで力を入れて

いたのは民生委員とか青少年指導員、あるいは主任児童委員の方、そこに校長とか、あるい

は教育委員会のほうも入りまして、その運営協議会のほうを運営していきたいと思っており

ます。 

  そこにまた別途地域コーディネーターの方が地域とのつなぎ役となってやっていくという

ことになりますので、今まで協議会というのは確かにあったんですけれども、仕事の業務上

でなかなか地域とのつながりできなかったという面がありますので、運営協議会を立ち上げ

て地域の方にもより多く参画していただくというのがこの運営協議会になりますので、それ

でコーディネーターの方も地域のつなぎ役という形でしていくという形になります。 

  以上となります。 

○議長（浅岡正広） 

  ほかにありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 
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○議長（浅岡正広） 

  ないようですので、質疑を終結します。 

  次に、討論を行います。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（浅岡正広） 

  ないようですので、討論を終結します。 

  これより採決を行います。 

  本案を原案どおり可決することに賛成の方の起立を求めます。 

〔賛 成 者 起 立〕 

○議長（浅岡正広） 

  起立全員と認めます。よって、本案は原案どおり可決されました。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○議長（浅岡正広） 

  日程第９ 議案第44号 河南町職員の勤務時間、休暇等に関する条例等の一部を改正する

条例の制定についてを議題とします。 

  提案理由の説明を求めます。 

  多村部長。 

○総務部長（多村美紀）（登壇） 

  それでは、タブレットは68ページをお開きください。 

  議案第44号を提案させていただきます。 

 

    議案第44号 

      河南町職員の勤務時間、休暇等に関する条例等の一部を改正する条例の 

      制定について 

河南町職員の勤務時間、休暇等に関する条例等の一部を改正する条例を別紙のとお

り制定するものとする。 

      令和７年３月４日提出 

                             河南町長 森 田 昌 吾 

 

  提案の理由ですが、育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する
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法律及び次世代育成支援対策推進法の一部を改正する法律において、男女ともに仕事と育児、

介護を両立できる職場環境を整備するものとされたことから、河南町職員の勤務時間、休暇

等に関する条例及び職員の育児休業等に関する条例について所要の改正を行うものでござい

ます。 

  めくっていただきまして69ページ、 

 

    令和７年河南町条例第 号 

河南町職員の勤務時間、休暇等に関する条例等の一部を改正する条例 

 

  改正内容については、新旧対照表によりご説明させていただきます。 

  72ページをご覧ください。 

  まず、第１条関係として、河南町職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正でござ

います。 

  第８条の２は、育児または介護を行う職員の深夜勤務及び時間外勤務の制限について規定

しております。第１項において深夜勤務をさせてはならない育児を行う職員の範囲を規定し

ておりますが、養子縁組、里親に係る児童福祉法の規定が改正されたことに伴い、文言の整

理を行うものです。 

  次に、第２項は時間外勤務をさせてはならない育児を行う職員の範囲を規定しております

が、子の年齢に応じた柔軟な働き方を実現するための措置の拡充のため、対象となる職員の

範囲を「３歳に満たない子のある職員」から「小学校就学の始期に達するまでの子のある職

員」に改めるものでございます。 

  めくっていただきまして、73ページから74ページの第４項は、介護を行う職員の深夜勤務

及び時間外勤務の制限について、育児を行う職員に準用する規定ですが、まず第４項の冒頭

で「前３項の規定」とすることで、第２項の時間外勤務の制限条項を介護を行う職員にも準

用する改正をしております。また併せて、第１項及び第２項の改正に伴い、条文全体にわた

って介護を行う職員についての読替規定を整理しております。 

  74ページをご覧ください。 

  第15条の改正については、次のページに出てきます第18条の追加に伴うものでございます。 

  めくっていただきまして75ページは、第18条及び第18条の２は介護離職防止のための仕事

と介護の両立支援制度に関する規定を新設するもので、第18条の第１項において、職員が配
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偶者等の家族の介護に直面した旨を申し出た場合の仕事と介護の両立支援制度の個別周知と

意向確認を行うことを規定しております。また第２項では、40歳に到達した職員に対して、

介護両立支援制度等の情報提供をすることを規定しております。 

  次に、第18条の２は、介護両立支援制度等の請求等が円滑に行われるようにするため、第

１号で職員に対する介護両立支援制度等に係る研修の実施、第２号で相談体制の整備、第３

号でその他介護両立支援制度等に係る勤務環境の整備に関する措置を講じなければならない

旨を規定しております。 

  次の19条は、条ずれの対応でございます。 

  めくっていただきまして76ページです。 

  続いて、第２条関係として、職員の育児休業等に関する条例の一部改正でございます。 

  第18条は、育児休業法第19条第１項に規定する、子を養育するために１日の勤務時間の一

部を勤務しないこととする部分休業の承認について規定しております。 

  第２項は常勤の職員に関しての規定で、今回改正しております第３項は非常勤職員に関し

ての規定となっております。 

  非常勤職員の部分休業の承認に当たっては、別途、当該非常勤職員が育児時間の承認を受

けている場合は、その時間を減じることとしておりますが、育児休業、介護休業等育児又は

家族介護を行う労働者の福祉に関する法律第61条の２第20項の規定による介護をするための

時間の承認を受けている場合は、常勤職員と同様に、このいわゆる介護時間も部分休業を承

認する場合の時間から減じるようにするための改正です。 

  めくっていただきまして、77ページは附則の関係でございます。 

  第１項は施行期日ですが、この条例は令和７年４月１日から施行し、次の第２項の規定は

公布の日から施行するものとします。 

  次に、第２項は経過措置であります。この条例の施行日以降の日を時間外勤務制限開始日

とする３歳から小学校就学の始期に達するまでの子を養育するために行う請求については、

施行日前においてもできる旨を規定しております。 

  以上、簡単ではございますが、提案理由の説明とさせていただきます。よろしくご審議の

上、ご可決賜りますようお願い申し上げます。 

○議長（浅岡正広） 

  提案理由の説明が終わりました。 

  これより質疑を行います。 
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  力武議員。 

○９番（力武 清） 

  それぞれ休業の関係、違うんですけれども、まず育児休業と介護休業を今現在の職員さん

で取得している人はいてはるんかどうか、まずお聞きしたいと思います。 

○議長（浅岡正広） 

  多村部長。 

○総務部長（多村美紀） 

  育児休業に関しましては、令和６年度中でございますが、女性が４人で男性４人の計８人

でございます。介護休暇のほうは現在のところ取得がございません。 

○議長（浅岡正広） 

  力武議員。 

○９番（力武 清） 

  育児休業の場合、介護も取る方もいらっしゃると思うんですけれども、期間ですね。この

条例を活用して、いつまで育児休業の保障がされるのかということです。そのあたりはどう

なんですかね。無制限には取得できないでしょう。一定期間、何日とかそういう期間を設け

た日にちになっているのかどうかお聞きしたいと思うし、介護をする人にしたって、親御さ

んを抱えている人が今後も出てくると思うんですけれども、そういう人たちに対する保障と

いうか、何日間か期間を決めて休業できるのか、もう無制限にこれは取れるのかをお聞きし

たいと思います。 

○議長（浅岡正広） 

  両方とも期間でいいんですね。 

○９番（力武 清） 

  はい、期間ですね。 

○議長（浅岡正広） 

  多村部長。 

○総務部長（多村美紀） 

  まず、この条例の施行規則のほうで期間は全部定めております。 

  育児休業のほうは最長３年間というところになっております。介護休暇のほうも、この条

例でもありますように、最大２時間とか部分休業等も取れるようになっております。無制限

というわけではございません。 
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○議長（浅岡正広） 

  力武議員。 

○９番（力武 清） 

  最後になりますけれども、休暇というのは当然有給で取得されると思うんですけれども、

この休暇を取ったことによって、昇給、昇格の査定に支障を来さないのかということで、支

障を来さんようにしてほしいんですけれども、そのための評価はどのようにされるのかお聞

きします。 

○議長（浅岡正広） 

  多村部長。 

○総務部長（多村美紀） 

  これはそれぞれ個人さんの権利でございますので、昇給等には影響いたしません。 

○議長（浅岡正広） 

  ほかに。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（浅岡正広） 

  ないようですので、質疑を終結します。 

  次に、討論を行います。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（浅岡正広） 

  ないようですので、討論を終結します。 

  これより採決を行います。 

  本案を原案どおり可決することに賛成の方の起立を求めます。 

〔賛 成 者 起 立〕 

○議長（浅岡正広） 

  起立全員と認めます。よって、本案は原案どおり可決されました。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○議長（浅岡正広） 

  日程第10 議案第46号 一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例の制定に

ついてを議題とします。 

  提案理由の説明を求めます。 
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  多村部長。 

○総務部長（多村美紀）（登壇） 

  タブレットのほうは82ページをお開きください。 

  では、提案させていただきます。 

 

    議案第46号 

一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定するも

のとする。 

      令和７年３月４日提出 

                             河南町長 森 田 昌 吾 

 

  改正の理由ですが、令和６年人事院勧告に基づく国家公務員の給与改定に伴い、地方公務

員法の情勢適応の原則、均衡の原則により、給料表、扶養手当、地域手当、管理職特別勤務

手当及び再任用職員に対する手当を改正するものでございます。 

  めくっていただきまして83ページ、 

 

    令和７年河南町条例第 号 

一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

一般職の職員の給与に関する条例（昭和44年河南町条例第３号）の一部を次のよう

に改正する。 

 

  改正内容につきましては、新旧対照表によりご説明させていただきます。 

  94ページの新旧対照表でございます。 

  まず、第15条は扶養手当について規定しておりますが、民間企業において配偶者の働き方

に中立となるように配偶者手当の見直しが進められている状況や、近年、官民ともに配偶者

に係る手当が縮小傾向にあることなどを踏まえ、配偶者に係る手当を廃止し、子を有する職

員に対する生計費の補塡を充実するため、子に係る扶養手当を引き上げる改正を行うもので、

第２項第１号の配偶者に関する規定を削除し、第２号から第６号までを１号ずつ繰り上げて

おります。 



－58－ 

  次に、第３項では手当の額を定めていますが、第２項で第１号を削除したことで配偶者に

関する扶養手当6,500円はなくなります。また、同項では子に係る手当を現行の「１万円」

から「１万３千円」に改めております。 

  配偶者及び子の扶養手当について、令和７年度は附則において特例規定を設けております

ので、後ほどご説明させていただきます。 

  続いて、改正後の第５項に扶養手当の支給に関して必要な事項を規則で定める旨の規定を

新設しております。これに伴い、改正前の第16条の規定は削除しております。 

  めくっていただきまして、96ページでございます。 

  第16条の２は地域手当に関する規定ですが、人事院勧告において都道府県を単位とする支

給地域の見直しを行われたことから、支給割合を現行の「100分の６」から「100分の12」に

改正しております。なお、支給割合の引上げは国家公務員に準じて令和７年度から令和10年

３月31日までの間で段階的に実施されるものであり、こちらも附則において特例規定を設け

ておりますので、後ほどご説明させていただきます。 

  次に、第２条の２は管理職員特別勤務手当に関する規定ですが、勤務実績に応じた適切な

処遇を確保するため、平日深夜に係る支給対象時間帯を拡大する改正を行っております。 

  まず、第１項の改正は文言の整理でございます。 

  第２項は平日深夜の支給対象時間帯についての改正ですが、現行の「午前０時から午前５

時まで」を「午後10時から翌日の午前５時まで」に改めるものでございます。 

  次に、第３項及び同項第１号の改正は、先ほどの第２項の改正に伴い、平日深夜の勤務も

割増しの対象とするものでございます。 

  めくっていただきまして97ページ、第28条の２は、定年前再任用短時間勤務職員について

の適用除外として、再任用された職員には適用しない条項として第16条及び第16条の３を規

定しておりましたが、今回の改正で削除した第16条の規定及び第16条の３住居手当に関する

条項を削除することにより、定年前再任用短時間職員にも住居手当を支給することができる

ようにするための改正です。 

  次に、別表第１の給料表ですが、職務や職責に応じた給与上昇を確保するとともに、号給

水準や昇格に伴う号給月額の増額を行うため、３級から７級の初号近辺の号級をカットし、

各級の初号の額を引き上げる改定となっております。 

  カットしている範囲ですが、３級で１号級から４号級までをカットし、改正前の５号給を

改正後の１号給としております。同様に、４級で１号級から８号級まで、５級で同じく１号



－59－ 

級から８号級まで、６級で１号級から12号級まで、７級で１号級から16号級までをそれぞれ

カットしております。 

  給料表の新旧対照表につきましては、97ページから102ページのとおりでございます。 

  それでは、103ページの附則でございます。 

  第１項は施行期日ですが、この条例は令和７年４月１日から施行することとしております。 

  第２項は号給の切替えですが、令和７年４月１日を切替日として、附則別表の切替え表に

応じて、切替日前日の令和７年３月31日においてその者が受けていた号級に応じ、旧号級を

新号級に切り替えるものです。 

  第３項は、切替日前に職務の級を維持する異動した職員等について、号級の調整措置を定

めたものです。 

  第４項は、令和８年３月31日までの間における扶養手当に関する特例として、支給額の見

直しを令和７年度から２年間で段階的に実施するため、令和８年３月31日までの支給額を定

めるものです。配偶者については、本則上はなしとしましたが、令和７年度中は３千円とし

ます。また、子に係る扶養手当については、本則上は１万３千円としましたが、令和７年度

中は１万1,500円とするものです。 

  第５項は、令和10年３月31日までの間における地域手当に関する特例です。地域手当の支

給割合の引上げは、国家公務員に準じて段階的に実施していくことを予定しており、令和10

年３月31日までの支給割合は100分の12を超えない範囲内で規則で定める割合とするもので

す。なお、令和７年度の支給率は、国家公務員に準じ、条例施行規則において100分の10と

する予定で、当初予算においてもこの支給率で予算措置をしております。 

  めくっていただきまして104ページ、第６項は河南町一般職の任期付職員の採用に関する

条例等の一部改正する条例の一部改正ですが、地方公務員法の一部改正により、暫定再任用

職員に関する条項が改正されましたので、引用条項の整理を行っております。一部改正条例

附則第２条第１項中の「附則第９条第３項」を「附則第９条第２項」に改め、附則第３条第

１項中「附則第９条第２項」を「附則第９条第６項」に改めるものでございます。 

  以上、簡単ではございますが、提案理由の説明とさせていただきます。よろしくご審議の

上、ご可決賜りますようお願い申し上げます。 

○議長（浅岡正広） 

  提案理由の説明が終わりました。 

  これより質疑を行います。 
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  中川議員。 

○７番（中川 博） 

  どうもありがとうございます。 

  人勧の指針に伴ってというような改正だと思うんですけれども、１点だけおやっと思った

のが、配偶者の手当の廃止に伴うということですけれども、これ家族の在り方の問題にもま

たなってくると思うんですけれども、もともと配偶者手当が支給されていた意味と、今回そ

れが廃止される意味というのを分かれば教えていただきたいと思います。 

○議長（浅岡正広） 

  多村部長。 

○総務部長（多村美紀） 

  配偶者手当につきましては、国の人勧どおりの改正にはなっておりますけれども、一定、

配偶者の働き方等の考えもございまして配偶者手当を廃止し、その分、子供のほうに手当を

厚くするという国の考えのとおりに改正させていただいております。 

○議長（浅岡正広） 

  中川議員。 

○７番（中川 博） 

  国の考えなんですけれども、配偶者、奥さんですね。ご主人になる場合もあるかも分かり

ませんけれども、は働けというような意味も入っているということですか。 

○議長（浅岡正広） 

  多村部長。 

○総務部長（多村美紀） 

  働けという、そういう極端なものではございませんけれども、配偶者の方も働いていらっ

しゃるという事実等も見受けられるというところで改正されたというふうに国のほうでは推

測されております。 

○議長（浅岡正広） 

  中川議員。 

○７番（中川 博） 

  国の、一番初めに言いましたように人勧に沿っての話なのであれなんですけれども、配偶

者の分は子供に振り分けということで理解していいわけですね。配偶者は減るけれども家族

全体の中では子供さんに対する手当が拡充されて、そういう減額にはならないというような
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考えでいいわけでしょうね。もう確認だけ。 

○議長（浅岡正広） 

  多村部長。 

○総務部長（多村美紀） 

  議員仰せのとおり、子供のほうに手当が充実するということでございます。 

○議長（浅岡正広） 

  ほかに。 

  力武議員。 

○９番（力武 清） 

  地域手当の改定について質問させていただきます。 

  今回、段階的に６％から12％に引き上げるというのは、職員さんは大変喜んでおられると

思うんですけれども、まず改めてお聞きしたいのは、この地域手当という性格はどういうも

のなのか、お聞きしたいと思います。 

○議長（浅岡正広） 

  多村部長。 

○総務部長（多村美紀） 

  地域手当とは、地域における民間賃金の状況を国家公務員給与に反映するものであり、職

員の在勤地に応じて給与等に級地区分ごとに定められた支給割合を乗じて支給されているも

のでございます。 

○議長（浅岡正広） 

  力武議員。 

○９番（力武 清） 

  今回６％、隣の富田林市はもう10％になっていると思うんですけれども、その改定される

理由というか、特段の理由というのはどういうことで改定されるのか、またお聞きします。 

○議長（浅岡正広） 

  多村部長。 

○総務部長（多村美紀） 

  今回、この部分につきましても国の人勧のとおりで改正させていただきますけれども、地

域手当につきましては以前から市町村単位での支給割合が定められているというところであ

りまして、隣接する市町村との関係で不均衡が生じているという全国的な問題があったよう
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でございます。 

  級地区分を設定することで地域単位を広域化で考えられるということで、市町村ごとでは

なく、今回は都道府県というところで基本で、７段階以前はございましたけれども、５段階

で地域手当の考え方を改められたというところでございます。 

○議長（浅岡正広） 

  力武議員。 

○９番（力武 清） 

  河南町もやっと大阪府の仲間入りになったということで喜んでいいんかな。都会の域に入

ったというふうに思うんですけれども、そのあたりの評価はどうですか。 

  それと、この改定されることによって当面10％になるわけですけれども、地域手当の総額

の支給額が相当増えていると思うんですけれども、その総額がどれくらいか今言えますかね。 

○議長（浅岡正広） 

  多村部長。 

○総務部長（多村美紀） 

  河南町の場合は大阪府下でも６％で非常に差があった、一番底辺というところでございま

したので、ここは、上がることに関しましては非常にありがたいというふうには考えており

ます。 

  金額のほうですけれども、今回令和７年度はまだ６％から10％というところの途中段階で

ございます。今回は10％になることによりまして地域手当のみ、地域手当はちょっと期末勤

勉等も絡んでくるんですけれども、地域手当のみを考えましたら約2,290万円ぐらいの増額

となっております。 

○議長（浅岡正広） 

  ほかに。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（浅岡正広） 

  ないようですので、質疑を終結します。 

  次に、討論を行います。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（浅岡正広） 

  ないようですので、討論を終結します。 
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  これより採決を行います。 

  本案を原案どおり可決することに賛成の方の起立を求めます。 

〔賛 成 者 起 立〕 

○議長（浅岡正広） 

  起立全員と認めます。よって、本案は原案どおり可決されました。 

  ここで10分間の休憩を取ります。 

休   憩（午後２時０９分） 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

再   開（午後２時１９分） 

○議長（浅岡正広） 

  それでは、休憩前に引き続き会議を再開いたします。 

  日程第11 議案第47号 職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例の制定につい

てを議題とします。 

  提案理由の説明を求めます。 

  多村部長。 

○総務部長（多村美紀）（登壇） 

  それでは、タブレットのほうは111ページをお開きください。 

  議案第47号を説明させていただきます。 

 

    議案第47号 

職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定するものと

する。 

      令和７年３月４日提出 

                             河南町長 森 田 昌 吾 

 

  提案理由ですが、雇用保険法の一部改正により国家公務員退職手当法の一部が改正された

ことに伴い、地方公務員法の情勢適応の原則、均衡の原則により、失業者の退職手当に関す

る規定について所要の改正を行うものでございます。 

  めくっていただきまして112ページ、 
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    令和７年河南町条例第 号 

職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例 

職員の退職手当に関する条例（昭和31年河南町条例第23号）の一部を次のように改

正する。 

 

  改正内容につきましては、新旧対照表によりご説明させていただきますので、113ページ

をご覧ください。 

  新旧対照表でございます。 

  第10条は、退職した職員に対して支給した一般の退職手当の支給額が雇用保険法の規定に

適用した場合に支給される基本手当の支給額に満たない場合に、一定要件下で支給される失

業者の退職手当について規定しております。 

  改正箇所ですが、第10条第11項第４号において、雇用保険法の規定に準じて就業促進手当

に相当する額を支給する対象者を規定しておりますが、法改正により、安定した職業を除く

職業に就いた者に支給される手当が廃止されたことから、対象者を「職業に就いたもの」か

ら「安定した職業に就いた者」に改めております。なお、安定した職業とは、概して申しま

すと、１年越しの雇用見込みのある職業というところでございます。 

  次に、同条第14項は、就業促進手当に相当する額を支給された場合に基本手当を支給され

たものとみなす旨の規定でございますが、こちらも法改正により引用条項等が変更になった

ことから、規定を改めております。 

  めくっていただきまして114ページ、附則第６項は、雇用保険法において、雇用機会が不

足する地域として指定された地域内に居住する者に対しては、基本手当の給付日数の延長に

関する暫定措置として地域延長給付に関する規定があり、これに対応した定めとなっており

ます。地域延長は本町では該当いたしませんが、今回の法改正により暫定措置期間が延長さ

れたことから、対象職員を「令和７年３月31日以前に退職した職員」から「令和９年３月31

日以前に退職した職員」と、法改正どおりに改正させていただいております。 

  次に、附則として、第１項は施行期日ですが、この条例は令和７年４月１日から施行する

こととしております。 

  次に、第２項は経過措置ですが、改正後の条例の規定は施行日以降に安定した職業に就い

た者について適用し、退職職員であって施行日前に安定した職業を除く職業に就いた者に対



－65－ 

する就業促進手当に相当する退職手当の支給については、従前の例による旨を規定しており

ます。 

  以上、簡単ではございますが、提案理由の説明とさせていただきます。よろしくご審議の

上、ご可決賜りますようお願い申し上げます。 

○議長（浅岡正広） 

  提案理由の説明が終わりました。 

  これより質疑を行います。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（浅岡正広） 

  ないようですので、質疑を終結します。 

  次に、討論を行います。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（浅岡正広） 

  ないようですので、討論を終結します。 

  これより採決を行います。 

  本案を原案どおり可決することに賛成の方の起立を求めます。 

〔賛 成 者 起 立〕 

○議長（浅岡正広） 

  起立全員と認めます。よって、本案は原案どおり可決されました。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○議長（浅岡正広） 

  日程第12 議案第48号 河南町乳児等通園施設事業の設備及び運営に関する基準を定める

条例の制定についてを議題とします。 

  提案理由の説明を求めます。 

  谷部長。 

○教・育部長（谷 道広）（登壇） 

  それでは、議案のほうを説明させていただきます。 

  議案資料の116ページをご覧ください。 

 

    議案第48号 
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      河南町乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の 

      制定について 

河南町乳児等通園施設事業の設備及び運営に関する基準を定める条例を別紙のとお

り制定するものとする。 

      令和７年３月４日提出 

                             河南町長 森 田 昌 吾 

 

  次のページに移っていただきまして、 

 

    令和７年河南町条例第 号 

河南町乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例 

 

  まず、本条例の提案理由でございますが、令和６年６月に公布されました子ども・子育て

支援法等の一部を改正する法律によりまして、生後６か月から満３歳未満で保育所などに通

っていない子供を育てている家庭が、月一定時間までの利用可能枠の中で就労要件を問わず

時間単位等で柔軟に利用できる新たな通園給付としてこども誰でも通園制度、児童福祉法で

は乳児等通園支援事業というふうに規定されておりますが、創設されました。この制度は、

令和７年４月１日から制度化され、令和８年４月１日から給付がされます。 

  改正法による児童福祉法においては、市町村は、乳児等通園支援事業の設備及び運営につ

いての基準を定めなければならないとされていることから、町の乳児等通園支援事業の設備

及び運営に関する基準を定めるため、条例を制定するものでございます。 

  条例の制定については、内閣府令で定める基準に従い、または参酌して定めることとされ

ておりまして、町の条例は国の基準と同様に定めるものとしております。 

  資料の117ページをご覧ください。 

  第１章、総則、第１条から第19条までにつきましては、本条例制定の趣旨、最低基準、一

般原則等、本制度を実施する上での統一基準を規定しております。 

  第１条、趣旨では、この条例の根拠となる法律を示し、また、この条例で規定する設備及

び運営の基準を国の省令同様に最低基準とする略称規定を設けるものです。 

  第２条、最低基準の目的では、乳幼児が明るくて衛生的な環境において、素養があり、か

つ適切な訓練を受けた職員が乳児等通園施設を提供することにより、心身とも健やかに育成
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されることを保障することを規定しております。 

  第３条、最低基準の向上では、町が乳児等通園支援事業の事業者等に対して設備及び運営

を向上させるよう勧告できることを規定するとともに、市町村の最低基準向上の努力義務を

規定しております。 

  第４条、最低基準と乳児等通園支援事業者では、乳児等通園支援事業者の設備及び運営に

関する責務を規定しております。 

  第５条、乳児等通園支援事業者の一般原則では、乳幼児の人権に十分配慮した運営を行う

などの一般原則を規定しております。 

  第６条、乳児等通園支援事業者と非常災害では、災害に備えた設備、訓練を規定しており

ます。 

  第７条、安全計画の策定等では、乳幼児の安全確保を図るため、事業所の安全に関する事

項についての計画策定等を規定しております。 

  第８条、自動車を運行する場合の所在の確認では、自動車を利用する場合の乳幼児の所在

の確認等を規定しております。 

  第９条、乳児等通園支援事業者の職員の一般的要件では、職員の知識及び技能の向上等を

規定しております。 

  第10条、乳児等通園支援事業者の職員の知識及び技能の向上等では、職員は専門性が発揮

できるよう、必要な知識や技能の習得、維持及び向上に努めるとともに、事業実施事業者は、

そのための研修等の受講の機会を確保することを規定しております。 

  第11条、他の社会福祉施設等を併せて設置するときの設備及び職員の基準では、他の社会

福祉施設等と併せて設置するときは、通園施設に支障がない場合に限り、他の施設と設備及

び職員を兼ねることができることを規定しております。 

  第12条、利用乳幼児を平等に取り扱う原則では、乳幼児の国籍、信条、社会的身分または

利用費用の負担をするか否かによって差別的な取扱いを行うことを禁止することを規定して

おります。 

  第13条、虐待等の防止では、職員による子供への虐待行為の禁止を規定しております。 

  第14条、衛生管理等では、乳幼児の使用する設備、食器等または飲用に供する水について、

衛生的な管理に努め、または衛生上必要な措置を講じなければならないと規定しております。 

  第15条、食事では、食事の提供等の調理機能等の設備を備えることを規定しております。 

  第16条、乳児等通園支援事業所内部の規程では、乳児等通園支援事業の目的及び運営の方
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針等の乳児等通園支援事業の運営についての重要事項に関する規定を定めなければならない

と規定しております。 

  第17条、乳児等通園支援事業所に備える帳簿では、備える帳簿の整備について規定してお

ります。 

  第18条、秘密保持等では、職員は、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用乳幼児ま

たはその家族の秘密を漏らしてはならないこととすることと規定しております。 

  第19条、苦情への対応では、苦情窓口の設置等を規定しております。 

  第２章、乳児等通園支援事業、第20条から第26条までにつきましては、乳児等通園支援事

業の区分、設備及び職員配置に係る基準及び乳児等通園支援の内容を規定しております。 

  第20条、乳児等通園支援事業の区分では、保育所、こども園等の利用の定員の総数に満た

ない場合、その余剰人員を対象とした余裕活用型とそれ以外の一般型について規定しており

ます。 

  第21条、設備の基準では、面積については、乳児室については1.65㎡、ほふく室について

は3.3㎡以上と規定しております。 

  第22条、職員の配置基準では、乳児概ね３人につき１人以上、満１歳以上満３歳未満の乳

児概ね６人につき１人以上とし、そのうち半数以上は保育士とし、利用児童人数にかかわら

ず、常時少なくとも２人以上の職員配置が必要であることを規定しております。 

  第23条、乳児等通園支援の内容では、一般型乳児等通園支援の内容となっており、保育の

内容は児童福祉施設の設備及び運営に関する基準第35条に準じることを規定しております。 

  第24条、保護者との連絡では、保護者との密接な連絡を取り、支援内容について理解を得

るよう努めることと規定しております。 

  第25条、設備及び職員の基準では、余裕活用型乳児等通園支援事業の設備及び職員の基準

を規定しております。 

  第26条、準用では、余裕活用型乳児等通園支援事業の支援内容及び保護者への連絡は、一

般型乳児と通園支援事業全般の共通事項であるため、規定を準用しております。 

  第３条、雑則、第27条、第28条につきましては、本条例の手続的事項として定める字句を

規定しております。 

  第27条、電磁的記録では、事業者及び職員は、記録作成、保全その他これらに類するもの

のうち、書面等で行うものとされるものについて、当該書面等に代えて電磁的記録により行

うことができることとして規定しております。 
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  第28条、委任では、この条例に定めるもののほか、条例施行に関し必要な事項は規則で定

めることとしております。 

  附則としまして、この条例は令和７年４月１日から施行するとしております。 

  なお、この制度は令和８年度から市町村で実施される予定ですが、河南町では令和７年中

に試行実施したいと考えておりまして、当初予算において、一般会計の歳入予算や必要経費

として歳出予算の民生費で計上しております。 

  以上で説明とさせていただきます。よろしくご審議いただき、ご可決賜りますようよろし

くお願いいたします。 

○議長（浅岡正広） 

  提案理由の説明が終わりました。 

  これより質疑を行います。 

  中川議員。 

○７番（中川 博） 

  谷部長、ありがとうございます。詳しく説明していただいたんですけれども、ちょっと分

からない部分があるんで、説明の中に入っていたかも分からないんですけれどもちょっとお

聞きします。 

  まず、今回の誰でも通園制度なんですけれども、町長の施政運営方針でも掲げられていた

と思うんですけれども、その中には中村こども園という名前が出てきたと思うんですけれど

も、河南町の場合は両園、石川こども園と中村こども園があるんですけれども、これは両園

とも対象になるのかどうかというのがまず１点ですね。 

  次に、今回６か月から３歳未満の子供を新たに預かるということで、そうなりましたら保

育士さんの人材の確保とか、そういう採用とか新たにあるのかどうかという部分です。 

  そしてもう一つは、今回そういう新たに受け入れる幼児というか子供さんなんですけれど

も、先ほど説明の中では余裕活用型とか一般型とか何か、多分説明していただいたと思うん

ですけれども、ちょっと分からなかったんで、そういう子供については今のそういうクラス

に入り込むのか、それとも新しく別の枠でその子だけを見るのか、その辺をちょっとまた３

点教えていただきたいと思います。 

○議長（浅岡正広） 

  谷部長。 

○教・育部長（谷 道広） 
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  まず、対象としましては、河南町では石川こども園と中村こども園がございます。両方と

も誰でも通園ができるようになります。ただ、今、石川こども園にもお話をさせていただい

ているんですけれども、部屋等がちょっとございませんので、取りあえず令和７年度は試行

としまして中村こども園から実施していきたいと考えております。 

  次に、保育士さんの人材活用というところなんですけれども、おっしゃられるように保育

士さんはなかなか今、人材のほうはいないというところなんですけれども、ちょっとまだ令

和７年度に向けてこれからまた採用のほう考えていきたいと思っております。 

  あと、施設余裕型と一般型があるということで、これは施設に例えば定員が３人のところ

子供さんが１人しかおられないという場合は、２人でその施設を利用して誰でも通園をする

ことができるんですけれども、今回中村こども園で実施するのは、別の部屋に誰でも通園の

部屋を設けてやっていきたいと考えております。 

  以上となります。 

○議長（浅岡正広） 

  中川議員。 

○７番（中川 博） 

  ありがとうございました。今３点質問させていただいて、回答していただいて分かるんで

すけれども、ということは、まずは中村こども園から令和７年度４月から始めて、石川こど

も園はその準備ができ次第ということなんですけれども、令和８年度４月からは両園がもう

対象になるということで理解していいわけですね。 

  それとあと、例えば、今採用の問題を言っていただきましたけれども、子供さんはそうい

う形で出てくると、通いなど。でも、採用がうまくいかなかって先生が不足する場合でも子

供は受けていただけるのかどうかという２点再質問させてもらいたいと思います。 

○議長（浅岡正広） 

  谷部長。 

○教・育部長（谷 道広） 

  すみません。石川こども園、確かに対象にはなるんですけれども、取りあえず誰でも通園

は各市町村に１つの誰でも通園制度ができればいいので、まずは中村こども園で、また保育

士さんとか施設とか、石川こども園が整えばというところで考えております。 

  また、採用の件なんですけれども、実際に予算もまだ通っていない段階ですので、募集と

かそういうのはまだしていないんです。ただ、何とか早期にできるよう、採用のほう、でき
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るだけ早く募集をしていきたいというふうに考えております。 

○議長（浅岡正広） 

  中川議員。 

○７番（中川 博） 

  １点目につきましては分かりました。結局、結論としては中村こども園でスタートして、

石川こども園は補完的やから、状況によってはやる場合があるかも分からないけれども、基

本は中村こども園がもう中心ということですね。 

  ただ、２問目のところなんですけれども、例えば、そういう今これからの話だと思うんで

すけれども、保育士さんが確保できなかって、誰でもこども園に通いたいという子供が出て

きたとしても、保育士が確保できなかった場合は受入れがしていただけないということにな

るわけですか。 

○議長（浅岡正広） 

  谷部長。 

○教・育部長（谷 道広） 

  すみません。誰でも通園については４月からすぐにということでは考えていなくて、まず

は部屋とか、あるいは保育士さんの人材が活用できてからというふうに思っております。た

だ、早期にやっていきたいと思いますので、募集とかその辺のところは何とかしていきたい

というふうに原課のほうでは思っております。 

  以上となります。 

○議長（浅岡正広） 

  ほかに。 

  髙田議員。 

○３番（髙田伸也） 

  今、ほかの議員からも質問がありましたので保育士の問題とかよく分かったんですけれど

も、中村こども園でまずテスト的に試行的に実施するという中で、現状よく似たシステムと

いいますか、一時預かりのぽけっとルームというのがあるわけですが、内容をよく見ていま

すと当然条件がありますし、預かっている時間でありますとか、また期間によっても誰でも

通園制度と違うところもありまして、似通ったところと近いところ、それを考えてみますと、

今後どのように運営をされていくのか、その２つを生かしていくのかということは非常に気

になるんですけれども、まず１点目、ぽけっとルーム、現状毎月どれぐらいの方が利用され
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ているのか、また保育士は設置されているのか、その２点お聞かせ願いたいと思います。 

○議長（浅岡正広） 

  谷部長。 

○教・育部長（谷 道広） 

  まず、ぽけっとルームにつきましては大体１日２人から３名の乳幼児を預かっております。

また、保育士のほうは２人常時いてるようになっております。 

  以上です。 

○議長（浅岡正広） 

  髙田議員。 

○３番（髙田伸也） 

  となりますと、当然ながら誰でも通園制度のほうが来やすいということを考えると、保育

士のほうも絶対必要だなという気がするんですが、勉強会でも聞きましたのは、費用としま

しては１時間当たり350円でありますとか時間は５時間程度というようなことをお聞きしま

した。これにつきましてはぽけっとルームとは違うんですけれども、国のほうではある程度

自治体のほうに裁量権を持たせているというお話も聞いていますので、例えばこれはぽけっ

とルームにもう少し、時間帯でありますとか合わせることができるのか、もしくは費用面も

ほぼ同等な形に持っていくことができるのか。今、基本的なものは国の方針に合わせるとい

うように聞いておりますけれども、状況によってはその辺の内容も変わっていくのかという

点についてお聞かせ願いたいと思います。 

○議長（浅岡正広） 

  谷部長。 

○教・育部長（谷 道広） 

  まず、ぽけっとルームというのは、就労要件がなくてあくまでも一時預かり、保育園とい

うような形になります。そして、誰でも通園は就労要件なしということで、幼稚園というよ

うなイメージをしていただけたらと思います。我々も、今まで就労要件なしで０歳から２歳

を預かるというところがなかったので、それを保護者の方に対して選択肢を増やすというイ

メージを持っております。 

  今後、ぽけっとルーム、誰でも通園、両方していきますので、対象者は大体50人程度と考

えております。ただ、その方々が全員来るのかどうかはなかなか今現在は難しいと思ってお

ります。今後、国の制度というのは大体月10時間程度を考えておりますので、その国の基準
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を参考にしながら、保護者の方のニーズも聞きながら、今後どうしていくかというのを検討

していきたいと考えております。 

  以上です。 

○議長（浅岡正広） 

  髙田議員。 

○３番（髙田伸也） 

  分かりました。ありがとうございます。 

  ということは、状況によっては条件、内容についても変わっていくという判断でいいかな

というふうに思います。分かりました。 

  以上です。 

○議長（浅岡正広） 

  ほかに。 

  佐々木議員。 

○１番（佐々木希絵） 

  幾つか質問があるんですけれども、118ページに議案の中で外部による評価というのが出

てくるんですけれども、これ、具体的にどなたが評価されるのかというのを中村こども園の

場合とその他の場合で聞きたいです。中村こども園では別室対応で増員するということを聞

いたんですけれども、そのほかのところでいったら、保育士さんに聞いたら、やっぱり毎日

違う子を受け入れるというのと１年間の保育計画を通して保育をするというのが、求められ

るスキルが異なるということを聞いたんですね。そのあたりの対応を考えたら、中村こども

園は別室対応するからいいんやけれども、そのほかのところでもやっぱり別室対応でやって

いかないと在園児の負担がかかるのではないかと思うので、その点が一つ。 

  この議案に関して、施設の基準と運営の基準をここで書いているわけなんですけれども、

例えば全く経験のない私みたいな人がじゃこれやりたいですと言ったときにも、この基準を

満たせれば事業として参入ができるというようなものだと聞きました。なので、同じように

した施設の運営基準が満たせたとか、未経験の事業者も参入できるようなこととして、同じ

ようなことで放課後デイとかでも同じような形式があるんですね。放課後デイが実質こうい

う、これを取り入れて何が起こったかというたら、行方不明の子が増えたとか、やっぱり子

供に関する安全とかが確保できないような問題が増えたと、こういうことが実際に起こって

いるんですけれども、この基準は満たして、河南町がじゃいいよと言ってやってもらって、
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何か子供にあったときに河南町は無関係なのか、事業者が全ての責任を負うのか、河南町も

河南町の子供やからやっぱり何らか関わっていくのか、その３点お聞きします。 

○議長（浅岡正広） 

  谷部長。 

○教・育部長（谷 道広） 

  評価というところなんですけれども、中村こども園については町のほうの施設ですので、

これは例えば監査委員さんとかそういうところもございますし、石川こども園については経

営等の外部評価等もありましたので、その辺のところの評価がございます。あくまでもその

施設としての評価ということになります。 

  そして、在園児のことなんですけれども、やはり今は中村こども園、別室対応したという

のも、議員おっしゃるように子供さん一人一人特徴が違いますので、また、３歳までの０歳、

１歳、２歳というところでまだまだ在園になじまないというところがございますので、でき

るだけこちらとしては別室でしていながら、慣れるようになればそういうふうな部屋にも行

っていただけたらというふうには考えていますけれども、まずは別室でしていきたいという

ふうに思います。 

  事業のことなんですけれども、これは、誰でも通園は認可するのは町のほうになるので、

町としましては誰でもええということでもないので、やはりどういうような事業者かとか、

そういうのを確認させていただいて、この基準、条例に合うかとかそういうのをよく見て考

えていきたいと思います。よって、河南町としての誰でも通園制度というのは条例のほうに

基づいておりますので、その中身を確認してしていきたいというふうに考えております。 

  以上です。 

○議長（浅岡正広） 

  佐々木議員。 

○１番（佐々木希絵） 

  ということは、最終的な責任者は町であるというふうに捉えて間違いないんですか。 

○議長（浅岡正広） 

  谷部長。 

○教・育部長（谷 道広） 

  責任というか、認可するのは我々ですので、もし何かあれば指摘するとか指導助言すると

いうような形でしていきたいと思っております。 
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○議長（浅岡正広） 

  ほかに。 

  ポープ議員。 

○４番（ポープ三恵） 

  分かる範囲でいいんですけれども、ぽけっとルームは保護者の方がお弁当を持って預ける

と思うんですけれども、こども誰でも通園制度は中村こども園の一室を使うということで、

ほかの園児さんはみんな給食が出ていて、こども誰でも通園制度で預かった方はどうされる

のかなという。というのは、アレルギーとかやはり把握できなくて、何か事故が起きたとき

に怖いなというのがありますので、もし決まっていたら教えていただけたらいいなと思いま

す。 

○議長（浅岡正広） 

  谷部長。 

○教・育部長（谷 道広） 

  議員おっしゃるように、ぽけっとルームはお弁当とかいう形で持ってきていただいて、誰

でも通園は、先ほども言いました通園制度ですので、できるだけ通園に慣れていただこうと

いうふうに考えております。まだ時間等はちょっとはっきりしていないので、お弁当を食べ

るのかというところもまだ決まっていないんですけれども、できれば慣れていただくにおい

ても、やはりお弁当というんか、食事は取っていただくようにというふうには考えておりま

す。 

  以上です。 

○議長（浅岡正広） 

  ほかに。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（浅岡正広） 

  ないようですので、質疑を終結します。 

  次に、討論を行います。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（浅岡正広） 

  ないようですので、討論を終結します。 

  これより採決を行います。 
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  本案を原案どおり可決することに賛成の方の起立を求めます。 

〔賛 成 者 起 立〕 

○議長（浅岡正広） 

  起立全員と認めます。 

  よって、本案は原案どおり可決されました。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○議長（浅岡正広） 

  日程第13 議案第49号 河南町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関す

る基準を定める条例等の一部を改正する条例の制定についてを議題とします。 

  提案理由の説明を求めます。 

  谷部長。 

○教・育部長（谷 道広） 

  それでは、議案のほうの説明をさせていただきます。 

  128ページをご覧ください。 

 

    議案第49号 

      河南町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準 

      を定める条例等の一部を改正する条例の制定について 

河南町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条

例等の一部を改正する条例を別紙のとおり制定するものとする。 

      令和７年３月４日提出 

                             河南町長 森 田 昌 吾 

 

  次のページに移っていただきまして、 

 

    令和７年河南町条例第 号 

      河南町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準 

      を定める条例等の一部を改正する条例 

 

  まず、条例の提案理由でございます。 
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  令和７年１月に子ども・子育て支援法施行規則等が一部改正されまして、特定教育・保育

施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て支援施設等の運営に関する基準及び

家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準により、事業者等は保育内容、支援の実施に

係る連携協力を行う保育所、幼稚園または認定こども園等を適切に確保しなければならない

とされているところ、連携施設の確保が著しく困難であって必要な適切な支援を行うことが

できると市町村が認める場合は、連携施設の確保をしないこととすることができるというこ

とになったことと、また、栄養士法が改正されまして栄養士免許を取得せず栄養管理士とな

ることが可能となり、家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準において栄養士を配置

することを求めていたところ、今後は栄養士免許を有しない管理栄養士を配置した場合でも

基準を満たすことができるようになったことから、河南町特定教育・保育施設及び特定地域

型保育事業の運営に関する基準を定める条例等の一部の改正を行うものでございます。 

  改正内容については、新旧対照表にて説明をいたします。 

  133ページをご覧ください。 

  まず、第１条関係、河南町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基

準を定める条例の一部改正についてですが、第37条、利用定員では、後ほど説明いたします

42条の規定の改正に伴う字句の改正です。 

  第42条、特定教育・保育施設との連携では、保育内容、支援等の実施に係る連携施設の協

力を行う事業者の確保が困難である実情を踏まえまして、町長等は、連携施設の確保が著し

く困難であると認める場合は、保育所、幼稚園または認定こども園の特定地域型保育事業者

による連携協力を行う者の確保のために必要な措置を講じても事業者の確保が著しく困難で

あると認めるときは、保育内容支援等の実施に係る連携施設を確保しないこととすることが

できる規定です。 

  136ページの附則第７項については、特定地域型保育事業者の連携施設の経過措置が施行

から10年で、その期限が令和６年度末であることから、さらに施行から15年としまして、そ

の期限を令和11年度末に改正するものです。 

  次に、137ページです。 

  第２条関係、河南町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改

正では、第６条、保育所等との連携では、保育内容、支援の実施等に係る連携施設の協力を

行う事業者の確保が困難である実情を踏まえまして、町長は、連携施設の確保が著しく困難

であると認める場合は、事業者等による連携施設を行う者の確保のために必要な措置を講じ
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ても事業者の確保が著しく困難であると認めるときは、保育内容の実施等に係る連携施設を

確保しないこととすることができる規定です。 

  139ページの第16条ですけれども、食事提供の特例では、栄養士を配置することを求めて

いたところですけれども、栄養士法の改正によりまして、今後は栄養士免許を有さない管理

栄養士を配置していた場合についても要件を満たすことができる規定となっております。 

  140ページ、附則第４条、連携施設に係る経過措置では、先ほどと同様に、家庭的保育事

業者等の連携施設の経過措置も施行から10年で、その期限が令和６年度末となっていること

から、さらに施行から15年としまして、その期限を令和11年度末に改正するものです。 

  附則としまして、この条例は令和７年４月１日から施行するといたします。 

  以上、説明とさせていただきます。ご審議いただき、ご可決賜りますようよろしくお願い

いたします。 

○議長（浅岡正広） 

  提案理由の説明が終わりました。 

  これより質疑を行います。 

  中川議員。 

○７番（中川 博） 

  最後の部分でちょっとお聞きしたいんですけれども、栄養士から栄養士または管理栄養士

ということで幅が広がったというようなことになったと思うんですけれども、この管理栄養

士のほうが難しいん違いますの、栄養士よりか。だから、幅が広がったと言うても何か難し

い人が入っているみたいな感じになるんですけれども、管理栄養士というたら病気の方とか、

何かそういうもうほんまに栄養管理をしなければいけないような方に対してやる仕事だと思

うんですけれども、栄養士よりか難しい人が入って、何か広がったように見えるけれども、

より何か難しくなったように思うんですが、その辺の立て分けというか、教えていただきた

いと思います。 

○議長（浅岡正広） 

  谷部長。 

○教・育部長（谷 道広） 

  管理栄養士というのは、国家試験におきまして栄養士の免許が必要というふうになってい

たんですけれども、法律のほう、栄養士法のほうが改正されまして、管理栄養士の養成施設

の卒業者については栄養士免許の取得が不要となったということになります。今まででした
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ら、本来ならば栄養士というところなんですけれども、幅広く、栄養士もなかなか人材も取

るところが難しいので、管理栄養士というところもそういうところで基準に入れることによ

りまして、より幅広く基準が持てるようになったというところです。 

  以上です。 

○議長（浅岡正広） 

  中川議員。 

○７番（中川 博） 

  私が誤解していたと思うんです。管理栄養士のほうが何か基準が厳しいんかなと思うてい

たんです。そうではないということですか。そうですか。 

○議長（浅岡正広） 

  谷部長。 

○教・育部長（谷 道広） 

  今までですと、管理栄養士ってやっぱり栄養士免許が必要でしたので、なかなか管理栄養

士になるのも難しかったんですね。それが、栄養士というそういう資格が要らなくなったん

で、なりやすくなったというのか、管理栄養士になれるので、そういうところで今回そうい

うような基準を２つ増やしたというところになります。 

  以上です。 

○議長（浅岡正広） 

  ほかに。 

  大門議員。 

○８番（大門晶子） 

  今回、法改正に基づいていろんな改正をしていただけるんですけれども、今、本町の状況

としては、これを改正する前と改正後でどこか影響があるようなところがあるのかというこ

とを教えてください。 

○議長（浅岡正広） 

  谷部長。 

○教・育部長（谷 道広） 

  今回の連携施設については、河南町は石川こども園とか中村こども園なんですけれども、

該当施設としてはないんですね。こども園とか、保育所と一緒になった幼保連携施設ですの

で、今回の改正については大きく変わりませんけれども、ただ、今さっき言いました栄養士
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の基準というのが管理栄養士が増えたことで基準をまた変えていくというところ、そこら辺

のところがちょっと変わっていくということです。 

  以上です。 

○議長（浅岡正広） 

  大門議員。 

○８番（大門晶子） 

  そしたら、管理栄養士のところが事例として挙がってきているんですけれども、子供たち

に与える影響というのはどうなんですか。そこを教えてください。 

○議長（浅岡正広） 

  谷部長。 

○教・育部長（谷 道広） 

  先ほども言いましたように、実際にはうちの施設としては該当がないので、何か関係があ

るのかと言われるとないんですけれども、例えば栄養士で人材がなくなったとか、そういう

場合は管理栄養士も雇うことができますので、その辺については子供さんとか保護者にとっ

てはメリットがあるんじゃないかなというふうに考えています。 

  以上です。 

○議長（浅岡正広） 

  ほかに。 

  力武議員。 

○９番（力武 清） 

  町内に該当する施設がないという今の答弁やったんですけれども、例えば平石地区の奥に

ある高貴寺のところで野外保育所みたいな施設がありますけれども、もともとは認可外保育

をされている団体やったと思うんですけれども、あの施設はこの条例との関係で該当しない

んですか。 

○議長（浅岡正広） 

  谷部長。 

○教・育部長（谷 道広） 

  おっしゃるように認可外の施設ですので、あくまでも認可のある施設がこの対象となって

きますので、今回、その平石地区の施設のほうについては認可外ということで対象外となり

ます。 
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  以上です。 

○議長（浅岡正広） 

  力武議員。 

○９番（力武 清） 

  大宝地区にあるヤクルトの職員さん向けの子供さんにやっている施設もありますね。あれ

も同じようなことなのかなということをちょっとお聞きします。 

○議長（浅岡正広） 

  谷部長。 

○教・育部長（谷 道広） 

  今、ヤクルトさんについては、お聞きしたところ、実際今大宝地区のほうでやっておられ

ないみたいなんですけれども、あの施設についても認可外というふうに聞いておりますので

対象外となっています。 

○議長（浅岡正広） 

  ほかに。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（浅岡正広） 

  ないようですので、質疑を終結します。 

  次に、討論を行います。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（浅岡正広） 

  ないようですので、討論を終結します。 

  これより採決を行います。 

  本案を原案どおり可決することに賛成の方の起立を求めます。 

〔賛 成 者 起 立〕 

○議長（浅岡正広） 

  起立全員と認めます。よって、本案は原案どおり可決されました。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○議長（浅岡正広） 

  日程第14 議案第50号 河南町ひとり親家庭の医療費の助成に関する条例の一部を改正す

る条例の制定についてを議題とします。 
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  提案理由の説明を求めます。 

  谷部長。 

○教・育部長（谷 道広）（登壇） 

  それでは、議案の説明のほうをさせていただきます。 

  議案資料141ページをご覧ください。 

 

    議案第50号 

      河南町ひとり親家庭の医療費の助成に関する条例の一部を改正する条例 

      の制定について 

河南町ひとり親家庭の医療費の助成に関する条例の一部を改正する条例を別紙のと

おり制定するものとする。 

      令和７年３月４日提出 

                             河南町長 森 田 昌 吾 

 

  次のページに移っていただきまして、 

 

    令和７年河南町条例第 号 

河南町ひとり親家庭の医療費の助成に関する条例の一部を改正する条例 

 

  まず、条例の提案理由でございます。 

  令和６年11月に児童扶養手当法施行令の一部が改正されたことによりまして、大阪府の市

町村ひとり親家庭医療費助成事業の補助金交付金要綱の扶養親族等の規定が改正されました。 

  改正内容としましては、所得税に係る扶養控除の取扱いに関し、扶養控除、扶養親族に国

内居住要件が設けられたことから、医療費助成の所得制限におきまして、30歳以上70歳未満

の扶養親族のうち所得税法に規定する控除対象扶養親族にない者については所得限度額の加

算を行わないこととされました。これに基づきまして、河南町ひとり親家庭の医療費の助成

に関する条例の一部改正を行うものでございます。 

  改正内容については、新旧対照表にて説明をいたします。 

  次の143ページをご覧ください。 

  第２条の２、所得制限としまして、所得税に係る扶養控除の取扱いに関し、控除対象扶養
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親族に国内居住要件が設けられたことから、医療費助成の所得制限におきまして、30歳以上

70歳未満の扶養親族のうち所得税に規定する控除扶養親族でない者については所得限度額の

加算を行えないことに改めるものでございます。 

  附則としまして、この条例は公布の日から施行するものです。 

  以上、説明とさせていただきます。ご審議いただき、ご可決賜りますようよろしくお願い

申し上げます。 

○議長（浅岡正広） 

  提案理由の説明が終わりました。 

  これより質疑を行います。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（浅岡正広） 

  ないようですので、質疑を終結します。 

  次に、討論を行います。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（浅岡正広） 

  ないようですので、討論を終結します。 

  これより採決を行います。 

  本案を原案どおり可決することに賛成の方の起立を求めます。 

〔賛 成 者 起 立〕 

○議長（浅岡正広） 

  起立全員と認めます。よって、本案は原案どおり可決されました。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○議長（浅岡正広） 

  日程第15 議案第51号 河南町国民健康保険条例の一部を改正する条例の制定についてを

議題とします。 

  提案理由の説明を求めます。 

  大門部長。 

○住民部長（大門 晃）（登壇） 

  それでは、議案第51号についてご説明させていただきます。 

  144ページをご覧ください。 
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    議案第51号 

河南町国民健康保険条例の一部を改正する条例の制定について 

河南町国民健康保険条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定するものとする。 

      令和７年３月４日提出 

                             河南町長 森 田 昌 吾 

 

  めくっていただきまして145ページ、 

 

    令和７年河南町条例第 号 

河南町国民健康保険条例の一部を改正する条例 

 

  でございます。 

  本条例の提案理由でございますが、第25条についてですが、従前は保険料の徴収を最大６

か月猶予するものとしておりましたが、急患等の場合、最長１年間徴収を猶予する規定を設

けるものでございます。これは、認知症などで判断能力が不十分で、身寄りの有無が判明で

きない方が急患として医療機関を受診し、即時入院等が必要となった場合において、本人に

治療に要する医療費の負担能力があるか否か不明であること、または負担能力があるにもか

かわらず預貯金を引き出せない等の事情により直ちに医療費を支払うことができないことか

ら、被保険者に対し、生活保護部局が生活保護の開始を職権で決定した後、医療に係る費用

を生活保護制度から病院に支給するケースが見受けられ、その後の調査で資力があることが

判明し、生活保護の廃止を行うとともに、生活保護制度で補った医療費の全額の返還を求め

られ、本人に思いもよらない過大な不利益を与える事案が発生しております。 

  生活保護制度の資力があることが判明した時点から、生活保護開始時点に遡って生活保護

を廃止することができないということが起因となっており、生活保護受給開始となった時点

で国民健康保険もしくは後期高齢者医療の資格は適用除外とされるため、医療保険の適用が

ないことから全額自己負担となってしまいます。 

  このような事案を未然に防ぐため、生活保護部局と医療部局が連携し、急患等として医療

機関を受診した被保険者に係る一部負担金及び保険料について、本人の身元や資産が判明す

るまで生活保護部局での職権による生活保護の開始を決定する代わりに、医療部局において
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最長１年間の徴収猶予で対応するよう厚生労働省から要請され、条例に規定のある保険料の

徴収猶予について今回改正するものであります。 

  それでは、新旧対照表に基づき説明させていただきます。 

  146ページをお願いします。 

  第25条第１項、中ほどです。 

  「６箇月」の後ろにただし書を追加し、「急患等として保険医療機関又は保険薬局を受診

した被保険者に係る保険料の納付については、資力の活用が可能となるまでの期間として最

長１年」間徴収猶予する旨の規定を設けております。 

  附則でございますが、第１条で令和７年４月１日から施行と定め、第２条、経過措置とし

まして、適用は令和７年度以降の保険料とし、令和６年度以前の保険料については、なお従

前の例によることとしております。 

  以上、簡単ではございますが、説明とさせていただきます。よろしくご審議の上、ご可決

賜りますようお願い申し上げます。 

○議長（浅岡正広） 

  提案理由の説明が終わりました。 

  これより質疑を行います。 

  中川議員。 

○７番（中川 博） 

  ありがとうございます。これ、大門部長には申し訳ないんで、関係ない話なんで厚生労働

省のほうで決めているんですけれども、先ほど言われた事例の場合で、これ１年で全て解決

するというようなことじゃなかった場合どうなるのか。大門部長に聞いても分からないかも

分からないですけれども、分かったら教えてほしいと。 

○議長（浅岡正広） 

  大門部長。 

○住民部長（大門 晃） 

  なかなか難しいご質問をいただきましてありがとうございます。 

  あくまでも徴収猶予につきましては、もう一部負担金につきましても同じく１年間の徴収

猶予に延ばされるという内容ですので、それ以上は徴収猶予はできないということになりま

す。 

  以上です。 
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○議長（浅岡正広） 

  中川議員。 

○７番（中川 博） 

  これも大門部長が聞いても、１年で解決できない場合やった場合どうかなと思って聞いた

んですけれども、もうこれは規定ですので仕方ない話だと思います。取りあえず６か月が１

年延びたということで、猶予ができたということで解釈していいわけですね。分かりました。 

○議長（浅岡正広） 

  ほかに。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（浅岡正広） 

  ないようですので、質疑を終結します。 

  次に、討論を行います。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（浅岡正広） 

  ないようですので、討論を終結します。 

  これより採決を行います。 

  本案を原案どおり可決することに賛成の方の起立を求めます。 

〔賛 成 者 起 立〕 

○議長（浅岡正広） 

  起立全員と認めます。よって、本案は原案どおり可決されました。 

  ここで15分間休憩します。 

休   憩（午後３時１４分） 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

再   開（午後３時２９分） 

○議長（浅岡正広） 

  それでは、休憩前に引き続き会議を再開いたします。 

  日程第16 議案第52号 河南町非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例の一

部を改正する条例の制定についてを議題とします。 

  提案理由の説明を求めます。 

  渡辺部長。 
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○総合政策部長（渡辺慶啓）（登壇） 

  それでは、タブレットの147ページをお開きいただきたいと思います。 

 

    議案第52号 

      河南町非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例の一部を改 

      正する条例の制定について 

河南町非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例の一部を改正する条例

を別紙のとおり制定するものとする。 

      令和７年３月４日提出 

                             河南町長 森 田 昌 吾 

 

提案理由でございますが、消防団員等公務災害補償等責任共済等に関する法律施行

令が改正され、消防団におけるシニア層の活躍を推進する観点から、基金または指定

法人が市町村に支払う消防団員退職報償金の区分に新たに35年以上の区分が追加され

たことによるものでございます。 

  めくっていただきまして、 

 

    令和７年河南町条例第 号 

      河南町消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例の一部を改正する 

      条例 

 

  すみません、「の制定について」というところは削除をお願いします。 

 

河南町非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例（昭和39年河南町条例

第４号）の一部を次のように改正する。 

 

  改正内容につきましては、新旧対照表により説明を申し上げます。 

  めくっていただきまして、別表第２条関係の勤続年数に「35年以上」の区分を新たに追加

するものであります。 

  附則といたしまして、この条例は令和７年４月１日から施行するものとし、同日前に退職
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した非常勤消防団員については、従前の例によるものでございます。 

  以上、簡単ではございますが、説明とさせていただきます。よろしくご審議の上、ご可決

賜りますようお願い申し上げます。 

○議長（浅岡正広） 

  提案理由の説明が終わりました。 

  これより質疑を行います。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（浅岡正広） 

  ないようですので、質疑を終結します。 

  次に、討論を行います。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（浅岡正広） 

  ないようですので、討論を終結します。 

  これより採決を行います。 

  本案を原案どおり可決することに賛成の方の起立を求めます。 

〔賛 成 者 起 立〕 

○議長（浅岡正広） 

  起立全員と認めます。よって、本案は原案どおり可決されました。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○議長（浅岡正広） 

  お諮りします。 

  日程第17 議案第53号 令和７年度河南町一般会計予算から日程第22 議案第58号 令和

７年度河南町下水道事業会計予算までの６件を会議規則第37条の規定により一括議題にした

いと思いますが、異議ありませんか。 

〔「異議なし」の声起こる〕 

○議長（浅岡正広） 

  異議なしと認めます。よって、以上６件を一括議題とすることに決しました。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○議長（浅岡正広） 

  それでは、議案第53号 令和７年度河南町一般会計予算から順次提案理由の説明を求めま
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すが、本日の説明については、詳細な部分は省略願い、議案の表題説明程度にとどめたいと

思います。 

  それでは、順次説明を求めます。 

  多村部長。 

○総務部長（多村美紀）（登壇） 

  それでは、タブレットのほうは一度会議室のほうへ戻っていただいて、議案一式のほうに

戻っていただきます。02の令和７年度予算書、議案第53号から第58号のほうをお開きくださ

い。 

  ３ページをお願いいたします。 

  それでは、提案させていただきます。 

 

    議案第53号 

令和７年度河南町一般会計予算 

令和７年度河南町一般会計の予算は、別に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ76億4,036万８千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予

算」による。 

（債務負担行為） 

第２条 地方自治法第214条の規定により債務を負担することができる事項、期間

及び限度額は、「第２表債務負担行為」による。 

（地方債） 

第３条 地方自治法第230条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債

の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表地方債」による。 

（一時借入金） 

第４条 地方自治法第235条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額

は、５億円と定める。 

 

  めくっていただきまして、４ページでございます。 
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（歳出予算の流用） 

第５条 地方自治法第220条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の

金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

（１）各項に計上した給料、職員手当等及び共済費に係る予算額に過不足を生じた

場合における同一款内でのこれらの経費の各項間の流用 

      令和７年３月４日提出 

                             河南町長 森 田 昌 吾 

 

  ここで説明員を交代いたします。 

○議長（浅岡正広） 

  大門部長。 

○住民部長（大門 晃）（登壇） 

  それでは、議案第54号について説明させていただきます。 

  165ページをご覧ください。 

 

    議案第54号 

令和７年度河南町国民健康保険特別会計予算 

令和７年度河南町国民健康保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ18億3,858万３千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予

算」による。 

（一時借入金） 

第２条 地方自治法第235条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額

は、１億５千万円と定める。 

（歳出予算の流用） 

第３条 地方自治法第220条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の

金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

（１）保険給付費の各項に計上された予算額に過不足を生じた場合における款内で

のこれらの経費の各項間の流用 
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      令和７年３月４日提出 

                             河南町長 森 田 昌 吾 

 

  続きまして、193ページをお願いします。 

 

    議案第55号 

令和７年度河南町後期高齢者医療特別会計予算 

令和７年度河南町高齢者医療特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ３億5,976万３千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予

算」による。 

      令和７年３月４日提出 

                             河南町長 森 田 昌 吾 

 

  ここで説明員を交代させていただきます。 

○議長（浅岡正広） 

  田村部長。 

○健康福祉部長兼総合保健福祉センター長（田村夕香）（登壇） 

  それでは、介護保険特別会計予算をご説明させていただきます。 

  引き続き、タブレットの203ページをお開き願います。 

 

    議案第56号 

令和７年度河南町介護保険特別会計予算 

令和７年度河南町介護保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ18億911万２千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予

算」による。 

（一時借入金） 
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第２条 地方自治法第235条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額

は、９千万円と定める。 

（歳出予算の流用） 

第３条 地方自治法第220条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の

金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

（１）各項に計上した給料、職員手当等及び共済費に係る予算額に過不足を生じた

場合における同一款内でのこれらの経費の各項間の流用 

（２）保険給付費の各項に計上された予算額に過不足を生じた場合における款内で

のこれらの経費の各項間の流用 

      令和７年３月４日 

                             河南町長 森 田 昌 吾 

 

  ここで説明員を交代いたします。 

○議長（浅岡正広） 

  多村総務部長。 

○総務部長（多村美紀）（登壇） 

  それでは、タブレットは235ページでございます。 

 

    議案第57号 

令和７年度河南町土地取得特別会計予算 

令和７年度河南町土地取得特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ32万７千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予

算」による。 

      令和７年３月４日提出 

                             河南町長 森 田 昌 吾 

 

  ここで説明員を交代させていただきます。 

○議長（浅岡正広） 
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  安井部長。 

○まち創造部長（安井啓悦）（登壇） 

  それでは、議案第58号の説明をさせていただきますが、さきに議案送付いたしました内容

の一部に修正箇所がございまして、新たに修正した議案をタブレットに送信させていただき

ましたので、こちらの内容でご審議賜りますようよろしくお願いいたします。申し訳ござい

ません。 

  それでは、議案一式の中の１つ戻っての会議室の議案一式の中の02（２）下水道事業会計

予算書のフォルダをお開きください。 

  ページ下の277ページをお開き願えますでしょうか。 

 

    議案第58号 

令和７年度河南町下水道事業会計予算 

（総則） 

第１条 令和７年度河南町下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１）整備済人口                       １万3,834人 

（２）年間有収水量                      135万１千㎥ 

（３）１日平均有収水量                      3,702㎥ 

（４）主要な建設改良事業 

   公共下水道整備事業                    3,040万円 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

                      収 入 

第１款 下水道事業収益                 ４億7,048万８千円 

 第１項 営業収益                   １億5,671万６千円 

 第２項 営業外収益                  ３億1,377万２千円 

 

  めくっていただきまして、 

                      支 出 



－94－ 

第１款 下水道事業費用                 ４億7,048万８千円 

 第１項 営業費用                   ４億3,872万３千円 

 第２項 営業外費用                    3,146万５千円 

 第３項 特別損失                         30万円 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資

本的支出額に対し不足する額１億1,452万１千円は損益勘定留保資金で補塡する

ものとする。）。 

                      収 入 

第１款 資本的収入                    １億1,865万６千円 

 第１項 企業債                         9,850万円 

 第２項 分担金                        ４万８千円 

 第３項 負担金                       1,028万１千円 

 第４項 他会計出資金                     208万７千円 

 第５項 補助金                          774万円 

                      支 出 

第１款 資本的支出                    ２億3,317万７千円 

 第１項 建設改良費                     3,685万８千円 

 第２項 企業債償還金                  １億9,621万９千円 

 第３項 予備費                          10万円 

 

  めくっていただきまして、 

 

（債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと

定める。 

事項といたしまして、河南町水洗便所改造資金融資あっ旋に伴う損失補償、期間は

借入実行日から返済日まで、限度額は回収不能元金及びその延滞利息でございます。 

（企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと
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定める。 

起債の目的でございますが、流域下水道事業は限度額が630万円、公共下水道事業

は990万円、資本費平準化事業は8,230万円、限度額合計が9,850万円。 

利率といたしましては５％以内、資金区分といたしましては、政府、地方公共団体

金融機構、その他などを予定してございます。 

償還期間は40年または20年以内、据置期間は５年または３年以内としております。 

 

  めくっていただきまして、 

 

（一時借入金） 

第７条 一次借入金の限度額は、9,850万円と定める。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおり

と定める。 

（１）第３条予算内での各項間の流用 

（２）第４条予算内での各項間の流用 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に

流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を

経なければならない。 

（１）職員給与費                      1,928万６千円 

（他会計からの補助金） 

第10条 営業助成のための補助金として、一般会計からこの会計へ補助を受ける金

額は１億5,440万２千円である。 

      令和７年３月４日提出 

                             河南町長 森 田 昌 吾 

 

  以上、説明とさせていただきます。ご審議の上、ご可決賜りますようよろしくお願い申し

上げます。 

○議長（浅岡正広） 
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  提案理由の説明が終わりました。 

  ここで、提案に関してのみ質疑があればお受けします。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（浅岡正広） 

  なければ、お諮りします。 

  議案第53号から議案第58号までの６件の審査については、２月27日に開催されました議会

運営委員会の審議結果のとおり、予算・決算常任委員会に付託し、審査したいと思いますが、

異議ありませんか。 

〔「異議なし」の声起こる〕 

○議長（浅岡正広） 

  異議なしと認めます。よって、予算案件の６件の審査については、予算・決算常任委員会

に付託し、審査することに決しました。正副委員長及び各委員には、よろしく審査お願いし

ます。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○議長（浅岡正広） 

  お諮りします。 

  日程第23 議案第59号 教育委員会委員の任命についてと日程第24 意見書第２号 再審

法改正を求める意見書の２件を会議規則第39条第３項の規定により委員会付託を省略し、本

会議において全体審議することに異議ありませんか。 

〔「異議なし」の声起こる〕 

○議長（浅岡正広） 

  異議なしと認めます。よって、以上２件を本会議において全体審議することに決しました。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○議長（浅岡正広） 

  日程第23 議案第59号 教育委員会委員の任命についてを議題とします。 

  提案理由の説明を求めます。 

  森田町長。 

○町長（森田昌吾）（登壇） 

  議案書ですが、戻っていただいて01のほうの議案書でございます。150ページになります

けれども、よろしいでしょうか。 
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    議案第59号 

教育委員会委員の任命について 

下記の者を教育委員会の委員に任命したいから、地方教育行政の組織及び運営に関

する法律（昭和31年法律第162号）第４条第２項の規定により議会の同意を求める。 

      令和７年３月４日提出 

                             河南町長 森 田 昌 吾 

 

記 

  住  所 大阪府南河内郡太子町聖和台４丁目17番６号 

  氏  名 髙 井 美 惠 子 

  生年月日 昭和45年８月２日 

 

  であります。 

  教育委員会の委員につきましては、現在４名の方の就任をいただいております。その中で、

髙井美惠子委員がこの３月31日をもって任期満了を迎えられます。髙井美惠子氏には引き続

き教育委員をお願いしたく、ご同意をお願いするものでございます。 

  任期につきましては、地方教育行政の組織及び運営に関する法律第５条の規定によりまし

て、令和11年３月31日までの４年となります。 

  再任でございますので、髙井氏の経歴等を簡単にご説明させていただきます。 

  平成５年３月、大阪教育大学を卒業後、教職に就かれております。その後、河南町では平

成13年４月に河南町立河内小学校に赴任され、その後、河南町内の小学校で教鞭を取られ、

平成26年４月に白木小学校の教頭、それから最後は近つ飛鳥小学校の教頭で、令和３年３月

に退職をされて、現在１期目をお務めでございます。ご同意のほどよろしくお願い申し上げ

ます。 

○議長（浅岡正広） 

  提案理由の説明が終わりました。 

  人事案件ですので質疑、討論を省略したいと思いますが、異議ありませんか。 

〔「異議なし」の声起こる〕 

○議長（浅岡正広） 
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  異議なしと認めます。よって、質疑、討論を省略します。 

  これより採決を行います。 

  本案を原案どおり同意することに賛成の方の起立を求めます。 

〔賛 成 者 起 立〕 

○議長（浅岡正広） 

  起立全員と認めます。よって、本案は原案どおり同意されました。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○議長（浅岡正広） 

  日程第24 意見書第２号 再審法改正を求める意見書を議題とします。 

  提案理由の説明を求めます。 

  藤野議員。 

○２番（藤野裕子） 

    意見書案第２号 

再審法改正を求める意見書 

別紙の意見書を会議規則第14条の規定により提出する。 

      令和７年３月４日提出 

                      提出者 河南町議会議員 藤 野 裕 子 

                      賛成者 河南町議会議員 佐々木 希 絵 

                             〃    髙 田 伸 也 

                             〃    ポープ 三 恵 

                             〃    藤 井 祥 代 

                             〃    河 合 英 紀 

                             〃    中 川   博 

                             〃    大 門 晶 子 

                             〃    力 武   清 

 

  この議案は、議員全員が賛成者となっておりますので、この議案の朗読をもって説明と代

えさせていただきます。 

  それでは、 

再審法改正を求める意見書 
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  えん罪は、国家による最大の人権侵害の一つである。えん罪被害者の人権救済は、人権国

家を標ぼうするわが国にとってはもちろん、地域住民の人権を護る義務を有する地方自治体

にとっても重要な課題といえる。 

  ところで、えん罪被害者を救済するための制度としては「再審」がある。しかし、その手

続を定めた法律（刑事訴訟法第四編「再審」）には、再審請求手続の審理のあり方に関する

規定がほとんどなく、裁判所の広範な裁量に委ねられている。このように、いわば「再審の

ルール」が存在しない状態となっているため、再審請求手続の審理の進め方は、事件を担当

する裁判官によって区々となっており、再審請求手続の審理の適正さが制度的に担保されず、

公平性も損なわれている。 

  その中でも、とりわけ再審における証拠開示の問題は重要である。過去の多くのえん罪事

件では、警察や検察庁といった捜査機関の手元にある証拠が再審段階で明らかになって、そ

れがえん罪被害者を救済するための大きな原動力となっている。したがって、えん罪被害者

を救済するためには、捜査機関の手元にある証拠を利用できるよう、これを開示させる仕組

みが必要であるが、現行法にはそのことを定めた明文の規定が存在せず、再審請求手続にお

いて証拠開示がなされる制度的保障はない。そのため、裁判官や警察官の対応いかんで、証

拠開示の範囲に大きな差が生じているのが実情であって、このような格差を是正するために

は、証拠開示のルールを定めた法律の制定が不可欠である。 

  しかし、再審開始決定がなされても、検察官がこれに不服申立てを行う事例が相次いでお

り、えん罪被害者の速やかな救済が妨げられている。しかし、再審開始決定は、裁判をやり

直すことを決定するにとどまり、有罪・無罪の判断は再審公判において行うことが予定され

ており、そこでは検察官にも有罪立証をする機会が与えられている。したがって、再審開始

決定がなされたのであれば、速やかに再審公判に移行すべきであって、再審開始決定という、

いわば中間的な判断に対して検察官の不服申立てを認めるべきではない。 

  以上の２点以外にも、冒頭で指摘したように再審法の規定が少なく、とりわけ、審理の在

り方については、明文の規定が存在せず、裁判所の広汎な裁量に委ねられていることから、

証拠開示以外の局面でも、時に「再審格差」と呼ばれるように、裁判所の訴訟指揮に大きな

差が生じるという問題がある。そこで、再審請求手続における手続規定に関しても、速やか

に整備する必要がある。 

  よって、えん罪被害者を一刻も早く救済するために、今こそ次の点について、再審法を速

やかに改正すべきである。 
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記 

  １．再審請求手続における証拠開示の制度化 

  ２．再審開始決定に対する検察官による不服申立て禁止 

  ３．再審請求手続における手続規定の整備 

  以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 

  令和７年３月 日 

  内閣総理大臣 石破  茂 様 

                             大阪府南河内郡河南町議会 

  以上です。 

○議長（浅岡正広） 

  提案理由の説明が終わりました。 

  藤野議員、そのまましばらくお待ちください。 

  本案は、議長を除く全議員が賛成であり、質疑、討論を省略し、採決に入りたいと思いま

すが、異議ありませんか。 

〔「異議なし」の声起こる〕 

○議長（浅岡正広） 

  異議がないようですので、藤野議員、議席にお戻りください。 

  これより採決を行います。 

  本案を原案どおり可決することに賛成の方の起立を求めます。 

〔賛 成 者 起 立〕 

○議長（浅岡正広） 

  起立全員と認めます。よって、本案は可決されました。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○議長（浅岡正広） 

  以上をもちまして、本日の議事日程は全て終了しました。 

  第２日目の会議は、３月21日午前10時に開きます。 

  なお、本日、予算・決算常任委員会に付託しました予算案件、議案第53号から議案第58号

までの６件の審査を明日５日の午前10時から開催されますので、各委員におかれましてはよ

ろしく審査のほどお願いいたします。 

  それでは、本日はこれをもちまして散会といたします。皆さん、大変お疲れさまでござい
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ました。 

午後４時２分散会 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 
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令和７年河南町議会３月定例会議会議録 
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 場   所  河南町議会議場 
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        ３番  髙 田  伸 也       ４番  ポープ  三 恵 

        ５番  藤 井  祥 代       ６番  河 合  英 紀 

        ７番  中 川   博        ８番  大 門  晶 子 

        ９番  力 武   清        10番  浅 岡  正 広 
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 地方自治法第121条の規定による出席者 
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 総合政策部秘書企画課長  森 口  竜 也 
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 総務部副理事兼総務課長併選挙管理委員会事務局長  田 中  啓 之 

 総務部副理事兼人事財政課長  後 藤  利 彦 

 総務部契約検査室長  岩 根  有津佐 

 総務部副理事兼施設営繕課長  牧 野   勉 

 総務部副理事兼まち創造部副理事  中 崎  誉 之 

 住民部住民生活課長兼人権男女共同社会室長  北 野  朋 子 

 住民部保険年金課長  桶 本  和 正 
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 住 民 部 税 務 課 長  渡 辺  恵 子 

 健康福祉部副理事兼高齢障がい福祉課長  和 田  信 一 

 健康福祉部副理事兼健康づくり推進課長  □ 元  哲 夫 

 まち創造部副理事兼地域整備課長  藤 木  幹 史 

 まち創造部副理事兼農林商工観光課長併農業委員会事務局長  中 海  幹 男 

 まち創造部副理事兼都市環境課長  池 添  謙 司 

 （出 納 室）   

 会計管理者兼出納室長  中 筋  美 枝 

 （教育委員会事務局）   

 教 ・ 育 部 長  谷    道 広 
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 議会事務局職員出席者 

 理 事 兼 事 務 局 長  梅 川  茂 宏 

 課長補佐兼庶務係長  吉 田  高 朋 

 主 幹  上 野  文 裕 

 会議録署名議員 

        ７番  中 川   博 

        ８番  大 門  晶 子 

 議 事 日 程  別紙のとおり 

 本日の会議に付した事件 

         日程第１ 
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令和７年河南町議会３月定例会議 
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～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

議   事   の   経   過 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 

午前１０時００分開議 

 

○議長（浅岡正広） 

  皆さん、おはようございます。 

  ただいまの出席議員は10名です。定足数に達していますので、直ちに本日の会議、一般質

問１日目を開きます。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○議長（浅岡正広） 

  本日の議事日程は、タブレット724、令和７年３月21日、３月定例会議一般質問（１日目）

に送信しています。 

  日程第１ 一般質問を行います。 

  なお、過日２月27日開催の議会運営委員会において、対面型・一問一答方式で、発言者は

発言席から行い、理事者は全て自席より答弁をお願いします。個人質問の発言時間は、発言

者の発言のみ40分以内とします。質問回数は、一般質問通告書の発言の要旨に記載された質

問の項目１項目につき質疑発言を３回以内と決していますので、ご了承願います。 

  質問に入る前に、議長より一言申し上げます。 

  発言者は、通告されました質問趣旨に沿った的確な質問をお願いします。理事者も、質問

内容を十分把握され、答弁をお願いします。 

  それでは、個人質問を行います。 

  質問者は、藤野議員、髙田議員、ポープ議員、藤井議員、河合議員、以上の順で発言を許

します。 

  最初に、藤野議員の発言を許します。 

  藤野議員。 

○２番（藤野裕子） 

  議席番号２番、会派暁、藤野裕子、ただいま議長のお許しをいただき、通告に従い一般質

問を行います。今回トップバッターということで、緊張して夕べはほぼ眠れていません。そ
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のため森田町長並びに理事者の皆様には明確で分かりやすい答弁を、どうぞよろしくお願い

いたします。 

  では初めに、大阪・関西万博に関する本町の対応についてお伺いいたします。 

  いよいよ来月４月13日から大阪・関西万博が開催されることとなりました。大阪での万博

の開催は1970年以来55年ぶりの開催となります。1970年に大阪で開催された日本万国博覧会

は日本で初めての万博であり、「人類の進歩と調和」をテーマに開催されました。高度成長

期の日本を象徴する一大イベントとして、今でも多くの人々の記憶に残っていることと思い

ます。 

  今回開催される大阪・関西万博は、「いのち輝く未来社会のデザイン」をテーマに、158

の国、地域、国際機関や企業が参加し、最新技術を駆使したパビリオンや持続可能な社会や

未来の技術をテーマにした展示が行われます。 

  次世代を担う子供たちが世界の最先端技術や多様な価値観に直接触れることで、新しい未

来社会の創造に向け自らの将来にチャレンジできるよう、河南町では「河南町2025年万博こ

ども招待事業」を実施すると伺っています。 

  本事業では、町内在住の子供たちにチケットＩＤを配布し無料で招待するとされています

が、対象となる子供の人数は何人でしょうか。また、現時点での申込み状況についてですが、

目標人数に対してどの程度の申込みがあったのかお聞かせください。 

○議長（浅岡正広） 

  渡辺部長。 

○総合政策部長（渡辺慶啓） 

  本町では、大阪府で実施されます小中学校を学校単位で万博に無料で招待する事業に併せ

まして、次世代を担う子供たちが世界の最先端技術や価値観などに直接触れる体験を重ねる

ことで、新しい未来社会の創造に向け自らの将来にチャレンジできるよう、河南町内在住の

子供たちに、「河南町2025年万博こども招待事業」を実施いたします。 

  配布します券種は１日券で、対象者は令和７年４月１日時点で４歳から17歳までの方及び

高等学校等に在学する18歳以上の方が対象となります。 

  対象となる人数は1,720人で、３月６日時点では106人の方が申し込まれております。 

  なお、申込期限は令和７年９月30日までとなっており、申込者数の目標は設定しておりま

せんが、より多くの方に利用していただければと考えております。 

○議長（浅岡正広） 
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  藤野議員。 

○２番（藤野裕子） 

  ３月６日時点での申込状況は、対象人数1,720人に対して106人と全体の１割にも満たない

状況です。申込期限は令和７年９月30日までと余裕がありますが、より多くの方に参加して

いただくため、さらなる周知が必要と考えられます。 

  申込みを増やすための周知方法について、どのような取組をされているのかお聞かせくだ

さい。 

○議長（浅岡正広） 

  渡辺部長。 

○総合政策部長（渡辺慶啓） 

  本町では、大阪府の無料招待事業が行われることや、２地区のだんじりが出展する大阪ウ

ィーク「大阪の祭！～ＥＸＰＯ2025春の陣～」などを通じて機運醸成が図れるものと考えて

おります。 

  現在では各パビリオンの詳細など情報が少ない状態ではありますが、今後、開催が近づく

につれ詳細が明らかになり、万博協会や出展事業者も積極的にＰＲされると考えており、申

込者数も増加が見込まれます。本町でもホームページやＳＮＳを通じてこうした情報をお知

らせし、ＰＲに努めてまいりたいと考えています。 

○議長（浅岡正広） 

  藤野議員。 

○２番（藤野裕子） 

  今後、詳細情報が明らかになるにつれ申込者の増加が期待されるとのことですが、より多

くの方に情報が行き渡るよう、引き続き積極的な周知活動に努めていただきたいと思います。 

  次に、大阪府教育庁による児童生徒向け招待事業について質問させていただきます。 

  大阪府教育庁では、府内の小・中・高等学校に在籍する児童生徒を対象に、大阪・関西万

博の会場へ招待する事業を実施するそうですが、この事業の目的についてお聞かせください。 

  また、この招待事業は学校の授業の一環として実施されるのか、それとも希望制での参加

となるのか、また社会見学や遠足として学校単位での団体参加となるのか、個人での参加も

可能なのか、お聞かせください。 

  また、具体的なスケジュールは決まっているのかも併せてお聞かせください。 

○議長（浅岡正広） 
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  谷部長。 

○教・育部長（谷 道広） 

  大阪府は、2025年大阪・関西万博（日本国際博覧会）において、次世代を担う子供たちが

世界の最先端技術や価値観などに直接触れる体験を重ねることで、新しい未来社会の創造に

向け自らの将来にチャレンジできるよう、大阪の子供たちを万博会場へ招待する事業を実施

されます。 

  大阪府による招待事業の対象者のうち、大阪府内の小・中・高等学校に在籍する児童生徒

に対する万博会場への招待は、学校教育活動の一環として大阪府教育庁から各学校へ案内さ

れております。小・中・高校生等については、家庭環境にかかわらずより多くの児童生徒に

来場の機会を提供するため、学校、学年単位で来場していただくことを基本的な考えとされ

ております。 

  本町の小中学校におきましても、大阪府教育庁による意向調査に対して、学校行事として

参加する意向を回答しております。 

  スケジュールについては、近つ飛鳥小学校は低学年は６月６日、中学年は６月13日、高学

年は９月12日、かなん桜小学校は低学年は５月23日、中学年が５月16日、高学年は５月２日、

中学校は１年生が６月４日、２年生は５月21日、３年生が５月28日を予定しております。 

  当日欠席の児童生徒につきましては、別途入場券、チケットＩＤになりますけれども、そ

れが配付される予定です。 

  学校行事として行うことから、児童生徒は全員参加を基本としております。それを受けて、

交通費など保護者の実費負担とする市町村もありますが、本町では現下の交通事情を踏まえ

ましてスクールバスで対応し、町から交通手段としての支援を行うとしております。 

  以上となります。 

○議長（浅岡正広） 

  藤野議員。 

○２番（藤野裕子） 

  大阪府の招待事業について詳しくご説明いただき、ありがとうございました。 

  大阪府教育庁では、全ての児童生徒が万博に参加できるよう学校単位での参加が基本とさ

れていること、また、当日欠席した場合の対応についても配慮されていることが分かりまし

た。今後も本町の児童生徒が万博を通じて貴重な学びの機会を得られるよう、また、安心・

安全に参加できるよう、引き続きご支援をお願いいたします。 
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  次に、先ほどの大阪府教育庁の招待事業とは別に、本町では独自に河南町こども招待事業

が実施されますが、高齢者向けの招待事業などについては検討されているのでしょうか。特

に、低所得の高齢者や介助が必要な方々が万博を楽しめるように、本町ではどのような取組

を考えているのか、お聞かせください。 

○議長（浅岡正広） 

  渡辺部長。 

○総合政策部長（渡辺慶啓） 

  万博の入場チケットにつきましては、満18歳以上の大人１日券（会期中いつでも１回入場

可）の分ですが、こちらが7,500円。平日券（土・日・祝を除く平日で１回入場可）、こち

らが６千円となっており、高齢者を対象といたしましたシニア割引などは設定されておりま

せんので、高齢者の招待事業につきましては、現在時点では検討をしておりません。 

  また、一般社団法人の関西イノベーションセンターが、会場で万博を体験するために介助

が必要な方向けのサポートが実施されます。 

  以上でございます。 

○議長（浅岡正広） 

  藤野議員。 

○２番（藤野裕子） 

  高齢者向けの招待事業については検討されていないとのことですが、高齢者の中には経済

的な理由や身体的な制約により、参加が難しい方も多くいらっしゃいます。子ども招待事業

については、大阪府の取組に加え河南町独自の事業もあり、子供たちが万博を楽しむ機会は

２回あります。 

  子供たちだけでなく、高齢者の方々にも万博を楽しむ機会を提供することも重要だと思い

ます。高齢者の方々が安心して万博に参加できるよう、移動手段の確保や付添いの支援、割

引制度の導入など、具体的な支援策を検討していただきたいと思います。 

  次に、チケット購入に関するサポート策について質問させていただきます。 

  当初、チケット購入には万博ＩＤの登録や事前予約が必須で、多くの方々から手続が複雑

で分かりにくいとの声が上がっていましたが、当日購入が可能となり、万博ＩＤの登録も不

要になる予定と聞いております。 

  この変更により、特に高齢者やデジタル機器の操作が苦手な方々にとって、参加のハード

ルが下がることが期待されますが、それでも購入方法や手続に不安を感じる方もいるかもし
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れません。 

  そこで、本町としてこの情報をどのように周知し、より多くの町民がスムーズに万博へ参

加できるような支援策を検討しているのか、お聞かせください。 

○議長（浅岡正広） 

  渡辺部長。 

○総合政策部長（渡辺慶啓） 

  本町では、大阪・関西万博の機運醸成のため、これまでもＳＮＳやホームページでの案内

に加え、各種イベントの際にはＰＲブースを設置するなど、お知らせをしているところでご

ざいます。 

  また、以前はチケット購入に万博ＩＤの登録が必要でしたが、登録なしで来場当日にチケ

ット購入や、全国の主要なコンビニエンスストアでも購入できるようになったことで、特に

高齢者やデジタル機器の操作が苦手な方々にとっても購入しやすくなったと受け止めており

ます。 

  大阪府・市万博推進局では、入場チケットの買い方が分からないなど、お困りのことがあ

れば相談できる「万博来場サポートデスク」が設置され、手続のサポートが実施されている

ところです。 

  本町におきましても、相談しやすい環境を整えることが重要だと考え、３月29日に白木山

公園で開催を予定しております「かなん桜まつり」にサポートデスクを設置し、申請手続の

サポートなどを実施していきたいと考えております。 

○議長（浅岡正広） 

  藤野議員。 

○２番（藤野裕子） 

  富田林市ではエコール・ロゼ、河内長野市では千代田ショッピングセンターにサポートデ

スクが設置されると聞いておりましたので、本町ではどのように取り組まれるのか気になっ

ていましたが、３月29日の「かなん桜まつり」でサポートデスクが設置されるとのことで、

住民の皆様がスムーズにチケットを購入できる機会となると思います。このような取組がそ

の日１日で終わるのではなく、より多くの方が気軽に万博へ参加できるように、今後も継続

的に実施していただきたいと思います。 

  次に、大阪・関西万博に向けた自治会、地域団体の訪問支援について質問させていただき

ます。 
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  万博の開催に向けて、自治会や地域団体がバスを借りて訪問することを検討されていると

伺っています。特に高齢者や交通手段の確保が難しい方々にとっては、このような団体での

訪問は貴重な機会となります。このような取組に対して、河南町として何らかの補助制度は

あるのでしょうか。また、補助制度がない場合でも、今後検討する可能性があるのか、お聞

かせください。 

○議長（浅岡正広） 

  渡辺部長。 

○総合政策部長（渡辺慶啓） 

  大阪・関西万博の開催に向け、自治会や地域団体において訪問が検討されていることにつ

いては承知をしております。 

  万博は地域の皆様にとって貴重な機会となるものと考えております。しかしながら、自治

会や地域団体のほか様々な各種団体、グループが計画、実施されるものについて、現時点で

は、町としての特定の補助制度を設けることは今のところ考えておりません。 

○議長（浅岡正広） 

  藤野議員。 

○２番（藤野裕子） 

  現時点では、町として特定の補助制度を設ける予定はないとのことですが、より多くの町

民が参加しやすくなるよう、引き続き支援の在り方について検討をお願いしたいと思います。 

  次に、大阪・関西万博では、地域の魅力を発信するため、各自治体が様々な形で参加する

と聞いております。そこで、河南町としてどのように万博へ関わる予定があるのか、また、

自治体としての公式な参加計画があるのか、お聞かせください。 

  また、河南町の伝統文化であるだんじりが、寛弘寺地区と中地区から参加すると聞いてお

りますが、地域の関係者や団体への支援などについて、本町ではどのように取り組んでいく

のかも併せてお聞かせください。 

○議長（浅岡正広） 

  渡辺部長。 

○総合政策部長（渡辺慶啓） 

  本町では大阪・関西万博という歴史的な機会に河南町の特色を発信し、多くの方々に魅力

を知っていただけるよう、ＥＸＰＯ2025大阪ウィーク～春・夏・秋～笑おう！踊ろう！歌お

う！まるごと大阪に参加いたします。 
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  また、秋には南河内ＬＩＶＥ ＡＲＴ ＥＸＰＯに、本町、富田林市、河内長野市、大阪

狭山市、太子町及び千早赤阪村の６市町村で連携して参画し、本町は大阪芸術大学と協力し、

文化芸術を発信していく計画としております。 

  春の大阪ウィーク「大阪の祭～ＥＸＰＯ2025～春の陣」には、本町から２地区のだんじり

が出展する計画となっております。本イベントでは、原則として１市町村１台のだんじりの

出展が可能とされておりましたが、本町においては、地域の歴史や文化を広く発信する絶好

の機会と捉え、特別に２台のだんじりを出展することとなりました。 

  万博推進局では１台分の助成しかございませんが、もう１台分につきましては町で助成す

ることとし、河南町の文化をより多くの方に知っていただき、地域の魅力を最大限に発信す

るため取り組んでまいります。 

○議長（浅岡正広） 

  藤野議員。 

○２番（藤野裕子） 

  私も寛弘寺地区に住んでいるため、だんじりの参加については特に関心を持っておりまし

た。参加条件や地区の方々との話合いが二転三転する中、本町が柔軟に対応し、だんじりの

出展に助成していただけることは大変うれしく思います。本町から特別に２台のだんじりを

出展することは、地域の歴史や魅力を広く発信できる貴重な機会になると感じています。 

  大阪・関西万博は、子供たちにとっては新しい技術や価値観に触れる学びの場となり、地

域にとっては文化や魅力を発信する絶好の機会です。この歴史的な機会に町全体で力を合わ

せ、多くの町民が楽しみ、参加できるよう、引き続き取り組んでいただきたいと思います。 

  それでは、２事項目めの質問、狂犬病予防注射について質問させていただきます。 

  私の家でも犬１匹、猫３匹を飼っています。ペットは家族の一員として生活に潤いや安ら

ぎをもたらしてくれる大切な存在です。精神的な癒やしの効果があるだけでなく、特に犬と

の散歩は飼い主にとってよい運動となり、健康維持にもつながります。また、ペットを通じ

て人との交流が増え、地域社会とのつながりも深まります。 

  このようにペットを飼うことは、飼い主に心理的、身体的、そして社会的にも多くのよい

影響を与えてくれると感じています。 

  それでは、１項目めの質問です。狂犬病予防法に基づき、生後91日以上の犬には飼い犬の

登録が義務づけられていますが、本町での登録件数と、その推移についてお聞かせください。 

○議長（浅岡正広） 
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  大門部長。 

○住民部長（大門 晃） 

  本町での過去５年間における年度末時点で飼い犬として登録されている頭数でございます

が、令和元年度は1,113頭、令和２年度は1,079頭、令和３年度は1,051頭、令和４年度は

1,052頭、令和５年度は1,057頭で、令和元年度と令和５年度を比較いたしますと、若干では

ございますが減少傾向にあります。 

○議長（浅岡正広） 

  藤野議員。 

○２番（藤野裕子） 

  本町の飼い犬の登録件数は、この５年間で少し増えたり減ったりしていますが、大きく変

わることなく、ほぼ同じような状況が続いているなと感じました。 

  また、同法に基づき年１回の狂犬病予防注射の接種も義務づけられていますが、登録され

ている犬の狂犬病予防注射の未接種数を把握することは可能でしょうか。 

  また、未接種の犬への接種勧告についてどのように取り組まれているのか、お聞かせくだ

さい。 

○議長（浅岡正広） 

  大門部長。 

○住民部長（大門 晃） 

  飼い犬の登録や狂犬病の予防注射につきましては、飼い犬の登録管理システムで管理して

おり、システムデータから未接種数などは分かります。 

  法律上、未接種の犬への接種勧告制度はございませんが、広報かなん４月号や町ホームペ

ージで狂犬病予防注射の接種を促すとともに、毎年４月に町から犬の飼い主に送付する愛犬

情報が記載された用紙とともに狂犬病予防注射を促すチラシを同封し、お知らせいたしてお

ります。 

○議長（浅岡正広） 

  藤野議員。 

○２番（藤野裕子） 

  狂犬病予防注射ですが、令和２年度から集合注射が中止となり、動物病院での個別注射と

なりましたが、中止となった理由をお聞かせください。 

○議長（浅岡正広） 
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  大門部長。 

○住民部長（大門 晃） 

  狂犬病予防注射につきましては、新型コロナウイルス感染症の予防の観点から、令和２年

度から令和４年度まで実施せず、かかりつけの動物病院などでの個別注射をお願いしてきた

ところです。この間の個別注射の対応でも、接種率の大幅な低下が見られませんでした。 

  また、従来から集団注射での頭数が年々減少していたこと、衛生面や路上駐車の問題、犬

同士のトラブルなどの課題があったことなどから、令和５年度からは集団注射は廃止し、か

かりつけの動物病院などで個別注射での対応をお願いしていることとしたところでございま

す。 

○議長（浅岡正広） 

  藤野議員。 

○２番（藤野裕子） 

  個別注射移行後も接種率の大幅な低下が見られなかったとのことですが、接種率の変化を

お聞かせください。 

○議長（浅岡正広） 

  大門部長。 

○住民部長（大門 晃） 

  狂犬病予防注射を集団注射から個別注射へ移行後の接種率の変化について、過去５年間で

お答えさせていただきます。 

  令和元年度は51％、令和２年度は42.7％、令和３年度は43.2％、令和４年度は44.3％、令

和５年度は49.3％でございます。 

  令和２年度から令和４年度はコロナ禍により接種率は減少しておりましたが、回復傾向に

あり、令和５年度は集団注射していた令和元年度の数値程度になっております。 

  以上です。 

○議長（浅岡正広） 

  藤野議員。 

○２番（藤野裕子） 

  個別注射移行後も接種率に大きな変化はないように思いましたが、その接種率の低さには

驚きました。令和５年度の全国平均接種率は70.2％であり、沖縄県は52.2％と最も低い数値

となっています。しかし、本町の接種率は、それをさらに下回っています。この状況を改善
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するためには、接種の重要性を改めて周知するとともに、住民がより接種しやすい環境を整

えることが必要だと思います。 

  狂犬病予防の集合注射については、以前のように集合注射を再開してほしいとの声が多く

寄せられています。特に高齢者や車を持たない飼い主にとっては、動物病院までの移動が困

難であり、負担がさらに増している状況です。接種率の向上と飼い主の負担軽減のためにも、

集合注射の再開についてご検討いただきますよう、よろしくお願いいたします。 

  それでは、最後の質問事項、オーガニック給食の導入について質問いたします。 

  学校給食は、子供たちの健康と成長を支える重要な役割を果たしています。近年、全国各

地でオーガニック給食の導入が進んでおり、農薬や化学肥料を使用しない有機栽培の食材を

取り入れることで、より安全で健康的な食事を提供する取組が注目されています。 

  現在、河南町では給食の完全無償化が実施され、子育て支援の充実が図られています。私

が子育てをしていた頃と比べると支援の内容が大きく向上しており、河南町の子育て支援は、

近隣自治体の一般質問でもロールモデルとして取り上げられるほど高く評価されています。 

  さらなる子育て支援の一環として、子育て世代の方々からオーガニック給食の導入を求め

る声も上がっています。現在、町内の給食における有機食材の使用状況はどのようになって

いるのか、お聞かせください。 

○議長（浅岡正広） 

  谷部長。 

○教・育部長（谷 道広） 

  学校給食における有機農産物を用いたオーガニック給食の導入についてでございますが、

学校給食に必要な食材の安定した量や価格の面からの課題から使用しておりません。 

○議長（浅岡正広） 

  藤野議員。 

○２番（藤野裕子） 

  価格や供給の課題があるとのことですが、例えば一部の食材を有機食材に変更したり、週

に１回の導入など、段階的な導入の可能性はあるのか、お聞かせください。 

○議長（浅岡正広） 

  谷部長。 

○教・育部長（谷 道広） 

  現在、本町ではオーガニック給食を導入しておりませんが、学校給食は、議員仰せのとお
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り児童生徒の心身の健全な発達のために提供するものでありまして、また、食育や地産地消

の推進などの効果も重要なものと認識しております。 

  そのため、給食センターでは、毎年１月と２月に有機肥料を使い、農薬を通常の半分以下

に抑えた大阪府認証のエコ農産物「かなんエコ米水越」を河南町産新米のお米として提供し

ております。 

  また、年に４回「お野菜まるごと河南町」の日を開催するほか、町内産の食材を使用した

給食の提供により食育を進めているところであります。 

  今後については、調達できる食材の量や価格の課題を調整できるかも含めて、食材の一部

について有機栽培の導入を検討してまいりたいと考えております。 

  以上です。 

○議長（浅岡正広） 

  藤野議員。 

○２番（藤野裕子） 

  現在、河南町では一部においてエコ農産物や地元産の食材を活用した給食を提供されてい

るとのことで、子供たちの健康や食育の観点からも大変意義のある取組だと感じました。 

  先日、小学生の保護者の方から、確かに河南町の子育て支援は充実していて、給食費無償

化や医療費助成などは本当に助かっているし感謝している。でも、その制度は親にとっては

助かっている制度であり、本当に子供たちのことを考えた取組を考えてほしいという声をい

ただきました。まさにオーガニック給食の取組こそが、こうした声に応えるものではないの

でしょうか。 

  今後、食材の一部について、有機栽培食材の導入を検討していただけるとのことですので、

子供たちの健康や環境への配慮にもつながる、さらなる前向きな取組に期待しております。 

  以上をもちまして、藤野裕子の一般質問を終わります。ありがとうございました。 

○議長（浅岡正広） 

  藤野議員の質問が終わりました。 

  次に、髙田議員の発言を許します。 

  髙田議員。 

○３番（髙田伸也） 

  議席番号３番、会派かなん希望の風、髙田伸也です。ただいま議長のお許しをいただきま

したので、通告書に従いまして一般質問を行います。 
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  質問事項は、１事項目、本町の防災・減災の対策と住民の関わりについて、２事項目は、

教育現場の課題と新たな取組、３事項目については、跡地活用による町の活性化について、

４事項目は、利便性を追求した公共交通と道路の整備について、以上４事項となります。 

  それでは、１事項目、まず１項目めに入りますが、老朽化した下水道管の現状と点検はと

いうことについて質問させていただきます。 

  本年１月に発生しました埼玉県八潮市の大規模な道路の陥没事故、これはまだ完全な復旧

のめどが立っていないというわけでございますが、住民の皆さんからも、河南町の下水道管

もしくは水道管は大丈夫なのかというようなことを心配されるという言葉もございました。 

  本町においては、陥没のおそれがあるような下水道管、そんな大規模なものはないという

ふうに思っていますが、既に埋設後数十年を経過しているという管もあると思われますが、

下水道管の本町の状況と、どのような点検を行っているのか、その点についてお聞きしたい

と思います。 

○議長（浅岡正広） 

  安井部長。 

○まち創造部長（安井啓悦） 

  令和７年１月28日に、埼玉県八潮市において下水道管の破損に起因すると考えられる道路

陥没が起き、トラック１台が巻き込まれるとともに、約120万人に下水道の使用自粛を呼び

かけるなど、大きな影響が発生いたしました。 

  当該道路陥没は、地下約10ｍに流域下水道幹線が埋設されており、下水道管の腐食等が原

因と考えられております。この事故により、国土交通省から１月29日付で下水道管路施設に

対する緊急点検の要請があり、対象は直径２ｍ以上で、晴天時に１日当たり最大で30万ｔ以

上の下水を処理できる大規模な処理場に接続している下水道管となっております。 

  本町には緊急点検の対象となる管路はありませんが、１月31日に自主的に比較的大きな管

路、大きさが1.5ｍ以上で、埋設深さが２ｍ以上の区間84ｍを対象に、職員による目視点検

を実施し、結果、特に異常は認められませんでした。 

  その後、２月21日に国土交通省が設置した「下水道に起因する大規模な道路陥没事故を踏

まえた対策検討委員会」の提言を踏まえ、３月18日付で、全国の下水道管理者に対し全国特

別重点調査の実施要請がございました。 

  全国特別重点調査は、内径２ｍ以上かつ平成６年度以前に設置、改築された管路が対象で、

専門家によるチェックを経て、１年以内をめどに調査を完了することを目標とされておりま
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す。本町には対象区間が664ｍあるため、今後、この全国特別重点調査を実施してまいりま

す。 

  なお、本町では、令和２年度から下水道ストックマネジメント計画に基づき、硫化水素に

よる腐食のおそれが大きい管路は５年に１回、コンクリート管の管路等は７年から８年に１

回、その他の管路は15年に１回の頻度で点検を実施することとしており、これまでの点検の

結果、緊急で対応すべき管路はございませんでした。 

  以上でございます。 

○議長（浅岡正広） 

  髙田議員。 

○３番（髙田伸也） 

  なるほど分かりました。やはり本町には破損事故があったような５ｍ近い管は存在しない

というんですが、さらに自主的に点検いただいたということで非常に安心しました。 

  さらに、３月18日の国交省からの下水道管の全国特別重点調査、この要請については、私

は河南町は調査対象外というふうに思っていましたが、今お聞きすると本町も660ｍほどの

対象区間があるということでした。早急に調査のほうをお願いしたいというふうに思ってい

ます。 

  老朽化だけではなくて、地震などでも下水道管の破損、そういう被害が起こり得るわけで、

今後も定期的な点検を是非よろしくお願いします。 

  それでは、地震といいますと、昨年１月の能登半島地震におきましては、地震、津波、液

状化が起こりまして、下水道施設にも甚大な被害が発生するとともに、特に浄水場や配水池、

下水処理場に直結する管の上下水道システムの耐久化が未実施であったことから、復旧に長

時間の時間を要し、いまだ水道が来ていない地域もあるというふうには言われています。 

  それを受けまして、昨年の11月に全国の上下水道の施設の耐震化の状況について緊急点検

をされました。その結果、避難所など災害時の避難先や救援活動の拠点となる重要な施設に

つながる下水道管の耐震化率の全国平均につきましては、約51％という結果だったと聞いて

います。 

  それでは、本町における下水道管の耐震化の状況について改めてお聞きしたいと思います。 

○議長（浅岡正広） 

  安井部長。 

○まち創造部長（安井啓悦） 
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  下水道管の耐震化の状況でございますが、本町では平成15年度以降に発注した実施設計業

務から耐震設計を行っており、その設計を基に設置された管渠等については耐震設計済みで

ございます。 

  それまでの設計で設置されていた管渠等につきましては、耐震設計による検証をしていな

いため、避難所等の重要施設から流域接続点までの下水道管路総延長11㎞に対し、令和５年

度末時点の耐震性能確保済みの延長は１kmとなってございます。 

○議長（浅岡正広） 

  髙田議員。 

○３番（髙田伸也） 

  分かりました。 

  今お聞きしたところ、平成15年以前については検証はできていないということで、避難所

などの重要な施設に接続するような大切な下水道管、11㎞に対して、今は１㎞しか性能確認

ができていないということでありました。この下水道管の耐震化については、町内の安心・

安全に直結するものですので、残りの管の耐震確認の実施を強く要望させていただきます。 

  続きまして、２項目めに入りますが、本町の内水浸水想定区域と内水ハザードマップにつ

いてお聞きしたいと思います。 

  河南町は津波などの心配はありませんけれども、河川の水位の上昇によって河川から水が

あふれる外水氾濫によって家屋が浸水するということがあります。 

  また、本町でも地域によっては都市化が進んで、降った大量の雨が地面へ浸透することな

く、短期的に集中して下水道や水路に流れ込むため水があふれ、内水氾濫の危険性が高まっ

ているというふうにも言われています。 

  そこで、大雨のときに浸水が想定される区域などの情報をまとめた内水ハザードマップは

非常に重要で、浸水時の避難や日頃からの備えに活用できるというふうに思っております。

本町の想定浸水区域はどの地域なのか。またハザードマップについては具体的にどのような

ものなのか、併せてお聞きしたいと思います。 

○議長（浅岡正広） 

  安井部長。 

○まち創造部長（安井啓悦） 

  近年の局所的な集中豪雨の増加に伴い、下水道等の排除能力を上回る雨水流出が頻繁に生

じており、浸水被害のリスクは年々増加し、被害の最小化を図ることが重要となっておりま
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す。 

  本年実施いたしました内水浸水想定区域図及びハザードマップ作成業務では、令和３年度

の水防法及び下水道法の改正により、下水道法事業計画区域である大宝地区、石川地区及び

さくら坂地区の対象面積240.9haにおいて事業を実施いたしました。 

  その内容は、本町において想定し得る最大規模の降雨により、公共下水道などの排水施設

で雨水が排除できなくなった場合に浸水が想定される区域を示した内水浸水想定区域図及び

避難所等の情報を加えた内水ハザードマップを作成するものでございます。 

  本町における内水氾濫が想定される区域は、シミュレーションの結果、大宝地区、石川地

区の一部で想定されました。具体的には、旧一須賀浄水場西側などでございます。 

  以上でございます。 

○議長（浅岡正広） 

  髙田議員。 

○３番（髙田伸也） 

  分かりました。 

  ハザードマップの内水氾濫が想定されるのは、やはりといいますか石川地区や大宝地区と

いうことですが、それでは、本年度予算計上されていましたこのハザードマップであります

けれども、今どういう状況なのか。またこの内水ハザードマップは、どのようにして住民に

知らしめるのか、また周知徹底するのか、その予定についてお聞かせ願いたいと思います。 

○議長（浅岡正広） 

  安井部長。 

○まち創造部長（安井啓悦） 

  本年度実施いたしました内水浸水想定区域図及びハザードマップ作成業務が完了しており、

現在成果品に対する完成検査等を行っているところでございます。 

  内水ハザードマップの公表につきましては、令和７年度にできる限り早期に町ホームペー

ジなどにより広く皆様にご覧いただけるよう広報してまいります。 

  以上でございます。 

○議長（浅岡正広） 

  髙田議員。 

○３番（髙田伸也） 

  分かりました。ありがとうございます。 
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  そこで再々質問になりますけれども、現在、河南町で導入されようとしている統合型・公

開型ＧＩＳシステム、これは、町の様々な地理情報のデータを一元的に管理して誰もが自由

に入手できるサービスということで、当然このハザードマップも公開されるというふうに思

っておりますが、他の市町村の同様のサービスを見たことがあるんですが、そこには地図が

カテゴリーごとに分かれていまして、例えば防災というカテゴリーでは、災害時の避難所、

２次的な避難所、福祉避難所、防災倉庫の位置、またＡＥＤの設置場所、ハザードマップ、

さらに今お聞きした浸水想定区域等々が公開されておりました。さらに細かいところでは、

街灯や防犯灯の場所までも地図に表現されているということで、行政の皆さんだけではなく

て、住民の皆さんにおいても非常に便利なサービスだと感じました。 

  本町では、どのような地図データが今後アップされるのか、そのあたりをお知らせいただ

きたいと思います。 

○議長（浅岡正広） 

  多村部長。 

○総務部長（多村美紀） 

  町では、デジタル田園都市交付金を活用いたしまして、統合型・公開型ＧＩＳシステムを

導入いたします。このシステムは地理情報システムと呼ばれるもので、地形図のほか都市計

画図、道路台帳図、下水道台帳図、地番図、ハザードマップ、文化財情報図などの情報を統

合した統合的な地図システムでございます。 

  この情報はホームページ上に公開するものとし、令和７年３月末には公開できるよう準備

を行っております。他自治体において既に公開されているような情報を、本町も同様に様々

なデータを閲覧することができるようになります。今後、観光や防災、子育て支援、福祉、

医療などの情報データを順次公開してまいります。 

  公開に当たりましては、住民の皆様に対しましては、広報紙及びＬＩＮＥ等で周知させて

いただく予定をしております。 

○議長（浅岡正広） 

  髙田議員。 

○３番（髙田伸也） 

  ありがとうございます。順次公開いただけるということで。 

  これは皆さん本当に地図データが一元で見ることができる本当に便利なものだというふう

に思います。期待していますので、よろしくお願いします。 
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  続いて３項目めに入ります。住民参加の防災訓練と避難所の受入れについて質問させてい

ただきます。 

  次年度より、本庁の組織再編が行われて、防災に関する部署が自治会と連携し強化される

というのは、大いに評価されるものだというふうに私は思っております。 

  また一方、危機管理部門における女性職員さんの割合というのは、全国でも僅か10％程度

というようなことは言われております。本町においては、女性職員さんの登用も含めて強化

されるものと期待しております。 

  また、令和７年度予算には、地区の防災訓練などに対して活動費の助成をされるというふ

うにも聞いています。以前、私は町と住民の皆さんが一体となった防災訓練、つまり避難指

示から避難所開設、それと最終的な住民の避難、これ一元の防災訓練をすべきだということ

を提言し、早急に実現されるものとこちらのほうは思っておりますが、その際に実際に参加

した自治会に対して、このたびの地区避難訓練等の助成事業により活動費助成することにし

てはどうかというふうに思いますが、見解についてお聞かせ願いたいと思います。 

○議長（浅岡正広） 

  渡辺部長。 

○総合政策部長（渡辺慶啓） 

  これまで自主防災組織支援事業といたしまして、各地区が実施する地域防災活動事業や重

要備蓄物資の購入及び防災資機材の整備に対しまして３万円の補助を行っております。 

  令和７年度からは、新たに地区避難訓練等助成事業といたしまして、各地区で実施されま

す避難訓練などに要した費用に対し、１訓練当たり２万円を上限に補助することとしており

ます。これによりまして、各地区において活発に避難訓練を実施していただきたいと考えて

おります。 

○議長（浅岡正広） 

  髙田議員。 

○３番（髙田伸也） 

  分かりました。要望すると防災訓練の実施を含めて対応いただけるものと理解しました。

ありがとうございます。 

  続いて、避難所の受入れについて質問させていただきますが、避難所の開設に際しまして

は、段階によって避難所開設が行われるというふうに認識していますが、高齢者の住民の皆

さんからは、足が悪い自分は実際にどこに避難できるのか。また、避難所が人であふれて避
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難できない場合はどこに行けばいいのか。例えば公民館がいっぱいになって入れない場合は、

小学校に開設されるのかというような不安な声をいただきました。 

  避難所開設の第１段階または第４段階までは、誰がどのように区分もしくは判断して避難

所を開設しているのか。その避難の通知は住民にどのように届くのか、併せてお聞きしたい

と思います。 

○議長（浅岡正広） 

  渡辺部長。 

○総合政策部長（渡辺慶啓） 

  避難所の段階的開設につきましては、台風や大雨による災害を想定した避難所の開設方法

としています。 

  第１段階では、高齢者等避難を発令した場合に、農村環境改善センターの１か所を開設い

たします。 

  第２段階では、氾濫危険情報や土砂災害警戒情報の発表による避難指示を発令した場合に、

町内の５か所、石川こども園、農村環境改善センター、さくら坂地区集会所、中村こども園、

大宝地区公民館を開設いたします。 

  第３段階では、第２段階に開設した５か所の避難所に加えまして、保健福祉センター、か

なん桜小学校、中地区老人集会所を開設いたします。 

  第４段階では、指定している31か所の避難所全てを開設することとしております。 

  避難所の開設につきましては、地震なども含めて災害の規模や状況に応じて町災害対策本

部により決定いたしますが、各地区や自主防災組織の判断において指定避難所の自主開設を

していただくことも必要と考えております。 

  次に、避難所の開設に係る周知につきましては、防災行政無線、ホームページ、安全安心

メール、エリアメール、テレビの例えばテロップ、ＳＮＳ等の各種メディアを利用し、周知

を行います。 

○議長（浅岡正広） 

  髙田議員。 

○３番（髙田伸也） 

  今お聞きしましたが、避難所の開設場所は段階によって明確になっているということはよ

く分かりました。ちょっと分かりにくいので、住民の皆さんには明確にしておく必要がある

のは、避難といいましても、大雨や台風のときと大地震のような災害時は違うということだ
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というふうに思います。 

  お住まいの地域、また災害の状況によって避難の場所を判断すべきなのかも変わってまい

りますし、避難するより家の中にいるほうが安全な場合もあるわけで、台風や大雨の場合の

避難所の開設については、その地域の災害を想定して、その際の避難人数を踏まえた避難所

開設になっているというふうに判断いたしました。 

  大地震のときとは全く違うということだと思うんですが、だからこそかなん桜小学校は第

３段階で開催されますが、近つ飛鳥小学校は大宝公民館で受入れができると、その想定人数

なので、言わば開設はされないというふうに理解します。 

  結果的に、各被害や雨風の状況によって各地の判断で自発的に避難所の自主開設を行うこ

とができるということですので、その際の災害対策本部との連携、これにつきましての検討

も是非よろしくお願いしたいというふうに思います。 

  それでは、続いて４項目めに入ります。 

  持続可能な自治会活動と防災の取組ということになりますが、地域の高齢化に伴いまして、

自治会の活動でありますとか、自治会の運営役員さんの不足、もうこれは年々拡大し、次第

に自治会ごとのイベントも行われなくなって、自治会としては、何もしないのであればそれ

こそ自治会費を引き下げてほしいという声があり、できるだけ何もしないという、そういう

方向になっております。負のスパイラルというような状況なんですが。 

  地域を支える重要なコミュニティーの活動であるこの自治会の活動は、一部の心ある住民

により仕方なくといいますか、仕方ないので嫌々ながら活動に当たっていただいている。ま

た消滅危機にある現在の自治会の活動、これが実態と思います。 

  そんな、多くの自治会が高齢化や役員の担い手を本当に課題を抱えている中で、奇跡的に

横浜市にあるある自治会では、中高生からシニアまで様々な世代の人が役員として活躍して

いるという話を聞きました。2022年に自治会の役員に当時13歳であった中学生が就任して、

それから参加メンバーも自治会活動も大きく変わったと。自治会レボリューションとも言わ

れていますが、その中学生が自治会の役員になってから一番本人が変わったところ、それは、

自分が自分自身に自信が持てるようになったということであって、自治会活動をしていると

様々な方の意見を聞くことができて、また住民の方々の安全や楽しみのために何ができるの

かということを考える機会がたくさんある。そういうことで視野が広がった、自治会活動は

私にとっても宝ですとまで言い切っているようです。 

  それこそまさに中川教育長が唱えられている「ＫＡＮＡＮ ＢＥＡＭ」のＥ、エンパワメ
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ントを体現しているようにも感じます。実際に、私もとてもやり切れない、一旦中止になっ

た地域のイベントを、町の若い方が再開させたり、まちづくりのメンバーに高校生が加わる

ことで一気に活性化したというところを目の当たりにします。 

  そこで、地域の子供たちのために、自治会の活性化のために、自治会には防災訓練など、

また防火・防災の取組も行われておりますので、まず、あんまり住民との出会いの場がない

ファイアジュニアの児童生徒の皆さんなどに、自治会などへ、住民と触れ合う場所を与えて

いただければというふうに考えています。自治会も活性化するというふうにも感じておりま

すので、見解のほうをお聞きしたいと思います。 

○議長（浅岡正広） 

  渡辺部長。 

○総合政策部長（渡辺慶啓） 

  本町では安全・安心なまちづくりを目標に、防火・防災思想の普及を図るとともに、命や

暮らしを守るための危機対応能力を高めることの大切さや、ボランティア精神を学び、将来

を見通した地域防災の担い手等の育成につなげるため、河南町に在住の小学４年生から高校

生を対象といたしました河南町ファイアジュニアがあります。 

  ファイアジュニアの活動につきましては、入・退会式、防災訓練、町消防出初め式、応急

手当講習会、体験学習、その他目的を達成するために必要な活動を行い、小さい頃から防災

に興味を抱いていただく防災教育の一環として行っているものでございます。 

○議長（浅岡正広） 

  髙田議員。 

○３番（髙田伸也） 

  ファイアジュニアの活動は防災教育の一環というふうにお聞きしました。 

  教育という面では、地域と共にある学校を目指して、学校と地域の人々が相互理解であり

ますとか信頼関係を深めていく、そういうことをするには身近な自治会との関わりというの

は、私は有効な取組だというふうに思っております。これ以上は、教・育部の質問になって

しまいますのでこれで終えたいと思いますが。 

  次に、自治会活動、自治会の加入促進の一環といたしまして、転入された方が自治会に加

入いただいた場合、転入家族に、以前各家庭に配付し評判のよかった防災リュック、これを

提供するような取組も検討いただきたいと思いますが、いかがでしょうか。 

○議長（浅岡正広） 



－129－ 

  渡辺部長。 

○総合政策部長（渡辺慶啓） 

  令和２年度に実施いたしました河南町非常時持ち出し用防災リュック配付事業につきまし

ては、新型コロナウイルスの影響により在宅避難を選択される方への備蓄、また住民の防災

意識の向上につなげることを目的に、国の地方創生臨時交付金を活用し実施いたしました。 

  今後、転入者への防災リュックの配付や自治会加入促進のための防災物品の配付について、

町単独費での事業となるため、財源などの課題も含め検討してまいりたいと考えます。 

○議長（浅岡正広） 

  髙田議員。 

○３番（髙田伸也） 

  分かりました。 

  転入の手続に来られた方に、窓口で自治会に入ってくださいねという一声を添えてお渡し

いただければいいのかなと。50戸程度もまずあればいいかというふうに思っていますけれど

も、自治会加入促進のための防災備品の配付については、改めて財源などの確認もあるとい

うことでしょうが、検討を是非お願いしたいなというふうには思っております。 

  それでは、２事項目に入らせていただきます。子供たちの学校の実態と見守りについてと

いうことで質問をさせていただきます。 

  毎日の小学校の子供たちを見守っておりますと、集団登校でありましたり、個別の登校に

変わったりするという場面があります。様々な保護者の皆さんのお声に対応すべく検討され

ているというふうには思っておりますが、今後どのようにされるのかということをお聞きし

たいと思います。 

○議長（浅岡正広） 

  谷部長。 

○教・育部長（谷 道広） 

  近つ飛鳥小学校のほうでは、以前から徒歩通学の児童の集団登校、個別登校それぞれにつ

いて、保護者の方々から賛成、反対のご意見があったので、昨年の９月末から10月中旬にか

けて、大宝地区における個別登校を試行しました。実施後のアンケートでは、個別登校に

「概ね賛成」が86％であったという報告を受けております。 

  近つ飛鳥小学校では、これまでのご意見やアンケート結果、学校協議会、ＰＴＡ役員会、

実行委員会等でのご意見を踏まえ、５月の連休明け以降に個別登校を実施すると決定し、保
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護者や地域の方々に向けて、学校だより１月号で案内をしております。 

  なお、２月25日火曜日から３月18日までの期間、再度、徒歩通学児童の個別登校の通学路

確認などを行っております。 

  以上となります。 

○議長（浅岡正広） 

  髙田議員。 

○３番（髙田伸也） 

  一部の保護者の方とお話ししますと、個別登校になると道路をばらばらに広がって、子供

たちが話しながら歩いていることがあるということから、少し危険に思うというような声を

いただきました。 

  私も子供たちが個別登校時に交差点の前からいきなり走り出したり、２人で話が夢中にな

って車に気づかなかったことがあるという場面にも遭遇しました。アンケートの結果は当然

ながら尊重はいたしますが、今後、子供たちの安全も考慮いただいた判断も是非お願いした

いなというふうに思っております。でも、子供たちの明るい姿や笑い声は、もう間違いなく

地域に活性化を与えます。私たちもできる限り見守りに頑張りますが、検討のほうを是非よ

ろしくお願いいたします。 

  それでは次に、ＧＩＧＡスクールの成果と課題についてお伺いします。 

  令和７年度の予算にも、令和２年度よりＧＩＧＡスクールに使用されていましたタブレッ

ト端末の更新費用として費用が計上されました。小学校で753台、中学校で421台というふう

に聞いておりますが、これまで具体的にはどのように活用されてきたのか。その成果や今後

解消されるべき課題があればお聞きしたいと思います。 

○議長（浅岡正広） 

  谷部長。 

○教・育部長（谷 道広） 

  ＧＩＧＡスクール構想は、多様な子供たちを誰一人取り残すことなく、公正に個別最適化

され、資質、能力が一層確実に育成できる教育環境を実現するため、児童生徒向けの１人１

台端末と高速大容量の通信ネットワークを一体的に整備するものです。 

  具体的な活用に関して、一斉学習では、教師は授業中でも一人一人の反応を端末上で把握

でき、個々の反応を踏まえた双方向型の対応が可能となります。また、個別学習では、子供

たちが同時に別々の内容を学習でき、それぞれの学習履歴を記録することで、一人一人の教
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育的ニーズや学習状況に応じた対応が可能となります。そして、複数人で行う協働的な学習

では、一人一人の考えを互いにリアルタイムで共有でき、子供同士で双方向の意見交換が可

能となり、多様な意見にも即時に触れることができます。 

  その他の具体的な活用としましては、子供一人一人の学習状況に応じた宿題や単元まとめ

が可能なＡＩドリルの導入や、教室や別室をつなぐオンライン授業の配信による不登校児童

生徒の支援などがあります。 

  このように、１人１台端末の活用には大きな効果がある一方で、授業方法への対応など、

教員にはＩＣＴを使いこなすスキルが求められることから、各種研修の実施など、学校と教

育委員会事務局の連携をより一層進めてまいりたいと考えております。 

  以上でございます。 

○議長（浅岡正広） 

  髙田議員。 

○３番（髙田伸也） 

  今お聞きしましたら、様々な成果があるということでした。確かに、子供たちのほうがＩ

ＣＴのスキルが高いということもあるので、先生たちも非常に大変だというふうに思います

が、一度ＧＩＧＡスクールの様子を見学させていただくような機会をつくっていただけたら

というふうに思っております。よろしくお願いします。 

  次に、小学校40分授業、午前５時限制についてということで、昨年度に諮問された学習指

導要領の改訂では、その中で強調されましたのは、柔軟な教育課程の在り方ということであ

りまして、具体的に想定されましたのは、授業時間の短縮などの工夫でありますとか、子供

たちの理解度に応じた授業の実現ということであります。 

  今回、特に学校の裁量拡大ということを目玉としているようですが、以前に同じタイミン

グで私がテレビで見た小学校では、午前中に５分減らした40分の授業を５時限行って、午前

５時間制度を導入したということで、その新たに生まれた時間を学習の自由時間として、復

習や予習だけではなく、自分が興味がある事柄の研究などにも時間を使って、成績も上昇し

ているという話を聞きました。さらに、これによりまして、教職員の皆さんの時間も取れて、

長時間労働の改善にもつながったということでありました。 

  既に何軒かの小学校が取り組んでいるということですが、本町もこのような柔軟な取組で、

独自で、例えば英検全員合格を目指した英語教育に注力する学校と打ち出したり、また子供

たちの自主性を生かした自習時間をつくって、子供たちが生き生きとした特徴のある教育活
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動の実践に期待したいというふうに思いますが、見解をお聞かせ願いたいと思います。 

○議長（浅岡正広） 

  谷部長。 

○教・育部長（谷 道広） 

  学校教育施行規則第51条別表第１には、１単位時間の授業時数が小学校は45分、中学校は

50分とあります。そのため町内の小学校では45分授業、中学校では50分授業が実施されてい

ます。 

  議員仰せの研究開発学校の指定を受けた学校では、40分授業、午前５時間制を実施してお

り、そこでは創意に満ちた多様な取組が行われています。 

  国では、次期学習指導要領の改訂が進められており、標準授業時数を柔軟化するなど、学

校裁量の拡大について検討されているようで、その動向を注視してまいります。 

○議長（浅岡正広） 

  髙田議員。 

○３番（髙田伸也） 

  分かりました。時期尚早であるということだと思うんですが、よろしくお願いします。 

  ３事項目、跡地活用によるまちの活性化についてお聞きします。 

  かなんこども園の跡地の今後の展開についてということなんですが、大宝地区の再生を目

指す中で、このシンボルとして位置づけられるこのかなんこども園の跡地利用につきまして

は、民間連携が不可欠であってその企業との協定も締結されたということで、今後の展開に

期待しておりますが、しかし、その後何年かたって住民が主体となって跡地利用・管理をす

るという場合、その維持費を含めて何らかの支援があれば非常に助かるわけです。 

  そこで、昨年10月に施行されました改正地域再生法では、地域が行う自主的かつ自立的な

取組を国が支援すると言われます「地域再生制度」があるというふうに聞いていますが、こ

の制度の内容についてお聞きしたいと思います。 

○議長（浅岡正広） 

  渡辺部長。 

○総合政策部長（渡辺慶啓） 

  「地域再生制度」とは、急速な少子高齢化の進展、人口減少、産業構造の変化など社会経

済情勢が大きく変化する中で、地域の創意工夫を凝らした自主的かつ自立的な取組を推進す

るため、平成17年度に創設されました。 
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  令和６年10月には改正地域再生法が施行され、高齢化等の課題を抱える住宅団地を地域住

民による持続可能な団地再生の取組手法を確立することを目的に、民間事業者等による住宅

団地再生推進モデル事業に対し、国による財政支援が実施されることとなりました。 

  大宝地域につきましては、地域住民と民間事業者が連携し、団地再生への取組が進められ

ており、住宅団地再生推進モデル事業への補助金申請についても調査研究してまいります。 

○議長（浅岡正広） 

  髙田議員。 

○３番（髙田伸也） 

  承知しました。 

  補助金の金額でありますとか、継続的に補助を頂けるのか、また民間でも申請できるのか

というような点につきましては、私自身も調査研究をしてまいりたいと思いますが、補助金

申請につきましては、是非よろしくお願いしたいというふうに思っております。 

  それでは、次の事項に入ります。 

  白木小学校跡地の利用・活用についてということなんですが、白木小学校の跡地の活用に

つきましては、これまでもいろんな方が様々検討いただいた、提案されてきたわけですが、

課題も多く、新たな活用方法が見当たらないというところであります。 

  でも、市街地調整区域における実現可能な土地利用として、例えば、南海トラフを見据え

た２町１村の最後の防災のとりでといいますか、防災の備蓄基地として、また地域の防災意

識を高め、子供たちが防災を学べるスペースでありますとか、ドッグラン、これは通常ドッ

グランとしても、万が一のときはペットの避難スペースなどに変えることができる様々な防

災拠点の施設として、できる限り費用を抑えて、長い間止まっていました場所を再生させて

いただいたらどうかというふうに考えますが、それについての見解をお伺いします。 

○議長（浅岡正広） 

  渡辺部長。 

○総合政策部長（渡辺慶啓） 

  市街化調整区域におきましては、市街化を抑制する区域となります。 

  市街化調整区域のままで跡地活用ができる方法といたしまして、それぞれの地区の特性に

合わせた開発行為、建築行為が行われるよう、市街化調整区域における地区計画の制度があ

ります。 

  旧白木小学校跡地は「市街化調整区域における地区計画の運用基準」に含まれておりませ
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んので、本運用基準の見直しも含めて検討する必要があると考えております。具体的な活用

方法につきましては、新たな財政負担を伴わない現状のままで活用できる用途を調査研究し

てまいります。 

○議長（浅岡正広） 

  髙田議員。 

○３番（髙田伸也） 

  市街化調整区域のことは分かるんですが、今お聞きしますと、市街化調整区域における地

域計画の制度、これがあると。これを見直すことによって問題が解消できるということであ

れば、是非、検討のほうをよろしくお願いしたいと思います。 

  また、全国には、市街化調整区域であっても廃校活用の事例もあります。茨城県の龍ケ崎

市のようにスポーツ施設に造り直したり、防災の施設を２か所造り変えたというところも聞

いております。 

  また、この白木小学校の跡地活用を忘れること、何もやらなければそのままになってしま

うということもあります。これからも声を上げていくことは続けていきたいというふうに思

っておりますが、是非今お聞きした再検討、言わば地域計画の制度についての見直しについ

て切に要望するものであります。よろしくお願いします。 

  それでは、４事項目、利便性を追求した公共交通と道路の整備について。 

  １項目め、年末年始のカナちゃんバスの利用状況についてお聞きしたいと思います。 

  住民の声を受けまして、昨年末から年末年始の運行が実施されましたが、この間に実際に

どれだけの住民が利用されたのか、また、その間、何らかのトラブルが発生しなかったのか、

お聞きしたいと思います。 

○議長（浅岡正広） 

  多村部長。 

○総務部長（多村美紀） 

  町内運行のカナちゃんバスは、これまで年末年始の運行は行ってきておりませんでしたが、

令和５年は年末のみ、午前２便、午後２便の１日４便の試験運行を行いました。その際の利

用者数は延べ119人でございます。 

  便数増便の要望もあり、令和６年の年末年始につきましては、通常運行の１日８便で運行

を行いました。利用者数は、年末の12月29日から31日までで延べ251人、年始の１月１日か

ら３日の間は延べ98人で、合計６日間で延べ349人の方がご利用されました。 
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  また、年末年始の間におけるトラブルについては特に聞き及んでおりません。 

  以上です。 

○議長（浅岡正広） 

  髙田議員。 

○３番（髙田伸也） 

  この間トラブルもなく、利用者も増えたということで、本当によかったというふうに思っ

ております。 

  それでは、次の質問に入りますが、ＬＩＮＥ等において住民に告知をされたというふうな

ことは知っておりますが、この情報をご存じない方もおられまして、そのほかにどのような

形でこのダイヤについて告知されたのか、お聞きしたいと思います。 

○議長（浅岡正広） 

  多村部長。 

○総務部長（多村美紀） 

  今回の年末年始運行につきましては、事前にホームページへの掲載、ＬＩＮＥでの配信に

よる周知のほか、バスの車内においてもお知らせを掲示するとともに、商業施設などの利用

者が多いバス停につきましては、停留所の標柱にお知らせを掲示するなど周知させていただ

きました。 

○議長（浅岡正広） 

  髙田議員。 

○３番（髙田伸也） 

  分かりました。ありがとうございます。 

  恐らく年々増えてくるんだろうなという気がしますが、広報での告知というのは私は気づ

きませんでしたが、今後、運行の継続も是非お願いしたいというふうに思っております。 

  それでは次の項目に入ります。 

  町が運行しています旧式バス、これは金剛バスから購入したというバスがありますが、こ

のメンテナンスの実態とトラブルの状況、そのトラブルが発生したときの情報共有について

お聞きしたいと思います。 

  現在、町が保管して運行していますコミュニティーバスの車両の中には、以前金剛バスか

ら購入した相当古いタイプのバスが５台というふうに聞いています。既に老朽化していたこ

のバスの現在の修理の状況もしくはトラブルの状況、分かっていることがあればお聞きした
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いと思います。 

○議長（浅岡正広） 

  多村部長。 

○総務部長（多村美紀） 

  現在、金剛ふるさとバスの運行に際し、本町が旧金剛自動車株式会社から購入しました車

両は５台でございます。車両は、平成21年と平成22年に初年度登録してから約15年が経過し

ており、走行距離の多い車両では約80万㎞となっております。そのため車両については、

様々な部分で不具合箇所も突発的に発生し、その都度交換や修理に相当の費用がかかってお

りますが、安全確保に努めているところでございます。 

○議長（浅岡正広） 

  髙田議員。 

○３番（髙田伸也） 

  今お聞きしたのは、もう走行距離が80万㎞というふうに、もう相当古いなという気がする

んですが、ご苦労いただいていることは十分分かりました。 

  次に、新たな車両を購入する、当然これはいつかは古くなってくるので何とかしないと駄

目なんですが、その際に、国からの何らかの支援はあるのか。また、支援を受ける際には、

以前事業者が対象になるというふうには聞いたことがありますが、自治体及び公共交通の協

議会への支援も可能なのか、お聞きしたいと思います。 

○議長（浅岡正広） 

  多村部長。 

○総務部長（多村美紀） 

  新しい車両を購入する場合は、国土交通省の補助メニューの中で、「公有民営方式車両購

入費国庫補助金」という補助制度がございます。主として補助対象は、フィーダー系統を運

行するための車両購入費に対する補助で、市町村営の有償バスもその中に含まれ、新車に限

るものとなっております。補助率は２分の１で、ノンステップ型車両については補助対象経

費の限度額が1,500万円となっております。 

  この補助金は、現行の金剛ふるさとバスやカナちゃんバスにおいて、路線の幹線路線とフ

ィーダー系統の位置づけ整理が必要となることから、調整が必要となります。 

  また、国では、令和６年度補正予算において、新しい地方経済・生活環境創生交付金（第

２世代交付金）が措置されました。この交付金の中で、拠点整備事業では、交通空白地にお
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けるコミュニティーバスの購入に必要な経費も交付対象となっていたことから、令和７年２

月に実施計画書を作成し、国に提出しておりました。このたび事業採択を受けることができ

たため、令和６年度補正予算に計上させていただきました。 

  今後、令和７年度に予算を繰越しし、早期に車両更新に努めてまいりたいと考えておりま

す。 

○議長（浅岡正広） 

  髙田議員。 

○３番（髙田伸也） 

  その安全性には本当に懸念しましたけれども、実際に老朽化した旧金剛バスの車両に代わ

る新たなコミュニティーバスの購入に向けまして、既にこの２月に実施計画書を国に提出さ

れた。また、令和６年度の補正予算に新車３台のバスを予算計上されているということを確

認いたしました。 

  さらに交付金によって町の負担が大幅に減額されるということで、早急なる車両の更新に

期待をしたいなというふうに思っております。まさかそこまで進んでいるとは思いませんで

したが、本当にありがとうございました。 

  次に、バスの運行トラブルの件をお聞きしたいんですが、気象条件等によりまして遅延や

運行中止ということを行う、そういう発生する場合があるわけですが、その際の情報発信の

手段としまして、先般の一般質問におきましては、令和７年度には金剛ふるさとバスの専用

ホームページを立ち上げる、また夜間でも休祝日でも職員の皆さんが庁舎外からでも運行情

報を提供し、路線バスの発着点となる富田林駅及び喜志駅にデジタルサイネージを設置され

るということでした。 

  そのデータの作成はどこで行うのか、また、その内容を町のＬＩＮＥ等で同時に配信する

ようなことは可能になるのか、そのあたりをお聞きしたいと思います。 

○議長（浅岡正広） 

  多村部長。 

○総務部長（多村美紀） 

  議員仰せのとおり、令和７年度では、金剛ふるさとバスの専用ホームページを構築し、夜

間や土日祝日でも、職員が庁舎以外からでも運行情報をすぐにお知らせできるようにする予

定でございます。 

  また、路線バスの発着点となる富田林駅及び喜志駅前に設置するデジタルサイネージにつ
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いても、令和７年度の４市町村広域協議会において予算化されていますので、バスの運行情

報を利用者の皆様に伝達できるように進めてまいります。 

  なお、具体的な運用方法など詳細につきましては、４市町村協議会事務局において現在協

議中でございます。 

  また、町のＳＮＳ等の連携については、この協議内容を踏まえ、今後検討してまいりたい

と考えております。 

  以上です。 

○議長（浅岡正広） 

  ここで、質問の途中ですが10分間の休憩とします。 

休   憩（午前１１時２１分） 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

再   開（午前１１時３０分） 

○議長（浅岡正広） 

  休憩前に引き続き会議を再開いたします。 

  髙田議員。 

○３番（髙田伸也） 

  それでは、２項目めに入ります。 

  住民が望む新たな交通手段の取組についてということで、これまで一般質問において、利

用者が少ないやまなみタクシーを、現在の公共交通を補完する新たな交通手段として生まれ

変わらせ、毎日ではなくても困ったときに本当に助かる交通手段を住民の皆さんに提供する

べきであるという思いから、特に高齢者や障がいをお持ちの方、妊婦さん、さらにコミュニ

ティバスの運行がなくなった地域、特に困っておられる地域の方に対して対応する新たな交

通手段の必要性を何度も訴えてまいりました。 

  前回の回答では、実現するために現タクシー事業者と何度も交渉をいただいたと、また検

討いただいているということでありましたし、その際の最大のネック、課題につきましては、

タクシー１台の確保しかできないということでありました。 

  私、先般の一般質問におきましても、現在実験運行をされています他の市町村の乗り合い

タクシーについて例に挙げましたが、マイナンバーカードを活用した予約制を取られて、ま

た、ご高齢者、妊婦さん、障がいをお持ちの方を対象として、エリア内はどこでも乗り降り

ができて、しかも料金は一律300円と。９時から５時まで運行して住民に喜ばれているとい
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う事例を紹介いたしました。まさに私が描いていたその姿だったわけですが、さらに当初タ

クシー会社と契約された内容も、本町と同様に利用者数に関係なく費用は固定制になってい

ましたが、現在は、実際の運行件数ごとの契約に切り替えられたということでありました。

その後、改めましていろいろとお話を聞く中で、さらに同市では、当初１台のタクシーから

スタートしたと。現状を見ながら便数を増やしていきたいというようなことを聞きました。 

  同様にスタートできるというふうに私は思っておりますけれども、本町においても、この

ような試行運転の取組を改めて要望させていただきますが、いかがでしょうか。 

○議長（浅岡正広） 

  多村部長。 

○総務部長（多村美紀） 

  平成28年度より町内運行のカナちゃんバスとやまなみタクシーは、一体として構築してま

いりました。しかしながら、金剛バスの事業廃止後、町内の地域公共交通は大きく変化する

こととなり、喫緊の課題として、住民の生活の維持を確保することに注力してまいりました。 

  今後は、町中心地区再整備事業とともに、カナちゃんバス及びやまなみタクシーでの移動

手段や乗り継ぎ方法など、本町の地域公共交通全体を総合的、多角的に考えていく必要があ

ると考えております。その際には、他市町村の状況も参考にしてまいりたいと思います。 

  以上です。 

○議長（浅岡正広） 

  髙田議員。 

○３番（髙田伸也） 

  分かりました。 

  部長からは、またかいなというような声も出そうでございますけれども、これからも住民

の皆さんの利便性の向上のために継続して質問、提言を続けてまいりたいというふうに思っ

ておりますが、改めまして町中心地区の再整備事業に合わせた本町の地域公共交通の全体図

の見直しについては期待したいというふうに思っております。よろしくお願いします。 

  それでは、最後の質問になります。 

  協定締結後の山城バイパスにつきまして質問させていただきます。 

  本年２月に、柏原駒ヶ谷千早赤阪線（山城バイパス）の道路改良事業実施に伴う協定が、

締結されたというふうに聞いております。 

  地元におきましては、実施に向けて一歩また一歩と進展しているものと期待しております
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が、今回締結されました基本協定の内容についてお聞きしたいと思います。 

  また、今後、関連する河南町、太子町双方における課題はどんなものがあるのか、また、

歩道や道路に隣接する住宅についても何らかの影響があるのか、そのあたりもお聞かせ願い

たいと思います。 

○議長（浅岡正広） 

  安井部長。 

○まち創造部長（安井啓悦） 

  令和７年２月３日に、大阪府、太子町、本町の３者で、主要地方道府道柏原駒ヶ谷千早赤

阪線（山城バイパス）道路改良事業に伴う基本協定を締結いたしました。 

  この協定は、山城バイパスの道路改良事業を進めていくに当たり、３者が相互に協力しな

がら事業を推進するため、３者のそれぞれの役割分担を定めた道路改良事業の施行に関する

基本協定と、山城バイパス開通後に旧道となる現柏原駒ヶ谷千早赤阪線の一部区間の取扱い

を定めた現道の引継ぎに関する基本協定の２つの協定となってございます。 

  施行に関する基本協定は３者の相互協力を基本とし、地元調整に関する事務、用地買収に

関する事務、道路線形に関する課題解決事務、道路工事に関する事務、現道の引継ぎに要す

る事務に関して３者の役割分担を定めております。具体的な工程や課題整理などにつきまし

ては、これからの協議としていくこととなってございます。 

  以上でございます。 

○議長（浅岡正広） 

  髙田議員。 

○３番（髙田伸也） 

  分かりました。山城バイパスの開通に向けて、まだまだ解決すべき課題がたくさんあると

いうことが分かりました。 

  大阪府、太子町、そして本町の３者、３つの役割が協定により整理をされたということは

大きな前進だと思いますし、今後も進展していくよう協議いただき、併せて情報の協議もお

願いしたいというふうに思います。 

  以上をもちまして、私の一般質問を終わらせていただきます。ありがとうございました。 

○議長（浅岡正広） 

  髙田議員の質問は終わりました。 

  次に、ポープ議員の発言を許します。 
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  ポープ議員。 

○４番（ポープ三恵） 

  議席番号４番、会派かなん希望の風、ポープ三恵、ただいま議長のお許しをいただきまし

たので、通告に従いまして一般質問を行います。よろしくお願いいたします。 

  それでは、事項１、ＰＴＡ活動の内容についてです。 

  先日発表されました第３期河南町子ども・子育て支援事業計画、令和７年度から令和11年

度素案に記載されている基本目標３「みんなで子育てを見守り、支えあう地域社会づくり」

に関連しておりますＰＴＡ活動について質問させていただきます。 

  私も河南町に住んで約15年になりますが、私が実際に経験した中で、やる前は大変そうだ

と思っていたものの実際にやってみて楽しかったと感じた活動の一つに、ＰＴＡ活動があり

ます。ペアレンツ・ティーチャー・アソシエーション、保護者と教師の会の名のとおり、保

護者と教師が協力して、学校教育の向上や児童生徒の福祉の向上を図るための組織です。学

校行事のサポートや意見交換、情報共有などを行う会です。 

  しかし昨今、社会環境、家庭環境が激変しており、ＰＴＡは今大きな曲がり角に差しかか

っています。この状況を直視し、現状に合ったＰＴＡの在り方を模索する時期が来ているの

ではないでしょうか。 

  そこで、河南町のＰＴＡでは具体的にどのような活動を行っているのか。河南町の小学校

と中学校、それぞれのＰＴＡの活動についてご説明願えますでしょうか。 

○議長（浅岡正広） 

  谷部長。 

○教・育部長（谷 道広） 

  小学校、中学校での具体的なＰＴＡ活動について幾つか説明いたします。 

  まず、近つ飛鳥小学校では、ベルマーク運動を行い、備品と交換して学校教育活動に役立

てています。また、小学校５年生を対象に障がい者スポーツ選手を講師として招きまして、

車椅子バスケットボールを体験しています。 

  かなん桜小学校では、令和６年度にＰＴＡ企画として盲導犬の学習（１年生から３年生）

や文化事業（４年生から６年生）としてマジックショーを実施しました。 

  中学校においては、ＰＴＡ研修として、情報技術推進に精通されている方を講師として招

きまして「情報教育講演会」を行っております。この研修は、生徒、保護者、教員が参加し、

情報機器との上手な付き合い方を学ぶ機会となっており、ＳＮＳなどの危険性等も体験的に
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学ぶことができ、毎回新鮮な学びがあります。 

○議長（浅岡正広） 

  ポープ議員。 

○４番（ポープ三恵） 

  ありがとうございます。いずれも子供たちのために、ＰＴＡの方が協力し合って活動して

くださっているということで、安心しました。仕事で忙しい世帯が多い中で、ＰＴＡ活動を

通じて、子供たちに盲導犬の役割やＳＮＳの危険性などを教える機会をつくってくださって

いるとのことで、ありがとうございます。 

  では、次の質問です。河南町ＰＴＡ連絡協議会解散の経緯についてお伺いします。 

  私が２年前にＰＴＡ役員をしていた令和５年度に、河南町ＰＴＡ連絡協議会を解散したと

思うのですが、この経緯についても簡単にご説明願えますでしょうか。 

○議長（浅岡正広） 

  谷部長。 

○教・育部長（谷 道広） 

  議員仰せのとおり、河南町ＰＴＡ連絡協議会は令和６年３月末をもって解散されました。 

  その経緯についてですが、令和５年当時、近隣自治体においてＰＴＡ連絡協議会の今後の

活動の方向性が協議されており、河南町ＰＴＡ連絡協議会として、同様に活動の方向性を協

議いたしました。 

  その中で、府や南河内区の役職が回ってきたとき、町ＰＴＡ連絡協議会の会長と役員の負

担があまりにも大きい、また、今後、学校単位のＰＴＡ会長等役員を引き受けてくれる人が

減ってしまい、学校単位のＰＴＡの存続も危ぶまれる、また、町ＰＴＡ連絡協議会を解散し

たとしても本町は３校しかなく、意見交換等を行うこと等で、町内での交流は今までどおり

行えるという意見がありました。 

  役員会の協議を経まして、令和６年１月23日の総会で「町ＰＴＡ連絡協議会の解散につい

て」の議案が議長から提案され、出席者全員が賛成、満場一致で承認され、令和６年３月31

日をもって河南町ＰＴＡ連絡協議会を解散することが決定されました。 

○議長（浅岡正広） 

  ポープ議員。 

○４番（ポープ三恵） 

  経緯の説明ありがとうございます。 
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  私がちょうど中学校でＰＴＡ役員を務めていたときに、ＰＴＡ連絡協議会が解散し、この

件については、当時ＰＴＡ役員でしたので私は知っておりましたが、現在もそのことを知ら

ずに、ＰＴＡ活動が大変だと思っている保護者の方がいらっしゃるかもしれません。この点

は私からも発信していきたいと思いますが、学校単位のＰＴＡの活動になったことで、負担

は大きく減っているかと思います。 

  特に、ＰＴＡ役員が大変だと感じる活動の一つに、次年度の役員決めがあります。私自身

も最初にＰＴＡ役員を引き受ける前は仕事との両立ができるかとても不安でしたが、しかし、

学校の活動に携わる中で、同世代の保護者の方々と育児や進路について相談する機会を得た

り、子供の活動を間近で見ることができたり、とても有意義な時間を過ごすことができまし

た。私が参加したＰＴＡのイベントは強制参加ではなく、出られる人は参加し、イベント参

加に無理な人はその人のできる範囲でお手伝いをするなど、各委員が助け合って活動できた

のがよかったと感じます。このような経験を通じて、保護者の方や教員の方に過度な負担を

かけないように協力していきながら活動を続けていくことが重要だと感じました。 

  継続的なＰＴＡ活動が行えるよう、ＰＴＡの意義や重要性を周知する、保護者の関心を高

めるための施策を実施する、ＰＴＡ定例会議をオンライン会議にするなど、柔軟な参加方法

を整備し、保護者が参加しやすい環境を整えるなど、こども１ばん課という部署がある河南

町として、ＰＴＡに関わる全ての方が納得できるような取組を進めていただけるようお願い

申し上げます。 

  では、次の質問です。スクールバス・集団登校についてです。 

  現在、旧白木小学校区、旧中村小学校区、旧石川小学校区及び一部の遠方地域では、スク

ールバスを利用して通学していると思いますが、バス停留所までは集団登校で移動している

地区もあるかと思います。 

  これらの旧校区では、登下校時の見守り活動に参加している保護者や地域のボランティア

の方がおられます。しかし、この見守り活動も人手不足の地域が存在し、全ての子供が安

心・安全に通学してもらいたいという思いはあるものの、全てカバーし切れていないのが現

状です。 

  現在、毎月15日は近畿交通安全デーに指定されていることから、町では、それに合わせ街

頭指導を行っている月がありますが、町として、新たに見守り活動が必要な地域の見直しを

行う考えはあるのでしょうか。お答えいただけますでしょうか。 

○議長（浅岡正広） 
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  谷部長。 

○教・育部長（谷 道広） 

  児童生徒の交通安全につきましては、学校では、交通ルールを教えるなどの安全教育の実

施や、警察署の方を講師として招きまして交通安全教室を実施しております。 

  登下校の際の児童生徒の安全に関しては、実際には全ての家庭が常に登下校に付き添うこ

とはできず、地域の皆様や各種団体の皆様の見守り活動が安全確保の大きな力となっており

ます。 

  町におきましても、元警察ＯＢのスクールガードリーダーによる交通安全指導を行ってい

るほか、毎月15日に地域の皆様や議員の皆様と共に街頭指導を行っておりますが、通学路の

状況に応じて見直しなどを行ってまいります。 

  今後、各小学校区に順次コミュニティースクール構想を推進し、交通安全の見守り活動、

子供たちの学びや育ちに関して、学校が地域の皆様や各種団体の皆様とより一層連携を深め

ることができるよう、話し合える場を設けていきたいと考えております。 

○議長（浅岡正広） 

  ポープ議員。 

○４番（ポープ三恵） 

  毎月15日の街頭指導の見直しを検討していただけるとのこと、感謝いたします。 

  コミュニティースクール構想は地域の皆様の協力が不可欠です。連携を深め、話合いの場

を設けていただけるとのことで、私も引き続き注視してまいります。今後とも児童の登下校

時の安全を守るために、町としても改善すべきところは積極的な見直しをお願いいたします。 

  それでは、次の事項、青色防犯パトロールについてお伺いします。 

  現在、大宝地区、石川地区、河内地区、中村地区、白木地区の５地区で青色防犯パトロー

ルのボランティアの方々が乗車し、地域の安全を見守ってくれています。この青色防犯パト

ロールの趣旨、目的をまずおさらいさせてください。 

  大阪府警察ウェブサイトによると、青色防犯パトロールには次のような効果があるそうで

す。１、人目につきやすく、犯人の接近を防ぐ。２、機動力を生かして広範囲な警戒が可能。

３、地域住民の防犯意識を向上させる。このように青色防犯パトロールは防犯活動に極めて

有効と考えます。 

  令和５年２月１日現在、大阪府下では、地域のボランティアの方々など508団体、車両に

して1,153台が青色防犯パトロール活動を実施しているそうです。 
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  私が青色防犯パトロールの活動に参加し始めた約10年前には、まだ白木小学校があり、子

供たちが徒歩で学校まで登下校していた時代です。そのため子供たちの下校時間に合わせて

パトロールを行っていました。しかし、現在ではスクールバスでの登下校の子供が増え、子

供の見守りだけでなく、特殊詐欺対策や空き巣対策にも重点を置いたほうがいいと考えます。 

  現在、青色防犯パトロールに搭載されている音声データの更新も、子供の見守りに重点を

置いたメッセージが多いように感じます。このような時代の流れとともに青色防犯パトロー

ルの運用を見直すのは、どの部署が率先して行うのでしょうか。また、地域の区長さんが行

うものでしょうか。お答えいただけますでしょうか。 

○議長（浅岡正広） 

  渡辺部長。 

○総合政策部長（渡辺慶啓） 

  青色防犯パトロールにつきましては、ひったくりをはじめとする街頭犯罪や子供に対する

声かけ等事案の増加により、民間ボランティア団体からの要望により始まりました。 

  本町では、平成20年４月から富田林警察署長に委嘱された地域防犯ボランティア団体が青

色防犯パトロールを行っております。その団体に対し、河南町地域ボランティア団体育成事

業補助金を交付し、より一層防犯体制の確立と住民の意識向上を図っております。 

  町内には、地域防犯ボランティア団体といたしまして、旧小学校区に５つの団体があり、

区長等が団体の代表となっております。 

  青色防犯パトロールの運用につきましては、登載されています音声データを子供の見守り

だけではなく、特殊詐欺や空き巣対策など地域防犯全体の注意喚起にすることについて、町

の危機管理室から提案し、各団体と協議していきたいと考えています。 

○議長（浅岡正広） 

  ポープ議員。 

○４番（ポープ三恵） 

  ありがとうございます。 

  平成20年から続いているとのことで、地域の皆さんがボランティアで支えられている青色

防犯パトロールですが、地域の実情に沿って運用方法の見直しも含めて協議をお願いいたし

ます。 

  次に、青色防犯パトロールの高齢化に伴う乗務員不足について質問します。高齢化に伴う

乗務員不足の地域についてです。 
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  現在、青色防犯パトロールの乗務をしてくださっている地域ボランティアの住民の方々、

特にシニア世代の方から、自分の運転に不安を感じるため、青色防犯パトロールの乗務から

外れたいという声をいただきました。 

  パトロールする地域には狭い路地もあります。そこで次のような対策が考えられるのでは

ないかと思います。１、青色防犯パトロールの活動を若い世代に広く知ってもらい、参加を

促すためのキャンペーンを展開する。２、地域住民や学生に対してボランティア活動として

のパトロール参加を呼びかける。３、車載カメラなどの最新技術を導入して、乗務員不足を

補う。４、地域の防犯活動団体や自治体と連携し、協力体制を強化する。 

  河南町まちづくり計画では、「防犯力の強化」という計画も掲げています。今後この計画

を実施するに当たり、町として具体的にどのようなアクションを起こす予定なのかも教えて

ください。 

○議長（浅岡正広） 

  渡辺部長。 

○総合政策部長（渡辺慶啓） 

  青色防犯パトロールにつきましては、従事する方の高齢化や運転技術への不安などもあり、

議員仰せの若年層の募集強化や地域連携の強化など、検討が必要と考えております。 

  「防犯力の強化」についてですが、青色防犯パトロールの車載カメラを前方だけでなく、

車両更新時には後方にも設置を検討してまいります。また、他市町村との境界や地区間など

に設置している防犯カメラの更新や、地域で設置する防犯灯や防犯カメラの助成などに取り

組んでまいります。このほか、特殊詐欺や薬物乱用などについても広報紙や防犯キャンペー

ンなどによる注意喚起を実施してまいります。 

○議長（浅岡正広） 

  ポープ議員。 

○４番（ポープ三恵） 

  防犯灯、防犯カメラの助成、青色防犯パトロール車両の後方にも車載カメラを設置し、防

犯力を強化とのことですね。今後、幅広い世代から青パトに乗務してもらうためにも、地域

連携の強化、広報紙などでの情報発信をお願いいたします。 

○議長（浅岡正広） 

  質問の途中ですが、ここで午後１時まで休憩します。 

休   憩（午前１１時５５分） 
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～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

再   開（午後 ０時５８分） 

○議長（浅岡正広） 

  それでは、休憩前に引き続き会議を再開いたします。 

  ポープ議員。 

○４番（ポープ三恵） 

  では、次の事項、河南町で提供している給食についてお伺いします。 

  河南町で提供している給食の物価高の影響についてです。現在、お米をはじめとするあら

ゆる食料品の物価高が連日ニュースで取り上げられています。この物価高による給食への影

響はありますでしょうか。 

  現在、町で提供している給食はほぼ無償化されており、各家庭の経済的負担は少ないと思

われますが、給食センターで調達している食材へのコスト負担は増えていると思われます。

この物価高に対して、給食センターやこども園はどのような対応を取っているのか、教えて

いただけますでしょうか。 

○議長（浅岡正広） 

  谷部長。 

○教・育部長（谷 道広） 

  議員仰せのとおり、学校給食の食材全般において値上がりがあり、特に精米については、

昨年１㎏税抜価格で337円が12月に556円となり65％の増となったほか、パン、牛乳、野菜、

肉、魚、調味料等において値上がりがありました。今後についても値上がりが続くことが見

込まれます。 

  そのため、学校給食センターでは、令和７年度予算において、小学校低学年では１か月１

人当たり4,500円を4,700円に増額し、同様に小学校高学年は4,600円を4,800円に、中学生は

5,100円を5,300円にいたしました。 

  また、これまでも安全安心でおいしい給食を提供するために、学校給食センターやこども

園では、献立の工夫やメニューの変更、同メニュー内で食材を安価なものに工夫するなどし

てまいりました。文部科学省が示している学校給食摂取基準に基づき、栄養分やエネルギー

を配慮し基準を下回らないように努めております。 

  以上となります。 

○議長（浅岡正広） 
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  ポープ議員。 

○４番（ポープ三恵） 

  物価高騰に伴い、給食の予算も増やしていただいているとのことで安心いたしました。今

後も子供たちが栄養面、メニュー等で満足できる給食の提供をお願いいたします。 

  それでは、次の質問です。 

  河南町で提供している給食の中で、河南町産の野菜、果物、お米の使用割合はどれくらい

でしょうか。河南町の野菜、果物、お米はとてもおいしく、なるべく給食には地場産のもの

を使ってほしいという住民の要望がありました。現在の割合がどれくらいか、分かる範囲で

お答えいただけますでしょうか。 

○議長（浅岡正広） 

  谷部長。 

○教・育部長（谷 道広） 

  学校給食で町内産の野菜、果物、米の使用割合について、まず、町内産の野菜については、

年に４回、お野菜まるごと河南町の日を開催するほか、町内産の食材を使用した給食の提供

に努めております。年間の町内産野菜の使用割合については、昨年度約35％でございます。 

  米については、毎年１月と２月に新米の町内産、かなんエコ米水越を使ったご飯を提供し

ております。年間の町内産の米の使用割合については、昨年度約13％でございます。 

  以上でございます。 

○議長（浅岡正広） 

  ポープ議員。 

○４番（ポープ三恵） 

  目標数値を達成されているとのことで安心しました。給食の安定した河南町産の食材供給

には、多くの課題があるかと存じますが、今後とも目標を上回る取組をよろしくお願いいた

します。河南町の給食はおいしいという声をよく耳にします。引き続き、河南町産の食材を

活用し、おいしい給食をできるようにお願いいたします。 

  それでは、次の質問に移ります。イノシシ等の害獣対策、猟友会メンバーの高齢化に伴う

後継者育成についてです。 

  先日、農作物被害対策のために、住民の方が町内で、箱わなにかかったイノシシを処理す

る際に、かまれてけがをされました。その方とお話しする機会があり伺った話ですが、河南

町内でイノシシを捕まえて処理できる人材の高齢化が問題になっているとのことだそうです。
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農作物への被害はもちろんのこと、自然に囲まれた河南町だからこそ、害獣対策の問題は常

に考えていかなければならないと思います。 

  町として、イノシシ等の害獣や捕獲できる人材の高齢化、人手不足の問題についてどうお

考えでしょうか、お答えください。 

○議長（浅岡正広） 

  安井部長。 

○まち創造部長（安井啓悦） 

  本町のイノシシなどの有害鳥獣による農林業などへの被害防止対策として、イノシシの捕

獲活動を大阪府猟友会富田林支部（河南町班）の協力により、同支部の河南町班のメンバー

に捕獲隊として、また、各地区の農家の方々にわな猟免許を取得していただき、捕獲補助隊

となっていただき、被害の軽減を図っていただいているところでございます。 

  町といたしましては、有害鳥獣の捕獲活動をしていただいている大阪府猟友会富田林支部

に対し、捕獲活動に係る経費で狩猟者登録に係る費用やハンター保険、燃料、弾代などの経

費として令和５年度決算額で50万円を、また、河南町鳥獣被害対策協議会に対しては、わな

猟免許の取得、更新費用や箱わな賠償責任保険、おりの購入などの費用として36万７千円を

助成しており、捕獲の担い手確保などの支援に努めているところでございます。 

  議員仰せのとおり、猟友会メンバーの高齢化や減少など、今後、避けては通れない課題が

あると認識しております。町としましては、今後の対応策等につきまして、調査研究を行っ

てまいりたいと考えてございます。 

  以上でございます。 

○議長（浅岡正広） 

  ポープ議員。 

○４番（ポープ三恵） 

  町として経費や費用負担の対応をしていただき、ありがとうございます。今後もさらに効

果的な対応策を検討していただき、町民の安全確保に引き続きご尽力いただけますようお願

いいたします。 

  私自身もこの問題について、地域の皆様と交流を深めながら、学んでいきたいと考えてお

りますので、町としても問題解決に向けた積極的な取組をお願いいたします。 

  それでは、最後の質問事項に移ります。 

  ＳＮＳの活用についてです。 
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  河南町は、ＬＩＮＥアカウントを活用しておりますが、フェイスブック、Ｘ（旧ツイッタ

ー）、ＴｉｋＴｏｋのアカウントの作成予定はございますでしょうか。まちづくり計画で目

標としているフォロワー数1,000を達成するための施策も教えてください。 

○議長（浅岡正広） 

  渡辺部長。 

○総合政策部長（渡辺慶啓） 

  本町では、住民の皆様に行政情報を迅速かつ確実にお届けする手段として、ＬＩＮＥアカ

ウントを活用しております。最近は、議員お示しのとおり、フェイスブックやＸ、ＴｉｋＴ

ｏｋなど多くの情報発信ツールとなるＳＮＳがあります。これらのＳＮＳを活用するには、

継続的な更新や適切な運用管理が求められます。 

  しかしながら、町の魅力を広く発信するためには、ＳＮＳの活用が有効であると認識して

おり、フェイスブックやＸ、ＴｉｋＴｏｋなど様々な媒体の特徴を踏まえた情報発信の可能

性を検討してまいります。 

○議長（浅岡正広） 

  ポープ議員。 

○４番（ポープ三恵） 

  ありがとうございます。河南町の公式ＬＩＮＥでの情報発信は、住民の皆様からも助かっ

ているというお声をいただいております。これからも河南町内だけではなく、町外へ河南町

の魅力を伝えるために、様々な媒体での情報発信を検討していただけるとのことで、よろし

くお願いいたします。 

  以上で、私の質問を終わります。ありがとうございました。 

○議長（浅岡正広） 

  ポープ議員の質問が終わりました。 

  次に、藤井議員の発言を許します。 

  藤井議員。 

○５番（藤井祥代） 

  議席番号５番、日本共産党、藤井祥代。ただいま議長のお許しを得ましたので、通告に基

づき一般質問いたします。理事者の方には答弁のほどよろしくお願いいたします。 

  では、初めの質問をさせてもらいます。 

  １番、さくら坂総合運動場側面の街路樹について。 
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  さくら坂総合運動場側面に植えられていた松の木が枯れてしまい景観が悪くなっているが、

現状は把握されているのかということで、この松の木がほとんど枯れている状態で、景観も

よくない状態だと思います。この状況は把握されていますか、教えてください。 

○議長（浅岡正広） 

  谷部長。 

○教・育部長（谷 道広） 

  町立総合運動場の東側ののり面の松の木でございますが、さくら坂の開発当初に、のり面

全体に松の木を多く植樹しておりました。しかし、マツクイムシなどの被害により、ほとん

どが枯れるという状況になり、枯れた木は順次処分し対応しております。現在のところ、立

ち枯れとなっている木は、10本程度あることを確認しております。 

○議長（浅岡正広） 

  藤井議員。 

○５番（藤井祥代） 

  分かりました。 

  松の木が枯れてしまった理由を教えてください、お願いします。 

○議長（浅岡正広） 

  谷部長。 

○教・育部長（谷 道広） 

  松の木が枯れてしまった理由については、原因として、全国的にも多くの松に被害をもた

らしている松の病気の一種、葉枯病やマツクイムシ等、病原菌や害虫の侵入による被害であ

ると思われます。 

○議長（浅岡正広） 

  藤井議員。 

○５番（藤井祥代） 

  ありがとうございます。 

  次の質問にいきます。今後の対策は何か考えているのかということで、松の木を植える前

に、ほかの木を植えてもなかなか根づかなかったとお伺いしています。今後は、何か対策は

考えられていますか。教えてください。 

○議長（浅岡正広） 

  谷部長。 
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○教・育部長（谷 道広） 

  先ほどもご答弁しましたように、さくら坂の松の木が枯れたことを受け、町の木である桜

の植樹を進め、北側ののり面で大きく成長しております。しかしながら、当該地のり面は地

盤が岩盤からなっており、特に住宅地に近い南側は、特に岩肌が露出し岩石が多数存在して

おり、新たに植樹し根づかせるにはかなり厳しいと考えております。 

  なお、現在、立ち枯れとなっている松の木につきましては、できる限り早急に伐採する予

定でございます。 

○議長（浅岡正広） 

  藤井議員。 

○５番（藤井祥代） 

  枯れている木については、伐採していただけるということでありがとうございます。 

  虫食いが多いということなので、虫食いに強い樹木を植えてみてはいかがでしょうかと思

っています。調べてみたのですが、オリーブ、ミモザ、月桂樹、ハナミズキなどは虫食いに

強いようです。いかがでしょうか。 

○議長（浅岡正広） 

  谷部長。 

○教・育部長（谷 道広） 

  虫食いに強い樹木の植栽については、先ほどの答弁でお答えさせていただきましたが、当

該地のり面は地盤が岩盤からなっておりまして、住宅地に近い南側は特に岩肌が露出してお

りまして、岩石が多数存在していることから、虫食いに強い樹木を新たに植樹し根づかせる

ことはなかなか厳しいと考えております。 

○議長（浅岡正広） 

  藤井議員。 

○５番（藤井祥代） 

  分かりました。 

  次の質問ですが、造園組合との連携はどうなっているのかということで、なかなか樹木が

根づかない土壌について、造園組合や樹木医などの専門医と連携されることはありますか。

教えてください。 

○議長（浅岡正広） 

  谷部長。 
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○教・育部長（谷 道広） 

  樹木のウイルス性感染などの病気や植樹する土地の土壌等に関して、樹木医の意見を伺い

ながら町では進めております。 

  以前に、当該地において、かなん桜プロジェクトの一環として桜の苗木の植樹を行いまし

たが、地盤が岩盤であることなどの理由から、根づかなかったというのが現状であります。 

  以上でございます。 

○議長（浅岡正広） 

  藤井議員。 

○５番（藤井祥代） 

  ありがとうございます。専門家の力を借りれば、よりよい環境をつくっていけるのではな

いかと思いますので、今後ともよろしくお願いいたします。 

  では、次の質問に移ります。 

  ２番、町内の防犯カメラについて。 

  本町が把握している町内の防犯カメラの設置状況はということなんですが、町内の防犯カ

メラの設置状況を教えてください。 

○議長（浅岡正広） 

  渡辺部長。 

○総合政策部長（渡辺慶啓） 

  本町が設置しております防犯カメラは、町内で52か所77台です。各地区が設置しているも

のは72か所、186台でございます。それ以外に店舗や事務所、住民個人が設置している防犯

カメラございますが、その数は町では把握しておりません。 

  また、町が管理しています公園では、なかむら公園に３台、白木山公園に３台のほか、庁

舎やちびっこ広場などにも監視カメラを設置しております。 

○議長（浅岡正広） 

  藤井議員。 

○５番（藤井祥代） 

  ありがとうございます。 

  町が設置しているものと各地区で設置しているものとの割合はどのぐらいか、教えていた

だきたいです。お願いします。 

○議長（浅岡正広） 
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  渡辺部長。 

○総合政策部長（渡辺慶啓） 

  町が把握しております防犯カメラにつきましては、全体で124か所263台であり、そのうち

町が設置している防犯カメラの割合は、箇所数では42％、台数では29％、地区が設置してい

る防犯カメラの割合は、箇所数では58％、台数では71％となっております。 

○議長（浅岡正広） 

  藤井議員。 

○５番（藤井祥代） 

  詳しく教えていただいてありがとうございます。 

  私が住んでいるさくら坂地区の集会所周辺には、あまり防犯カメラがなく、公園で草が燃

やされたり、集会所内へのいたずらもよくあると聞いています。今後、公園や集会所周辺に

防犯カメラを増設する予定はありますか。教えてください。 

○議長（浅岡正広） 

  渡辺部長。 

○総合政策部長（渡辺慶啓） 

  各地区で設置する防犯カメラにつきましては、河南町街かど防犯カメラ設置費補助金交付

要綱の規定により、公益上必要と認める場所に、地区が設置に要した費用に対し、補助金を

交付し、犯罪のない安心安全な環境づくりを推進することとしております。また、行政界や

地区間などは町で設置をしております。 

  議員仰せの公園や集会所については、監視カメラを設置しております。公園における監視

カメラにつきましては、なかむら公園や白木山公園では、度々施設が損傷したため、施設を

管理する上で、いたずらなどの防止を目的として設置しております。 

  現在のところ、町管理の公園で草が燃やされたといった状況は、確認はしておりませんが、

いたずらが頻繁に発生するようであれば、設置を検討してまいりたいと考えております。 

○議長（浅岡正広） 

  藤井議員。 

○５番（藤井祥代） 

  防犯カメラの設置を考えていただけるということで、是非ご検討をよろしくお願いいたし

ます。 

  では、次の質問にいきます。 
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  各地区への防犯カメラに対する補助金、助成金の状況はということで、本町では防犯カメ

ラに対して、どのような補助金、助成金を出していますか。教えてください。 

○議長（浅岡正広） 

  渡辺部長。 

○総合政策部長（渡辺慶啓） 

  防犯カメラの補助金、助成金等につきましては、河南町街かど防犯カメラ設置費補助金交

付要綱で、防犯カメラの新規設置に対する補助につきましては、総事業費の４分の３で上限

が15万円でございます。河南町防犯カメラ修繕費補助要綱では、防犯カメラの修繕に要した

費用の補助といたしまして、修繕に要した費用の２分の１で上限が２万円、そのほか河南町

防犯カメラ電気料金補助要綱で、防犯カメラの電気代の２分の１相当で１台月額150円を補

助しております。 

○議長（浅岡正広） 

  藤井議員。 

○５番（藤井祥代） 

  詳しく教えていただいてありがとうございます。 

  最近の各地区からの補助金の申請状況はいかがでしょうか、教えてください。 

○議長（浅岡正広） 

  渡辺部長。 

○総合政策部長（渡辺慶啓） 

  補助金の実績でございますが、新規設置につきましては、令和４年度が７台、令和５年度

が１台、令和６年度が５台であります。修繕につきましては、令和４年度が１台、令和５年

度が52台、令和６年度が３台です。最後に、電気代の補助につきましては、令和４年度が

175台、令和５年度が176台、令和６年度は186台の見込みとなっております。 

○議長（浅岡正広） 

  藤井議員。 

○５番（藤井祥代） 

  ありがとうございます。 

  次の質問です。近年の強盗事件の多発を踏まえると町内の防犯カメラの台数は不足してい

ると感じるが、どう考えているのかということで、町内の防犯カメラの台数は十分だと思わ

れますか。教えてください。 
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○議長（浅岡正広） 

  渡辺部長。 

○総合政策部長（渡辺慶啓） 

  町内の防犯カメラの設置につきまして、主に市町村界、各地区界及び交差点に設置をして

おります。また、各地区におかれましては、各地区内の防犯上、必要な場所に設置されてお

ります。 

  大阪府警察の刑法犯罪種及び手口別発生市区町村別認知件数において、河南町の犯罪認知

件数は、防犯カメラの設置補助を始めた平成23年は総犯罪認知件数169件で、設置補助を始

めてから13年をたった令和６年度は84件となっています。 

  本町で防犯カメラの設置補助等を開始してから、犯罪認知件数が減少していることで、防

犯カメラの補助を行っている効果が出ているものと考えております。 

○議長（浅岡正広） 

  藤井議員。 

○５番（藤井祥代） 

  防犯カメラの設置補助等を開始してから、犯罪認知件数が減少しているようでよかったで

す。 

  今後、町負担で設置する防犯カメラを増設する予定はありますか。教えてください。 

○議長（浅岡正広） 

  渡辺部長。 

○総合政策部長（渡辺慶啓） 

  今後につきましては、さらなる本町の安全安心のため、市町村界、各地区界及び交差点を

中心に防犯カメラの設置を検討していきたいと考えております。 

○議長（浅岡正広） 

  藤井議員。 

○５番（藤井祥代） 

  ありがとうございます。 

  各地区でも防犯カメラを増設してもらうためにも、補助金を増やすなど検討されてはいか

がでしょうか。 

○議長（浅岡正広） 

  渡辺部長。 
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○総合政策部長（渡辺慶啓） 

  本町の防犯カメラの新規設置に係る補助といたしまして、補助対象となる経費の額の４分

の３以内と補助率が高く、その額は防犯カメラ１台につき15万円を上限としております。補

助率が４分の３と高いことから、現状では補助率の引上げは考えておりませんが、毎年、新

規で12台の設置を見込んで予算は計上しております。 

○議長（浅岡正広） 

  藤井議員。 

○５番（藤井祥代） 

  ありがとうございます。今後ともよろしくお願いいたします。 

  では、次の質問に移ります。 

  ３番、さくら坂周辺の時間極め駐車場（コインパーキング）について。 

  さくら坂周辺に時間ぎめ駐車場がないことについてどう考えているのかということで、最

近さくら坂地区の住民さんから、さくら坂周辺にコインパーキングを造ってほしいという要

望が寄せられています。さくら坂地区は、駐車スペースが１台しかない住宅が多く、路上駐

車も多くなり、大変危険な状態になっています。これについてどう思われますか。教えてく

ださい。 

○議長（浅岡正広） 

  多村部長。 

○総務部長（多村美紀） 

  さくら坂地区は、一宅地一駐車場の考え方の下、住宅地開発の設計が行われております。

最近では、車の所有の考え方が設計当初とは状況が変わってきており、路上駐車されるよう

な車もあるように聞き及んでおります。これは迷惑駐車となり、住民の皆さんの生活や緊急

自動車の活動の妨げにつながる可能性があるので、住みよいまちづくりのためにも路上駐車

はなくしていただきたいと考えております。 

  以上のことから、地域ぐるみでの住環境の改善のために、迷惑駐車防止の啓発活動に努め

ていただければと思っております。 

  以上です。 

○議長（浅岡正広） 

  藤井議員。 

○５番（藤井祥代） 



－158－ 

  ありがとうございます。 

  さくら坂の住宅地が開発された20年から30年前とは状況が違い、近年では車を２台から３

台所有している家庭も少なくないと思われます。駅前に公営駐車場があるように、住民の多

い住宅地近くに町営駐車場があってもいいのではないかと思いますが、これについてはどう

思われますか。 

○議長（浅岡正広） 

  多村部長。 

○総務部長（多村美紀） 

  公営の駐車場を設置する場合は、地域におけるスポーツや文化の振興、住民の福祉の増進

のために必要な、いわゆる公の施設の駐車場、また、他の自治体で駅などがあって利便性向

上のため整備しているところもあります。 

  議員仰せの住宅地内で駐車場を整備するには、公営性や公平性など様々な角度からの検討

が必要なこと、さらに、住宅地内において駐車場を整備できるかという大きな課題があり、

難しいと考えております。 

  以上です。 

○議長（浅岡正広） 

  藤井議員。 

○５番（藤井祥代） 

  分かりました。 

  次の質問です。住民の多い地区には、来客時に時間ぎめ駐車場があると大変便利だと思う

が、どう考えているのかということで、さくら坂地区に個人宅で書道教室や英会話教室など

の教室を開いているお宅が幾つかあります。ですが、近隣にコインパーキングがないことか

ら、徒歩または自転車で通える方でないと通っていただけなくて残念だという声も聞いてい

ます。 

  このように、来客時や親戚が集まるときなどにも、コインパーキングがあれば、多くの住

民さんから重宝されると思います。路上駐車の件は、さくら坂地区の区長さんたちも問題意

識を持たれているようで、数年前からさくら坂集会所の駐車場を住民さんに有料で貸し出す

サービスを試験的に始めたようです。ですが、さくら坂の住民さんの数を考えると、集会所

の駐車場だけでは足りるとは思えません。住民さんからは、さくら坂２丁目の給水塔横の空

き地をコインパーキングにしてもらえないかという要望もあります。ですが、この空き地は
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緑地であり、駐車場にすることは難しいと聞いています。ほかに何かいい方法はないでしょ

うか。 

○議長（浅岡正広） 

  多村部長。 

○総務部長（多村美紀） 

  公共施設の駐車場整備については、行政が行うことも考えられますが、需要が多いなどの

理由があれば、民間でも整備されるものと思われます。先ほどの答弁でもお答えしましたよ

うに、駐車場の整備は難しいと考えております。 

○議長（浅岡正広） 

  藤井議員。 

○５番（藤井祥代） 

  そんなに簡単な話ではないことはよく分かっています。ですが、多くの住民さんが要望さ

れていることですから、住民さんに寄り添った視点で行政サービスをすることを考えられて

もよいのではないかと思います。 

  例えば、さくら坂の総合運動場の駐車場を住民さんに貸し出すことは難しいですか。 

○議長（浅岡正広） 

  多村部長。 

○総務部長（多村美紀） 

  さくら坂の総合運動場の駐車場については、公共施設の駐車場として整備したものであり、

その施設利用者のための駐車場でもあります。 

  議員仰せの地域住民の駐車場として利用することは、運動場の駐車場を違う目的に利用す

ることになるため難しいと考えます。 

○議長（浅岡正広） 

  藤井議員。 

○５番（藤井祥代） 

  分かりました。 

  次の質問にいきます。 

  公共公益施設整備基金の積立金をさくら坂地区の住民に還元する予定はということで、公

共公益施設整備基金の積立金の中には、さくら坂地区の住民さんが支払われた開発協力金も

含まれていると聞いています。 
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  今後、これをさくら坂地区の住民さんに還元する予定はありますか。教えてください。 

○議長（浅岡正広） 

  多村部長。 

○総務部長（多村美紀） 

  公共公益施設整備基金は、宅地等の開発行為に伴い生ずる事業の整備資金に充てるために、

昭和50年に設けられた基金であり、過去、住宅地開発等の開発行為時に開発者から寄附を頂

いた開発負担金が、その主な原資となっております。令和５年度決算で、３億9,742万円を

保有しております。 

  さくら坂地区住宅地開発においても、開発行為に伴い整備が必要となってくる小学校、幼

稚園、集会所の建設をはじめ、中学校や保育所の増改築、上水道の整備、その他の公共施設

の整備事業に要する経費に充てるため寄附していただいており、これまで公共公益施設の整

備資金として活用してきたところでございます。 

  この公共公益施設整備基金につきましては、さくら坂の住宅開発のほか、ゴルフ場の開発

やその他の開発行為に伴う財源として基金に積み立てているものでございまして、その使用

に当たっては、開発時にいただいた負担根拠や経緯を尊重するべきと考えております。 

  以上です。 

○議長（浅岡正広） 

  藤井議員。 

○５番（藤井祥代） 

  分かりました。 

  町全体の施設整備に利用するものだとしても、さくら坂地区の何らかの施設整備に利用し

ても問題はないかと思います。もちろんほかの地区でも同じことだと思います。住民さんに

支払っていただいた大切なお金ですから、有効に利用していただくことをお願いしまして、

次の質問に移ります。 

  ４番、学生競技スポーツ大会出場奨励金についてということで、本町で学生が近畿大会や

全国大会に出場する際に奨励金を出すことはあるのかということなんですが、本町で学生が、

近畿大会や全国大会に出場する際、奨励金を出すことはありますか。教えてください。 

○議長（浅岡正広） 

  谷部長。 

○教・育部長（谷 道広） 
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  町立中学校では、生徒たちが部活動に熱心に取り組んでおりまして、毎年のように近畿大

会や全国大会に出場する生徒がおられます。 

  出場する生徒個人に対して奨励金を出すことをしておりませんが、中学校に対して交付し

ているクラブ活動助成金により、備品の購入などのほか、近畿大会や全国大会への旅費にも

充当されております。特に遠征費用が高額となることもあり、不足する場合は、町のほうか

ら上乗せするなどして保護者の負担減に努めております。 

○議長（浅岡正広） 

  藤井議員。 

○５番（藤井祥代） 

  ありがとうございます。 

  部活動に対してということだと、中学校のクラブ在籍者限定になるのでしょうか。教えて

ください。 

○議長（浅岡正広） 

  谷部長。 

○教・育部長（谷 道広） 

  クラブ活動助成金につきましては、中学校で実施しているクラブ活動に対する助成金とな

ります。 

○議長（浅岡正広） 

  藤井議員。 

○５番（藤井祥代） 

  分かりました。 

  近年では、中学校のクラブには在籍せずに、外部でスポーツを頑張っている生徒さんも多

くいらっしゃいます。部活動に限定してしまうと、外部で頑張っている生徒さんや小学生は

対象になっていないと思いますが、いかがでしょうか。また、河南中学校にはサッカー部、

水泳部など存在しないクラブがあるので、外部で頑張って全国大会に出場した生徒さんが過

去にもいらっしゃったと思いますが、いかがでしょうか。 

○議長（浅岡正広） 

  谷部長。 

○教・育部長（谷 道広） 

  中学校のクラブに在籍しない生徒に対するスポーツ活動の奨励金を支給はしておりません。
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また、小学校についても、スポーツ活動への奨励金を支給しておりません。 

  学校外のクラブ等で活躍している児童生徒に対しては、出場する大会の規模や成績等、一

定の基準を満たした場合は、役場庁舎に懸垂幕を掲示することなどで、その功績をたたえ、

応援、激励をしております。 

○議長（浅岡正広） 

  藤井議員。 

○５番（藤井祥代） 

  ありがとうございます。 

  次の質問です。今後スポーツ大会出場奨励金を検討する予定はあるのかということなんで

すが、今後、スポーツ大会出場奨励金の支給を検討される予定はありますか。教えてくださ

い。 

○議長（浅岡正広） 

  谷部長。 

○教・育部長（谷 道広） 

  スポーツ大会出場への奨励金につきましては、今のところ難しいと考えておりますが、先

ほど答弁いたしましたとおり、出場する大会の規模や成績等、一定の基準を満たした場合は、

役場庁舎に懸垂幕を掲示することなどで、その成績をたたえ、応援、激励するとともに、住

民に広く周知を図ってまいりたいと考えております。 

○議長（浅岡正広） 

  藤井議員。 

○５番（藤井祥代） 

  ありがとうございます。 

  現状、学生に対して、スポーツ大会出場奨励金を支給する市町村は多くあります。大阪府

内だと、堺市は全国大会に予選でも出場すると、奨励金として１万円支給されるようです。

ほかには、大東市、摂津市、吹田市、和泉市、泉大津市、松原市、貝塚市、箕面市、枚方市、

茨木市、高石市も奨励金を支給しています。中には、近畿大会出場者にも奨励金を支給して

いる市町村もあります。全国大会ともなると遠方で開催されることもあり、交通費もかさみ

ます。家庭の金銭的な理由でせっかくの大会出場を諦めるようなことのないように、河南町

でも是非スポーツ大会出場奨励金を検討していただきたいと思います。頑張る児童生徒を応

援してもらうことをお願いしまして、次の質問に移ります。 



－163－ 

  ５番、万博への遠足について。 

  午前中にも同じ内容の質問がありましたが、私のほうからは、別の観点から質問させても

らいます。 

  １番、大阪府下でも学校単位での参加の見送りを決めた市町村が増えてきているが、本町

はこれをどう受け止めているかということで、大阪府教育委員会の意向調査では、学校単位

での参加を不参加と答えた学校は、昨年７月には７校でしたが、その後、半年の間に188校

に激増、その後も増え続けているのが現状で、万博遠足を見送る動きが加速化しています。

本町はこれをどう受け止めていますか。教えてください。 

○議長（浅岡正広） 

  谷部長。 

○教・育部長（谷 道広） 

  大阪府による万博への子ども無料招待事業につきましては、小・中学校の児童生徒は、学

校行事として参加が基本的な考えとされており、学校ごとに参加意向がされていますが、市

町村単位では４自治体の小中学校が不参加と聞いております。不参加の理由としましては、

熱中症などの安全面のリスク、バスを使った交通費等、パビリオンの内容等の学習効果が未

確認、昼食場所や休憩場所の確保、下見ができないことなどが挙げられています。 

  万博協会からの情報提供がなかなか進まなかったという事情等がありますので、不参加を

表明された自治体や学校は、それぞれの判断があったものと考えております。 

○議長（浅岡正広） 

  藤井議員。 

○５番（藤井祥代） 

  今、答弁いただきましたように、不参加を決めた学校の不参加理由の多くは、会場内の混

み具合が不透明で、下見が十分にできないことのようです。これをどう思われますか。また、

通常、学校から遠足に行く際、どういった基準で行き先を決められるのか、教えてください。

その際、先生方は下見には必ず行かれますか。教えてください。 

○議長（浅岡正広） 

  谷部長。 

○教・育部長（谷 道広） 

  先ほども答弁いたしましたが、不参加を表明された自治体や学校は、それぞれの判断があ

ったものと考えております。 
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  学校の校外学習につきましては、教育課程の編成として、各学校長の権限により行われま

す。遠足の行き先等は、当該学年の児童生徒に応じた狙いを設け、それに適した候補地を選

定します。そして、必ず担当学年の教員等が下見を行っております。 

○議長（浅岡正広） 

  藤井議員。 

○５番（藤井祥代） 

  ふだんの校外学習はきちんと選定し、下見も行われているようで安心しました。 

  今回の万博への遠足は、大阪府教育長からのお話があり、大阪府下の多くの学校が参加す

ることになると聞いています。その中でも、多くの学校が独自に不参加を決めているのが現

状です。そういった点も踏まえて、子供たちの安全を一番に考えて、再度しっかりと検討し

ていただきたいと思います。河南町には小学校が２校、中学校が１校ありますが、教育委員

会から行けとも行くなとも言ってないとはいえ、大阪府から言われれば、各自で行きません

とは言いづらいと思います。現場の先生方も困ってらっしゃる部分も多いと思いますので、

町全体として考えていただけるとありがたいです。 

  それでは、最後の質問になります。 

  ２番、現状では、子供たちの安全が確保されているとは思えないが、学校からの集団参加

はどのような予定になっているのかということで、万博への遠足はどのような形で実施する

予定ですか。教えてください。 

○議長（浅岡正広） 

  谷部長。 

○教・育部長（谷 道広） 

  今回、万博へは学校行事としての参加をすることとし、各学年にふさわしいコースを設定

し、下見を行う予定であります。引率についても、小学校は２学年ずつ、中学校では学年単

位で参加し、円滑な実施ができるよう配慮してまいります。 

○議長（浅岡正広） 

  藤井議員。 

○５番（藤井祥代） 

  分かりました。 

  本町が万博への遠足の実施を決めた最大の理由が何か、教えてください。 

  現地には、様々な問題があると言われています。トイレが少ない、食事をする場所はある
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のか、暑い季節の中、熱中症対策はできるのか、台風シーズンに入るが災害対策はどうなっ

ているのか、高波が来たらどうなるのか、不安しかありません。また、診療所の問題もあり

ます。現時点では、あの広い敷地内に医師、看護師が２名しか常駐しないという情報もあり

ます。それで、病人やけが人が出た場合、十分な対応ができるのでしょうか。メタンガスも、

今も毎日、出続けています。こういった問題をクリアにして、遠足を実施してもらいたいで

すが、いかがでしょうか。 

○議長（浅岡正広） 

  谷部長。 

○教・育部長（谷 道広） 

  2025年大阪・関西万博において、次世代を担う子供たちが、世界の最先端技術や価値観な

どに直接触れる体験を重ねることで、新しい未来社会の創造に向け、自らの将来にチャレン

ジできるようにという大阪府の無料招待事業の趣旨は、学校現場も賛同する内容であると考

えます。 

  その上で、大阪府教育庁からの情報提供によりますと、会場内に多数のトイレや休憩所の

設置、会場の各所のテント、ミスト、スポットエアコンの配置や植栽による地表高温化防止、

西日抑制シェード等の熱中症対策が講じられるほか、地震、津波、風水害、落雷、火災、そ

の他の災害につきまして、協会において、避難計画や協会及び府市との連携等について定め

る防災実施計画を策定されております。 

  会場内の医療救護体制につきましては、医療救護施設としまして、診療所３か所、応急手

当所５か所に医師や看護師が配置され、重症の場合には、会場外の病院へ搬送するとされて

います。 

  また、メタンガスにつきましては、地下ピット内でメタンガスを検知した東トイレ、西ト

イレにガス侵入を防ぐシール、侵入したガスの機械換気設備、ガス検知器を設置し、屋外の

地下埋設構造物には、マンホール蓋の有孔化等により滞留するガスを排出するハード対策が

実施されるほか、ガス濃度測定を継続的に実施、ガスが検知された箇所で換気を実施すると

いったソフト対策がなされております。 

  このように様々な課題について、万博協会で対策が講じられていますので、各学校におい

て、下見も行った上で、安全確保に努めてまいりたいと考えております。 

○議長（浅岡正広） 

  藤井議員。 
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○５番（藤井祥代） 

  下見をしてからと言われていますが、下見をして子供たちの安全が確保できないと判断さ

れた場合は、そこから万博への遠足を中止にする可能性はあるのでしょうか。教えてくださ

い。 

○議長（浅岡正広） 

  谷部長。 

○教・育部長（谷 道広） 

  現時点では、下見を行い安全確認をした上で、学校の意向どおり参加で進める予定です。 

○議長（浅岡正広） 

  藤井議員。 

○５番（藤井祥代） 

  分かりました。 

  半ば強制での集団参加はやめて、各家庭からの個別参加に委ねることをお勧めしたいと思

います。 

  以上で私の一般質問を終わります。ありがとうございました。 

○議長（浅岡正広） 

  藤井議員の質問が終わりました。 

  次に、河合議員の発言を許します。 

  河合議員。 

○６番（河合英紀） 

  議席番号６番、会派暁、河合英紀。議長のお許しをいただきましたので、一般質問を行い

たいと思います。 

  本日の一般質問の事項なんですが、１つ目、出産からこども園に入園するまでの支援につ

いて、２つ目、こども園から中学校までの支援について、３つ目、高校から成人までの支援

についての３事項を質問させていただきます。 

  今回のこの一般質問の目的というところなんですが、まず河南町というところが、町長の

思いの下、子供たちへの支援にすごく手厚い町であるということを改めて確認できたらいい

のかなというふうに思っているのが１点目と、毎度毎度、私自身が言わせてもらうこの町の

マンパワー不足の問題について、改めていつもとは違う視点で提案していきたいということ

の大きな目的を持って質問させてもらおうと思いますので、理事者の方々は簡潔に答弁のほ
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うよろしくお願いします。 

  もうちょっとだけ余計な話をしようと思うんですけれども、２日前、この一般質問をしよ

うということで、大阪や奈良県で子供の支援をしている事業所さんの経営者の方々や現場の

スタッフの方々とちょっとご飯に行く機会がありまして、そういう人たちの今の子供の教育

の現場、療育の現場というのが、どういう状況なんかというのを教えてもらう話合いをした

んですけれども、そこで一番びっくりしたのが、河南町ですというふうに話をさせてもらっ

たら、河南町の支援は厚いですねと、現場の人たち、専門職の人たちは知っていたというこ

とがちょっと驚きで、それこそ河南町ってどこみたいな感じで言われることが多い中で、そ

ういう現場で働いている人たちは河南町の支援が厚いんだということを真っ先に言ってもら

えたのはすごくうれしかったので、今日、改めて河南町がどれだけ頑張れているのかという

話をできたらなというふうに思っています。 

  それでは、１項目めの質問からしていきたいと思います。 

  出産前（妊娠時）から２歳までに受けられる町のサービス（支援）は何があるか、教えて

ください。 

○議長（浅岡正広） 

  田村部長。 

○健康福祉部長兼総合保健福祉センター長（田村夕香） 

  答弁に当たっては、母子保健事業を中心にお答えさせていただきます。 

  妊娠時には、妊娠届により保健師が面談の上、母子健康手帳を交付します。その際、非課

税世帯の妊婦に対し、初回産科受診料の助成や妊婦健診等にご利用いただける受診券を配布

しています。その後、受診券を利用して、妊婦健診を受診していただくとともに、随時、妊

娠中の相談を受け付けております。また、妊娠８か月頃にはアンケートを実施し、ご自身の

体調やおなかの赤ちゃんのこと、経済面や生活環境などの状況を聞き取り、内容によっては

助産師や保健師、管理栄養士による電話相談や訪問による面談を行うとともに、関係機関と

連携を図り、対応しております。 

  妊産婦サポート事業としまして、助産師や保健師が、妊婦とその家族を対象に、赤ちゃん

の沐浴実習や保健指導も行っています。 

  出産後、出生後は、受診券を利用し産婦健診や新生児聴覚検査、乳児一般健診があり、生

後１か月から２か月頃には、新生児訪問事業として、助産師や保健師がご自宅に訪問し、発

育の確認や育児相談などを行っています。その後の健診は、４か月児健診、乳児後期健診、
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１歳６か月児健診、２歳児歯科健診があり、相談・教室事業は前期、後期の離乳食講習会、

育児相談、またママヨガ＆ベビーマッサージでは、赤ちゃんと一緒にヨガやベビーマッサー

ジを体験でき、助産師から抱っこや赤ちゃんのあやし方など関わり方を学んだり、相談した

りする機会も設けています。育児に不安や疲れを感じたり、ご家族などから支援を受けられ

なかったりする場合に、指定の医療機関に滞在し、助産師などの専門スタッフから育児に関

する相談やサポートを受けていただける産後ケアがあります。 

  加えて、経済的支援につきましては、国の事業として妊娠と出産時に応援給付金を、それ

とは別に町独自で育児・子育て応援給付金を出生時、１歳、２歳にそれぞれ５万円、合計25

万円を給付しています。 

  以上です。 

○議長（浅岡正広） 

  河合議員。 

○６番（河合英紀） 

  ありがとうございます。今の説明だけでも物すごくたくさんの事業をやっていただけてい

て、しかもこれまだ一部の事業しか言っていただけていないということなんですよね。だか

ら、もう河南町は本当に手厚い支援が受けられるというのがすごくよく分かるんです。 

  その中で、ほかの市町村を調べてみて、河南町でできていないことないかなと探すんです、

やっぱり。何かほかにもできることがあるんかなみたいなふうに探していたら、隣の富田林

市が、産後鬱になるお母さんに対する支援を手厚くやっているというふうなことが分かった

んです。なので、まず富田林市で実施されている産後ケア事業のサービス（支援）はどのよ

うな事業なのか、教えてください。 

○議長（浅岡正広） 

  田村部長。 

○健康福祉部長兼総合保健福祉センター長（田村夕香） 

  富田林市の産後ケア事業は、ご家族などから十分な産後の支援が受けられず、体調や育児

に不安がある富田林市民で、生後４か月未満の赤ちゃんとお母さんが対象となっています。

事業内容は、契約病院などで赤ちゃんのあやし方や寝かしつけ、沐浴などの育児相談、お母

さんの乳房ケアや手当てなどの体調管理を行うとともに、この事業を利用することで、お母

さんに休息を取っていただける事業となっています。利用期間は宿泊型と日帰り型の合計で

原則７日まで利用できます。 
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  また、訪問看護型は、産後１年未満の産婦及び乳児が対象で、訪問看護ステーションなど

の訪問看護事業者が、心身の健康管理や子育てに関する相談及び助言など、居宅を訪問し実

施しています。 

○議長（浅岡正広） 

  河合議員。 

○６番（河合英紀） 

  ありがとうございます。 

  本当に河南町、何度も言うように、もうほとんどの事業をやってくれている中で、その中

で何かほかの市町村と違うところないかなと探したところ、産後鬱のお母さんに対する支援

というところで、この富田林市のやっていることを調べていくと、ここのポイントは、訪問

看護型というところにあると思っているんです。これ訪問看護型の、言ったら訪問看護ステ

ーションの事業所さんに委託して、看護師さんに行ってもらって、鬱になっているお母さん

の支援をするということだと思うんです。これって富田林市の職員さんが別に動いているわ

けではないんですけれども、市民に対する厚い手当てになっているというところがポイント

なのかなというふうに思っています。 

  ということで、ただ河南町、ここのところがないのかなというふうに思っているんですけ

れども、多分ここもケアしてくれているんだろうということなので、町の産後ケア事業（か

るがもケア）は同水準のサービス（支援）を受けることができるのか、教えてください。 

○議長（浅岡正広） 

  田村部長。 

○健康福祉部長兼総合保健福祉センター長（田村夕香） 

  本町と富田林市の産後ケア事業の宿泊型と日帰り型は、契約病院数に違いはありますが、

対象者や事業内容、自己負担額は同じで、病院などで受けるサービスにおいても同水準とな

っています。 

  また、富田林市が実施しています訪問看護型は、議員仰せのように、河南町ではありませ

んが、本町でも助産師や保健師などの専門職が、新生児・乳児訪問を随時行っています。心

身の健康管理や子育てに関する相談及び助言をし、育児の支援を行っています。 

○議長（浅岡正広） 

  河合議員。 

○６番（河合英紀） 
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  ありがとうございます。問題かなと思っていた部分もしっかりちゃんと対応してくれてい

るというところで、本当に河南町の手厚さに、ただただ頭が下がる思いです。 

  次、本当にちょっと重度な障がいとか医療的なケアが必要な方に対しては、保健所と多分

連携していると思うんですが、この保健所との連携の中で、具体的に町としてどのようなサ

ービス（支援）を提供しているのか、教えてください。 

○議長（浅岡正広） 

  田村部長。 

○健康福祉部長兼総合保健福祉センター長（田村夕香） 

  医療的ケア児への支援としましては、まず病院が保護者の同意を得て、保健所の保健師に

つなぎ、保健師が訪問による家族を含めたフォローを行います。 

  町は、保護者の同意を得た上で、保健所保健師と連携を図り、情報の共有と母子保健事業

での支援を行います。また、病院から在宅の生活に向けて、福祉サービスとして居宅介護や

短期入所、通所での各種サービス、計画相談支援などの給付決定、また、補装具などの支給

を行っております。 

  そのほか、河南町、太子町、千早赤阪村で設置しています障がい者地域自立支援協議会に

医療的ケア児支援部会を置き、保健所や府医療的ケア児支援センター、地域の支援学校や事

業所など関係機関との情報交換や協議などを行いながら対応に努めております。 

○議長（浅岡正広） 

  河合議員。 

○６番（河合英紀） 

  ありがとうございます。もう本当に手厚く、いろんなところに対しても手を、今のところ

届かそうという形で努力していただけているというのが、本当によく分かりました。 

  そこで、質問の核心のところになるんですが、これだけ多くのサービスを提供しているが

マンパワーは足りているのか、教えてください。 

○議長（浅岡正広） 

  田村部長。 

○健康福祉部長兼総合保健福祉センター長（田村夕香） 

  母子保健事業や各種健診、相談業務などを実施するに当たり、保健師や管理栄養士など専

門職の確保が必要です。様々な事業を行うため、助産師や保健師、管理栄養士などを臨時的

に雇用して対応しておりますが、確保が難しい状況になってきております。 
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  正職員の病気や産休に対して、ハローワークや新聞広告等で募集しておりましたが、希望

する資格所持者の応募がなく、苦慮しているところです。 

  町の保健事業を安定的に実施するためにも、専門職が必要となることから、正職員全体と

しては厳しい状況ではありますが、来年度は管理栄養士を１名採用し、安定的な事業推進に

努めてまいります。 

○議長（浅岡正広） 

  河合議員。 

○６番（河合英紀） 

  ありがとうございます。厳しい中で本当に頑張ってくれているということがよく分かりま

したし、次年度、管理栄養士さんを１人採用してもらえるということで、またチームとして

厚く質を高めていける要素になっているのかなというところで、多分、町長もその辺は問題

として、もうこれだけ言っているので分かってはくれている中で、できる範囲をやってくれ

ているんだろうなというふうに思っていますので、引き続きここの問題から目を離すことな

く、しっかり考えていってもらえたらなというふうに思っています。 

  それでは次、２事項目のところの質問に入っていきたいと思います。 

  こども園から中学校までの支援についてということなんですが、今回、ここのところに対

する質問の背景というか、私自身がここの質問をしようと思った背景から説明させてもらえ

たらと思うんですが、近年、発達行動遺伝学の知見から考えたときに、いろんなことが、今

までの教育に対してどうなんかとかといういろんな課題であったり、今までのやり方に対す

る疑問であったりというところが、かなり出てきているようになっていると私の中では感じ

ているところなんですが。 

  まず、発達行動遺伝学の中で言われているのが、身体的特徴、言ったら背が低いや高いと

いうところは、遺伝率といって親の遺伝からどれぐらい影響を受けるのかといったら50％だ

というふうにもう出ているんです。ということは、子供の身長が高い低いというのは、親の

遺伝が半分で、残り半分が栄養であったり環境であったりというところにありますよという

ふうに言われているんです。驚愕するのが、この知能に関しての遺伝率というのを、言われ

ているのが80％だというふうに言われているんです。ということは知能、言ったらＩＱです

よね、ＩＱは親の遺伝が80％影響しているともう分かっていると言っているんです、科学的

根拠に基づいて。ということを前提に考えたときに、人間の知能というものは、ほぼほぼ遺

伝の影響を受けているということが、もう既に科学の世界では言われていることなんです。



－172－ 

ということは、もともと生まれたときから賢い子とそうでない子というのは、実は決まって

いるんだということを言っているということなんです。 

  こんなときに、勉強するだけ無駄なのか、賢い子は何もせんでも賢くなるんかみたいなと

ころが疑問に出てくると思うんですけれども、その分もちゃんと研究されていて、11歳まで

は教育において知能は上がるというところまで出ているということなんです。逆に言うと、

12歳以降は、どれだけ周りの親とか学校の先生とか大人が支援しても、知能は上がらないと

いうのも分かっているということらしいんです。これは驚愕的な事実やと僕は思ったんです

けれども、これを見たときに。 

  そう考えたときに、発達行動遺伝学を研究している人たちが、今後どういう教育が本当の

科学的知見に基づいた正しい教育かといったら、何を言っているかというと、小学校までは

しっかり教育というのを環境的な側面からも手厚くしていく必要がある、ただ中学校以上、

高校生、大学生は、どちらかといえば、読み・書き・計算とかということではなくて、社会

環境、この社会の中でどうやって生きていくのが本当の意味で生きやすくなるのかみたいな、

集団行動学みたいなところをしっかり教えていくべきだみたいなことまで言っているんです。 

  ということが背景にある中で、やっぱり大切なのは、ということは、小学校の間はしっか

りと手厚い教育をしていかないと、そこで大分格差が生まれてきちゃう、そうじゃなくても

生まれた時点で知能格差はできているというふうになっているので、なので小学校というと

ころをしっかり手厚くやっていく必要があるのではないのかというところの、まず、長くな

りましたけれども、背景があるというところから、今回の質問をちょっと聞いていきたいな

というふうに思っています。 

  １項目めの質問をさせてもらいます。 

  障がいではないが、こども園での集団の中で問題（課題）がある園児に対してどのような

サービス（支援）があるのか、教えてください。 

○議長（浅岡正広） 

  谷部長。 

○教・育部長（谷 道広） 

  本町では、障がい児及び支援の必要な園児の受入れに関し、河南町障がい児保育実施要綱

に基づき、障がい児の健全な社会性の成長及び発達を促進することを目的に、毎年、障がい

児保育審査会を開催しております。審査会では、入園申込み及び継続申込みのあった障がい

児や支援の必要な園児の状況を把握し、入園及び継続承諾に関して必要な事項を審査すると
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ともに、保育条件、その他障がい児保育の運営に関することを協議、決定しております。 

  具体的には、心身の発達の特性に応じた保育を安定的に実施できるよう保育支援員を配置

し、障がい児及び支援の必要な園児の支援を行っております。また、障がいの程度により、

必要に応じて一対一での加配対応も行っております。 

○議長（浅岡正広） 

  河合議員。 

○６番（河合英紀） 

  ありがとうございます。本当に河南町は手厚いというのは、何度も言っているように、そ

ういうところに対してももうかなり手が入っているというふうに思うんです。 

  となったときに、子供に対する一番影響を与えるのは親ということになってくると思うん

ですけれども、そのような園児の親へはどのようなサービス（支援）があるのか、教えてく

ださい。 

○議長（浅岡正広） 

  谷部長。 

○教・育部長（谷 道広） 

  支援の必要な園児の保護者への支援でございますが、発達障がいなどに関する知識を有す

る心理士が、こども園の保護者に対して面談、該当する園児への発達検査を行っております。

園児の状況に合わせた支援を行うため、こども園の職員や保護者への指導、助言を行うとと

もに、地域療育を行う機関への紹介などを行っております。 

○議長（浅岡正広） 

  河合議員。 

○６番（河合英紀） 

  ありがとうございます。親に対するところも、しっかり心理士さんが、専門職がここも入

ってくれていて、対応してくれているということが分かりました。 

  もうどんどんここから進めていこうと思います。 

  次、こども園で質問させてもらいましたが、次は、障がいではないが小学校での集団の中

で問題（課題）がある児童に対してはどのようなサービス（支援）があるのか、教えてくだ

さい。 

○議長（浅岡正広） 

  谷部長。 
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○教・育部長（谷 道広） 

  本町では、障がい児及び支援の必要な児童の就学に際し、教育相談を行い、適切な学びの

場を決定しております。 

  支援が必要な児童生徒においては、こども支援スタッフを配置し、支援を行っております。

また、合理的配慮を行い、全ての児童生徒が安心して学べるよう授業のユニバーサルデザイ

ン化を進めております。 

○議長（浅岡正広） 

  河合議員。 

○６番（河合英紀） 

  ありがとうございます。ここでもこども支援スタッフを配置してくれるということで、本

当に手厚い支援というところを河南町ではやろうとしてくれているというのが、よく分かり

ます。 

  同じようにどんどんいきます。そのような児童の親へはどのようなサービス（支援）があ

るのか、教えてください。 

○議長（浅岡正広） 

  谷部長。 

○教・育部長（谷 道広） 

  支援の必要な児童の保護者への支援でございますが、発達障がいに関する知識を有する心

理士が、小学校の保護者に対して面談、該当する児童への発達検査を行っております。児童

の状況に合わせた支援を行うため、小学校の職員や保護者への指導、助言を行うとともに、

地域療育を行う機関への紹介などを行っております。 

○議長（浅岡正広） 

  河合議員。 

○６番（河合英紀） 

  ありがとうございます。 

  もう多分同じような質問になっているので、どんどん進めていきます。 

  次、小学校まで聞かせてもらったので、次は中学校で聞かせてもらいます。障がいではな

いが中学校での集団の中で問題（課題）がある生徒に対してどのようなサービス（支援）が

あるのか、教えてください。 

○議長（浅岡正広） 
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  谷部長。 

○教・育部長（谷 道広） 

  小学校と同様に、支援に必要な制度の就学に際し教育相談を行い、適切な学びの場を決定

するとともに、支援が必要な生徒においては、こども支援スタッフを配置し支援を行ってお

ります。また、合理的配慮を行い、全ての生徒が安心して学べるよう授業のユニバーサルデ

ザイン化を進めております。 

○議長（浅岡正広） 

  河合議員。 

○６番（河合英紀） 

  ありがとうございます。 

  同じように、そのような生徒の親へはどのようなサービス（支援）があるのか、教えてく

ださい。 

○議長（浅岡正広） 

  谷部長。 

○教・育部長（谷 道広） 

  基本的には小学校と同様の支援となります。また、中学校においてもスクールカウンセラ

ーの年間35回配置があり、スクールソーシャルワーカーと連携しながらケース会議などによ

り生徒への適切な支援方法を考えております。 

  また、希望があればこういった専門家と保護者をつなぎ、生徒の問題（課題）についての

相談を受けることもあります。 

○議長（浅岡正広） 

  河合議員。 

○６番（河合英紀） 

  ありがとうございます。こども支援スタッフであったりスクールソーシャルワーカーさん

とかスクールカウンセラーさん、心理士さんという専門職の支援も受けながら、今、河南町

ではしっかりその辺の対応もしていこうとしていますというのがよく分かりました。 

  ここで、私が言いたいことはというのにつながっていくんですけれども、こども園の保育

士の先生や小学校、中学校の先生は、言ったら保育や教育のプロであるということだと思う

んですよね。このようなちょっと問題があったり課題がある子供たちというところは、教育

とは別に、療育という視点で関わっていかないといけないというところがある。しかも、さ
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っきの発達行動遺伝学の中で言ったら、小学校のまでの間は、しっかりそこをサポートして

いかないとどんどん格差が生まれる、子供たちに格差が生まれてくるというところがあると

いうことなんですけれども、やっぱり教育と療育というところの視点の違いというのは、専

門的な考えからすると大分違うんですよね。なので、そこのところ、今現状、多分、学校の

先生たちはすごく勉強しながら対応してくれているというふうに思うんです。 

  なので、この７つ目の項目の質問、こども園の保育士や小学校・中学校の先生に対して問

題（課題）のある子供たちへの対応方法の教育や研修はどのように実施しているのか、教え

てください。 

○議長（浅岡正広） 

  谷部長。 

○教・育部長（谷 道広） 

  特性のある子供たちを支えていくためには、発達障がい等についての理解を深めることが

大切であると考えております。 

  こども園においては、特性がある園児との接し方について、大阪府などが実施する研修会

に参加するとともに、大学の心理学科の教授を講師に招き、講演会と研修を行うなど職員の

スキルアップに努めているところであります。 

  また、小・中学校においては、各校の支援教育コーディネーターを中心に東部地区就学相

談委員会主催の研修に参加して、問題（課題）のある児童生徒への対応方法を学んでいます。 

  昨年度から支援教育に関わる教員だけではなく、キャリアの浅い教員への参加も促し、多

くの教員が参加できるようになっております。 

  以上です。 

○議長（浅岡正広） 

  河合議員。 

○６番（河合英紀） 

  ありがとうございます。大変な中、しっかりそういう教育のほうも受けていただいて対応

していただけているということが分かりました。 

  今日、朝のときの髙田議員の一般質問でも学校の質問があったと思います。今の先生たち

は、こういう私の言っているような課題に対しても大変な思いをしながら、ＩＣＴ対応に対

しても非常に大変な思いをして学校の先生たちは仕事をして、子供たちを見てくれていると

いうような状況の中で、また核心の質問なんですが、こども園の保育士や小学校・学童・中



－177－ 

学校の先生のマンパワーは足りているのか、教えてください。 

○議長（浅岡正広） 

  谷部長。 

○教・育部長（谷 道広） 

  まず、こども園につきましては、配置基準に基づき職員配置を行っており、それに加えま

して、必要に応じて保育支援員を配置しております。 

  また、放課後児童クラブ、学童におきましては、配置基準に基づき職員配置を行っており、

それに加えて、必要に応じ指導員を増員して配置しているところです。 

  さらに、小・中学校につきましては、大阪府において配置方針に基づき適切な人員配置を

行っていただいております。また、町のほうでも、こども支援スタッフ、教員業務支援員を

配置しまして、子供への支援、教員業務の軽減支援に努めております。 

  以上となります。 

○議長（浅岡正広） 

  河合議員。 

○６番（河合英紀） 

  ありがとうございます。いろんな処置をしながら、対応してくれているというところがよ

く分かりました。 

  ここで、先ほども言ったように学校の先生たちは教育のプロであるということ、そこの療

育というところには、同じように見えて実はかなり違う視点が必要だということを踏まえた

上で、そこの課題に対して先進的にやっている事例の市町村はないのかというところを調べ

たら、岐阜県の飛騨市というところがすごく先進的な取組をしているということが分かりま

した。 

  また、この次年度４月から近隣の河内長野市が、この飛騨市のモデルを学んだ上で同じよ

うな取組をしようとしているということも今聞いていますので、改めて、保育士や先生たち

は教育のプロであり、発達の課題に対応するプロではない。その問題に対し飛騨市の取組が

注目されている。飛騨市の取組はどのような取組なのか、教えてください。 

○議長（浅岡正広） 

  谷部長。 

○教・育部長（谷 道広） 

  岐阜県飛騨市では、令和５年度から市立全８小・中学校で作業療法士が月２回程度巡回し、
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発達に特性のある子の個性に合った学びを提供するため、専用の個室において、子供の学習

のつまずきや悩みに寄り添うとともに、悩みを抱える保護者や教職員にもアドバイスを行う

取組を実施されております。 

○議長（浅岡正広） 

  河合議員。 

○６番（河合英紀） 

  ありがとうございます。飛騨市の取組、要するに、同じようにまた違った専門職の協力を

得て、そこの辺の療育というところに助言をもらいながら、学校の先生たちというところの

業務量を減らすというところに取り組んでくれているということなんだと思うんです。 

  なので、もう次の質問に入っていきます。 

  飛騨モデルは、要約すると教育・医療・福祉の連携強化、専門職を活用してマンパワー不

足や業務量を減らす取組である。町として、この取組に対してどのように感じたのか、教え

てください。 

○議長（浅岡正広） 

  谷部長。 

○教・育部長（谷 道広） 

  教育・医療・福祉の連携という視点で申し上げれば、本町の場合は、スクールソーシャル

ワーカーが連携の充実を図っております。他市町村の多くは、２週間に１回や月に１回など

の勤務となっておりますが、本町では１週間に３回の勤務となっています。２小１中にそれ

ぞれ１回ずつの勤務を行うこともあれば、集中して学校に行くこともできます。 

  業務内容としましては、児童生徒の様子を観察してアセスメントを行い、適切な支援が行

き届くようにプランニングを行っており、さらに必要な場合は、医療や福祉へつなげること

もあります。学校を取り巻く環境は多様化しており、専門職をいかに活用するかは重要な視

点であり、福祉、医療に限らず、学校が必要とする専門職との連携が必要であると考えてお

ります。 

○議長（浅岡正広） 

  河合議員。 

○６番（河合英紀） 

  ありがとうございます。 

  本町ではスクールソーシャルワーカーさんとか、もうしっかり対応はしてくれているとい
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うことなんですけれども、そもそも飛騨市にスクールソーシャルワーカーとか心理士さんと

かおらへんかったんかという話なんです。おったと思うんです。多分おるんですけれども、

なぜそこのところでまた新たにこの作業療法士とか、厳格に言うと言語聴覚士さんとかも入

っていくんですけれども、なるんかといったら、やっぱりそれじゃ足らへんという実情が現

場にはあったということだと思うんです。 

  私自身は、教育現場の実情はそこまで分からないですけれども、やっぱり学校の先生は、

かなり疲弊してはるんではないか、かなり苦労してはるんではないかというのは想像できる

んです。河南町の学校の先生は、もう全然元気で生き生き仕事を楽しめていますというので

あれば問題はないですけれども、多分このスクールソーシャルワーカーとか心理士さんとか

というのは、もうほとんどの市町村がやっていることであり、ただそれでも何かしらうまく

いかへん実情があるからこそ、こうやって飛騨市のような先進的なモデルが生まれてきてい

るというものがあるのであろうというふうに推測しています。 

  なので、やっぱりお金がかかることなので、そんな河南町にすぐというわけにもいかへん

し、河南町はもう先ほどから言っているように物すごい手厚い支援、サービスがあるわけな

ので、すぐにこういうことをやりましょうというふうに提案するわけではないんですけれど

も、そういうような動きがこれから日本中に広がっていったときに、多分、国からの支援と

いうのが必ずメニュー化されると思うんです。そのときにはもうすぐにでも対応できるよう

に準備というところをしっかりしていってもらえたらなというふうに思っていますので、そ

の辺、近くの河内長野市さんがもう先進的にやってくれるということなので、しっかり勉強

させてもらいながら、河南町でもチャンスが来たときにすぐ動けるようにというふうにして

いってもらえたらなというふうに思っていますので、よろしくお願いします。 

  次、３事項目の質問のほうに行きたいと思います。 

  高校から成人までの支援についてというところにいこうと思うんですが、ごめんなさい、

さっき中学校の質問を先にやってしまいました。順番飛ばして申し訳ないです。それならそ

こはもう飛ばして。 

  中学校を卒業したとき、言ったら問題（課題）があった中学生が、分かりやすく言うとひ

きこもっていて学校に来られへんかった子たちが卒業しましたというところです。その後、

多分、高校に行くのか行けへんのかというところは、中学校の先生とかもすごい支援を今は

してくれて、何とか本人の思いを実現できるようにという支援で動いてくれているんだろう

なとは思うんですけれども、それと同時に、多分ある意味、精神疾患として、これから高校
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生になってくると診断を受けていくというふうになる人が多いと思うんですけれども、とな

ったときに保健所との連携が多分大切になってくると思うんです。 

  そういうとき、高校生になったときに、そういう中学校でしんどかった子たちは、具体的

に町としてどのようなサービス（支援）を提供しているのか、教えてください。 

○議長（浅岡正広） 

  田村部長。 

○健康福祉部長兼総合保健福祉センター長（田村夕香） 

  中学校卒業後におきましても、引き続き児童福祉法に基づき、日常生活や集団生活のため

に必要な放課後等デイサービスや相談支援などのサービスを利用することができます。あわ

せて、一定の要件に該当する場合には、障がい者総合支援法により、日常生活に必要な支援

として、居宅介護や短期入所、重度訪問介護などのサービスを受けることができます。なお、

サービスを利用するためには、サービス等利用計画の作成が必要です。 

  また、障がいのある人の能力や適性に応じて、自立した日常生活または社会生活を送るこ

とができるよう支援する地域生活支援事業、これは移動支援、日中一時支援、相談支援など

がございますが、そのほか補装具や日常生活用具の給付、自立支援医療の給付や手話通訳者

の派遣などのサービスがございます。 

  なお、20歳未満の在宅の人、身体または精神に重度の障がいがあるため常時の介護を必要

とする人には、障がい児福祉手当が支給されます。 

○議長（浅岡正広） 

  河合議員。 

○６番（河合英紀） 

  すみません、段取り狂って申し訳ないです。戻してもらって助かりました。 

  そのような感じで、こちらもしっかりとした手当てをしていただけているというところが

分かりました。先ほどと同じような質問に戻ってくるんですけれども、そのような生徒の親

へはどのような支援があるのか、教えてください。 

○議長（浅岡正広） 

  田村部長。 

○健康福祉部長兼総合保健福祉センター長（田村夕香） 

  20歳未満で精神、身体に障がいがある児童を監護している父母、あるいは父母に代わって

その児童を養育している人に対して、特別児童扶養手当の支給や保護者面談などの相談事業
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がございます。先ほどお答えしましたような各種サービスを利用することで、保護者の負担

軽減につながると考えます。 

○議長（浅岡正広） 

  河合議員。 

○６番（河合英紀） 

  ありがとうございます。しっかり親への対応もしていただけているということが、よく分

かりました。 

  次の項目です。そのような方々というのは、精神疾患として保健所と連携することになる

と思うんですが、どのような支援があるのか、教えてください。 

○議長（浅岡正広） 

  田村部長。 

○健康福祉部長兼総合保健福祉センター長（田村夕香） 

  これまでお答えしましたような各種サービスを通じて、精神疾患の方へも支援を行ってお

りますが、本町では24時間対応の基幹相談支援センターを設置し、精神疾患などに伴う様々

なお悩みごとやサービス利用のご相談などに対応できる体制を整えております。 

  そのほかにも複数の事業所で相談支援を行っており、これら相談支援機関と連携を図りな

がら、必要なサービスの提供などに努めているところでございます。 

○議長（浅岡正広） 

  河合議員。 

○６番（河合英紀） 

  ありがとうございます。 

  本当にすごく充実しているというのが、今回の私の一般質問でも分かっていただけたと思

うんですが、今の教育というのはすごい多様化、療育とかに関しても多様化されてきている

中で、学校の先生であったり健康づくり推進課のスタッフ、もう本当に様々な対応に追われ

ている現状があるというときに、特に子供たちということの支援を考えたら、昭和の時代は、

頑張ればできるとかできないのは努力が足りないからだみたいなことを言われていた時代で、

いわゆるできない子は排除される時代やったというふうに今は言われているんです。でも、

今は、その多様性とかに対応するということで、もう非常に手厚いサービスがあって、個別

にその子の個性を生かすためにはどうしたらいいかみたいなところをしっかり考えて行政は

動いてくれるようになっているということなんです。そのためには、行政の職員さん、学校
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の先生たち、保育園の先生たちは、今まで以上にめちゃめちゃ多くの業務をこなさないとい

けなくなっているということなんです。 

  本当に最初に言った発達行動遺伝学上でいったら、例えば、プロ野球選手を目指している

子供がおったとして、プロ野球選手を目指す子全員が全員なれるのかといったら、なられへ

んじゃないですか。これはやっぱり小学校の少年野球だったり中学校、河南町で言ったらシ

ニアであったり野球部であったり、そこから高校の強豪校に行くんか、普通の楽しくやる野

球部に行くんか、その後、大学に行くんか、社会人に行くんか、プロに行くんかといういろ

んな過程を経て、自分の能力というものがどこまで通用するんかというのをしっかり見極め

てやってきて、それに、言い方は悪いですけれども、取りこぼされた人たちというのはもう

諦めるのが当たり前という、今でもそうかも分からないですけれども、そういうふうな苛酷

な事実、現状がある中で、やっぱりその無謀な夢を、もちろん追いかけるなとは言えないん

ですよ。 

  だから本人の夢を追いかけるのは自由なんですけれども、これからの教育というのは多分、

適正な能力をしっかり評価して、それを本人もしくは親に伝えていって個性を生かすという

ところをしっかりしたものにしていかないといけない、そうしないとどんどん社会からはみ

出されて、ひきこもりになったりとか精神疾患になったりとかという。もともと発達障がい

がある中で２次的に精神疾患をお持ちになる方って、もうほとんどの方がそうなっていく現

状があるのも、多分そのような状況があって、そら昔に比べたら教育現場は大分変わったと

思うんですけれども、多分まだどこかでみんなと一緒じゃないといけないみたいなところが

あるとは思うんです。それはそれで社会で生きていく中で大切なことなので、しっかり教え

ていく必要もあるというふうに思っているんです。 

  この前、小学校の卒業式に行かせてもらったんですけれども、小学生はすごいですよね、

もう息を合わせてピタッと動くわけです。あんなん見とったらさすがやなと思うんですけれ

ども、逆に言うと、あの動きについていけない子たちもおるということなんですよね。それ

についていけない子たちはどうなるんかといったら、分かんないですけれども、やっぱり学

校に行きたくないというふうになってくるわけですよね。 

  だからこそ、その子の特性みたいなところをしっかり見ていってあげる必要があるんだろ

うと。しかも、発達行動遺伝学上でいったら、11歳まではそこをしっかりやっていったった

らよくなるという、もう分かっているわけです。だからこそ、そこまではしっかり町として

も支援していく必要があるんかなというふうに、ちょっと思ったりもしています。 
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  なので、最後の質問に行きます。 

  成人になるまでの療育や支援が不足すると、その後の人生にも大きく影響を与えます。支

援すべきときにしっかり支援することが、将来の町への発展につながると考えるが、一貫し

た支援をどのように考えているか、教えてください。 

○議長（浅岡正広） 

  田村部長。 

○健康福祉部長兼総合保健福祉センター長（田村夕香） 

  障がい者地域自立支援協議会で支援学校を含め、各関係機関の連携を図っていますが、対

象者や保護者への相談体制の強化が必要であると考えます。 

  本町では、赤ちゃんから大人になるまでのライフステージをつなぐ記録として、サポート

ブック「ハーモニー」を作成し、一貫した支援ができるよう各所属の引継ぎ事項を記すよう

に努めています。ご本人やご家族の意思を尊重し、福祉サービス支援計画を作成し、支援内

容の見直しを随時行っているところでございます。 

  以上です。 

○議長（浅岡正広） 

  河合議員。 

○６番（河合英紀） 

  ありがとうございます。 

  もう十分やっているんです、河南町。いっぱいやれることやってあって、すごい厚い町や

ということの中で、今回、重箱の隅をつつくような質問になったんですけれども、何が言い

たいかといったら、やっぱりもう河南町の職員はみんな頑張っているんです。もうすごい量

の業務をしているということなんです。職員の数が増やされへんから、みんなで抱えて兼務

兼務でやっていて、もうすごく大変な中やっているということを、ずっと私は言わせてもら

っているんです。そこのところを、やっぱり職員の数は増やすことはできないというのであ

れば、やっぱり外部からアウトソーシングしてきて、使えるものは使っていこうという考え

をどんどん入れていってほしいなと。それがある意味、町職員の質の向上にもつながるし、

学校の先生、保育園の先生の質の向上にもつながると思うんです。 

  ただ、それを言ってもお金がないのもよく分かっているので、しっかり国からそういうよ

うな補助のメニューが上がってきたときには、見逃すことなくしっかり取りに行ってもらえ

たらなというふうに思っていますので、今後ともよろしくお願いします。 
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  以上で、河合の一般質問を終わります。ありがとうございました。 

○議長（浅岡正広） 

  河合議員の質問が終わりました。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○議長（浅岡正広） 

  以上で、本日の一般質問１日目の議事日程は終了しました。 

  一般質問２日目は、３月24日午前10時に開きます。 

  本日はこれをもちまして散会します。 

  お疲れさまでございました。 

午後２時３６分散会 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 
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～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

議   事   の   経   過 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 

午前１０時００分開議 

 

○議長（浅岡正広） 

  皆さん、おはようございます。 

  ただいまの出席議員は10名です。定足数に達していますので、直ちに本日の会議、一般質

問、２日目を開きます。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○議長（浅岡正広） 

  本日の議事日程は、タブレット723、令和７年３月24日、３月定例会議一般質問（２日目）

に送信しています。 

  日程第１ 一般質問（２日目）を行います。 

  それでは、個人質問を行います。 

  質問者は、中川議員、大門議員、力武議員、佐々木議員、以上の順で発言を許します。 

  最初に、中川議員の発言を許します。 

  中川議員。 

○７番（中川 博） 

  議席ナンバー７番、公明党、中川博でございます。通告書に従って一般質問を行います。 

  質問事項は、歩行者横断点滅機設置について、Ｕ－22医療費の現物給付について、新総合

防災情報システムについて、帯状疱疹ワクチン助成について、下水道等のインフラ整備と調

査についての５事項でございます。また、論点が明確になるよう、質問は一問一答方式で行

います。 

  初めに、前熊本県知事で東京大学名誉教授であられる蒲島郁夫さんの話を紹介いたします。

県知事としての最大の目的は、県民の幸福量の最大化です。その行動指針は、自分のためで

はなく、公僕として県民に尽くすことです。当然我々議員も公僕でございます。また、県職

員に伝えてきたことは「皿を割れ」という精神です。皿を多く洗うほど割ってしまう確率は

上がります。しかし、県民のため失敗を恐れずにたくさんの挑戦をしてほしいと伝えてきた
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ということでございました。町長及び答弁者におかれましては、この話を参考にしていただ

き、町民のため積極的で前向きな答弁をよろしくお願いをいたします。 

  それでは、１事項目、歩行者横断点滅機設置についてを伺います。 

  前回質問させていただきました寺田と寺田北間の関電進入路のところの信号機設置につき

まして、もう少し詳しく質問をさせていただきます。 

  １項目め、信号機設置の要望に至った要因を、まずお聞きしたいと思います。 

○議長（浅岡正広） 

  多村部長。 

○総務部長（多村美紀） 

  議員仰せの府道柏原駒ヶ谷千早赤阪線は、町内南北の幹線道路として最も交通量が多い道

路で、大宝地区から通学する中学生の多くが自転車通学により、町道寺田別井線が交差する

ところを横断しております。この箇所には横断歩道があるものの信号機の設置がなく、登下

校時の時間帯は特に交通量が多く非常に危険な状況であります。 

  そのような中、平成27年11月13日、令和３年８月27日、いずれも午前８時前、中学生が自

転車で登校中、当該交差点を横断する際に自動車と接触する事故が２件発生しております。

どちらの事故も幸いにも軽傷で済んでおりますが、一歩間違えれば大惨事にもなりかねない

事故でございます。 

  町では、このような事故が起こらないように、大阪府へ要望を行い、平成30年にはベンガ

ラ色による路面舗装と法定外標識を組み合せた歩行者優先対策を実施していただきました。 

  また、毎月15日には、町議会議員、地区区長、町職員らによる横断する際の指導や通行す

る車両の停止などを行っていますが、停止の指示に従う車両が少なく、以前と同様に危険な

状態が続いている状況であります。この場所で二度と交通事故が起こらないようにするため、

押しボタン信号機等の設置を大阪府に対し、毎年要望しております。 

○議長（浅岡正広） 

  中川議員。 

○７番（中川 博） 

  多村部長、詳しくありがとうございます。 

  今、お答えいただきましたように、二度も人身事故が発生し、大変危険な状況に現在もあ

るという認識でございます。 

  それでは、２項目め、要望を開始してどれぐらいの期間が経過しているのか、お答えくだ
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さい。 

○議長（浅岡正広） 

  多村部長。 

○総務部長（多村美紀） 

  当該箇所の信号機設置の要望は、平成26年５月に大宝地区の住民から相談があり、町から

富田林警察署に信号機設置の要望書を提出しております。その後も継続して富田林警察署に

は要望書を提出するとともに、平成28年度からは大阪府に対しても毎年、押しボタン式信号

機または歩行者横断点滅機設置については要望を行っております。 

○議長（浅岡正広） 

  中川議員。 

○７番（中川 博） 

  ありがとうございます。今、お答えいただきましたように、相談があってからもう既に11

年、大阪府に要望を始めてから９年がたちます。 

  次に、その法的根拠である道路交通法第38条第１項の条文を教えていただきたいと思いま

す。 

○議長（浅岡正広） 

  多村部長。 

○総務部長（多村美紀） 

  道路交通法第38条、「車両等は、横断歩道又は自転車横断帯（以下この条において「横断

歩道等」という。）に接近する場合には、当該横断歩道等を通過する際に当該横断歩道等に

よりその進路の前方を横断しようとする歩行者又は自転車（以下この条において「歩行者等」

という。）がないことが明らかな場合を除き、当該横断歩道等の直前（道路標識等による停

止線が設けられているときは、その停止線の直前。以下この項において同じ。）で停止する

ことができるような速度で進行しなければならない。この場合において、横断歩道等により

その進路の前方を横断し、又は横断しようとする歩行者等があるときは、当該横断歩道等の

直前で一時停止し、かつ、その通行を妨げないようにしなければならない。」 

  以上でございます。 

○議長（浅岡正広） 

  中川議員。 

○７番（中川 博） 
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  ありがとうございます。 

  次に、歩行者横断点滅機（ぴかっとわたるくん）は、どういうものかを教えていただきた

いと思います。 

○議長（浅岡正広） 

  多村部長。 

○総務部長（多村美紀） 

  議員仰せの横断点滅機は、横断歩道の前で歩行者がボタンを押すとＬＥＤライトが点滅し

て、車の運転手に横断者がいることを知らせるものでございます。ドライバーに横断者の存

在を知らせるためには有効な手段であると思われます。 

  以上です。 

○議長（浅岡正広） 

  中川議員。 

○７番（中川 博） 

  ５項目めですけれども、先ほど道路交通法の条文を教えていただきましたが、歩行者、運

転者とも判断がしにくい条文になっておると思います。つまり、歩行者がいないと明らかな

場合は走行できる。しかし、明らかな場合を除いたとしても停止できる速度で進行し、横断

しようとする歩行者がいる場合は一時停止しなければならないなどでございます。 

  そこで、町が要望してからもう10年近い期間が経過しております。また、近い将来におい

ても設置の動きが認められない現状において、歩行者、運転者両方の不利益を解消する手だ

てを講じる必要があるのではないか。私は、歩行者横断点滅機の設置がよいと思いますけれ

ども、２項目めの質問のときの答弁では、歩行者横断点滅機も要望していただいているよう

なニュアンスでございましたけれども、その辺も含めまして見解をお聞きしたいと思います。 

○議長（浅岡正広） 

  多村部長。 

○総務部長（多村美紀） 

  議員仰せの横断点滅機設置についても、必要に応じて府道の道路管理者等関係機関等に要

望してまいりますが、まずは先ほどのとおり、信号機の設置を引き続き要望していきたいと

考えております。 

○議長（浅岡正広） 

  中川議員。 
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○７番（中川 博） 

  ありがとうございます。 

  少し再質問させていただきたいと思います。 

  今、答弁いただきましたけれども、あくまで信号機設置を引き続き要望するとのことでご

ざいました。これは副町長にお聞きしたいと思うんですけれども、平成28年から今年で10年

目にもなります。もうめどはつけられてはどうかということでございます。私も大阪府議会

議員を通して、町と同じように依頼も行いましたけれども、一定の交通量等の基準があるた

め、なかなか困難であるということを聞いております。 

  そこで、歩行者横断点滅機の設置でございますけれども、車両の一時停止率が当初の60％

から半年で84％に向上したという結果もございます。また、現在数か所、市道４か所、府道

１か所で設置しております羽曳野市の担当者にお聞きしますと、信号機は通行量、横断する

歩行者の人数など基準があり、羽曳野市としてもなかなか困難な状況でありましたけれども、

市民の皆様の安心・安全を守るため、市として、歩行者横断点滅機を設置したとのことでご

ざいました。また、今後も計画的に増やしていくことなど、丁寧に説明をいただきました。

私が議員であることも知らずに、もし要望されるのならば、個人で要望するより市民の代表

の議会や議員さんにお願いしてみたほうがよいという親切なアドバイスまでいただきました

ので、今、質問をしております。 

  河南町として、大阪府富田林土木や警察に相談しなくてはいけないと思いますけれども、

安心・安全のためであることから、信号機設置と比べてはそれほど困難なことでもないと思

われます。既に10年間も動かないということは、今後ないと思います。早急に対応して現状

を変えてもらいたい。これは大阪府との関わりがあることから、副町長に大阪府の口添えも

含めまして見解をお聞きしたいと思います。 

○議長（浅岡正広） 

  江島副町長。 

○副町長（江島芳孝） 

  大阪府に対して、これまでも長く要望されて強く要望されてきていることと考えます。府

におきましても、それぞれの要望につきましては真摯に対応しているところだと、こういう

ふうに考えております。現時点でどのような形で具体的に今回の要望について実現していな

いのかという点について、私も今の段階では細かく具体的に知っておるわけではございませ

んけれども、府としても真摯に対応しているものとは考えております。 
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  そして、先ほど申し上げましたとおり、交通の安全確保、これは大事なことだと考えます。

そのあたりにつきましても私どもとしては、これまでの府の要望につきましてはしっかり申

し上げていくとともに、府道に関しまして先ほど羽曳野市の話もありましたけれども、必要

に応じた府道のこの設置に関しては、これからも引き続きしっかり要望していって、住民の

安全の確保については取り組んでまいりたいと考えております。 

○議長（浅岡正広） 

  中川議員。 

○７番（中川 博） 

  ありがとうございます。副町長のほうから答弁いただきました。 

  町民の安心・安全が一番大事ですので、引き続きよろしくお願いします。 

  続きまして、２事項目ですけれども、Ｕ－22医療費の現物給付について伺いたいと思いま

す。 

  まず、河南町は18歳までの子ども医療費と22歳までのＵ－22医療費の助成を行い、町内外

において高い評価を受けてまいりました。しかし、他の自治体におきましても医療費の拡充

はもう進んでおります。例えば、対象年齢が20歳から24歳までの拡充以外にも子ども医療費

の完全無償化などでございます。河南町で１日最大500円、初診ですけれども、同月2,500円

を完全無償化にすればどれぐらいの財源が必要か、まずはお答えいただきたいと思います。 

○議長（浅岡正広） 

  谷部長。 

○教・育部長（谷 道広） 

  議員仰せの子ども医療費の助成費及びまたＵ－22の医療費給付費における無償化を行う場

合に必要となる財源でございますが、令和５年度の一部負担金の実績としまして、子ども医

療費助成についてはおよそ1,010万円、そしてＵ－22医療費助成ではおよそ115万円、合計

1,125万円程度となっております。 

  以上です。 

○議長（浅岡正広） 

  中川議員。 

○７番（中川 博） 

  谷部長、ありがとうございます。今、お答えいただきましたように、完全無償化するには

1,125万円の財源が必要ということでございます。 
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  それでは、２項目めですけれども、過去の質問で、18歳までの子ども医療費は現物給付で

あるのに、病院で全て精算できるのに対しまして、Ｕ－22医療費は償還払いであるのはなぜ

かと繰り返し質問を行ってまいりましたけれども、どうもちょっと私は理解できません。間

違って利用される、例えば23歳など対象外年齢の者や町外に移転され対象外者になった方が

間違って医療を受けられた場合、返還手続が煩雑になるためであるとの答弁が概ねであった

と思いますが、その内容で間違いないのか、ほかにまた何か理由があればお答えいただきた

いと思います。 

○議長（浅岡正広） 

  谷部長。 

○教・育部長（谷 道広） 

  Ｕ－22医療費助成事業につきましては、対象とする年齢層（19歳から22歳）は、大学生や

社会人などで転入・転出が多く、医療証の発行、回収、また資格喪失後の受診の対応等の事

務が発生するものと考えていることから、償還払いで実施しております。 

○議長（浅岡正広） 

  中川議員。 

○７番（中川 博） 

  ありがとうございます。 

  ここはちょっと再質問したいと思います。 

  河南町子ども医療費の助成に関する条例及びかなん医療・Ｕ－22医療費の助成に関する要

綱には、明確に対象者、助成の範囲、助成の期間が明記されております。また、医療証には

被保険者証と医療証の窓口提出義務、資格喪失や有効期間経過の返還、医療費の返還義務が

記載されております。果たして今、おっしゃられたように誤って受診されるのでしょうか。 

  令和５年度の学生の転出者は51名で、そのうち府内は16名、府外は29名、国外が６名です。

府外の医療機関は、子ども医療費助成と同じく償還払いですので、Ｕ－22医療費助成で現物

給付した場合、16名が間違って受診する可能性があるとの説明でございます。果たしてそう

でしょうか。本当にこの16名が間違って受診されるのでしょうか。逆に、正しく認識され使

用されないかもしれません。可能性を議論しても仕方がないことだと思います。 

  つまり、答弁は性悪説で義務違反が出るおそれがあるためできないと言っていることにな

ります。町民の皆様の利便性を考え、例えば道路を造るのに、道路を造ればスピード違反す

る者が現われる、また違反者が出たら手続が大変だ、だから道路を造らないと言っているよ
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うなもので、明確な反対事由になっていないと思います。また、防止策も既に練られており

ます、先ほど申し上げましたように。抜け穴があるのであればそれを防げばよいだけのこと

でございます。 

  そこで、既に導入されております福井県大野市の担当者に聞いてみました。保険証と受給

者証、河南町では医療証と言いますけれども、病院窓口で提示して受診されるので、そのよ

うな返還義務が発生するような事案が発生したことがないとのことでございました。その結

果、エビデンスはないのであります。大野市は、河南町の約２倍の人口です。つまり、実際

は返還処理は起こらないとのことでございました。 

  また逆に、河南町は22ですけれども、24歳まで拡充されているが償還払いの和歌山県紀の

川市にも聞いてみました。担当者は、できれば現物給付にしたいけれども、ここは入院費だ

けの限定的な助成などで数も多くなく、通院の方は助成していないので、入院だけの受給者

証を渡すと混乱するので償還払いにしているとのことでございました。納得できる理由でご

ざいます。 

  以上のことを考えれば、さきの答弁にあったような対応等の事務が発生することはないも

のと推測いたします。しかし、根本は福祉の向上を図るという目的と事務負担と違う次元の

話をしているように思います。冒頭紹介いたしました前熊本県知事、東京大学名誉教授であ

られる蒲島郁夫さんの公僕として県民に尽くすという言葉を思い起こしていただき、これは

教育長の教育者としての心温まる答弁をお願いしたいと思います。 

○議長（浅岡正広） 

  教育長。 

○教育長（中川 修） 

  今、ご質問いただきました。今のような内容については、以前も議員のほうからも質問を

受けたことを覚えておりますし、そのときにも回答させていただきました。今のお話も様々

されている例も含めてお話しいただきましたし、性善説であるとかということもお話しいた

だきました。確かに、議員自身からは次元が違う話であるというふうなお考えをいただきま

したが、それと先ほど可能性の話もいただきました。 

  しかしながら、今現在、私たちが考えているＵ－22の取組につきましては、やはり部長が

先ほど答弁させていただきましたように、次元が違うというふうにお考えかもしれませんが、

我々としては今のままの形でやらせていただくことが、今できることかなと思っております

ので、教育者としてのというところもありますが、当然、人が悪いことをするようなことを
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はなから考えているような考えは決してありません。しかしながら、少しでも可能性がある

のであれば、それはほかの自治体でも起こっていないというふうにお調べもいただきながら

その情報もいただいた、それはありがたいなと思っておりますが、今後につきましても、そ

の辺は引き続き様々なことを総合的に判断しながら考えていきたいなと思っております。 

  現状につきましては、何度も何度も答弁させていただいておりますが、現状どおりの形で

取り組ませていただきたいなと、そんなふうに思っております。 

  以上でございます。 

○議長（浅岡正広） 

  中川議員。 

○７番（中川 博） 

  ありがとうございます。教育長はちょっと前向きに話していただけるかなと思ったんです

けれども、ちょっと残念な結果でございます。 

  次に、３項目めですけれども、最近の国会質問を聞いておりまして感心をいたしました。

それは、高額療養費制度の見直しで被保険者の負担が増えることに対して、野田元総理の質

問でございました。「お金のない病人は死を選択せざるを得ないようなことをやっちゃいけ

ないんですよ」と、すごく極端な議論だとは思うのですけれども、増額分のお金がない人が

病院に行けなくて、死に結びつくことはないとは言えません。また、今回のＵ－22医療費の

場合でも、病院窓口で支払うお金がなく病院に行けなくて病状を悪化させてしまうことは、

十二分に想像ができることではと思います。 

  同じ質問を何度もするに当たり、先ほども教育長、言うていただきましたけれども、何度

もするに当たり、表に出てこない深い理由があるのではと、念のために、以前教育委員会で

中心的な立場の方に、今なら言えることがあるのかというようにお聞きいたしましたけれど

も、また、あれば当然、質問は私の考え及ばないところに何か深い意味があるのかというこ

とで質問は慎重にしようと思っておりましたけれども、その方は、Ｕ－22制度のよさを償還

払いにすることで認識してもらうことぐらいかなと。ほかに特段の現物給付をしない理由は

分からないとおっしゃっていただきました。 

  かなん医療・Ｕ－22医療費の助成に関する要綱の目的に、「若者の健全な育成に寄与し、

もって福祉の向上を図ることを目的とする。」少しでも若者のためになることであるならば、

特段の財源も必要ではないのであればやるべきではないのか。先ほど例に挙げましたけれど

も、高額療養費制度も与党議員の質問や患者団体のお話を聞かれた石破総理は、最終的に当
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面見直しをしないと決められました。石破総理は耳を傾けられました。 

  また、別の以前教育委員会で同じく中心的な立場の方は、町長は物事を臆測だとかそうい

うものではなく、論理的に判断されるはずだとおっしゃっていただきました。そのことを踏

まえまして、町長はどう判断されるのか、お聞きしたいと思います。 

○議長（浅岡正広） 

  森田町長。 

○町長（森田昌吾） 

  お答えをさせていただきます。 

  議員のほうからこの質問は幾度となく質問を受けているわけですけれども、現行の制度か

ら現物給付、18歳までの分と同じような形というふうなご質問なんですけれども、その答え

については、先ほどの部長の答弁のとおりでございます。 

  具体的に、いろいろ財源の問題とか事務量の問題とか、いろんなことがあるんですけれど

も、やはりそういう経費がかかるものがありますので、当面はこのまま続けていきたいと思

います。あと、やはり国保財政への影響も考慮しないといけないということで、考えなけれ

ばならない項目かなと思っています。 

  それから、この前は令和５年の３月議会定例会議、それから６月の定例会議ということで

２回続けて、それ以外にもご質問を受けているわけですけれども、お答えしておりますとお

り、やはり手続の簡素化というのは、これは進めていきたいなと思っています。その方向で

今まで検討を指示しているわけですけれども、まずは手をつけなければならないところから

今、手をつけているというところでございますので、ご理解いただきたいと思います。この

辺のいろんな理由から、今のところＵ－22の償還払いについては、引き続きこの制度でやっ

ていきたいとこのように思っています。 

  以上です。 

○議長（浅岡正広） 

  中川議員。 

○７番（中川 博） 

  ありがとうございます。 

  教・育部長、教育長、そして町長のほうからもお答えいただきましたけれども、はっきり

した理由が分からないんですね。そこが分かれば、私も何遍もしつこくするのも嫌なんです

よ、そんなに。ほかの質問のときに、町長からは耳にたこができたということも言われまし
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たし、そういうこともあるんで。ただ、理由ははっきり教えてほしいと。 

  例えばできない、やればいいことなんで、18歳までは以前、私はまだ国民健康保険がペナ

ルティーがあるときから現物給付するべきやというようなことを言わせていただきました。

そのとき、まだ国のほうではペナルティーは解消になっていないんですけれども、18歳まで

は子ども医療費は現物給付に先行されてしていただいたこともあります。そういうことを考

えたときに、町としては18歳までやっておられるということは、現物給付のほうが住民にと

ってはいい制度だということの認識は多分あると思うんですね。それが22歳までなぜしない

のかということがちょっと分からないんですけれども、また、内々的にいろいろ調べまして

納得できなかったらまた質問させていただきたいと思います。 

  そこで再質問ですけれども、それでは、先ほど一番初めに申し上げました、財源はかかる

けれども、千早赤阪村も実施するようなんですけれども、医療費の完全無償化はされるのか

どうか。せめてどちらかは実施していただきたいと思うんですけれども、これも町長の見解

を再度お聞きしたいと思います。 

○議長（浅岡正広） 

  森田町長。 

○町長（森田昌吾） 

  お答えするんですけれども、事項ではＵ－22ということなんですが、それ以外の一部負担

金ということが質問にありましたのでお答えをいたしますけれども、500円１回ということ

で、2,500円、月ということになっています。この分については他の全国的な傾向もありま

す。大阪は500円なんですけれども、関東圏へ行けば300円とか200円とかという自治体もあ

るということは承知しております。大阪府内でも新聞報道によりますと、高槻市が500円の

完全無償化をすると。隣の千早赤阪村におきましても、村長のマニフェストにそういうこと

が書かれているということは承知しております。 

  流れ的にそういう子どもの医療費の無償化ということを、国会のほうでも学校給食費の無

償化、それからこの医療費の問題とかというものも議論されておりますので、その辺を注視

しながら、町としてもどう対応していくかは決めていきたいと思っています。 

  以上です。 

○議長（浅岡正広） 

  中川議員。 

○７番（中川 博） 
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  ありがとうございます。いろいろな動きがもう出てきておりますので、是非対応のほうを

お願いしたいと思います。 

  それでは、３事項目ですけれども、新総合防災情報システムについて伺いたいと思います。 

  まず、令和４年６月、閣議決定されましたデジタル社会の実現に向けた重点計画におきま

して、防災、健康・医療・介護、そして教育などをプラットフォーム整備に重点的に取り組

む分野と位置づけ、令和７年度までに実装することを目標としております。 

  これに基づき内閣府防災では、防災関係機関が横断的に共有すべき防災情報を共通のシス

テムに集約し、共有することが可能となることを目指した共通基盤である防災デジタルプラ

ットフォームを令和７年12月までに構築完了することを目指しております。 

  令和５年度事業におきまして、災害対応機関が共有すべき特に重要な災害情報ＥＥＩ（災

害対応基本共有情報）として定めるとともに、防災デジタルプラットフォームの中核を担う

新総合防災情報システム（ＳＯＢＯ－ＷＥＢ）を構築いたしました。 

  令和６年４月より運用を開始した新総合防災情報システム（ＳＯＢＯ－ＷＥＢ）は、各省

庁、地方自治体等の約1,900機関が利用し、ＥＥＩ（災害対応基本共有情報）に基づき情報

を集約するもので、内閣府のＩＳＵＴ（災害時情報集約支援チーム）に限らず、広域応援を

行う機関を含めた災害対応機関間における情報の利活用拡大を目指しております。新総合防

災情報システム（ＳＯＢＯ－ＷＥＢ）は、災害情報を地理空間情報として共有するシステム

で、災害発生時に災害対応機関が被災状況等を早期に把握、推計し、災害情報を俯瞰的に捉

え、被害の全体像の把握を支援することを目的としております。新総合防災情報システムで

は、これまで国の機関しか利用できなかった旧システムの操作性や扱うデータ量を大幅に強

化し、地方自治体や指定公共機関も利用できるようになりました。 

  河南町として、この新総合防災情報システムの利用により、防災対応へどのような効果が

あるのか、まず伺いたいと思います。 

○議長（浅岡正広） 

  渡辺部長。 

○総合政策部長（渡辺慶啓） 

  新総合防災情報システム（通称ＳＯＢＯ－ＷＥＢ）につきましては、関係機関が保有する

災害関連の様々な情報、例えば道路寸断情報、津波浸水情報、土砂災害発生情報、停電情報、

断水情報、避難所の情報、避難所の開設の状況であったり避難者数等といった様々な情報を

各機関がシステムと連結することにより、リアルタイムで自動的、一元的に集約し、これを
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地図情報として視覚的に表現し、おのおのを重ね合わせて活用することができます。これに

よりまして、本町の災害対応が迅速に行えるものと考えております。 

○議長（浅岡正広） 

  中川議員。 

○７番（中川 博） 

  渡辺部長、ありがとうございます。 

  ２項目めですけれども、それでは河南町として、この新総合防災情報システムの利用を効

果的に利用するために、対応する部局の構成はどうなっているのか。今回、町の機構改革及

び体制で防災監というものがつくられたと思いますけれども、それは関係あるのか、伺いた

いと思います。 

○議長（浅岡正広） 

  渡辺部長。 

○総合政策部長（渡辺慶啓） 

  台風や大雨への備え、そして、今後30年以内に80％程度の確率で発生が予想される南海ト

ラフ地震への備えも必要となってくることから、災害時に迅速な活動ができる町長直轄の防

災監を設置いたします。 

  新総合防災情報システムの運用につきましては、平時は防災を担当する自治防災課が対応

し、災害時には災害対策本部が担当することとなります。システムからの的確な情報を基に、

防災監を中心として迅速な対応が図れる体制と考えております。 

○議長（浅岡正広） 

  中川議員。 

○７番（中川 博） 

  ありがとうございます。 

  ３項目めですけれども、それでは、新総合防災情報システムの利用では各地域の細やかな

情報が書き込まれますけれども、個人情報等の扱いについてはどのように整理しているのか

伺いたいと思います。 

○議長（浅岡正広） 

  渡辺部長。 

○総合政策部長（渡辺慶啓） 

  新総合防災システムの利用におきましては、個人情報が含まれる場合もあるため、総合防
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災情報システム利用規約では個人情報の取扱いが規定されております。規約では、内閣府で

作成している防災分野における個人情報の取扱いに関する指針に基づき、適切に取り扱うこ

ととなります。 

  具体的には、個人情報保護法及び災害対策基本法等に基づいて、地方公共団体が判断する

こととなります。 

○議長（浅岡正広） 

  中川議員。 

○７番（中川 博） 

  ありがとうございます。タイムリーな河南町としては、機構改革といって防災監もつくっ

ていただきました。そのようにいつ起こるか分からない大規模災害に対して備えのほう、よ

ろしくお願いしたいと思います。 

  それでは４事項目、帯状疱疹ワクチン助成について伺いたいと思います。 

  いよいよ帯状疱疹ワクチンが令和７年４月から予防接種法に基づく定期接種の対象となり

ます。私が質問を開始したときの答弁は、副反応など様々な課題もある不活化ワクチンはフ

ェーズ４の最中で、動向を注視する必要がある等でありました。国の小委員会も安全性につ

いては初めから問題はないと言っておられましたけれども、その様々な課題や動向注視は解

決して、町民の方が安心して接種してもらえる状況になったのかどうか、伺いたいと思いま

す。 

○議長（浅岡正広） 

  田村部長。 

○健康福祉部長兼総合保健福祉センター長（田村夕香） 

  住民の方が安心して接種してもらえるかとのことですが、令和７年１月29日に開催された

国の予防接種・ワクチン分科会において、これまで疾病の性質、ワクチンの有効性・安全性

など、予防接種基本方針部会や副反応検討部会等で議論されたことを踏まえ、帯状疱疹を予

防接種法のＢ類疾病に位置づけることとされました。ワクチンの有効性・安全性について十

分議論され、生ワクチン「ビケン」と不活化ワクチン「シングリックス」を使用することと

されています。 

  ほかの予防接種と同様に、ワクチン接種前に予診票とともにお渡しする予防接種の説明書

を読んでいただき、一定の副反応等をご理解の上、接種されるものと考えております。 

  以上です。 
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○議長（浅岡正広） 

  中川議員。 

○７番（中川 博） 

  田村部長、ありがとうございます。答弁いただきましたけれども、安全性は十分議論され

て現状問題ないとのことでございます。 

  それでは、現在実施されておられます自治体は、現在はまだ任意接種の助成ですけれども、

対象年齢の違いがあると思いますが、その割合はどうなっているのか、お聞きしたいと思い

ます。 

○議長（浅岡正広） 

  田村部長。 

○健康福祉部長兼総合保健福祉センター長（田村夕香） 

  他団体で実施されています任意接種助成の対象年齢の割合についてですが、帯状疱疹ワク

チン、シングリックスを製造販売しているグラクソ・スミスクライン株式会社の資料による

と、令和６年12月現在で、助成対象を50歳以上としている自治体が95.6％、60歳または65歳

以上が3.0％、その他が1.4％となっています。 

  以上です。 

○議長（浅岡正広） 

  中川議員。 

○７番（中川 博） 

  ありがとうございます。 

  助成対象年齢が50歳以上としている自治体が95.6％ということでございました。もう大半

が50歳以上ということでございます。既にこういうように任意接種の段階からされていると

ころは、定期接種になっても50歳以上にされると思いますけれども、そのことを考慮に入れ

ていただいた上で次の質問に入りたいと思います。 

  近隣の自治体では、松原市などは対象年齢を50歳から５歳刻みで実施すると聞いておりま

すけれども、理由が分かれば教えていただきたいと思います。 

○議長（浅岡正広） 

  田村部長。 

○健康福祉部長兼総合保健福祉センター長（田村夕香） 

  松原市は、４月からの定期接種化に伴い、国の制度設計どおりの65歳以上の５歳刻みで検
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討していたようです。生ワクチン、不活化ワクチンの承認は対象年齢が50歳以上となってい

ることや、松原市医師会からの要望があったことなどから、そのような対応となったようで

す。 

  以上です。 

○議長（浅岡正広） 

  中川議員。 

○７番（中川 博） 

  ありがとうございます。 

  今、お答えいただきましたけれども、松原市は、特に医師会からの要望で50歳から５歳刻

みになったということでございました。 

  次に、助成金額としては、接種費用の半額程度を助成している自治体が多いと思いますけ

れども、河南町はどうされるのか、伺いたいと思います。 

○議長（浅岡正広） 

  田村部長。 

○健康福祉部長兼総合保健福祉センター長（田村夕香） 

  帯状疱疹ワクチンの助成金額ですが、富田林医師会管内４市町村と富田林医師会で協議を

進めているところでございます。概ね国の示す標準的な接種費用、具体的に申し上げますと、

生ワクチン、ビケンは8,860円、不活化ワクチン、シングリックスは２万2,060円となってお

り、その半額程度と考えております。 

○議長（浅岡正広） 

  中川議員。 

○７番（中川 博） 

  ありがとうございます、田村部長。 

  それでは、少し再質問させていただきたいと思います。 

  今、お答えいただきましたように半額程度と考えていただいているとのことで、特に生ワ

クチン、ビケンでのほうですけれども、接種費用が8,860円で、その半額では4,430円となり

ますけれども、ぴったり同じではなくても、概ねその金額にそごのない近い金額をお願いし

たいと思います。よろしくお願いします、近い金額を。 

  あとは先ほども言いましたけれども、安全性も副反応検討部会等で十分議論されたとのこ

とでございます。そこで、対象年齢ですけれども、町が独自に、松原市のように50歳から５
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歳刻みで実施しても問題ないと思いますけれども、これは政治決断が必要だと思いますので、

森田町長のご英断をお聞きしたいと思います。 

○議長（浅岡正広） 

  森田町長。 

○町長（森田昌吾） 

  帯状疱疹についても幾度となくご質問いただいて、国のほうで定期接種化ということにな

りまして、４月から65歳以上の方について定期接種化するということなので、この国の方針

にのっとって町のほうは進めていきたいと思っています。 

  あと、助成額をどうするかということについては、医師会と協議をしているところですの

で、その辺で４市町村と医師会の間で取決めをしてやっていきたいと思っています。 

  あと、年齢の引下げについてなんですけれども、確かにワクチンそのものは50歳以上で対

応するというようなメーカーさんの記載があるというふうには聞いておりますけれども、国

の方針にのっとって65歳以上の方の定期接種から始めていきたいと、このように思っていま

す。 

  以上です。 

○議長（浅岡正広） 

  中川議員。 

○７番（中川 博） 

  ありがとうございます。 

  今日はちょっと回答のほうがあまりいい答弁をいただいていないんですけれども、一番初

めに聞きましたように、安全性については、当初に接種の段階ではちょっと不安があるとい

うようなお答えをいただきましたけれども、もう定期接種になりましたので、安全性につい

ても確保されているということですし、任意接種の段階ではですけれども、全国でも700以

上の自治体がもう既に実施されておられて、そこの95.6％がもう50歳以上を対象にしておる

というような現状を踏まえていただきまして、確かに大阪府下では遅れているんですけれど

も、しかし、今、例を挙げさせていただきましたように、松原市は踏み越えていただいて50

歳以上を対象にするというようなこともありますので、河南町としては、やはり先進的な例

に倣っていただきまして、これもやっぱり町民の皆様の安心・安全のためのそういう政策だ

と思いますので、その辺を判断またよろしくお願いしたいと思います。 

  次に、５事項目ですけれども、下水道等のインフラ整備について伺いたいと思います。 
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  まず、昨日も質問されておられましたけれども、埼玉県八潮市で発生しました道路陥没事

故は、日本全国に大きな衝撃を与えました。陥没の原因は下水道管の破損と見られておりま

す。 

  国土交通省によりますと、2022年度に全国で発生した道路陥没は計１万548件で、うち

13.1％が下水道設備が原因であったということでございます。下水道の標準的な耐用年数は

50年です。今回、下水道管は設置から40年超が経過しておりました。 

  まず、今回の陥没事故を受けて、河南町としての対応をお聞きしたいと思います。 

○議長（浅岡正広） 

  安井部長。 

○まち創造部長（安井啓悦） 

  先週金曜日の一般質問でもお答えさせていただきましたが、令和７年１月28日に埼玉県八

潮市におきまして、下水道管の破損に起因すると考えられる道路陥没が起き、トラック１台

が巻き込まれるとともに、約120万人に下水道の使用自粛を呼びかけるなど、大きな影響が

発生いたしました。当該道路陥没は、地下約10ｍに流域下水道幹線が埋設されており、下水

道管の腐食等が原因と考えられております。 

  この事故により、国土交通省から１月29日付で下水道管路施設に対する緊急点検の要請が

あり、対象は直径２ｍ以上で、晴天時に１日当たり最大で30万ｔ以上の下水を処理できる大

規模な処理場に接続している下水道管となっております。 

  本町には緊急点検の対象となる管路はございませんが、１月31日に自主的に比較的大きな

管路、大きさが1.5ｍ以上で埋設深さが２ｍ以上の区間約84ｍを対象に、職員による目視点

検を実施し、結果、特に異常は認められませんでした。 

  その後、２月21日に国土交通省が設置した下水道に起因する大規模な道路陥没事故を踏ま

えた対策検討委員会の提言を踏まえ、３月18日付で全国の下水道管理者に対しまして、全国

特別重点調査の実施要請がございました。全国特別重点調査は、内径２ｍ以上かつ平成６年

度以前に設置、改築された管路が対象で、専門家によるチェックを経て、１年以内をめどに

調査を完了することを目標とされております。本町には対象区間が664ｍあるため、今後、

この全国特別重点調査を実施してまいります。 

  なお、本町では、令和２年度から下水道ストックマネジメント計画に基づき、硫化水素に

よる腐食のおそれが大きい管路は５年に１回、コンクリート管の管路等は７年から８年に１

回、その他の管路は15年に１回の頻度で点検を実施することとしており、これまでの点検の
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結果、緊急で対応すべき管路はございませんでした。 

  以上でございます。 

○議長（浅岡正広） 

  中川議員。 

○７番（中川 博） 

  安井部長、ありがとうございます。 

  少し再質問させていただきたいと思います。ちょっと私、勘違いしておりまして、直径２

ｍ以上の管はないと思っておったんですけれども、２ｍ以上の管はあるけれども、１日当た

り最大で30万ｔ以上の下水処理する大規模な処理場へ接続している下水管がないということ

で、２ｍ以上は回答いただきましたけれども664ｍはあるということだと思います。 

  次に、下水道ストックマネジメント計画に基づきまして、先ほどお答えいただきましたけ

れども、大きい管路は５年に１回、コンクリート管の管路等は七、八年に１回、その他の管

路は15年に１回とのことでございました。今回の事故現場では、2021年度の三、四年前の調

査で補修に必要な腐食が確認されなかったということでございました。 

  そこで、点検の頻度ですけれども、点検の頻度や手法を見直すべきだという考えも今、出

てきております。河南町としまして、先ほどストックマネジメントの計画がありましたけれ

ども、５年に１回の点検頻度や手法の見直し等の検討はされるのかどうか、お聞きしたいと

思います。 

○議長（浅岡正広） 

  安井部長。 

○まち創造部長（安井啓悦） 

  ストックマネジメント計画につきましては、国が示されておりますマニュアルに基づいて、

これらの中身を決定しているわけでございますので、この辺が国のほうからまた改めて示さ

れましたら、その辺も検討してまいりたいと考えてございます。 

  以上でございます。 

○議長（浅岡正広） 

  中川議員。 

○７番（中川 博） 

  ありがとうございます。 

  国との一体ということなんですけれども、また自主点検も踏まえまして、安全・安心なま
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ちということですので、よろしくお願いしたいと思います。 

  次に、２項目めですけれども、政府は今回の事故を踏まえて、国土強靱化に向けた2026年

度以降、新たな実施中期計画を作成し、それには上下水道管の集中的な修繕や更新を重点施

策に盛り込む方針でございます。今、国の方針が変わったらというように部長からいただき

ましたけれども、その方向に国のほうも動いております。しかし、問題なのは点検等の作業

はマンパワーに頼るところが大きいわけでございます。河南町におきましても、人手不足の

状況であるというように考えております。 

  そこで、そのような人手不足に対応しようと、デジタル技術の活用に力を入れております

自治体が増えております。2023年度の漏水率が2.0％と世界トップの低水準を記録する福岡

市は、人工衛星や人工知能（ＡＩ）を活用することで水道管の漏水調査の効率化を進めてお

ります。河南町として、独自でそのような活動はなかなか難しいと考えますので、早急に水

道企業団や大阪府、国への要望をお願いしていただきたいと思いますけれども、いかがかお

聞きしたいと思います。 

○議長（浅岡正広） 

  安井部長。 

○まち創造部長（安井啓悦） 

  福岡市では、様々な技術を活用し、世界トップの低い漏水率を維持し続けるため、音聴調

査等の従来手法とＡＩやＩｏＴ等の新技術を掛け合わせ、より効率的・効果的な漏水防止シ

ステムの構築を図られております。 

  大阪広域水道企業団から聞き取りをしたところ、漏水や道路陥没がないかを確認すること

を主な目的として、定期的に管路の巡視点検を行っており、今後も定期的な巡視点検など適

切な維持管理を行うとともに、計画的な老朽管の更新、耐震化を実施し、大規模な道路陥没

事故を未然に防止するよう努めているとのことでございます。 

  本町といたしましても、住民の皆様のライフライン確保は重要であると考えておりますの

で、今回ご提案のあった福岡市の新技術の活用などにつきまして、大阪広域水道企業団へ情

報提供してまいります。 

  以上でございます。 

○議長（浅岡正広） 

  中川議員。 

○７番（中川 博） 
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  ありがとうございました。 

  河南町でそういう八潮市のような事故が起こらないように、切にお願いしておきます。 

  以上で私の一般質問を終了させていただきます。ありがとうございました。 

○議長（浅岡正広） 

  中川議員の質問が終わりました。 

  ここで11時５分まで10分間休憩します。 

休   憩（午前１０時５５分） 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

再   開（午前１１時０５分） 

○議長（浅岡正広） 

  それでは、休憩前に引き続き会議を再開いたします。 

  次に、大門議員の発言を許します。 

  大門議員。 

○８番（大門晶子） 

  議席番号８番、大門晶子です。ただいまより一般質問を行います。 

  南海トラフ巨大地震の発生確率は30年以内に80％に引き上げられ、昨年８月には南海トラ

フ地震臨時情報が初めて発表、地震災害はいつ発生するか分からない状況となりました。改

めて社会インフラの定期的な点検更新、耐震化の必要性を痛感するのでありますが、町長は

今般、機構改革を行い、防災の施策に取り組んでいくと明らかにされましたので、安心材料

につなげるには課題もあり、災害時の安全・安心につなげるためにと題して、再度、防災の

テーマを取り上げ、質問いたします。 

  能登半島地震後、災害対策基本法の改正法案も閣議決定されましたが、地震のたびに木造

住宅の耐震基準も変わりますので、１項目めの質問は、ハザードマップに影響を及ぼす住み

かの耐震改修を取り上げます。 

  本町では、平成29年に河南町耐震改修促進計画を策定し、令和８年までの計画期間として

耐震診断費、設計費、耐震改修費の一部補助や、木造住宅の除去費、空家成約奨励金を予算

化し耐震化の促進に努めてくださっているのでありますが、では、ここ数年間の利用状況を

お伺いいたします。 

○議長（浅岡正広） 

  安井部長。 
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○まち創造部長（安井啓悦） 

  耐震関連事業等につきまして、直近３年間の実績でご答弁させていただきます。 

  まず、既存民間建築物耐震診断費補助金につきましては、令和４年度２件、令和５年度ゼ

ロ件、令和６年度で３件でございます。 

  既存民間建築物耐震改修費補助金につきましては、令和４年度、令和５年度の実績がなく、

令和６年度で１件で、木造住宅除却工事費補助金は、令和４年度で３件、令和５年度１件、

令和６年度２件でございます。空家成約奨励金につきましては、令和４年度に１件、令和５

年度は実績がなく、令和６年度も現在のところ実績がない状態でございます。 

  以上でございます。 

○議長（浅岡正広） 

  大門議員。 

○８番（大門晶子） 

  利用実績をお示しいただきましたが、ご答弁いただきましたが、地方防災で重要なのは住

宅の耐震化で、その効果は火災発生のリスク低減、道路閉塞の防止、延焼火災リスクの低減

など、非常に強い公共性もあるのでありますが、ご案内のとおり耐震関連事業の件数はあま

り伸びていないことが分かります。 

  自然災害が発生するたび、防災と減災の意識も高まり、メディアの情報はハザードマップ

を信用し過ぎてはいけないという教訓を伝えており、本町の災害ハザードマップも避難場所、

避難経路を表示し、安全な避難経路を確認するため公開してくださっているのでありますが、

空き家の倒壊や火災などの影響を受け、道路が閉塞した場合のことが気がかりであります。 

  そこで、令和５年住宅土地統計調査で空き家の戸数を調べてみたのでありますが、住宅数

の総数7,500戸に対して空き家戸数は1,130戸と示されています。では、この空き家の持ち主

に耐震改修を促す方策はあるのか、目視で倒壊のおそれがある空き家に対して、木造住宅の

除去補助制度の活動を促しているのか、伺っておきます。 

  加えて、大阪北部地震の際に、高槻市の小学校のブロック塀が倒れ女子児童が死亡してい

ることから、ブロック塀の撤去の現状は把握できているのかということもお示しください。 

○議長（浅岡正広） 

  安井部長。 

○まち創造部長（安井啓悦） 

  耐震関連事業や木造住宅除却工事費補助金などの補助制度の周知につきましては、ホーム
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ページや広報紙によるＰＲに加えまして、令和２年度より、固定資産税納税通知書を送付の

際、耐震関連事業や木造除却、空き家バンクなどの各制度の概要を掲載したチラシを全通知

書に同封し、家屋等の所有者に対しまして個々にお知らせを行っております。 

  次に、ブロック塀の撤去状況でございますが、平成30年６月18日に発生した大阪府北部を

震源とする地震（大阪北部地震）により倒壊したブロック塀の下敷きになり尊い命が失われ、

改めて基準を満たさないブロック塀等の危険性が認識されました。 

  本町では、平成30年度、令和元年度の２年間、地震災害発生時におけるブロック塀等の倒

壊等による災害を未然に防止し、安全かつ迅速な避難のための経路を確保するため、道路な

どに倒壊する可能性のあるブロック塀等の撤去工事に要する費用について補助を行い、平成

30年度、３件、令和元年度、９件の実績がございました。その後の撤去の状況は不明となっ

てございます。 

  以上でございます。 

○議長（浅岡正広） 

  大門議員。 

○８番（大門晶子） 

  補助制度については、固定資産税納税通知書を送付する際、お知らせしてくださっている

ようであります。 

  ですが、本町の空き家対策事業の令和５年度の実績は１件のみで、令和６年度の最終一般

会計の補正予算でも不用額が出ています。数年前に「迫る危機 巨大地震を考える」とした

特集を組み、広報かなんに掲載し、耐震化関連の制度はホームページでご案内してくださっ

ているのですが、利用数を鑑みると、広報紙と共有して、もっと利用促進を図ってほしいと

思っています。 

  ちなみに、人口１万人の高知県黒潮町では、耐震設計30万円、改修工事125万円の補助が

行われていて、毎年、百数十件の実績があるということのようであります。 

  空き家やブロック塀の倒壊が避難行動に影響を及ぼすことは、過去の災害事例からも明白

なので、都市計画区域マスタープランの方針に自然災害等のリスクの公表を行い、その危険

性を周知するとともに、事前の防災対策の強化の促進をするとあることから、住宅の耐震化

は自分の命と同時に他人の命を守るということを住民に気づいてもらうのも、行政の姿勢と

しては必要なことだと思っています。 

  災害ハザードマップの見方も動画配信してくださっているのでありますが、地震の際の災
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害リスクは公表されていないので、避難経路のリスクも含めて広報するなど検討してほしい

と思うのですが、お考えを伺っておきます。 

○議長（浅岡正広） 

  安井部長。 

○まち創造部長（安井啓悦） 

  町では現在、ホームページにおきまして、おうちでできる防災訓練と題して、災害ハザー

ドマップの見方について動画配信しております。また、地震災害に備えて、「こんなときに

地震が起きたら」や「地震が起こったら」、「地震のゆれやすさマップ」などを掲載してお

ります。 

  今後、公開型ＧＩＳ「かなんマップ」において、様々な災害に対応した内容について、よ

り一層住民の皆様に分かりやすい情報発信に努めてまいりたいと考えてございます。 

  以上でございます。 

○議長（浅岡正広） 

  大門議員。 

○８番（大門晶子） 

  住民に分かりやすい情報発信をしていただけるようであります。自分たちが暮らす地域に

どのようなリスクがあるのかを知ることは減災につながり、ひいては安心をもたらすと考え

ますので、できることから取り組んでいただけますようお願いいたしまして、次の質問に移

ります。 

  続いての質問も、南部大阪都市計画マスタープランの都市防災に関する方針から伺います。 

  災害時に役立ち、減災することになる施策には、都市計画や都市計画事業、土木事業のよ

うな空間に関するものが示され、防火地域という特別用途地域や地区計画で必要な避難道路

を整備する方策もあるということのようであります。 

  府が示す都市防災の方針は、近年、自然災害が激甚化、広域化する中で、災害時の被害を

最小化し、被害の迅速な回復を図る現在の考え方に基づき、ハード対策とソフト対策を適切

に組み合わせた防災性の高い都市づくりを推進するとなっていまして、防災街区整備地区計

画を定め、耐火建築物、準耐火建築物への建て替えを適切に誘導するとともに、避難地や避

難経路等の地区防災施設の整備を促進すると示されています。 

  では、本町には特定防災街区整備地区に指定されている地区などがあるのか、伺っておき

ます。 
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○議長（浅岡正広） 

  安井部長。 

○まち創造部長（安井啓悦） 

  特定防災街区整備地区は、阪神・淡路大震災の経験を踏まえ、大規模地震時に市街地大火

を引き起こす防災上危険な状況にある密集市街地について、再開発や防災街区の整備を目的

として、密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律の規定による防災街区整備

方針に基づき指定された地区で、国が指定する重点密集市街地が対象となります。 

  南河内地域では、国が定める重点密集市街地がありませんので、本町におきましては、特

定防災街区整備地区はございません。 

  以上でございます。 

○議長（浅岡正広） 

  大門議員。 

○８番（大門晶子） 

  市街化区域内の建蔽率60％以上の禁止については、原則として準防火地域の指定を促進し、

準耐火建設物の誘導を図るとありましたので、該当する地域があるのか知りたかったのであ

りますが、特定防災街区整備地区はないとのご答弁でありました。 

  では、地震等災害の発生時に、救急救命活動や緊急支援物資の輸送機能の確保のために、

広域緊急交通路沿道建物等についても道路ネットワークを考慮し、耐震化を効果的に促進す

るとなっていますので、本町に該当する交通路があるのか、これについてもお聞きしておき

ます。 

○議長（浅岡正広） 

  安井部長。 

○まち創造部長（安井啓悦） 

  緊急交通路の区間は、災害対策基本法に基づき、都道府県公安委員会が指定します。 

  大阪府では、災害発生時に救助、救急、消火、医療、緊急物資の供給を迅速かつ的確に実

施するための道路として広域緊急交通路を定め、地震発生時の円滑な緊急車両の通行などの

機能を確保するため、橋梁や沿道建物の耐震化などが進められております。 

  町内では、国道309号が広域緊急交通路に指定されております。 

  また、本町耐震改修促進計画では、河南町地域防災計画における地域緊急交通路として定

められている国道309号のほか、府道５路線、町道４路線のそれぞれの指定区間の沿道建築



－215－ 

物の耐震化を促進することとしてございます。 

  以上でございます。 

○議長（浅岡正広） 

  大門議員。 

○８番（大門晶子） 

  マスタープランには、平常時、災害時を問わず、安定的な輸送を確保するため、重要物流

道路として指定される道路網を築き、広域連携の強化、安全・安心の確保等に資する道路に

ついて即効性、実現性を重視し、整備を進めるとありましたのでお聞きしましたが、国道

309号は指定され、国道309号のほか府道５路線、町道４路線の指定区間の沿道建築物の耐震

化を促進するということのようでありますので、よろしくお願いしておきます。 

  次に、災害時の職員体制について、防災活動編成表に基づき質問いたします。 

  本町では、団塊の世代の職員が退職年次を迎え、それを代替する新入職員の累積数が増え、

さらに毎年の人事異動で事務分掌も変わりますので、日常業務に追われ、ふだんは災害に目

が向く余裕がないと思われるのでありますが、それでも非常時に備え、職員が受け持つ役割

分担を定め、対策を講じてくださっています。ですが、これを見る限り、被災時に関わる任

務内容は多岐にわたり、前触れもなく起こる大地震の際に、防災活動の任務を果たすことが

できるのかと危惧するのであります。 

  そこで、初動体制の準備として、いざというときの緊急連絡網は策定されているのか、作

成済みであるなら、毎年見直しが行われるのか、教えてください。 

  また、参集訓練は毎年実施されますが、災害経験者や機動力のある人の区分けや、緊急時

に来庁しやすい職員のリストはあるのか。また、夜間の対応として、職員がいない場合、役

場からの連絡体制や夜間の地震災害を想定した連絡はどのように行われるかもお示しいただ

きたいと思います。 

○議長（浅岡正広） 

  渡辺部長。 

○総合政策部長（渡辺慶啓） 

  本町の災害発生時における職員の体制ですが、町事前配備本部、町災害警戒本部、町災害

対策本部がありまして、その災害に対応する職員体制を設置することとなっております。 

  各本部の防災活動編成につきましては、人事異動等による見直しを行い、円滑に防災活動

が行えるよう調整をしております。 
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  参集訓練につきましては、自宅から役場までの距離に応じて、徒歩から自動車までの内容

で区分をしております。 

  夜間や休日に限らず、職員はあらかじめ防災メールを受信するようにし、一定規模の大雨

や震度５以上の地震などの規模に応じて自動参集することとなっております。 

○議長（浅岡正広） 

  大門議員。 

○８番（大門晶子） 

  自動参集ということですが、交通の途絶などで参集できない場合もありますので、常に連

絡はつくように対策は講じてほしいと思います。 

  続いて伺いますが、職員は参集できたとして、この編成表に基づき職員１人が数役をこな

すには、役割分担をローテーションした訓練を行い、経験値を高めておく必要があると思う

のでありますが、その予定はあるのか、お聞きします。 

  その理由といたしまして、ふだんから防災計画を読み込んでいなければ、速やかな対応も

取りにくいと思うからであります。災害時の行政の対応は、限られた時間、議論の中で、待

ったなしで災害対応に当たることが求められるものでありますが、被災時は災害本部で働く

職員や現場で役割を果たす職員もおり、場合によっては参集困難な職員も出てまいります。

ほかにも任務に精通する者もいれば、採用後間もない職員もいて、職員の体力は様々であり

ます。 

  多様な職員が災害時に力を発揮するには、過去の経験的知見が鍵になると思うのでありま

すが、多くの職員は大災害の経験はゼロの中で、お示しのように役割は決めていても方法は

示されていませんので、編成表に基づく役割分担について、優先すべき行動順位や具体的に

どのような形で動いていくのかなどのチェックリストを作成する必要を感じるのであります

が、このあたりはどのようになっているのか、お伺いいたします。 

○議長（浅岡正広） 

  渡辺部長。 

○総合政策部長（渡辺慶啓） 

  本町では、令和７年２月３日に職員向け防災研修を実施いたしました。これは、大規模災

害時には、組織内の総力を挙げた対応が必要なことから、職員全員が指示待ちにならず、能

動的に行動を起こすことができるよう、動機づけと行動の理解、習熟、知識化、継承を目指

すことを目的といたしまして実施いたしました。 
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  研修では、石川県の能登半島地震において被災地に派遣した職員の体験談の披露や、タイ

ムラインを基軸とした防災対応能力の向上と、災害発生後に職員が対応すべき事項を時系列

に整理し、全体像を把握するとともに、それぞれの対応についての可能性や課題をチェック

いたしました。 

  この研修は、令和７年度においても引き続き本町の進めているタイムライン防災を活用し

た内容で、職員一人一人が自ら考えて行動できるようになることを目指し、実施してまいり

ます。 

○議長（浅岡正広） 

  大門議員。 

○８番（大門晶子） 

  自ら考え行動するということですので、責任分担の事務が履行できるように、よろしくお

願いしておきたいと思います。 

  次に、職員のメンタル面についても伺います。 

  高知市職員労働組合の自主レポートによりますと、大規模災害が発生した際、業務の多忙

さなどからメンタル疾患を患い、退職する職員がいると仮定し、被災職員の課題等に対する

対策について検討を重ねているそうであります。 

  このレポートには、壊滅的な被害を受け被災した職員が疲弊した場合、どのような葛藤を

抱えるのかなどもつづられていますが、自身も被災者でありながら、被災地の復旧を課せら

れる身では、自分の生活と仕事の責任のバランスを取ることの難しさに苦しむ声や、育児や

介護中の職員は、災害対応時に家族の面倒を見ることができない、配偶者も職員の場合、子

供を預ける人はいないなどの声が上がっていました。そこを意識するなら、復旧作業をする

職員も被災者で、被災した家族を抱える身であることを認識していく必要があると思ってい

ます。 

  昨今の傾向として、職員も中途退職する状況でありますので、極限状態では、仲間が踏ん

張ってやっている緊張感にのみ込まれてしまうと疲弊いたしますので、どのような事前準備

をやっておけばいいのか、平時に考え、備えておく必要があると思うのでありますが、これ

については、副町長のお考えを伺っておきます。 

○議長（浅岡正広） 

  江島副町長。 

○副町長（江島芳孝） 
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  地震等によります大規模災害が発生したその際、地方公共団体は、災害応急対策や災害か

らの復旧・復興対策の主体としてその重要な役割を担うことになります。その一方で、災害

時におきましても、やはり継続しておかなきゃならない、そうした通常業務は抱えている状

況にもあります。 

  本町におきましてもそうしたことも考え、河南町業務継続計画、これを策定いたしまして、

住民の生命、身体及び財産を保護し、住民生活への影響を最小限とするよう、迅速に災害対

応業務を行いますとともに、そうした際におきましても必要な行政サービスにつきましては

しっかりと維持しつつ、可能な限り早期に通常業務を復旧させることという形をしておりま

す。 

  ただ、議員ご指摘のとおり、当該業務を担う職員自身が心身ともに大きな負担がかかって

おること、そして、その職員が被災者である、そういうことも考えられる状況にあるとは思

います。 

  国の中央防災会議におきましては、「令和６年度能登半島地震を踏まえた災害対応の在り

方について（報告書）」というのが出ておりまして、そこでは自らが被災しながらも住民支

援を行わなきゃならない職員も含めまして、職員自身の負担、そして疲労、またメンタルヘ

ルスの対応は必要ということを示されており、そのことがひいては組織としてのパフォーマ

ンス、そうしたものに対しても十分維持向上にもつながるというふうに指摘をされておられ

ます。そのため平時から自治体における産業保健の体制強化、そうしたことなどが対策が必

要ということも示されているところではございます。 

  本町におきましても、平時から河南町業務継続計画を職員が理解し、大規模災害に備え、

災害時に住民に対してしっかりとその責務を果たす、これはもちろんでございます。加えま

して、こうした報告書の内容も踏まえ、職員の心身のケアにも十分に配慮できるよう、そう

した方策にも進めてまいりたいと考えております。 

○議長（浅岡正広） 

  大門議員。 

○８番（大門晶子） 

  ご答弁ありがとうございます。 

  職員が仕事をしやすい環境を整えることは、災害時に必要となる行政サービスを向上させ、

住民の安全・安心につながると思いますので、よろしくお願いしておきたいと思います。 

  次に、職員の災害時のストレスについても質問いたします。 
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  前回の質問で、職員数の余裕についてお聞きいたしましたが、無駄が出ることは避けるべ

きだとは思いますが、若干の余裕は必要であると、今も私は考えています。 

  なぜなら、答弁でお示しのように、応援要請するにしても、住民が不安に陥ると、そのい

らいらの矛先は町職員に向かい、その対応が求められると思うからであります。こんなとき、

支援する側の職員も相談できる体制があれば、安心につながるのでありますが、連日、激務

に追われますので、職員も交代で体を横たえるスペースや睡眠を取ることは重要な課題とな

ってまいります。被災現場でリーダーとして気をつけてもらいたいのは、相談できる体制や

休息を取る環境をふだんから意識し、用意することであります。 

  緊張や長時間の活動が続いてしまうと、ストレスを吐き出すことができず、緊張感や不安

感を高めてしまうので、それが体にも影響を及ぼすことを意識し、平時に検討しておいてほ

しいのでありますが、これは災害復旧の陣頭指揮をする町長にお伺いいたします。 

○議長（浅岡正広） 

  森田町長。 

○町長（森田昌吾） 

  お答えをさせていただきます。 

  災害が発生すると、大きな災害、大規模な災害が発生すると、なかなか職員で手が回らな

いというような状況に陥るということは想定内のことなんですけれども、ただ、その場合、

大規模災害ですので、職員のほうも被災を受けてるという場合もあるし、そして家族がどの

ようになっているか、それからおうちがどうなっているかとかいろんな問題があって、通常

のときと比べるとリスクというのは高くなっていくというふうに思っています。 

  そういうところでも、やっぱり職員は住民のためにということで、全体の奉仕者として仕

事をしなければならないということで頑張らなきゃならないということで、公務優先を取る

ような形にならざるを得ないというような状況になろうかと思っています。 

  そういう場合、どうしても勤務時間が長時間になるというようなことは、いろいろな大き

な災害、能登半島もそうですし、熊本の地震もそうですし、東日本大震災のときでも、やは

り自治体職員の勤務時間が長時間に及んでしまいますということは、いろんなところでそう

いう報告がなされているかと思います。 

  それを、やはり平時のほうから何かやっとかな駄目ですよねという、そういうご指摘の質

問だと思うんですけれども、平時に状況を想定しながら行うというのはなかなか難しいと思

っています。 
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  ただ、毎年、職員について、会計年度任用職員も含めてですけれども、健康診断というの

を１年に１回行っております。それに合わせまして、全職員に対しまして、ストレスチェッ

クというのを、本人がどのような状況になっているかということを、チェックのシートを出

してもらって、専門家のところで分析をしていただいているというようなそういうことをや

っています。そして、本人さんにもこういう状況ですよということで通知をし、なおかつ産

業医の相談も受けられますという案内を職員にはしています。そういう形で平常時に、やは

り心の健康というのを大事にするということで。 

  ただ、病気なんかの健康と同じように、自分の身は自分で守るという趣旨で、そういう案

内をするんですけれども、やはり、職員個々の自主性というんですか、自主的な受診とか、

あと相談とか、そういうようなことをしていくという形に今はしております。ただ、やはり

相談の件数が少ないというのは実態としてあるようです。 

  災害時にどうしていくかとなっていきますと、災害時にはやはり当然ながらそういうメン

タルをする部署というか、人事とかそういうところも当然ながら災害対応に当たるので、な

かなか人員的には難しい点がいっぱいあります。それに併せて、やはり専門家というんです

か、専門を有する方と連携を取るような体制も構築というか、ふだんからそういう連携でき

るような体制にしておくということも必要かなと思っていますので、その点はちょっと研究

していきたいと思います。 

○議長（浅岡正広） 

  大門議員。 

○８番（大門晶子） 

  町長のお考えをお伺いいたしました。 

  災害が起こったときは、職員の頑張りがこのまちを支えてくださいます。被災時、住民が

困難を乗り越えられるのは、職員さんの力によるものが大きいので、町長のお言葉からも、

やっぱりその時々の対応をしてくださっていることが分かりましたので、よろしくお願いし

ておきたいと思います。 

  では、次の質問は、震災後の住居の問題についてお聞きいたします。 

  大規模災害の発生後、住む家を失った被災者にとっては、住居の確保が問題となりますの

で、この項目では、被災者の住む場所に着目して質問いたします。 

  住みかを失った被災者は、発災直後は地域の公民館などの指定緊急避難場所（災害対策基

本法49条の４）に一時的に難を逃れ、その後、当面の居住場所となる応急仮設住宅が確保さ
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れるまで指定避難所（同法49条の７）で、避難所生活を余儀なくされることになり、指定避

難場は一定の人数を収容できる体育館等が指定されるようであります。 

  その後、応急仮設住宅が確保されると、そちらに移りますが、応急仮設住宅は、発災後、

原則20日以内に着工、また借り上げることとなっています。ただ、災害の規模が大きく、被

災者が多い場合、建設までに時間がかかるケースもあり、応急仮設住宅の提供は、原則２年

間となっていても、過去の事例では入居に数か月かかり、その後も数年以上の仮設住宅暮ら

しを強いられる場面も見られたということであります。 

  その後、被災者は自宅の再建や賃貸住宅への移転を選択することになるのですが、短い期

間に転々とせざるを得ない状況に陥り、様々な生活上の課題を抱えることが少なくありませ

ん。 

  この課題について、地域防災計画には詳しく明記されていませんので、どのように対応さ

れるのか、決まり事があるならお示しいただきたいと思います。 

○議長（浅岡正広） 

  渡辺部長。 

○総合政策部長（渡辺慶啓） 

  地域防災計画では、避難者の健全な居住環境の早期確保のために、応急仮設住宅の迅速な

提供を行い、指定避難所の早期解消に努めることとなっております。また、被災建築物応急

危険度判定及び被災宅地危険度判定を迅速に実施し、被災しながらも応急対策をすれば居住

を継続できる住宅の応急修繕を推進することとし、指定避難所に滞在する被災者の低減に向

けた方策を検討いたします。 

  この間、指定避難所から応急仮設住宅、復興住宅に住居を移転することとなりますが、被

災者それぞれに抱える課題が異なることから、ケースごとに判断せざるを得ないものと考え

ております。 

○議長（浅岡正広） 

  大門議員。 

○８番（大門晶子） 

  次に、応急仮設住宅の設置についても伺っておきます。 

  応急仮設住宅とは、災害救助法第４条の規定に基づき、災害救助の一環として、通常は都

道府県が設置運営するとあります。 

  では、この場合、自治体の初期投資の負担はどの程度生じるのか、教えてください。 
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○議長（浅岡正広） 

  渡辺部長。 

○総合政策部長（渡辺慶啓） 

  災害救助法に基づく応急仮設住宅は、民間賃貸住宅を活用した賃貸型応急住宅、建設型応

急住宅及びその他適切な方法によるものと分類されており、応急救助の実施主体である都道

府県が被災者に対して供与することになりますので、本町の住居負担というものはございま

せん。 

○議長（浅岡正広） 

  大門議員。 

○８番（大門晶子） 

  答弁にありますように、町の事務ではないということは承知していますが、被災地の事例

では、被災者及び市町村の意向を踏まえて避難、整備を行うということで、申込みに関する

相談や情報提供、また申込みの受付窓口などは町が行い、家賃や教育費、仲介手数料も町負

担となっていますので、このことも含めてスムーズな対応ができるようにお願いしておきた

いと思います。 

  次に、熊本地震の際は、一定の賃貸住宅も確保できたことから借上型が多く、東日本大震

災の岩手県では被災者も膨大な数に上り、建設型が主流となったと聞きました。 

  自宅再建の選択は、建設型の場合は短時間に多くの住宅を建設することになるため、自治

体の設計積算、契約、施工管理などの事務負担が大きく、20日以内の着工は事実上難しいの

が現状だということであります。 

  東日本大震災では、市町村と建設用地を協議決定し、間取りや設備などの標準的な仕様を

決め、その後、契約事務を簡素化して事業者団体にまとめて発注する方式を取ったそうであ

りますが、居住性や設備などの点で一長一短があり、どちらの方法がよいのか、平時に場面

想定し、検討しておいてほしいのでありますが、これについてもお考えを伺います。 

○議長（浅岡正広） 

  渡辺部長。 

○総合政策部長（渡辺慶啓） 

  応急仮設住宅の供与につきましては、応急救助の実施主体である都道府県が被災者に対し

て供与するものとなります。比較的規模が小さい場合は、民間賃貸住宅の空き家等の活用を

行うこととなりますが、大規模災害時は、建設型により応急仮設住宅を確保することとなり



－223－ 

ます。また、多くの方に一日でも早く応急仮設住宅を供与するため、間取りや設備などは標

準的な仕様になるものと考えております。 

○議長（浅岡正広） 

  大門議員。 

○８番（大門晶子） 

  では次に、河南町避難行動要支援者避難行動支援プランの第２章、要支援者情報の把握、

共有、個別計画の策定の項目のうち、避難行動要支援者名簿の作成についてお伺いいたしま

す。 

  このプランによりますと、災害時避難行動要支援者名簿は、在宅の要支援者を対象として

７分類に分け、情報収集されているようであります。 

  名簿は、要配慮者の安否確認と適切な支援を目的に整備され、今日に至っていると理解し

ているのでありますが、災害時に役に立つように本番を意識した収集となっているのか、確

認したいと思います。 

  まずは、収集済みの７分類の対象者の種類ごとの人数をお示しいただきたいと思います。

また、その人数は対象者のそれぞれ何％に当たるのかもお示しいただきたいと思います。 

○議長（浅岡正広） 

  田村部長。 

○健康福祉部長兼総合保健福祉センター長（田村夕香） 

  河南町避難行動要支援者避難行動支援プランに示しています避難行動要支援者名簿の対象

者は、ア、要介護３以上の判定を受けている者、イ、身体障害者手帳の１級、２級の交付を

受けている者、ウ、療育手帳制度のＡ判定の者、エ、精神障害者保健福祉手帳の１級の交付

を受けている者、オ、65歳以上の独り暮らしの者、カ、70歳以上のみの世帯の者、キ、その

他、自力での避難が困難で支援を希望する者でございます。 

  毎年、転入、転出、死亡等、異動情報を更新し、名簿未登載者へ情報提供同意書や個別計

画書を送付し、その回答書面をもって名簿に登載しています。 

  令和５年度の項目ごとの名簿登載数は、要介護３以上の判定を受けている者は104人で対

象の53.1％、身体障害者障害手帳の１級、２級の交付を受けている者は120人で対象の

51.5％、療育手帳制度のＡ判定の者は35人で対象の60.3％、精神障害者保健福祉手帳の１級

の交付を受けている者は６人で対象の100％、65歳以上の独り暮らしの者は232人で対象の

22.5％、70歳以上のみの世帯の者は474人で対象の18.8％、その他、自力での避難が困難で
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支援を希望する者は41人で、対象は明確ではございませんので割合は分かりません。 

  なお、各対象は重複している場合がございますので、割合は明確なものでないことをご理

解いただきたいと思います。 

○議長（浅岡正広） 

  大門議員。 

○８番（大門晶子） 

  ご丁寧に調べていただきましてありがとうございます。重複するものもあるということは

やむを得ないということで理解いたしました。 

  この把握の目的は、基本的な考え方として、プランの趣旨にも書かれているように、災害

発生時に多くの要支援者の生命と身体を守るという重要な目標を達成するために情報収集さ

れているということのようでありますので、現状でその目標が達成できているのかが気にな

ります。 

  避難行動要支援者名簿の作成の義務化は、東日本大震災の教訓として災害対策基本法が改

正され、避難行動要支援者名簿を作成することが、市町村の義務になったと理解しているの

でありますが、その情報の取得方法として、見直しに当たっては毎年転入転出、死亡等の移

動情報を更新し作成するとの答弁でしたので、この手法で本町に住まいする人の安全の課題

責任を果たせるのかと、ふと疑問に思ったのであります。 

  確かに、地域防災計画には要支援者の状況は常に変化し得るので、町は随時更新を行うと

なっていますが、更新のために必要な情報として町が保有する情報を活用し更新するなら、

その際、本人の同意は必要なく更新されるものでしょうか。それとも、その都度了解を得て

いるということなのか、お示しいただきたいと思います。 

○議長（浅岡正広） 

  田村部長。 

○健康福祉部長兼総合保健福祉センター長（田村夕香） 

  現状、町で保有している住民基本台帳などの情報については、その都度、名簿の更新を行

っております。 

○議長（浅岡正広） 

  大門議員。 

○８番（大門晶子） 

  では、名簿作成の義務化は、情報を収集することこそが災害時に有効な手段となると思う
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のでありますが、私たち夫婦はともに70歳を超え、自主申告の該当者となったのであります

が、自主申告の手続が必要ということは、友人も知らないという状況で、同年代が申告済み

かどうかも分からない状況であります。 

  では、この名簿は自主申告で毎年更新が行われているということでありますが、どのよう

にして収集されているのか。加えて、この名簿の管理体制は、毎年更新されているものを共

有するにはどのような仕組みになっているのかをお聞かせください。加えて、収集時に名簿

提供を拒否または同意しない方の数、加えて個別避難計画の作成を希望される方の有無につ

いてもお示しをいただければと思います。 

○議長（浅岡正広） 

  田村部長。 

○健康福祉部長兼総合保健福祉センター長（田村夕香） 

  先ほどもお答えしましたように、町で把握した対象者に情報提供同意書や個別計画書を個

別に送付し、その回答書面で情報の収集を行っております。名簿作成の際、名簿の提供に同

意しない意思表示をした人は、令和５年度で58人です。 

  名簿について、原本は高齢障がい福祉課が保管し、副本は危機管理室で保管しております。 

  なお、同意された方の情報について、民生委員児童委員協議会、自主防災組織、社会福祉

協議会などと情報共有できるよう取り組んでまいります。 

  また、名簿登載の意思確認の際に、個別の避難計画の希望の有無については確認しており

ません。 

  以上です。 

○議長（浅岡正広） 

  大門議員。 

○８番（大門晶子） 

  では、続いて安否確認についての項目で伺います。 

  まず、安否確認のために情報提供に回答されなかった方への対応というのは、今後どのよ

うにされるのか、お示しいただきたいと思います。 

○議長（浅岡正広） 

  田村部長。 

○健康福祉部長兼総合保健福祉センター長（田村夕香） 

  回答されなかった人には、次年度に再度送付を行い、回答を促しております。 
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  発災時には、避難行動要支援者対象者名簿により安否確認を行います。また、地区や各団

体の協力を得て、安否確認を行うようになります。 

○議長（浅岡正広） 

  大門議員。 

○８番（大門晶子） 

  回答されなかった人には再度送付し、回答を促してくださっているようであります。 

  実は、数年前に茨木市で開催された勉強会で知ったのでありますが、民生委員さんの中で、

この名簿の管理について、災害時に自分が倒れたら名簿の所在が分からなくなってしまうの

で、その場合はどうしたらいいのか。また、名簿を持ち出すとして、自分一人で確認ができ

るのだろうかとの悩みをお聞きいたしましたが、本町では、今後、名簿だけではなく災害に

関するもろもろの情報はＤＸを活用する方法が取れないのか、お伺いいたします。 

  また、能登半島地震の際、ご近所などに助けられたという方が７割以上だったという報道

をお聞きいたしましたので、地域での声のかけ合いや支え合いが災害時に役に立つというこ

とであるなら、改めて名簿に記載されている方だけではなく、いざというとき地域の皆さん

で支え合える地域づくりを進めていただきたいのでありますが、お考えを伺います。 

○議長（浅岡正広） 

  田村部長。 

○健康福祉部長兼総合保健福祉センター長（田村夕香） 

  名簿は、データと紙媒体で保管しております。 

  要支援者の位置情報などを地図に示し、災害時に活用できるようにするなど、今後ＤＸの

活用を考えていく必要がありますが、要支援者については、個人情報の保護の観点や情報共

有の範囲などの課題も多いと考えております。 

  議員仰せのように、災害時には地域の共助が重要であります。そのため、日頃から地域で

声かけ、助け合いができる取組を進めておられる地区もあるようです。そのような仕組みづ

くりが必要であると考えております。 

○議長（浅岡正広） 

  大門議員。 

○８番（大門晶子） 

  地域の事情も異なるようでありますが、安全・安心に向けて、よろしくお願いしておきた

いと思います。 
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  続いての事項は、個別計画に移ります。 

  ここでは、避難行動要支援者の個別避難計画の策定進捗状況についてお聞きします。 

  個別避難計画の作成の努力義務化は、これも過去の答弁で、計画の作成を進めているが、

全ての人の更新は難しい状況であること、名簿の未登載の方に情報提供同意書や個別計画書

を送付し、その回答書面をもって名簿に登載していること、また、時間の経過とともに更新

が必要で、方法についても検討すると明らかにされましたので、その後、検討課題の対応は

どうなっているのかということをお伺いいたします。 

○議長（浅岡正広） 

  田村部長。 

○健康福祉部長兼総合保健福祉センター長（田村夕香） 

  議員ご指摘の個別避難計画の策定については、防災担当部署を中心に関係機関連携の下、

取組を始めているところでございます。しかし、個別計画書について、その更新をどのよう

に行っていくかが大きな課題と考えております。 

  以上です。 

○議長（浅岡正広） 

  大門議員。 

○８番（大門晶子） 

  更新をどのように行っていくかということが課題だとお示しくださいました。 

  では、このことについて、答弁は今もう田村健康福祉部長が答弁されているのであります

が、この情報を収集している担当は、なぜ健康福祉部なのかということが理解できないので

あります。 

  では、検討している所管課及び検討会議などは常設的に開設されているものなのか、もし

くは期間を限定されるものなのかということについてもお聞きしておきます。 

○議長（浅岡正広） 

  渡辺部長。 

○総合政策部長（渡辺慶啓） 

  避難行動要支援者名簿の作成につきましては、高齢者や各種障がいのある人など、要支援

者に関する情報を把握している高齢障がい福祉課が担っております。 

  作成した名簿につきましては、個別計画書等の情報も含め、危機管理室に提供を行い、危

機管理室から関係組織などに情報提供や共有を行うことで、災害時要援護者対策に取り組ん
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でおります。 

  町としましては、町の組織や災害対応関係機関、地域福祉団体などと連携して災害対応を

図っていく必要性があることから、令和７年度も引き続き自主防災組織や消防団、地区福祉

委員会を対象とした防災講習会を開催します。 

  今後、関係機関との地域防災会議の中で、要支援者への対応をどうするか、要支援者円卓

会議などで進めていきたいと考えております。 

○議長（浅岡正広） 

  大門議員。 

○８番（大門晶子） 

  今、ご答弁いただいたように、高齢障がい福祉課が担い、危機管理室に情報提供され、災

害時要援護者対応に当たってくださっているようであります。 

  ただ、この個人情報ファイルには、発作歴やアレルギーなども含まれますので、町内に集

まる情報と共有すれば、難病の方や慢性疾患を抱えていらっしゃる方の情報も事前に把握で

きるのではないかというふうに考えています。災害直後、重症者と軽症者が混在し、選別さ

れないまま病院などに傷病者が集まると現場が混乱いたします。そこで災害トリアージを行

うことで効率よく処置でき、最大多数の命を救うことが可能となってくると思われるのであ

りますが、最後の暮らしも見据え、事前に関係する課で情報共有し、そのあたりの整備も部

内で検討をお願いしたいのでありますが、ご答弁をお願いいたします。 

  加えて、町は、情報共有について同意をいただいた人に対しては、民生委員児童委員、自

治会、自主防災組織などとの連携を図り、ご本人が同意する個別計画の内容は、平時から情

報を共有し活用するとあるのでありますが、これについても更新される情報を共有し、活用

する仕組みはどうなっているのか、お示しください。 

○議長（浅岡正広） 

  渡辺部長。 

○総合政策部長（渡辺慶啓） 

  個別避難計画の作成を含め、災害時に地域の皆様と速やかに連携できるよう、平時から取

組が必要と考えます。 

  現在は、要支援者名簿に登載された時点で個別避難計画を作成しており、更新作業まで実

施できておりませんが、庁内や関係組織などの情報共有や避難計画作成の活用などに努めて

いく必要があると考えております。 
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○議長（浅岡正広） 

  大門議員。 

○８番（大門晶子） 

  避難計画作成への活用などに努めていく必要があるとお考えをお示しくださいました。 

  では次に、条例制定について伺います。 

  令和５年３月に作成された第４期河南町地域福祉計画、河南町地域福祉活動計画の58ペー

ジには、防災、防犯体制の11の項目が書かれており、要配慮者の避難を支援する仕組みづく

りについては、自主申告制度により避難行動要支援者名簿を調整していること、災害や緊急

時の避難に活用できるよう名簿の共有や地域ごとに避難ルートを決めた要配慮者避難プラン

の作成など、その活用に向けた検討を進めていくと書かれているのでありますが、この計画

は令和９年度までの計画でありますので、活用に向けた検討の進捗状況をお示しいただきた

いと思います。 

○議長（浅岡正広） 

  田村部長。 

○健康福祉部長兼総合保健福祉センター長（田村夕香） 

  第４期河南町地域福祉計画・河南町地域福祉活動計画には、要支援者に対する支援の在り

方を、町及び社会福祉協議会、地域が一体となって進めることとしています。その中で、

（仮称）緊急時要配慮者避難プランの必要性は十分認識しています。 

  先ほどの答弁の内容から、まずは個別計画の精度向上を図る必要があり、それに取り組ん

でいるところでございます。 

  以上です。 

○議長（浅岡正広） 

  大門議員。 

○８番（大門晶子） 

  個別計画の精度向上を図る必要があり、それに取り組んでくださっているようであります。 

  全国の市町村では、災害対策基本法49条の11第２項を踏まえ、避難行動要支援者名簿に関

する条例や避難行動要支援者名簿情報の提供に関する条例などを制定し、防災対策に関する

基本条例等も改正または制定して関係規定を置く自治体もあるのでありますが、では、避難

行動要支援者名簿の利用提供に当たり、個別計画の運用に対して条例を制定するお考えはあ

るのかということも伺っておきます。 
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○議長（浅岡正広） 

  渡辺部長。 

○総合政策部長（渡辺慶啓） 

  全国の市区町村では、災害対策基本法第49条の11第２項を踏まえ、避難行動要支援者名簿

に関する条例などが制定されております。それらの条例において、特別の定めの内容は、本

人の同意がない場合でも個人情報を提供できるように定めております。また、本人の拒否も

定めている場合もあります。 

  本町では、避難行動要支援者の対象者に照会した結果、本人の同意を得ていない情報は平

時において利用しないこととしておりますが、災害時には、災害対策基本法の規定により本

人の同意を得ずして個人情報を提供することができるようになっています。 

  現時点では、災害対策基本法において対応できると考えておりますが、平時における名簿

の取扱いについては調査研究してまいります。 

○議長（浅岡正広） 

  大門議員、すみません。ここで質問の途中ですが、午後１時まで休憩とさせていただきま

す。 

休   憩（午後０時０１分） 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

再   開（午後１時００分） 

○議長（浅岡正広） 

  それでは、休憩前に引き続き会議を再開いたします。 

  大門議員。 

○８番（大門晶子） 

  ご答弁では、現時点では災害対策基本法で対応できるとお考えのようであります。 

  では次に、個別の避難計画及び訓練などについて伺います。 

  内閣府防災情報ページの調査事項の回答によりますと、本町の個別計画の策定状況は一部

策定済みとあり、令和６年４月１日現在の個別避難計画数は1,099件と示されています。ま

た、町内連携の取組、個別避難計画に係る訓練も検討中で、個別避難計画を策定することの

同意を得られた人の人数も明らかになっていました。 

  ただ、地域防災計画を読んでいて感じるのは、安否確認対象者、要配慮者、避難行動要支

援者などが混在していてその整理ができていないことが、大災害の折に避難の際の施策の取
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組に渋滞を引き起こしかねないと思っています。 

  防災計画では、避難行動要支援者の対策の中に要配慮者が出てまいりますが、国が個別の

避難の支援計画をつくらなくてはいけないと特定しているものもあり、要支援者や要配慮者

などの対象者の整理をどうするのか、もう一度協議して整理していただきたいのであります

が、お考えを伺います。 

○議長（浅岡正広） 

  渡辺部長。 

○総合政策部長（渡辺慶啓） 

  災害対策基本法は、自ら避難することが困難なものであって、その円滑かつ迅速な避難の

確保を図るために特に支援を要する者を避難行動要支援者として、その名簿を作成しておか

なければならないとしております。また、令和３年の改正により、その名簿情報に係る避難

行動要支援者ごとに個別避難計画を作成するよう努めなければならないとされました。しか

し、65歳以上であることなど非難能力に着目しない要件を用いて名簿を作成している場合に

は、避難行動要支援者の範囲を設定し、避難行動要支援者名簿を精査し、個別避難計画の作

成に取り組んでいくことが適当であるとされております。 

  つきましては、本町の平成26年度に改定しました河南町避難行動要支援者避難行動支援プ

ランの見直しも含め、整理していきたいと考えています。 

○議長（浅岡正広） 

  大門議員。 

○８番（大門晶子） 

  いずれにしましても、混乱が生じないようによろしくお願いしておきたいと思います。 

  次に、内閣府の調査項目の訓練の項目については検討中となっていたのでありますが、枚

方市では、関係部と連携した情報連携訓練を実施、避難確保計画に基づく行動を促すためプ

ロジェクトチームを設置して、会議開催の担当は輪番制でやっておられるようでありますし、

豊中市の場合は、要配慮者に係る避難支援の在り方の検討会議を設置して、事務局は危機管

理課にあります。高槻市では、防災と福祉が連携したコミュニティタイムラインの作成のた

めのワークショップが開催され、忠岡町でも、要配慮者利用施設における避難確保計画の作

成促進を図り、令和３年度中に対象施設の計画が作成完了となっていました。また、大東市

では、災害時の避難所での本格的な宿泊訓練が実施され、避難所運営とは何か、不足する資

材はないか、災害を考えるきっかけとしておられます。このように、府内でも着々と実践型
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の取組が始まっています。 

  そこで、計画は最新の情報を取り入れつつ、できるだけ早期に作成したいとお示しくださ

っていますので、要支援者や要配慮者等の定義も整理して、検討中の訓練が実施できるよう

な体制を早期に構築し実践してほしいのでありますが、ご答弁をお願いいたします。 

○議長（浅岡正広） 

  渡辺部長。 

○総合政策部長（渡辺慶啓） 

  内閣府の調査による個別避難計画に係る訓練は、策定済みの個別避難計画を活用した避難

訓練や訓練を通じて個別避難計画に関する理解を深め、避難訓練の経験を書面に落とし込み

個別避難計画を策定することなどでございます。 

  個別避難計画に係る訓練は、町総合防災訓練、避難所運営訓練、水防訓練等の一部として

行うことや自治会の避難訓練、個別避難計画の策定途中の段階で行う訓練、また、避難行動

要支援者が自主的に実施できる訓練として、避難行動要支援者本人が自主的にご家族と一緒

に避難先まで歩いてみること、玄関先まで移動すること、自宅内での移動を行うことなど、

図上訓練を行うとともに、町が避難行動要支援者に実施を呼びかけている場合を想定してお

ります。 

  現在、検討中としている本町の個別避難計画に係る訓練につきましては、地域防災計画改

定と同様に実施に向けて対応してまいりたいと考えております。 

○議長（浅岡正広） 

  大門議員。 

○８番（大門晶子） 

  訓練については、実施に向けて対応してくださるようですが、根拠となる地域防災計画は

早期に改定していただくようによろしくお願いいたします。 

  そこで、安心できる避難所に向けた取組として、自主防災会の状況や課題について把握で

きているものがあればお示しいただきたいのと、あわせて、防災士等の資格の取得状況、ま

た、取得をしていただいた人数、さらにこの方たちはどのように活用されるのかということ

もお聞きしておきます。 

○議長（浅岡正広） 

  渡辺部長。 

○総合政策部長（渡辺慶啓） 
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  今年度から各自主防災組織等で実施します地区避難訓練の開催に要した費用に対しまして、

１訓練２万円を上限に補助することとしております。この事業は、各自主防災組織や地区な

どが災害発生時を想定した訓練を実施することを目的としております。 

  次に、避難所運営についての課題につきましては、今後、河南町自主防災連絡協議会にお

いて協議したいと考えております。 

  防災士につきましては、現在、町の補助で防災士の資格を取得していただいた方は36人で

あり、自主防災組織の中で防災に関する取組を推進し、地域住民の防災への意識向上に取り

組んでいただきたいと考えております。防災士の資格取得者が増えることで、より防災力の

向上につなげてまいりたいと思います。 

○議長（浅岡正広） 

  大門議員。 

○８番（大門晶子） 

  続いて、災害ケースマネジメントの取組についても伺います。 

  令和３年度には、国の防災基本計画に被災者の生活再建に取り組むための災害ケースマネ

ジメントに関して追記され、令和４年に標準的な取組方法をまとめた手引書が公表されまし

た。 

  それによりますと、市町村は実施体制を明確にし、災害ケースマネジメントの実施や体制

について地域防災計画の制度に位置づけておくことで、災害時の対応分担を明確にしておく

となっているのでありますが、本町ではどのようになっているのかお示しください。 

○議長（浅岡正広） 

  渡辺部長。 

○総合政策部長（渡辺慶啓） 

  災害ケースマネジメントとは、被災者一人一人の被災状況や生活状況の課題等を個別の相

談等により把握した上で、当該課題等の解消に向けて継続的に支援することにより、被災者

の自立、生活再建が進むようにマネジメントする取組であります。 

  したがいまして、平時から地方公共団体の部局間の連携のみならず、専門的知見を有する

社会福祉法人、福祉施設、社会福祉協議会、ＮＰＯ等の民間団体との協働が必要であること

から、連携体制を構築しておくことが重要となります。町地域防災計画の改定時に災害ケー

スマネジメントの体制を位置づけていくよう検討してまいります。 

○議長（浅岡正広） 
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  大門議員。 

○８番（大門晶子） 

  連携体系を構築しておくことが重要で、町防災計画改定時に位置づけるよう検討するとの

ご見解をお示しいただきました。 

  内閣府が示している定義には、近年の自然災害の激震化、頻発化を受け、現在も長期にわ

たる避難生活を強いられている被災者もいることから、災害ケースマネジメントの重要性が

高まっているということのようであります。 

  そこで、令和５年９月には市町村職員を対象とするセミナーがオンラインで開催され、基

調講演なども行われたようでありますが、これらの情報は本町でもシェアされているのか、

伺っておきます。 

○議長（浅岡正広） 

  渡辺部長。 

○総合政策部長（渡辺慶啓） 

  議員仰せの日のセミナーにつきましては、大阪府から情報提供をいただいておりましたが

参加することはできませんでした。しかし、その講師がほかで実施した同様のセミナーに本

町の危機管理室の職員が参加しており、今後も研修等があった場合は参加したいと考えてお

ります。 

○議長（浅岡正広） 

  大門議員。 

○８番（大門晶子） 

  研修の機会があれば参加したいということですので、よろしくお願いしておきます。また、

ほかにも内閣府のホームページには実施の手引も掲載されていますので、このような情報も

収集していただき、災害の相談体制も重ねて充実していただけますようにお願いしておきま

す。 

  では、本日最後の質問、備蓄品の公表の項目に移ります。 

  政府は、地方自治体に対し、災害備蓄状況の公表を年１回義務づける方針で、通常国会に

おいて災害対策関連法の改正案に盛り込み、各自治体の備蓄情報を透明化することで、能登

半島地震で課題となった災害時の避難生活の環境改善を進める狙いがあると報じています。

また、能登半島地震で簡易トイレなどの物資が大幅に不足したことを受け、各自治体の災害

備蓄の強化を支援する方針も打ち出しているようでありますが、これが改正されると、本町
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でもホームページなどで年１回の公表は義務となってまいります。 

  では、現在、各自治体で備蓄物資の状況調査が行われていると聞きましたが、本町では公

表に向けた準備はどの程度進んでいるのか、お示しください。 

○議長（浅岡正広） 

  渡辺部長。 

○総合政策部長（渡辺慶啓） 

  災害備蓄状況の公表を年１回義務づけられることから、令和６年度に町防災備蓄倉庫（旧

保健センター）と町防災資材倉庫（神山倉庫）の備蓄物資の確認と備蓄品の公表に向けた整

備を行いました。したがいまして、本年度末までにホームページで公表する予定で作業を進

めております。 

○議長（浅岡正広） 

  大門議員。 

○８番（大門晶子） 

  ホームページで公表できるように準備作業が進んでいるようで安堵いたしました。 

  防災備蓄倉庫の備蓄品目例などの公開や防災関連の見直し、防災計画についても見通しが

立ったことは安心材料につながります。しかし、住民は平時でさえ多くの問題を抱え不安材

料があり、住民の抱えている課題は地域によっても異なり、年代や生活スタイルによっても

違いがあります。住民の安全・安心のために最善の配慮をするなら、備蓄品も画一的なもの

ではなく、地域住民と話し合う場を設け、協議を持ちながら総合的に進めてほしいのですが、

再度お考えを伺います。 

○議長（浅岡正広） 

  渡辺部長。 

○総合政策部長（渡辺慶啓） 

  町が保有する災害用備蓄品を公表することで、各家庭や各地区の自主防災組織でも備蓄品

の参考になると考えます。災害用備蓄品については、これまでの災害から必要となる品目や

数量の目安が示されておりますので、その備蓄に努めてまいります。 

  地域住民の意向については、自主防災組織の長で構成された河南町自主防災連絡協議会に

おいて、総合的に行えるよう検討してまいります。 

○議長（浅岡正広） 

  大門議員。 
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○８番（大門晶子） 

  災害時の安全・安心につなげるために、諸課題について質問させていただきました。 

  一昨日開催されました南海トラフの講演会では、南海トラフは能登半島地震よりもはるか

に大きな被害が想定され、事前対策や災害に対する知識を身につけることで被害を減らすこ

とが可能となり、防災意識の向上と継続した取組をと締めくくられました。 

  国は、現在の物資輸送管理システムでは、自治体の備蓄状況を十分に反映できていない課

題があり、国の備蓄拠点を全国８か所へ分散化し、自治体と連携した備蓄管理体制をつくる

ということでありますので、本町でも、国・府との連携を図っていただき、備蓄品を公表し、

災害時の安全体制を強固なものにしていただけますよう要望し、本日の質問は終わります。

ありがとうございました。 

○議長（浅岡正広） 

  大門議員の質問が終わりました。 

  次に、力武議員の発言を許します。 

  力武議員。 

○９番（力武 清） 

  議席番号９番、日本共産党、力武清。通告に基づきまして質問いたします。答弁のほどよ

ろしくお願いいたします。 

  まず１番目、公共交通の在り方を問うというところから始めさせていただきます。 

  富田林市、太子町、本町及び千早赤阪村の公共交通を担っていた金剛バスの突然の廃止か

ら２年がたとうとしております。この間、この地域のバス存続に向けての関係者の並々なら

ぬ努力に感謝と敬意を表します。また、自主的にバスを守ろうと市民レベルで存続を求める

会が発足し、関係者との懇談を重ね、通勤・通学者に対しての支障、家族負担を極力なくす

ということで活動されている皆さんへの感謝と敬意も同時に表したいと思います。 

  現在、従前の金剛バスが運行していた路線で千早線や白木、河内、さくら坂線、阪南線な

ど７路線も変わって、金剛ふるさとバスが近鉄、南海バスの協力の下、運行されています。

それと時間帯によって補完運行されているものと、それぞれの自治体レベルで運行されてい

るコミュニティバス、本町ではカナちゃんバスが運行されております。 

  それらの運行の管理や車両の管理はどのようにされているのか、まずお伺いするものであ

ります。 

○議長（浅岡正広） 
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  多村部長。 

○総務部長（多村美紀） 

  金剛バスが運行していた路線を新たな交通サービスとして、令和５年12月21日から運行が

始まりました。 

  その後、新たな交通サービスの運行をするバスの名称も募集し、現在、金剛ふるさとバス

として運営しております。運営主体は、富田林市、太子町、河南町及び千早赤阪村地域公共

交通活性化協議会です。 

  運行形態は、全てがコミュニティバス方式として運行を行っています。近鉄バス、南海バ

スが運行する一般乗合旅客自動車運送と太子町、河南町及び千早赤阪村が運行事業者として

運行を行っている自家用有償旅客運送で補完運行を行っております。また、一般乗合旅客自

動車運送である近鉄バス、南海バスは、その運行の管理や車両の管理など全ての権限につい

て担っていただいています。 

  補完運行を行っております自家用有償旅客運送のバスの運行及び乗務員の管理は運行委託

事業者が管理を行い、バスの運行に係る車両管理は運行委託事業者に委託しております。 

  以上です。 

○議長（浅岡正広） 

  力武議員。 

○９番（力武 清） 

  日常的な管理についてお聞きしましたけれども、運行管理について再質問したいと思いま

す。 

  地域公共活性化協議会の中に、富田林市産業まちづくり部の所管として管理されていると

いうことでありますが、この部署の権限と役割について、もう少し詳しくお知らせいただき

たいと思います。 

  もう一つは、各自治体で運行しているコミュニティバスがありますが、その運行管理など

をしている部署との関係、連携はどのようにされているのかお伺いします。日常的な連携体

制、事故対応など連携についての課題、問題意識はありますか、お答えください。 

○議長（浅岡正広） 

  多村部長。 

○総務部長（多村美紀） 

  金剛ふるさとバスに関しましては、先ほども申し上げましたが、富田林市、太子町、河南
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町及び千早赤阪村地域公共交通活性化協議会において運営しております。 

  本協議会は、富田林市産業まちづくり部交通政策室に事務局を置き、協議会の開催の準備、

金剛ふるさとバスの運行に関する各種契約や団体間の調整、取りまとめなどを事務局として

担っていただいております。 

  また、金剛ふるさとバスのように、市町村区域をまたぐ路線については、４市町村協議会

が運営しておりますので、当該バスの運行に係る案件については、関係４市町村の交通担当

部署において協議を定期的に行い、連携を図りながら日々対応しております。 

  金剛ふるさとバスとして運営している近鉄バス、南海バス、市町村営バスについて、事故

や遅延など運行に支障が生じた場合、速やかに影響する市町村には、休祝日にかかわらず連

絡を取れる体制でございます。 

  次に、自治体がその市町村の区域内で運行しているバスが、本町でいうと町内巡回のカナ

ちゃんバスですが、それについてはそれぞれの市町村が管理・運営しております。 

  以上です。 

○議長（浅岡正広） 

  力武議員。 

○９番（力武 清） 

  ４市町村で管理している部署と各自治体で管理している部署があることが分かりました。

ある面、二面的、二重的に管理されているというような認識でありますけれども、私は、効

率的、効果的な管理を行うことに４市町村で一元的に管理するようにすべきと思いますが、

見解を求めたいと思います。その議論はされているのか、されていないのか、問題意識は共

有されているのか、お伺いするものであります。お答えください。 

○議長（浅岡正広） 

  多村部長。 

○総務部長（多村美紀） 

  市町村域内で路線が完結するものにつきましては、各市町村の実態に応じた運行を行って

おります。また、先ほども申し上げたとおり、金剛ふるさとバスとは切り離して運行してお

り、二面的、二重的に管理しているものではないと考えております。 

  以上です。 

○議長（浅岡正広） 

  力武議員。 
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○９番（力武 清） 

  二面的、二重的に管理しているものではないとの答えでございますけれども、本町だけで

もカナちゃんバス、スクールバス、こども園の送迎バスと３者へ業務の運行を委託されてい

るわけですけれども、部署が総務部と教育部の２部署で担っておりますよね。これを一元管

理とすることをまず提案したいということを要望し、次の項目に入って行きます。 

  運行時間の見直しについてお伺いいたします。 

  現行の運行時間は、ほぼ金剛バスが運行していた時間帯を採用されております。以前から

も利用者から近鉄電車との乗り継ぎの件で不便さが指摘されていましたが、今もその指摘に

対して解消、改善がされていないのが実態としてあります。 

  以前とは年間の利用者が約100万人からどの程度減少し、その時間帯ごとの利用状況の変

化はどうなってきていますか、お聞きします。分析されているのか、お聞きいたします。分

析されているのであれば、そのことに関しての問題意識をお伺いするものであります。 

○議長（浅岡正広） 

  多村部長。 

○総務部長（多村美紀） 

  運行時間は、金剛バスが運行していた便数より約６から７割程度減少して運行を行ってい

るところでございます。時間帯は、全て新たに組み替えております。できるだけ電車との乗

り継ぎを考慮して組んではいますが、便数が減少した分、金剛バスのときに乗車できていた

電車に乗れなくなったなどのご意見などもいただいております。 

  また、年間の利用者数ですが、金剛バス運行当時の令和４年度のデータでは、年間約110

万人ということでございました。現在の利用者数ですが、令和６年７月のＯＤ調査結果から

推計しますと、年間数で約73万人の利用者見込みと推測しております。各時間帯の便や利用

状況については、金剛バスのデータがないため比較することができません。 

  以上でございます。 

○議長（浅岡正広） 

  力武議員。 

○９番（力武 清） 

  利用者の見込みとの関係で、約30％ほど減を見込んでおられることが分かりました。 

  そこで、利用者のアンケートを自主的に行ったところ、終バスの件でやっぱり望む声が多

いんです。そこで、特に最終時刻が富田林市駅が出発のところで考えますと、河内線で19時
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20分、さくら坂線は20時50分、石川線で20時35分、喜志駅からは阪南線で21時38分となって

おります。大阪府内に通う会社員や専門学生、大学生にとって、終バスがあまりにも早いと

の指摘があります。この終バスの時刻に対しての改善策を求めたいと思いますが、見解をお

伺いいたします。 

○議長（浅岡正広） 

  多村部長。 

○総務部長（多村美紀） 

  現在の最終バスの時刻につきましては、金剛バス運行時の時刻を最低限踏襲できるよう、

本町が時間を有償旅客運送により補完運行することで、何とか概ね最終便の維持に努めてお

ります。 

  バスの運行時刻を改善するに当たっては、一番大きな課題は、労務時間の関係で運行事業

者が乗務員を確保することです。2024年問題で上げられている働き方改革の法案により乗務

員の労働時間、拘束時間の制限がより厳しくなっております。運行時間は延長するというこ

とになれば、さらに多くの乗務員を確保する必要があります。また、乗務員を多く確保する

ことは、人件費が増額となり、４市町村の運営負担金も増額することが大きな課題でござい

ます。 

  このように大きな課題がございますので、これらを総合的に考慮し、持続可能な路線バス

の維持・管理ができるよう、４市町村協議会で協議を重ね、利用者の利便性向上が図れるよ

う進めてまいりたいと考えております。 

  以上です。 

○議長（浅岡正広） 

  力武議員。 

○９番（力武 清） 

  答弁にあったように労務管理等々、運転手の確保が難しいという話なんですけれども、終

バスの時間が早いので、富田林市駅や喜志駅近くに駐車場を借りている人や、家族の方が駅

まで迎えに行く人がおられます。現行の終バス以降の利用者について把握はされていますで

しょうか。それと、その人たちのバス利用ができるようになれば、運賃収入にもつながると

思います。見解を示していただきたいと思います。 

○議長（浅岡正広） 

  多村部長。 
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○総務部長（多村美紀） 

  最終バス以降に鉄道駅から帰宅の途につかれる方については、その対象者数や状況などの

情報は把握しておりません。議員仰せのように、確かにその方々がバスに乗車されることに

より運賃収入も見込めますが、先ほどの答弁と同じく、乗務員確保の問題や費用面などを考

えますと、今すぐに改善するのは難しい状況です。 

  以上です。 

○議長（浅岡正広） 

  力武議員。 

○９番（力武 清） 

  先ほども言いましたけれども、実績アンケートの声、意見の中にこの質問もさせてもらっ

ておりますけれども、苦肉の策として駐車場を借りている人、家族の方が迎えに行かれてお

ります。行政としても、こういう人たちに対しての実態調査把握に努めていただけるよう提

案しておきます。 

  では、次の３項目めの運賃の見直しについて質問させていただきます。 

  現行の運賃も時刻表と同じで、金剛バス時代の運賃体系が取られております。現行の運賃

体系は、運行を継続させることに必死になって運賃まで考慮する機会なかったと推測します

けれども、この間、何らかの形で議論されてこられたのか、お伺いするものであります。現

行の運賃を踏襲された理由はどんな理由から出されたのか、お聞きいたします。 

○議長（浅岡正広） 

  多村部長。 

○総務部長（多村美紀） 

  金剛バスの急な廃止の発表を受け、短期間で４市町村では運行方法やバスの確保、運賃体

系などの議論も行ってきました。まずは、喫緊の課題である住民の生活維持を最優先課題と

考え、運賃の議論よりも運行の議論を進め、利用者の皆様に混乱が生じないように取り組ん

でまいりました。 

  運賃の見直しについては、今後も持続可能な路線バスを維持していく上で必要となる要素

でございます。金剛自動車株式会社がバス事業を廃止したのは、コロナ禍における利用者数

の減少により運賃収入が減となったことも一つの要因と聞いております。また、もともとの

金剛自動車株式会社が設定している運賃については、初乗り運賃が160円と低価格で設定さ

れており、大阪府下のバス事業者の中では最低価格でございます。 
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  以上です。 

○議長（浅岡正広） 

  力武議員。 

○９番（力武 清） 

  運行継続を優先させたということなんで、それは分からんことでもないですけれども、交

野市の動きが、同じように京阪バスの運行がされていたんですけれども、一部運行停止にな

ったということで、そういう中でも路線バスの運賃が値下げされました。結果、バスの利用

者が増えたということで報告は上がっているんですけれども、本町を含む活性化協議会では

その議論はされていないのか、お伺いいたします。運賃の引下げによる効果を図るべきだと

思いますが、見解を求めたいと思います。 

○議長（浅岡正広） 

  多村部長。 

○総務部長（多村美紀） 

  京阪バス株式会社では、先ほど申しました2024年問題を受け、深刻な乗務員不足の状況等

により、複数の路線バス区間において令和７年３月23日に運行を廃止することが表明され、

交野市でも一部区間が廃止となるようでございます。そのため、交野市では、市内循環バス

であるおりひめバスの運行内容を変更するなどして、路線バスの廃止に対応されるようでご

ざいます。 

  その内容等については、本町では把握しておりません。４市町村協議会においては、具体

的に運賃に関する議論はしておりませんが、現在、４市町村協議会では地域公共交通計画を

策定しており、その中で現状のサービスレベルを基本としつつ、各路線の利用実態や地域特

性を踏まえた最適な運行時間、頻度、料金体系等について分科会等を設置し、継続的に検討

を行い、将来にわたり持続可能なサービスを目指すことを計画に盛り込んでいます。今後は、

運賃の在り方についても値上げを検討していくこととなっております。 

  以上です。 

○議長（浅岡正広） 

  力武議員。 

○９番（力武 清） 

  運転手不足というのは社会的な傾向としてあるわけですけれども、大阪では特に万博の関

係で運転手不足というのを指摘もされております。万博は半年で終わります。そういう中で
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の運転手確保もやはり議論していただきたいなと要望しておきます。 

  次に、通学定期についてお伺いいたします。 

  富田林市駅から通学定期は、さくら坂までの１か月では１万3,630円、３か月で３万8,990

円かかっております。喜志駅からは１か月9,720円、３か月で２万7,700円となっております。

保護者の負担は大変なものだと思います。通勤定期と通学定期との差額は15％しかありませ

ん。この差額に関しての問題意識は捉えておられますか。通学定期の引下げを求めたいと思

いますけれども、見解を示していただきたいと思います。 

○議長（浅岡正広） 

  多村部長。 

○総務部長（多村美紀） 

  現在の通勤定期券と通学定期券の価格ですが、運賃と同様に金剛バス運行時のものをその

まま継承しております。この運賃水準は、大阪府内の路線バス事業者における定期券の価格

を見ても決して高いものではございませんが、先ほどご質問いただきました運賃の在り方と

同様に、定期関係も分科会等で十分に検討していかれることとなります。 

  以上です。 

○議長（浅岡正広） 

  力武議員。 

○９番（力武 清） 

  検討していただく資料として一つ調べさせていただきました。近鉄電車の通学定期なんで

すけれども、富田林市駅から阿部野橋駅までの１か月は5,560円、３か月で１万5,850円とな

っております。一般の方と比べて、３か月で５万７千円になっていますけれども、それと比

べて学割の定期が４万1,150円安くなっております。72％半額以上安くなっております。そ

れを参考にして今後議論されることを要望するものであります。 

  次に、バスチケット券の発行で、お出かけ支援のことで質問させていただきます。 

  運転免許を返納した人や元々免許を持っていない方にとって、移動手段は公共交通を利用

するしか術はありません。その人たちの移動補償、社会参加、買物、通院などを確保するこ

とに関しての問題意識をどのように捉えておられますか。答弁願えます。 

○議長（浅岡正広） 

  多村部長。 

○総務部長（多村美紀） 
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  免許返納された方やもともと免許を取得されていない方のためにも、地域公共交通は維持

していかなければならないと認識しております。 

  以上です。 

○議長（浅岡正広） 

  力武議員。 

○９番（力武 清） 

  現行の制度の中で、高齢者や障がい者に対するお出かけ支援をする制度は、あれば紹介し

ていただきたいと思います。また、高齢者のひきこもり、社会との関わりが途絶えてしまう

と病気、認知症の発症などの懸念があります。こうした状況を少しでもなくし、社会との関

わりを促すために、バスチケットへのお出かけ支援を求めるものでありますけれども、見解

を示していただきたいと思います。 

○議長（浅岡正広） 

  田村部長。 

○健康福祉部長兼総合保健福祉センター長（田村夕香） 

  高齢者のお出かけを支援する制度としては、介護保険における地域支援事業で要支援１・

２及びチェックリストに該当する事業対象者を対象に、移動支援の訪問型サービスＤがござ

います。近年では、社会福祉協議会に加え、河南荘にも協力をいただいております。 

  障がい者のお出かけ支援としては、公共交通などでの外出に付き添う地域生活支援事業の

移動支援や、重度身体障がい者に対するタクシーチケットによる一部助成などを実施してお

ります。なお、障がい者については、電車やバス、タクシーなど各交通機関がそれぞれ割引

などを実施されております。 

  また、高齢者に関わるバス・タクシーのお出かけ支援とのご質問ですが、本町では、多く

の方に利用していただけるよう、カナちゃんバスも低床で乗り降りしやすいバスにリニュー

アルしました。障がい者は運賃も半額となっております。公共交通事業者と同様の支援とな

っていることから、特別に支援を行うことは考えておりませんが、免許返納者については考

えていく必要があると思われます。 

  以上です。 

○議長（浅岡正広） 

  力武議員。 

○９番（力武 清） 
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  障がい者の方に対してのタクシーチケットの発行がされておりますけれども、経済的に大

変助かっているという話を聞きます。重度の障がいを持っている方の場合、月に何度も病院

に行かなければならない方もいらっしゃいます。このような方に対する上乗せは考えられな

いのか、見解を求めたいと思います。 

  また、高齢者の支援については、介護予防の観点から再考を求めるのですが、見解を示し

てください。 

○議長（浅岡正広） 

  田村部長。 

○健康福祉部長兼総合保健福祉センター長（田村夕香） 

  重度身体障がい者の移動支援としてタクシーチケットの発行を行っておりまして、１枚

700円のタクシー券を年間最大48枚配布しています。令和５年度からチケット１枚の金額を

半額にし、より使用しやすいよう改めるとともに一般のタクシーでの利用も可能とさせてい

ただきました。 

  過去３年ほどの実績を見ますと、いずれの年も利用者は約10名でございます。その中で交

付を受けたチケットの大部分をご利用されている人もその半数と少ない現状です。利用状況

等を見極めて対応していきたいと考えております。 

  次に、介護予防の観点から高齢者の支援の再考についてのご質問ですが、本町では要支援

者を対象とする訪問型サービスＤの移動支援サービスを実施しております。この事業は、府

内でも６団体のみの実施となっています。また、住民の皆様からの要望なども踏まえ、富田

林市内の病院も送迎対象とし、ご家族の付添い乗車も可能とすることで、ご利用も大幅に増

加しているところでございます。仕組みを一層拡充するにはサポーターの確保や車の確保な

ど課題も多くございますが、協力事業所の発掘や、よりご利用いただきやすいサービスの内

容の拡充に努めていきたいと考えております。 

○議長（浅岡正広） 

  力武議員。 

○９番（力武 清） 

  障がい者向けのチケットについては、以前は１枚1,400円やったのを700円に半分にして利

用度が利用しやすいということで喜ばれていることを報告したいと思います。 

  次に、やまなみタクシーの予約制について質問させていただきます。 

  町内を運行しているやまなみタクシーについて質問しますけれども、町内にはカナちゃん
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バスが北コースと南コースそれぞれと、やまなみタクシーが定時路線で運行されております。

町内の交通空白地域をなくす上で欠かせない役割を担っているやまなみタクシーですが、昨

年度の利用者は何人ほどおられたのか。また、空車率はどのぐらいになっているのか、まず

お聞きいたします。 

○議長（浅岡正広） 

  多村部長。 

○総務部長（多村美紀） 

  やまなみタクシーの利用者数ですが、令和６年２月から令和７年１月までの１年間で780

人でございました。なお、空車率については算出しておりません。 

  以上です。 

○議長（浅岡正広） 

  力武議員。 

○９番（力武 清） 

  780人の方が利用されていることが分かりました。ある面、空気を乗せて走っているよう

な状況だということを改めて思います。効率的、効果的な運行とはとても言えるものではな

いと思いますから、どのように現状捉えておられるのか、お聞きします。また、何らかの改

善策を持っておられるのかも含めてお伺いいたします。 

○議長（浅岡正広） 

  多村部長。 

○総務部長（多村美紀） 

  やまなみタクシーの利用者数については、コロナ禍以降、約900人から1,000人の間で横ば

いで推移しておりましたが、直近の実績となる令和６年２月から令和７年１月までの１年間

では780人ということで、前年より減少となりました。そのため、やまなみタクシーの在り

方については、喫緊の課題として捉える必要があると考えております。 

  以上です。 

○議長（浅岡正広） 

  力武議員。 

○９番（力武 清） 

  是非、空車率も含めて統計を取っていただきたいなと思っております。 

  効率的な運行と利用者の利便性を考慮して、デマンド型の予約制に切り替えることを提案
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しますが、いかがでしょうか。再度質問させてもらいます。 

○議長（浅岡正広） 

  多村部長。 

○総務部長（多村美紀） 

  議員仰せのデマンド方式については、これまで様々な議論をしてまいりました。デマンド

交通を実施するに当たっては、予約の方法、システムの導入やオペレーターの確保、タクシ

ー車両の確保、運行エリアなど、様々な諸課題がございます。やまなみタクシーの運用方法

については、カナちゃんバスなどのほかの移動手段も含め、本町の地域公共交通全体を総合

的、多角的に考えていく必要があると考えております。今後、調査研究してまいります。 

  以上です。 

○議長（浅岡正広） 

  力武議員。 

○９番（力武 清） 

  ６番目の項目について質問させてもらいます。 

  旧役場周辺のバスターミナル構想についてですが、懸案だった役場周辺の再編計画は、よ

うやく令和７年度予算に提案されてきました。それによりますと、交通結節点としてバスの

乗り継ぎ場所として再編される予定と承知しておりますが、改めて、その構想の概要につい

て説明を求めます。また、完成予定と事業費はどの程度見込んでおられるのかも説明を求め

たいと思います。 

○議長（浅岡正広） 

  渡辺部長。 

○総合政策部長（渡辺慶啓） 

  旧庁舎周辺の再編整備については、令和５年６月に町中心地区再編整備基本構想を策定し

たところでございます。本基本構想では、町北部と南部を連結する立地を生かし、町内外と

の交通ネットワークの連結拠点としての機能を中心に、安全・安心な暮らしを支える拠点的

な防災機能、生活サービス機能の集約・確保と、これらの機能の有機的連携を図ることによ

り、利便性が高く、にぎわいのある交流空間の形成を図ることとしております。 

  まずは、交通拠点機能の整備を進めるため、関係予算を令和６年度から計上し、着手して

いるところであります。 

  完成予定時期と事業費のご質問ですが、完成予定を令和８年度末、全体事業費を４億１千
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万円と見込んでおります。しかしながら、昨今の物価高騰の影響により事業費の増加が懸念

されているほか、関係機関や地権者の皆様との協議が必要となることから、その調整に一定

の時間を要する状況であります。こうした状況を踏まえつつ、できる限り円滑に事業が進む

よう関係各所との丁寧な対話と調整を進めてまいります。 

  また、国や大阪府の補助金など活用可能な支援制度についても幅広く情報を収集し、積極

的に活用を検討してまいります。 

○議長（浅岡正広） 

  力武議員。 

○９番（力武 清） 

  完成が令和８年度と２年先ですか、約１年ちょっとかかりますけれども、是非、積極的な

運行ができるように求めたいと思います。 

  まちの中心部にターミナル構想によって完成後の活性化が期待しているところですが、ま

ちの案内、歴史や文化などを紹介するスペースや飲食できるコーナー、住民同士が交流でき

るスペースがあればいいと思いますが、住民参加型でつくっていったら盛り上がると思いま

すが、見解を求めたいと思います。 

○議長（浅岡正広） 

  渡辺部長。 

○総合政策部長（渡辺慶啓） 

  議員仰せの整備につきましては、まさに町の中心地再編整備基本構想において重要な要素

として考えております。構想の中では、旧中央保育園のリノベーションにより新たな価値を

創出し、生活支援ゾーンとして整備を進めると位置づけております。 

  また、町民参加型で取組については、住民の皆様の意見を積極的に取り入れながら進めて

いくことが重要だと認識しておりますが、その手法や仕組みについては、今後検討してまい

ります。まずは、交通広場の整備を優先的に実施してまいります。 

○議長（浅岡正広） 

  力武議員。 

○９番（力武 清） 

  夢のあるまちの発展にとって重要な起点の一つになるような取組を願っているところであ

ります。また、消防の出張所や交番所もあり、防災・防犯面での役割もこれまで以上に求め

られております。その点の考えをお聞かせください。 
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○議長（浅岡正広） 

  渡辺部長。 

○総合政策部長（渡辺慶啓） 

  本町の中心地区再編整備については、夢のあるまちの発展にとって重要な起点となるよう

進めてまいりたいと考えております。旧施設のリノベーションを通じて新たな価値を創出し、

住民の皆様にとって魅力的で利便性の高い空間を整備することで、町の活性化につなげてま

いりたいと考えております。 

  また、整備の中には河南出張所や白木交番が立地していることから、防災・防犯面で役割

が発揮できるのではないかと認識しております。住民の皆様にとって安全・安心な生活環境

を整えることができるよう、関係機関とも連携しながら、必要な整備や体制の強化に努めて

まいります。 

○議長（浅岡正広） 

  力武議員。 

○９番（力武 清） 

  答弁ありがとうございます。 

  それでは、２事項めの住民の暮らし、応援の行政についてお伺いいたします。 

  まず、物価高騰対策についてですが、昨年から野菜をはじめ食料品、日用品、ガソリンか

ら灯油まで、また、主食である米まで値上がり続けております。 

  政府は物価高対策として、低所得者向けの１世帯３万円の支給と18歳以下の世帯に対する

子供への低所得者向けの２万円の支給が始まっております。ありがたい制度ですが、勤労者

の実質賃金は連続してマイナス、年金暮らしでも僅かな引上げで実質マイナスな状況であり

ます。 

  こうした状況に対してどのような問題意識を持っておられるか、お聞きいたします。 

○議長（浅岡正広） 

  渡辺部長。 

○総合政策部長（渡辺慶啓） 

  議員ご指摘のとおり、昨今の物価高騰は野菜や米をはじめとする食料品、日用品、さらに

はガソリンや灯油にまで及び、町民の皆様の生活に大きな影響を及ぼしております。特に所

得が限られている方や年金生活をされている方にとっては、生活の負担が益々大きくなって

いることを認識しております。 
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  政府においては、物価高騰対策といたしまして、低所得者世帯への３万円の給付や18歳以

下の子供のいる低所得者世帯への２万円の給付が実施されており、これにより一定の負担軽

減が図られているものと考えております。 

  しかしながら、報道では実質賃金が低下傾向にある中、特に日常生活に直結する物価上昇

への対応が引き続き求められていると考えております。 

○議長（浅岡正広） 

  力武議員。 

○９番（力武 清） 

  国会の審議の中で高額療養費に対する見直しが二転三転する中で、命に関わる問題だとし

てがん患者の代表の皆さん、あるいは医療関係者の働きかけで、今年の８月の引上げは見送

られることになりました。物価高に加えて医療費の負担増が懸念されるところでありました

けれども、一旦据置きされることになりました。油断はできません。一安心できる物価高に

対する町独自の支援策について行っていただきたいのですが、何らかの考えを示してもらい

たいんですが、いかがでしょうか。 

○議長（浅岡正広） 

  渡辺部長。 

○総合政策部長（渡辺慶啓） 

  物価高騰への町独自の支援策についてですが、現時点では国の支援策を活用しつつ、住民

の皆様の生活負担を少しでも和らげるための施策を実施しているところです。 

  特に子育て世帯への支援、地域経済の活性化に重点を置き、こども園や小・中学校におけ

る給食費の完全無償化事業やカナちゃんコインにより町内での消費を促進し、住民の皆様の

家計負担軽減につながるよう取り組んでまいります。 

○議長（浅岡正広） 

  力武議員。 

○９番（力武 清） 

  この間、国の支援もあってカナちゃんコインなど地域経済活性化の動きもあることは承知

しているところでありますけれども、カナちゃんコインの取組をされてきても効果は結構あ

ったということを承知しているところであります。それをもっと金額的に増やす手だてや回

数を増やすようにして支援策を考えたらいいと思いますが、見解を求めたいと思います。 

  町内のスーパーなどは、月１回特売日を設けて消費へのアピールを行っております。それ
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は商売上で行っていることだと思いますけれども、行政として住民生活の支援という立場で

取り組んでもらいたいですけれども、見解を求めたいと思います。 

○議長（浅岡正広） 

  渡辺部長。 

○総合政策部長（渡辺慶啓） 

  カナちゃんコインの取組は、町内での消費促進と地域経済の活性化に一定の効果をもたら

していると認識しております。実際に、キャンペーンの実施により、町内事業者からは売上

げが増加した、新規顧客の獲得につながったといった声が寄せられており、また、住民の皆

様からも、生活費の負担が軽減された、町内での買物の機会が増えたなど、前向きな反応を

いただいております。 

  こうした状況を踏まえ、カナちゃんコインのキャンペーン回数やポイント還元額を増やす

といった取組が、さらなる地域経済の活性化や物価高騰への対策につながる可能性があると

考えております。しかしながら、これらの施策を実施するに当たりましては、財源の確保が

課題となります。国の交付金の活用や一般財源の範囲内での実施が可能かどうかを十分に検

討し、財政への影響を見極める必要がございますので、本町としましては、実施が可能と考

える最大限のキャンペーンを計画し、町内消費のさらなる促進と住民生活の負担軽減に取り

組んでまいります。 

○議長（浅岡正広） 

  力武議員。 

○９番（力武 清） 

  是非、物価高に悩んでおられる方がたくさんおられるということを承知の上で、何らかの

対応を求めたいと思います。 

  ３事項めに入ります。 

  保育士・小中学校の職員の働き方について伺います。 

  まず、保育基準の見直しによる本町の取組ですが、国の保育基準の見直しが、長年の保護

者や関係者の運動・要望により、ようやく実現することになりました。 

  本町でも、国の基準に則して見直しされることになりました。改めて、どのように見直し

されるのか、その内容についてお伺いいたします。 

○議長（浅岡正広） 

  谷部長。 
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○教・育部長（谷 道広） 

  令和５年12月22日に閣議決定されましたこども未来戦略において、令和６年度から今後３

年間の集中的な取り組むべく施策、過疎化プランの一つとして職員配置基準の改善が図られ、

４・５歳児については30対１から25対１へ、また、３歳児については20対１から15対１へ改

善されました。 

○議長（浅岡正広） 

  力武議員。 

○９番（力武 清） 

  今回の見直しによって、保護者にとってより安心して預けられるように定着するのを望む

ものであります。 

  それと、保育士さんの休憩や有休の取得、代休の取得など、これまでとの関係で取得しや

すいのか、お伺いいたします。それと、令和７年度の園児数、職員配置はどのようになるの

か、お伺いいたします。 

○議長（浅岡正広） 

  谷部長。 

○教・育部長（谷 道広） 

  保育教諭の配置につきましては、配置基準の保育教諭以外の保育教諭も確保し、フリーの

保育教諭を配置することにより、保育教諭が交代で休憩や会議の時間も取れるよう対応して

おります。なお、支援を必要とする園児への対応もしております。 

  しかしながら、年度途中の入園の受入れによってフリーの保育教諭が各クラスに常時入る

状況もあります。今回の配置基準の見直しにより、保育教諭の負担軽減を図ることができる

と考えています。 

  議員仰せの保育教諭の休憩や有給休暇の取得などについては、引き続き取得できるように

努めてまいります。 

  令和７年度の園児数及び保育教諭の配置数でございますが、令和７年度４月１日現在の予

定園児数につきましては、０歳児９名、１歳児23名、２歳児24名、３歳児34名、４歳児34名、

５歳児56名の合計180名となっております。保育教諭につきましては、新しい基準に基づき

園児数に応じて配置する予定です。 

  以上となります。 

○議長（浅岡正広） 
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  力武議員。 

○９番（力武 清） 

  園児数が今年の卒園児と差額で大体20人ぐらい減る環境になるんですか、確認させていた

だきたいと思います。 

  それで、保育士の基準が変わって、実際の確保が大変やと思うんですけれども、その見通

しはどのようになっていますか、お伺いします。 

○議長（浅岡正広） 

  谷部長。 

○教・育部長（谷 道広） 

  本町におきましては、令和７年４月より国の基準に合わせた職員配置を実施いたします。

令和７年度当初の配置につきましては、対応できる見込みとなっております。 

○議長（浅岡正広） 

  力武議員。 

○９番（力武 清） 

  ありがとうございます。是非、安心・安全の園が講じられるようにお願いしたいと思いま

す。 

  次に、小学校・中学校の少人数学級についての取組についてお伺いいたします。 

  保育士の配置基準と同じように義務教育の先生の配置基準、少人数学級の取組がここ数年

進められてきておりますけれども、この間進められてきている取組について説明を求めます。 

○議長（浅岡正広） 

  谷部長。 

○教・育部長（谷 道広） 

  公立義務教育小学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律の令和３年の改正によ

り、小学校の学級編制については、それまで35人を標準としている第１学年に加え、令和３

年度に第２学年、令和４年度に第３学年、令和５年度に第４学年、令和６年度に第５学年と

１学級の児童数を段階的に引き下がり、来月の令和７年度からは第６学年で35人が標準とな

ることで、小学校では全ての学年において35人が標準となります。 

  中学校の学級編制については、現在は１学級の生徒数は40人が標準とされています。昨年

末、国は、小学校と同様に中学校でも35人学級の方針を示し、令和８年度に35人学級という

報道もあります。 
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○議長（浅岡正広） 

  力武議員。 

○９番（力武 清） 

  少人数学級が全国的にも進められてきているというのは、それだけ子供の数が減っている

というのも一つの要因かなと思います。それと同時に、児童・生徒と先生との関係で心の通

ったコミュニケーションの場が広がることを期待するものでありますけれども、日々の生

徒・児童の健康面での管理も重要な要素となると思います。全国的に不登校の児童・生徒が

新聞の統計で34万人とも言われておりますけれども、その数も年々増加してきております。

本町も例外ではないと思います。ネグレクトや虐待、早期発見、予防といった観点でも必要

不可欠かと思います。 

  そこで、本町の取組もこの間行われてきておりますけれども、国や大阪府との関係でどの

ようになっているか、説明を求めるものであります。令和７年度における小学校・中学校の

人数とクラス編制も併せてお聞きいたします。 

○議長（浅岡正広） 

  谷部長。 

○教・育部長（谷 道広） 

  先ほど説明いたしました国の標準とは別に、本町の独自の取組として、令和元年度から35

人学級に取り組んできましたが、令和７年度からは国の制度と同様になります。 

  令和７年度当初の各校の在籍数と学級数については、年度末の転出入により多少の増減が

あると思いますが、近つ飛鳥小学校では303人、新５年のみ単学級でその他は２学級の見込

みです。かなん桜小学校は330人、全学年２学級の見込みです。町立中学校は359人、新１・

２年生は３学級、新３年は４学級の見込みとなっております。 

○議長（浅岡正広） 

  力武議員。 

○９番（力武 清） 

  本町も段々と少人数の生徒になってきているなというのは痛感されるわけでありますけれ

ども。 

  次に、クラブ活動における外部への指導員の委託する動きがあります。その取組の状況に

ついて、指導員の確保の見通しはどうなっているか、説明を求めます。 

○議長（浅岡正広） 
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  谷部長。 

○教・育部長（谷 道広） 

  中学校部活動地域移行につきましては、令和４年12月にスポーツ庁、文化庁において、学

校部活動及び新たな地域クラブ活動の在り方等に関する総合的なガイドラインが策定されま

した。 

  大阪府においても、国ガイドラインを受けて令和５年８月に、大阪府における部活動の在

り方に関する方針が改定され、地域の実情に応じて部活動改革を段階的に進めていくことを

目指すという方針が示されました。 

  本町においても、これらの方針を踏まえながら、学校現場や各種団体の意見等を聞き、近

隣市町村の動向を注視しながら、部活動の地域移行について慎重に進めております。令和７

年度においては、運動部、文化部の一部について、部活動指導員の雇用を見据えております。 

  部活動指導員は、中学校におけるスポーツ、文化、科学等に関する教育活動に係る技術的

な指導に従事し、具体的な職務として実技指導、安全・障がい予防に関する知識・技能の指

導、学校外での活動、大会とか練習試合になりますが、の引率が挙げられます。指導員の確

保につきましては、教員のＯＢや運動競技経験者、大学の指導者等に働きかけ、雇用につな

げることで教員の負担軽減、役割分担を行い、部活動の地域移行を目指してまいります。 

○議長（浅岡正広） 

  力武議員。 

○９番（力武 清） 

  新たなクラブ活動の躍進を期待するものであります。 

  次に、第４項目事項で、ライフラインの問題についてお伺いいたします。 

  １日目と午前中からの質問もありましたけれども、重ねて質問させていただきます。 

  上下水道の耐震化の現状についてですが、住民の生活を維持する必要不可欠な課題として、

水道、下水や道や橋の安全と安定供給は基本中の基本であります。埼玉県八潮市の送水管の

破損が原因で道路陥没事故は、大きな衝撃を全国に与えました。老朽管の亀裂が原因だと言

われておりますけれども、あの事故を受けて、全国で緊急点検を行うように国は通達を出し

ました。 

  本町を含む緊急点検は行われたのか。それと、行われたのであれば、その結果はどうであ

ったのか。点検の対象にならなかったのか。ならなかったのであれば、その理由をお聞かせ

ください。 
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○議長（浅岡正広） 

  安井部長。 

○まち創造部長（安井啓悦） 

  本町の上水道事業は、令和３年度から大阪広域水道企業団が事業を行っております。ご質

問いただいているので企業団に確認しましたところ、埼玉県八潮市の事故を受けまして、国

からの上水道に関する緊急点検の要請はないとのことで、漏水や道路陥没がないかを確認す

ることを主目的として、日常において定期的に管路の巡視点検を行っているため、今回の緊

急点検は行っていないとのことでございます。 

  下水道につきましては、午前中ご説明させていただいたとおりでございます。 

  以上でございます。 

○議長（浅岡正広） 

  力武議員。 

○９番（力武 清） 

  先月、２月20日ぐらいに大宝４丁目で水道管の水漏れ事故が発生しました。大量の水が流

れ出しておりました。早期の復旧工事で、幸い断水まではいきませんでしたけれども、水道

管の耐用年数は約40年だと言われておりますけれども、町内に布設されている水道管はどの

ぐらいの期間がたっておるのか、お伺いします。 

  それと、企業団に参加する前に耐震化・長寿命化の計画は作成されていたと思いますが、

いまだにその計画の全体像が示されていません。その計画を住民に示すべきではありません

か。見解を求めたいと思います。 

○議長（浅岡正広） 

  安井部長。 

○まち創造部長（安井啓悦） 

  大阪広域水道企業団へ確認したところ、現在、町内に布設されている総管路延長は123.4

㎞で、そのうち管路の法定耐用年数の40年を経過している水道管は38.4㎞とのことでござい

ます。 

  町内上水道施設の更新、耐震化を計画的に実施するための施設整備計画につきましては、

昨年度から着手しているようで、令和７年度には計画ができるよう進められているとのこと

でございます。企業団ホームページ等で公表された際には、町からも住民へお知らせする必

要があると考えてございます。 
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  以上でございます。 

○議長（浅岡正広） 

  力武議員。 

○９番（力武 清） 

  大阪広域水道企業団の耐震化の計画がまだ示されていないところに非常に残念に思ってお

ります。早期の実施を求めたいと思います。 

  水道事業は広域事業団に統合されて水道代の引下げが期待されましたが、それも実施され

ていないのが残念でなりません。 

  それと、役場と大阪広域水道企業団との日常的な連絡体制が希薄になっていることが気が

かりであります。この４月から河南センターが太子町のセンターに統合されることになって

おりますが、その辺の事務連絡や住民サービスの後退にならないようにしてもらいたいので

すが、いかがでしょうか。 

○議長（浅岡正広） 

  安井部長。 

○まち創造部長（安井啓悦） 

  河南水道センターは令和７年４月から本町と太子町、千早赤阪村の水道センターを統合し、

太子町の板屋橋浄水場で南河内地域水道センターとして上水道事業が行われることとなって

ございます。河南水道センターが統合されることから、住民の皆様には大阪広域水道企業団

と連携して移転に係るチラシを令和６年９月、令和７年３月の２回、町広報紙に折り込みし、

お知らせをしております。 

  この統合では、水道に関する手続はデジタル窓口となり、センターに出向くことなく手続

ができることとなり、住民サービスが低下しないよう努められていると聞いております。ま

た、企業団との関係において、防災の関係から災害対策対応時には上水道はインフラである

ため、より一層連携を密にして進める必要がございます。 

  以上でございます。 

○議長（浅岡正広） 

  力武議員。 

○９番（力武 清） 

  次に、下水道の耐震化・長寿命化についてお伺いいたします。 

  下水道の長寿命化・耐震化についてですが、この取組はどうなっているのか、お伺いしま
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す。長寿命化計画に沿って、布設替えの進捗状況も併せてお聞きいたします。本町の下水管

は、雨水と汚水管はどのようになっているのか、お伺いします。分離式になっているのか、

一体型なのか、お伺いいたします。 

○議長（浅岡正広） 

  安井部長。 

○まち創造部長（安井啓悦） 

  本町では平成26、平成27年度に大宝地区を対象として２つの工区に分けて河南町下水道長

寿命化計画を策定し、改築・更新を実施いたしました。計画では平成27年度から令和２年度

までを事業期間とし、管渠総延長19㎞、マンホール蓋533か所のうち、劣化の見られた箇所

について約3.6㎞の管布設替えまたは管更生工事とマンホール蓋254か所の取替え工事を実施

し、令和２年度に完了いたしました。 

  現在は、令和２年２月に策定いたしました河南町下水道ストックマネジメント計画に基づ

き、令和６年度までの間、管渠やマンホール蓋、マンホールポンプなどについて老朽化状況

などを計画的に点検し、改修など実施しております。 

  次に、耐震化についてでございますが、本町では、平成15年度以降に発注した実施設計業

務から耐震設計を行っており、その設計を基に設置された管渠等につきましては、耐震設計

済みでございます。 

  最後に、本町の下水道の排除方式につきましては、本町が関連する大和川下流東部流域下

水道が汚水と雨水を別々の管路系統で排除する分流式であるため、分流式を採用してござい

ます。 

  以上でございます。 

○議長（浅岡正広） 

  力武議員。 

○９番（力武 清） 

  工事の進捗状況をお聞きしまして、順調に進んでいるということで安心しました。以前は

よく大宝地区でも木の根っこが入り込んで詰まるという事故がありましたけれども、こうい

うことが最近はあまり聞こえなくなって喜んでいるところであります。 

  それで、雨水管の工事では大宝５丁目から１丁目西公園にかけての豪雨対策の対応が待ち

望まれているわけですが、その進捗状況を改めてお聞きいたします。 

○議長（浅岡正広） 
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  安井部長。 

○まち創造部長（安井啓悦） 

  近年の集中豪雨により、大宝４丁目の一部に道路排水が集中し道路冠水が発生することを

解消するため、大宝１丁目から４丁目までの約700ｍに雨水管渠を布設いたします。令和７

年度は雨水管の布設に支障となる上水道管の移設設計を行い、雨水管の布設は、令和８年度

から令和12年度までの５か年での施工を予定してございます。 

  以上でございます。 

○議長（浅岡正広） 

  力武議員。 

○９番（力武 清） 

  最後の再質問になりますけれども、早期の改修を、いつ何どき大雨に見舞われるかは分か

りませんので、その対応をよろしくお願いしたいと思います。 

  それと、現在、一須賀大宝線で雨水管の工事がされておりました。もう完成しましたんで

すかね。せんだって完成したと思いますけれども、この完成によって、従前使われていた調

整池の役割は終えると思いますけれども、その不要になった調整池はあとどうされようとし

ているのか、お伺いいたします。 

  この地域は若い世代の多い地域でもあります。約40軒ほどありますけれども、その区域で

児童公園やフリースペースなどの活用を提案いたしますけれども、いかがでしょうか。見解

を示してください。 

○議長（浅岡正広） 

  安井部長。 

○まち創造部長（安井啓悦） 

  大宝２丁目西側の調整池は、今年度実施しております大宝交差点から梅川放流までの雨水

整備を完了した後は、暫定調整池としての役割を終え、今後、撤去等についての検討が必要

となります。跡地利用につきましては、今のところ具体的な利用計画はございません。 

  以上でございます。 

○議長（浅岡正広） 

  力武議員。 

○９番（力武 清） 

  跡地利用をやっぱり計画的に進めておかないと、工事が終わってそのままの状態では、安
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全性も懸念されるところであります。跡地用の埋立用の土は大宝公民館横にも十分あります

ので、そのことも考慮して、今後検討していただきたいことを申し上げて、質問を終わりま

す。ありがとうございました。 

○議長（浅岡正広） 

  力武議員の質問が終わりました。 

  ここで14時30分まで休憩とします。 

休   憩（午後２時１８分） 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

再   開（午後２時３０分） 

○議長（浅岡正広） 

  それでは、休憩前に引き続き会議を再開いたします。 

  次に、佐々木議員の発言を許します。 

  佐々木議員。 

○１番（佐々木希絵） 

  議席番号１番、リベラルの会の佐々木希絵が質問します。 

  ３つの事項に沿って質問しますので、的確な答弁よろしくお願いします。 

  まず、１つ目に、学校現場におけるハラスメントの対策という事項なんですけれども、主

にこれ、教職員による児童生徒への性暴力についてお伺いします。 

  大阪府の指針で、セクシュアルハラスメントという言葉を性暴力に対して用いているんで

すけれども、これは性暴力であるということを初めに申し上げておきます。 

  それでは、まずは町内の性暴力、校内の性暴力の現状をお聞きします。学校現場で起きた

件数、学校現場での性暴力に対する教育委員会の見解、そして、未然に防止するための対策

はどうしているのか、お聞きします。 

○議長（浅岡正広） 

  谷部長。 

○教・育部長（谷 道広） 

  すみません、ちょっと件数の件なんですけれども、打合せに、申し訳ないんですけれども、

私、件数を持っておりません。 

  まず、性暴力、子供に対する性暴力というのは断じて許されるものではないと考えており

ます。国においても、教職員等による児童生徒等への性暴力について、教職員等による児童



－261－ 

生徒性暴力等の防止に関する法律が施行されているところです。 

  本町小・中学校においては、大阪府教育庁発行の不祥事防止に向けて、あるいは不祥事防

止に向けたワークシートなどを活用した研修を実施しておりまして、性暴力等を含んだ事案

の未然防止の徹底に努めております。特にセクシュアルハラスメントに関しては、過去の事

例や関係法令、処分事例を確認しながら、自身の関わりが適切なものかを振り返ります。 

  さらに、昨年の夏季教職員全体人権研修のテーマを「セクシュアルハラスメント防止研修」

としまして、外部講師を招聘しまして、教職員の人権感覚の熟成とともに資質の向上を図り

ました。 

  今後も各校において、児童生徒への性暴力等が全ての児童生徒の心身の発達に関係する重

大な問題であるという認識の下、取組を継続してまいりたいと思っております。 

  以上でございます。 

○議長（浅岡正広） 

  佐々木議員。 

○１番（佐々木希絵） 

  件数を把握していないということなんですが、これは調べてもいない、調べても分からな

いのか、今手元に件数がないだけ、分かりました。調べたら分かるということですね。分か

りました。 

  次に、現状はよく分かったので、指針について質問させてもらいます。 

  今年の３月11日に、三重県教育委員会が、県内の学生へ教職員からのわいせつ行為やセク

ハラに関するアンケート調査を実施しました。その結果、60件が事実認定されたと３月11日

に報じられました。 

  町内でも教師による児童生徒への性暴力の事例を耳にすることがありますが、生徒を守る

ために町教育委員会としての姿勢を問います。 

  まず、大阪府では、教職員による児童・生徒へのセクシュアル・ハラスメントの防止及び

対応に関する指針を作成しています。また、府内の市町村単位で指針をつくっているところ

もあります。今回の質問をつくるに当たって、府下の教育委員会で作成された指針をいろい

ろと読み比べてみたんですけれども、特に2023年にできた島本町のものは、無意識の加害へ

の気づき、早期発見するための心構え、発見後の対応などが分かりやすくまとまっており、

指針の最後には、生徒へのハラスメントに係るアンケート、教職員がつくる事象報告書がつ

いているなど、被害者にすごく寄り添った内容となっており、外部からも高い評価を得てい
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ると聞きました。 

  河南町でも、性暴力は魂の殺人と呼ばれる重大な人権侵害であるということを認識して、

子供たちの心を守るために、町教育委員会の指針を作成してほしいんですけれども、その考

えはありますか。 

○議長（浅岡正広） 

  谷部長。 

○教・育部長（谷 道広） 

  議員仰せの指針の作成につきましては、大阪府が作成しております教職員による児童・生

徒に対するセクシュアルハラスメントを防止するためのＱ＆Ａ集とか、他の自治体の先例を

参考にしながら調査研究してまいりたいと思います。 

○議長（浅岡正広） 

  佐々木議員。 

○１番（佐々木希絵） 

  指針は調査研究するということなんですけれども、是非本当に外部から高い評価を得てい

ると、島本町の議員にも聞いたら、そういうことをおっしゃっていたので、島本町の事例を

よく研究してほしいなと思います。 

  次に、児童生徒への教育についての質問とします。 

  児童生徒への性暴力というのは、被害者の年齢が幼ければ幼いほどに被害を受けていると

いうことを自覚しにくいという傾向があります。特に学校現場では指導する者と指導される

者というパワーバランスがある上で、継続的に密接な関係を持つという場所なのでグルーミ

ングが特に発生しやすい。グルーミングの場合は、被害者が自分は被害を受けたんだと認識

するまでに平均で7.48年かかるという話です。もちろんもっと時間がかかる、20年以上たっ

て大人になってから気づくということもあります。大人になって思い返して初めて、あれ、

私、被害者やったんやということを自覚しても、加害者を罰することができなくて一人で抱

え込むことになって、本当に長く被害者を苦しめるということになります。 

  ここで、児童生徒への教育なんですけれども、児童生徒が自分が性暴力を受けたときに、

これ性暴力やということを自覚できるように、そして性暴力を受けたときにこれは嫌だとし

っかりと言えるように、また、被害を周囲の大人に伝えるということができるように、児童

生徒への指導というのも一定の効果を発揮するのではないかと考えます。この件に関して、

見解を問います。 
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○議長（浅岡正広） 

  谷部長。 

○教・育部長（谷 道広） 

  性暴力防止の狙いとする教育を実施する中で、児童生徒は、自分自身の身体の大切さを理

解すること、嫌なことは嫌と伝えること、信頼できる大人に相談することなどを学びます。

主に保健や保健体育、家庭科や技術・家庭、道徳の時間などで学び、ＳＮＳ上の性被害の危

険性などについては、情報教育と関連づけて、理科や社会、技術・家庭の時間などで学びま

す。 

  万が一、子供が性被害を受けた場合には、学校内外の相談窓口に相談するようお知らせし

ています。可能な限り学校が事象の把握に努めております。 

  子供自らのＳＯＳの出し方については、児童・生徒アンケートへの記入、個別面談時での

担任への伝達、それ以外でも話しやすい先生に伝えるよう、日頃から子供たちに声がけをし

ております。また、スクールカウンセラーなどの存在もお知らせしております。 

  相談を受けた教員等は、相談内容が精神的に負担の大きいものであることを理解し、過小

評価せず真摯に対応するようにしております。 

  以上となります。 

○議長（浅岡正広） 

  佐々木議員。 

○１番（佐々木希絵） 

  分かりました。 

  教育を実施する上で、自分の体は大事やでということを理解することと、嫌なことは嫌と

言うこと、そして、信頼できる大人に相談することを学ぶというふうに答えてもらったんで

すけれども、この体制をいつから取っているのかは分からないんです。実際にグルーミング

が起こったときに、これでほんまにちゃんと機能しているのかどうかというのが疑問です。

ほんまに有効ですか、これ。 

  実際にいろいろと具体的なことは議事録に残るし、公になるから言われへんけれども、い

ろんな事例を聞いている中で、ＳＯＳの窓口とかもいろいろ言っているねんけれども、生徒

自身がこれを相談するということもすごくまれなケースやし、事実が全然、これでは全く対

策が取れていないというのは、ほんまは部長も教育長も分かると思うんですね。今答えてい

ただいたのは、グルーミングの対策としてはすごく甘い、弱過ぎるかなと思います。 
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  児童生徒への教育とか指導の一環として、性暴力に特化したアンケート調査を取る、アン

ケート調査も河南町は取っているんですけれども、特化したアンケート調査を取るという自

治体も、さっき一番初めに申し上げた三重県でも、それに特化したアンケートを取っていま

す。島本町でも、申し上げた指針の一番最後についているハラスメントに係るアンケートと

いうものでは、一言、このアンケートの回答は担任の先生とかクラブの顧問の先生は見ませ

んと書いた上で、大人から何かされたり嫌な思いをしたことがありますかというアンケート

を取っているんですね。実際に三重県のところは県内全域で60もの行為が事実認定された。

被害を訴えている件数はもっとあるけれども、事実認定は、これ概ね事実やなと認定したの

が60件なんです。河南町でもこういうと秘匿性の高いアンケートというのがやっぱり必要じ

ゃないかなと思います。 

  過去に何度も申し上げているんですけれども、やっぱりどの先生が見るか分からないアン

ケート、第三者の相談窓口を設けていると言っているけれども、そこにも先生が入っている

という中では、やっぱり生徒同士のことは発見したり、家庭の中のことは発見できても、先

生からの行為、嫌がらせ、意地悪とかは発見しにくいんですね。なので、そういう秘匿性の

高い方法とかも考えるなり、教育委員会が自分たちが責任を持ってアンケートします、先生

は一切関わりないですという方法にするというような方法も考えるべきではないかと思いま

す。 

  やっぱりグルーミングという手法で性的搾取する大人が一定数いるということを、生徒自

身が知るということが本当に有効な手段やと思うんですけれども、そのあたりの見解を求め

ます。 

○議長（浅岡正広） 

  谷部長。 

○教・育部長（谷 道広） 

  先ほど、島本町の例を示していただきました。私もこのアンケートの内容、ハラスメント

に関するアンケートなどを見させていただきました。この中で、アンケートの回答は、担任

の先生やクラブの顧問の先生は見ません。あるいは限られた先生しか見ませんというような、

安心して答えてくださいねというようなことも書かれておりました。ほかの市町村にも、こ

のような事例はあるというふうに感じておりますので、ここらについては調査研究して、そ

の辺は研究してまいりたいというふうに思っております。 

  以上となります。 
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○議長（浅岡正広） 

  佐々木議員。 

○１番（佐々木希絵） 

  是非よろしくお願いします。 

  アンケートのこともなんですけれども、グルーミングというのは最近知られてきた手法で

すので、そこもやっぱり生徒自身が知るということも是非教育していただけるようよろしく

お願いします。 

  次に、データベースのことなんですけれども、日本版ＤＢＳの活用はのところなんですけ

れども、学校や塾などの教育現場での性暴力が後を絶たない、表面化してきたというだけや

と思うんですけれども、そういうことを問題視して、国では、子供に接する仕事に就く人に

性犯罪歴がないかを確認する制度（日本版ＤＢＳ）を導入する方針を示しました。性犯罪者

をデータベース化して、犯罪歴を最長20年照会できるなどの制度です。 

  この制度は2026年くらいから活用すると聞いているんですけれども、2023年から既に特定

免許状失効者管理システム、性犯罪に特化したものではないし、用途も限られているもので、

また別物ではあるんですけれども、似た種類としてそういうものがあって、閲覧できる状態

になっています。これをどの程度活用しているのかお聞きします。 

  免許制度に適用しない介助員、学童の指導員とか、今年予定の部活の地域移行の講師とか

は免許制度じゃないので適用外かと思うんですけれども、そういう方たちの過去の不適切な

経歴ということはどういうふうに情報を得るのかも併せてお伺いします。 

○議長（浅岡正広） 

  谷部長。 

○教・育部長（谷 道広） 

  令和５年度より学校の教職員等を任命する場合は、採用権者は特定免許状失効者管理シス

テムを活用することが義務化されました。本システムは、過去に児童生徒性暴力等を行った

者が再び教壇に立つことを防ぐための仕組みの一つとして、児童生徒に性暴力等を行ったこ

とにより教員免許状が失効等した者を検索・閲覧するもので、学校の教職員等（教職員、教

諭、あるいは校園長、副校園長、教頭、実習助手、寄宿舎指導員）の任用時に採用権者が活

用しております。 

  なお、こども支援スタッフ、学童の指導員、部活動指導員は対象となっておりません。採

用面接時に過去の経歴等を十分確認し、適切な採用判断を行っております。 
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  以上でございます。 

○議長（浅岡正広） 

  佐々木議員。 

○１番（佐々木希絵） 

  過去の経歴を十分に確認して、適切な採用判断を行っていますということなんですけれど

も、過去にほかの学校で、他自治体で問題を起こした先生が河南町に普通に行っていて、そ

れも誰も知らなかったという事例も、多分打合せのときに言ったんやけれども、ほかの自治

体で生徒を自殺に追い込んだクラブの顧問の先生が普通に河南町で先生として働いていて、

当時の教育長も当時の部長たちも誰もそのことを知らずにいたと。私がたまたまその人のこ

とを知っていたから、こうやって言ったときにすごくみんな驚いていたというようなことも

あって、それすら発見できていなかったのに、失効システムを使ってある一定のことはでき

るかもしれないけれども、さらにまた子供の支援スタッフとか、学童の指導員さんとか、経

歴を十分に確認しますというだけでは、多分どこの自治体でも同じことしていると思うんで

す。同じことをしているけれども、実際に全国的に子供が性犯罪に遭う結果になっていると

いうところで、やっぱりこの答えだけでは、子供たちを守り切れるのかどうかというのは、

本当に守り切れないんやろうなというのが率直な感想なんです。 

  再質問なんですけれども、日本版ＤＢＳを2026年から、来年から活用するというのは聞い

ているんですけれども、これで全てのことが、全てとは言わないけれども、大幅に子供たち

を性犯罪から守るというところに関しては進歩するのかどうか、お聞きします。登録制とな

っているので、学校園は必ず活用やけれども、そのほかの部分、学童とかはまた登録制にな

ると思うので、河南町で管轄している登録できる全ての事業は登録してほしいと思っている

んですけれども、そのあたりの考えをお示しください。 

○議長（浅岡正広） 

  谷部長。 

○教・育部長（谷 道広） 

  令和６年６月に公布されました学校設置等及び民間教育保育等事業者による児童対策性暴

力等の防止等のための措置に関する法律（通称こども性暴力防止法）、日本版ＤＢＳになり

ますが、は現時点では施行されておりません。今後、関係法が施行され、日本版ＤＢＳが活

用できるようになった際には、当該システムを適切に運用してまいりたいと考えております。 

  また、いろんな内容については、今後、国のほうで詳細なことが示されまして、ガイドラ
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イン等で今後内容等が示されるというふうに聞いております。 

  以上となります。 

○議長（浅岡正広） 

  佐々木議員。 

○１番（佐々木希絵） 

  よく分からないＤＢＳ自体の運用も、一応政府から方針は出ていてこんなものやというの

は言われているけれども、今のところ町では手探り状態で、何も分からないから何とも答え

ようがないというのが答えやとは思うんですけれども、やっぱり子供たちを守るためにどう

していくのかというのは真剣に考えないといけないんですよね。指針も検討と言うけれども、

時代の流れからしても、つくる方向になるやろうというのはあるんですけれども、何回言っ

ても、アンケートとか相談窓口も、先生がもうがっつり関与する状態でしかやらない。何年

か前に新しい機関として子供たちが直接相談できるようになりますと言っても、そのときも

言ったけれども、やっぱり先生が関わっている時点で誰も信用しないですよ。先生が関わら

ないところでの教育長なり、教育部長なりが子供たちと関わるというようなことがほんまに

重要なのに、今まで言っても言っても全然それが実現されないというのは何かあるんですか。 

  このデータベースを多分活用したからと、見られるだけ、ある程度は防げるだけ、でも中

の実態は何も分からないままで何も変わらないということもあり得るので、そのあたりの考

え、教育長、どう思っていますか。 

○議長（浅岡正広） 

  中川教育長。 

○教育長（中川 修） 

  お答えいたします。 

  今回、様々な子供に対する性暴力、性犯罪、これから何が何でも子供を守るんやという、

そういうご意思やと思いますし、そこは本当にそう思います。 

  今までも、先ほどの質問の中にもありましたけれども、いつからこういう。今、議員から

するとまだまだという部分がありますが、これはやはり以前から、もう何年も前からこうい

う形ではやっています。ただ、そのグルーミングのことであるとか、もう子供の手懐けです

よね、それは、何かそういうことはやっぱり今のＳＮＳが発達してきている部分もあって、

今までの対処法ではなかなか防げんだろうなというのは、私自身もそう思っています。 

  なので、他市町村の取組の中で、要は子供がほんまに自分の気持ちを伝えたいという、そ
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れをどういうふうにしていくのかという意味では、今回、他市町村の取組の中でこういう方

法もあるんだなとか。 

  ただ、この場合は、私ももともと教諭出身ですので、やっぱり学校の先生というのは自分

の中でも何とかしたいという気持ちがあるので関わろうとするのは、それは当たり前の話だ

と思うんです。その辺のことと、でも子供からすると、その相手がもしかしたらその対象で

あるかもしれないというとこら辺では、その先生の思いだけでは当然駄目だというのも分か

っていますし、そのあたりをどういうふうに調整していくのか。全てが全て秘匿性の高いも

のにあまりし過ぎちゃうと、今度は先生がどう把握していくのかとかいうのもあるし、その

辺は今回、以前からもこういうお話を聞いていますけれども、やはりそこは非常に大事な部

分だなと思っておりますので、他市町村も当然そうですし、その辺も参考にしながら、河南

町として何ができるのかというのは大事に考えていきたいなと、そんなふうには思っていま

す。 

  以上です。 

○議長（浅岡正広） 

  佐々木議員。 

○１番（佐々木希絵） 

  次の項目にいかないといけないんですけれども、今のことでちょっとコメントだけさせて

もらうと、質問じゃないので。グルーミング、今グルーミングでググったら、ＳＮＳで子供

が知らない大人とつながって信頼させて性的に搾取していくということがよく出てくるので、

そのイメージを持っておられるんやと思うけれども、実際にはいろいろあったのは学校の先

生と生徒ですよね。そこを一番防がないといけないし、防ごうと思ったら防げるものやし、

そこを問題にしているんですよ。 

  ＳＮＳの使い方というのは、もう十分皆さんやってくれているとは思うんやけれども、そ

の身近な防げるものに対して、もう防げなかった、防げないことも起こり得た、難しいけれ

どもというところで、すごく認識自体が全然やっぱり違うんやなと思いました。 

  やっぱり校長先生出身やったとか、教育長も部長もやけれども、何か被害をしないように

する、大阪府の指針もそうやったけれども、被害、自分が加害者にならないようにするとい

うような目線が多いんです。 

  島本町のやつ、何ですごいなと思ったのか、被害者にすごい寄り添っている。あれを読ん

だときにすぐに島本の人に言ったのは、これを書いたのは女の人やんな、全然男の人の目線
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に思わへんわと言って返ってきたのが、そのときの教育長、確かに女の人で、あれはすごい

高い評価を得たと。やっぱり加害者になるかならないか、自分がなるかならないかという目

線でしか物事を捉えられていないんじゃないかと、今の答弁聞いてもすごく思った。女の人

はいつでも被害者になり得る、ずっとおびえているような状態で、そういう目線を入れてい

かないと、この問題自体が全くうまく解決しようがないものになるんじゃないかなと、答弁

を聞いてますます不安になりました。 

  指針をつくってください。よろしくお願いして、次の事項にいきます。 

  未活用の町有地という話なんですけれども、町内には未活用の土地がたくさんあるんです

けれども、全部でどれぐらいあって、いつから未活用になっているのか、まずはお教えくだ

さい。 

○議長（浅岡正広） 

  渡辺部長。 

○総合政策部長（渡辺慶啓） 

  本町では、これまで公共施設の再編整備に取り組んできた結果、役割を終えた公共施設を

普通財産として管理しております。 

  主なものといたしまして、旧石川幼稚園が平成23年４月から、旧野外活動施設かつらぎ自

然の家が平成24年４月から、旧わかば作業所が平成24年10月から、旧町民体育館が平成28年

１月から、旧青少年スポーツセンターが平成28年１月から、旧白木小学校が平成31年４月か

ら、旧かなんこども園が令和２年４月から、旧中央保育園が令和２年４月から、旧中央保育

園分室が令和２年４月からなどあり、土地では、旧学校給食センター跡地が平成27年３月か

ら、旧中央公民館図書室（旧庁舎）跡地が平成30年３月からなどがあります。 

  このほか、河南町土地開発公社で先行取得した金山古墳環境保全整備事業用地が平成23年

３月から、道の駅かなん再整備事業用地が平成28年３月及び12月からなどがございます。 

○議長（浅岡正広） 

  佐々木議員。 

○１番（佐々木希絵） 

  一番古いもので、古いものといったらあれやけれども、一番活用、普通、役割を終えたも

の、古いものが2011年で、14年前からということなんですけれども、実際使っているもの、

もしくは取り壊す計画があるものとか、別に何らか利用しようかなというのを検討している

ものというものもいろいろあるんですけれども、一番問題なのが、旧野外活動施設かつらぎ
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自然の家、2012年から活用されていないのと、白木小学校の跡地、2019年４月から活用され

ていないものやと思います。 

  これら今挙げていただいた土地とか施設が、活用されていない状態になっているというの

はそれぞれ理由があるかと思うんですけれども、その理由をお聞かせください。 

○議長（浅岡正広） 

  渡辺部長。 

○総合政策部長（渡辺慶啓） 

  普通財産で利活用が進んでいない土地、建物につきましては、様々な理由がございますけ

れども、町中心地区にある旧わかば作業所、旧町民体育館、旧青少年スポーツセンター、旧

中央保育園、旧中央保育園分室、旧中央公民館分室跡地などは、基本構想を策定し、その取

組を進めております。 

  旧かなんこども園は、民間事業者に貸付けを行う予定であります。 

  旧石川幼稚園は、一部を地区に貸し付けて使用しております。 

  議員仰せの旧野外活動かつらぎ自然の家、それから旧白木小学校につきましては、都市計

画法上の課題や立地の問題があり、現在、具体的な方策が決まっていないのが現状でござい

ます。 

  旧学校給食センター跡地は、石川こども園の保護者の送迎用駐車場として貸付けを行って

おります。 

  河南町土地開発公社で先行取得しました金山古墳環境保全整備事業用地につきましては、

史跡金山古墳等保存活用審議会で金山古墳の保全と併せて検討することとしております。 

  道の駅かなん再整備事業用地は、引き続き民間人材を受け入れ、その整備手法を検討して

おりますが、民間事業者による引受けがない状態であります。 

  町では、財政状況が厳しい中、できるだけ財政負担を伴わない整備を検討しており、利活

用について困難な状況となっております。 

○議長（浅岡正広） 

  佐々木議員。 

○１番（佐々木希絵） 

  要は、使われへんのは法律上の大きな壁があると。かつらぎ自然の家と白木小学校はそう

いうことやと思うんです。一つちょっと聞きたいんですけれども、給食センターの跡地は、

今おっしゃっていただいたように、石川こども園の人たちがうまく使ってくれてはいるんで



－271－ 

すけれども、これは今後どうしようと思っているのか。これ、今、適正な使い方やと思って

いるのかどうか。もともと駐車場は十分やと思って、前と横と２か所、こども園で整備して

いるはずやねんけれども、これ、ちょっとどう思っているのかというのをひとつ聞かせても

らっていいですか。 

○議長（浅岡正広） 

  渡辺部長。 

○総合政策部長（渡辺慶啓） 

  旧給食センターの跡地につきましては、市街化区域の中に存在しておりまして、土地の利

用に関しては、有効に活用できる土地であるとは認識しておりますが、現在は石川こども園

の保護者送迎用用地として一部活用していることもございますので、将来的にどういうふう

な活用ができるかというのは今後検討していきたいと思います。 

○議長（浅岡正広） 

  佐々木議員。 

○１番（佐々木希絵） 

  分かりました。ありがとうございます。 

  石川こども園の給食センターの跡地だけ、すごく中途半端な使い方で満足しているような、

これからどうしようと思っているのかどうかというようなふうに見えたので、検討中という

ことでよく分かりました。 

  施設の名前をいろいろと挙げてもらったんですけれども、先ほど申し上げたように、やっ

ぱり全く方向性が見えていないし、方向性の模索も停滞しているというのが２つの施設で、

法律の壁もある中ですごく課題やなと思っていまして、売るにしても売れない、売りようが

ないし、買ってくれる人を見つけられないような状況かと思うんですけれども、そういう土

地、給食センターの跡地も含めて、今ほんまにうまく活用できている、この利用のためにや

っていると思えないような土地は、施設も含めてリストアップして、民間で活用してくれる

人にも活用しやすいように公表するということができないか。そうすることで使ってくれる

人を募集もできるんじゃないかと思うんですけれども、どうでしょうか。 

○議長（浅岡正広） 

  渡辺部長。 

○総合政策部長（渡辺慶啓） 

  それぞれの土地、建物については、様々な理由がございますので、今後、町で管理するの
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か、民間への貸付け、あるいは売却をするのかを含めて町のほうで方針を決定し、議員仰せ

のリスト化による公表を実施するかどうか検討してまいります。 

○議長（浅岡正広） 

  佐々木議員。 

○１番（佐々木希絵） 

  よろしくお願いします。 

  リスト化する。リスト化しようが、何をしようがいいんですけれども、公表して、やっぱ

り広くこういう土地があるということを知ってもらわないことには、活用しようという人も

多分いないと思うので、よろしくお願いします。町としてはあんまり知られたくないという

のもあるということも昔、聞いたことあるんですけれども、是非よろしくお願いします。 

  最後、万博の校外授業についての質問をします。 

  まずは、安全確保はどうかという話です。 

  来月開幕する万博のことで、特に学校から行く校外学習について、住民の皆さんから心配

の声が寄せられています。参加する、しないの判断も含めて、子供たちと保護者の皆さんに、

行くとしたら安心して行ってもらえるように質問します。 

  大阪府の教育委員会では、府内の小・中・高校と支援学校に通う生徒が、家庭環境によら

ず、大阪・関西万博において先端の技術や他国の価値観に直接触れる体験等を通じて、将来

に向けた夢や希望をたくさん感じ取ってもらう、そうした貴重な学びの機会を確保するため、

児童生徒招待事業を進めていますが、校外学習の場所の選定、安全確保というのは、実際は

学校の先生が判断するんですね。 

  まずは、校外学習地の選定方法はどういうふうに選んでいるのかというのと、安全が確保

されているなと判断する基準、下見とか行って判断するんやと思うんですけれども、その基

準をお聞かせください。 

○議長（浅岡正広） 

  谷部長。 

○教・育部長（谷 道広） 

  小・中学校における校外学習の企画、実施については、当該学年の児童・生徒に応じた狙

いを設け、それに適した候補地を選定しています。そして、必ず教員が下見を行っており、

その際、児童生徒全員が確認できる集合場所を確保できるか、あるいはトイレや救護の場所

を確保できるか、様々な天候に対応できる食事の場所は確保できるか、また、熱中症対策を
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含め、全天候型の休憩場所を確保できるかといった点を安全確保の基準としております。 

○議長（浅岡正広） 

  佐々木議員。 

○１番（佐々木希絵） 

  今答えていただいたんですけれども、いろいろお答えいただいた点をクリアするかどうか

というのを下見に行って判断するということだと思うんです。 

  これ再質問なんですけれども、実際下見に行くのはテストランのときやというふうに聞い

ているんですけれども、５月、６月やったかの予定の人たちはそれでも十分やと思うんです

けれども、９月の予定の人がほんまにそんな長い期間空いて、万博も工事が４分の１しか終

わっていないんかな、パビリオンの承認が下りたのが先週時点で４分の１やったとか、そん

な状態やったと思うんですけれども、その状況も、万博の中の状況も変わっていくし、気候

も変わる。今、本当に気候が読めない状態なんですけれども、それでもテストランのときの

下見でほんまに十分なのかどうか。もしくは９月の先生たちは別日に予定されているのかど

うかというところも答えていただきたいんですけれども、保護者の皆さんが実際に心配され

ている具体的なポイントが幾つかあるので、それについてお聞きします。 

  まず初めに、本格的な暑さ対策が必要な時期ではないだろう、５月、６月、９月なのでと

は思うんですけれども、例えば熱中症などの急病が出た場合の救急の対応、また、災害が起

きたときの避難経路の確認というのがどうなっているのか。 

  次に、昨年６月に衆議院議員の質問主意書というのが出ていたので見たんですけれども、

万博の入場門からパビリオンまで片道１キロあると。そんな中、歩いていって生徒は実際に

楽しむ段階で疲労こんぱいにならないかという質問をされていたんです。それに対する答弁

が、調整中で終わっています。調整中と。去年の６月のこの質問主意書だったので、もう調

整が終わっているとは思うんですけれども、このあたりの情報、何かつかんでおられればお

答えください。 

  最後に、メタンガスについて。 

  １日目にも藤井議員が質問されていたんですけれども、万博の説明会を行ったときの資料

を拝見したら、ガスが出ているかどうかの測定器を置く、基準値を超えたらパビリオンを閉

鎖すると。閉鎖するときに、中にいる人には緊急に避難してもらう。安全確認しながら避難

してもらうみたいな答えがありました。また、団体休憩場が説明会資料の中では3,800席あ

るということが書いていたんですけれども、そのうち1,800席が爆発事故があった何とか区
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内というところ、同じ区内エリアにあるということです。運営側は、それ屋外スペースで風

通しがいいから大丈夫という答えをしているんですけれども。 

  この部分だけ聞いていたら、保護者としては、そこまでして子供をここに連れていかなあ

かんのかなというように思うと思うんですけれども、そのあたりの考えも併せてお聞かせく

ださい。 

○議長（浅岡正広） 

  谷部長。 

○教・育部長（谷 道広） 

  まず１つ目、下見の件です。 

  下見の件は、テストラン、今度あるんですけれども、それについては各学校から３名ずつ

行くようになっております。教育委員会も３名行くことになるんですけれども、それ以外に、

また各学校、学年ごとに先生方も下見をすることができるというふうに聞いておりますので、

それはまた学校の体制が整えば、どうしていくかというのを検討していきたいというふうに

考えております。 

  それとあと内容のほう、熱中症とかいろんな件があったと思うんですけれども、大阪府教

育庁から情報提供によりますと、会場内に多数の休憩所とか、バリアフリートイレが設置さ

れておりまして、また、会場内の医療救護施設として診療所３か所と応急手当所５か所に医

師や看護師が配置され、重症の場合には会場外の病院へ搬送するという医療救護体制がしか

れます。万が一、熱中症を含め急な体調の変化やけが等の事態が生じた際には、こうした体

制の下、養護教諭を含む引率教員において適切に対応してまいります。 

  また、同じく大阪府教育庁からの情報提供によりますと、災害時、これはそこまでないか、

ごめんなさい。それと入場門から遠いというところの質問があったと思うんですけれども、

今のところ、一時の駐車場じゃなしに、バスターミナルのほうに止めることができまして、

そこから小学校の低学年ぐらいやったら歩けますし、ミストがあるというふうに聞いており

ます、実際に入る入場門まで。そういうところで熱中症対策がされているというふうに聞い

ております。 

  また、メタンガスの件ですけれども、昨日の回答、答弁でお話しさせていただいたように、

そういうような形でメタンガスの濃度とかそういうのがありますので、それも下見を見させ

ていただいて、どのような状況であるかというのを確認させていただきたいと思っておりま

す。 
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  以上となります。 

○１番（佐々木希絵） 

  災害。 

○教・育部長（谷 道広） 

  災害の件ですね、すみません、それは大阪府の教育庁の情報提供からよりますと、災害時

の避難につきましては、トンネルや橋は耐震性を備えておりまして、また、安全が確認され

るまでは会場内に一時滞在していただけるように、食料、水等の備蓄品が用意されておりま

す。さらに要配慮者のための施設も整える予定とされております。 

  なお、地震等により、咲洲のほうでの滞在が継続する場合は、大阪府、大阪市へ船舶によ

る代替輸送等を要請するとのことになっております。 

  以上となります。 

○議長（浅岡正広） 

  佐々木議員。 

○１番（佐々木希絵） 

  ミストがあるや何やいろいろあるんですけれども、行ってみな分からへんというところが

大分大きいし、ガスについても、爆発が実際にあって、すごくみんなおびえているんですけ

れども、一応万博の人からしたら、対策は取っているから安心してねという話やと思うんで

すね。それでも不安な人は不安やし、安心、何が不安やねんと言う人はそうやと思うので、

判断が、どうしても学校の先生に判断してもらうというのが一番適切かなと思います。 

  現時点で、町内の各校とも参加の意向があるとのことなんですけれども、下見の結果、不

参加と判断した場合の代替事案はあるのかどうか。金曜日の藤井議員への答弁だと、代替地

すら考える必要がないとでも言いたげな感じの、割とさっぱりとした答弁やったので、その

あたり本当に教育委員会としてはどう考えているのか、お聞きします。 

○議長（浅岡正広） 

  谷部長。 

○教・育部長（谷 道広） 

  現時点で町立各小・中学校とも参加の意向を示しております。先ほどの万博協会での対策

等について下見を行いまして、各学校において話合いをされ、安全確保に努めていくことと

しております。 

  代替地案については、必要に応じて検討されることとなっております。 
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  今回の万博の件については、引き続き教育委員会のほうからも情報提供等に努めてまいり

たいと考えております。 

○議長（浅岡正広） 

  佐々木議員。 

○１番（佐々木希絵） 

  代替地案は必要に応じて検討するということで、下見に行った段階で、もしか、下見に行

って、４月に下見に行ってやっぱり無理となったときに、５月、６月やのに、ほかの候補地

というのは間に合いますか。過去に確かに、地震があるから、熊本か何か九州のほうの修学

旅行を取りやめて、急に長野県に行くとか対応していただいたこともあったけれども、それ

めっちゃ現場の先生は大変やったと思うんですね。実際のところ、ほんまに行ってみな分か

らんという要素が、不確定な要素が多いものなので、今の時点である程度の雨の日とか、天

気の問題でのほかの案というのは持っているやろうけれども、今の時点である程度、旅行会

社とも打合せしておかなあかんの違うかなと思うんですけれども、ほんまにそれで大丈夫で

すか。 

  学校の先生が判断するというようなことなんですけれども、現場の先生の話を聞いたら、

やっぱり校長先生の性格によって、教育委員会の意向をどうしても酌みたい、酌みがちな校

長先生もいるということを聞いているんです。先生方の意見を十分に議論する場が設けられ

ないというようなケースもあるというふうに聞いています。もちろん、それは一部のケース

やとは思うんですけれども。 

  特に今回の万博、先ほど申し上げたとおり、メタンガスの爆発の問題であるとか、島内で

550匹のヒアリが見つかるであるとか、会場までのアクセスの問題やとか、下見ができない

とか、いろいろと事前にニュースが出過ぎていて、本当に子供も保護者も、それだけじゃな

くて先生もやっぱり心配をすごいされているんです。皆さんの不安を十分に理解して、実際

に引率する先生方が自由に議論して、私たちから行けとも行くなとも何とも言えないので、

本当に先生たちが責任を持って連れていってくださるので、先生たちが議論をして判断でき

る、教育長の意向であるとか、ほかの意向を、圧力を感じることなく自由に判断できるとい

うようにしてもらいたいです。それは必ずできますか。 

○議長（浅岡正広） 

  谷部長。 

○教・育部長（谷 道広） 
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  いろいろとご意見いただきまして、代替地案については、いろいろと学校のほうの人事異

動もございまして、今確定したところです。 

  テストランには必ず行くんですけれども、先ほど言いましたように、学年ごとに行くか、

何人行くかというところ、まだはっきりはしていないところがあります。雨が降った場合と

か、台風とか、いろんなことも想定されます。それらについても十分、学校のほうで話合い

をされるというふうに思っております。 

  先ほどの教育委員会からというところなんですけれども、やはりいろんな情報が今、万博

のほうからも出ておりまして、それについても先ほど答弁いたしましたように、情報提供に

努めていきたいというふうに思っております。あくまでも学校に情報提供していきたいとい

うふうに考えております。 

  以上となります。 

○議長（浅岡正広） 

  佐々木議員。 

○１番（佐々木希絵） 

  ありがとうございました。 

  十分に、ほんまに行ってみな分からん、やってみな分からんというところが多い中で、生

徒たちが実験台にはならないように、安全確保を十分にやって考えてもらえますようよろし

くお願いして、今回の質問は終わります。ありがとうございました。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○議長（浅岡正広） 

  以上で、通告を受けていました一般質問は全て終了しました。 

  ２日間にわたりお疲れさまでございました。 

  本会議４日目は、明日３月25日午前10時に開きます。 

  本日はこれをもちまして散会します。 

  皆様、お疲れさまでございました。 

午後３時２２分散会 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 
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～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

議   事   の   経   過 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 

午前１０時００分開議 

 

○議長（浅岡正広） 

  皆さん、おはようございます。 

  ただいまの出席議員は10名です。定足数に達していますので、直ちに本日の会議を開きま

す。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○議長（浅岡正広） 

  本日の議事日程及び先日３月19日開催の議会運営委員会の審議結果も併せて、タブレット

722、令和７年３月25日、３月定例会議（最終日）に送信しています。 

  お諮りします。 

  日程第１ 議案第53号 令和７年度河南町一般会計予算から日程第６ 議案第58号 令和

７年度河南町下水道事業会計予算までの６件を、会議規則第37条の規定により一括議題で行

いたいと思いますが、異議ありませんか。 

〔「異議なし」の声起こる〕 

○議長（浅岡正広） 

  異議なしと認めます。よって、以上６件を一括議題とすることに決しました。 

  なお、討論、採決は１件ずつ行います。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○議長（浅岡正広） 

  それでは、予算・決算常任委員会委員長の審査結果報告を求めます。 

  中川委員長。 

○予算・決算常任委員会委員長（中川 博）（登壇） 

  皆さん、おはようございます。 

  予算・決算常任委員会委員長の中川でございます。 

  それでは、予算・決算常任委員会委員長報告をさせていただきます。 
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  過日３月５日から６日におきまして開催されました令和７年３月定例会議におきまして当

委員会に付託を受けました案件は、議案第53号 令和７年度河南町一般会計予算から議案第

58号 令和７年度河南町下水道事業会計予算、６件でございます。 

  委員会を開催し、慎重に審議を行いました結果につきまして、ご報告を申し上げます。 

  最初に議案第53号 令和７年度河南町一般会計予算は、討論なしで採決に入り、全員賛成

で可決すべきものと決しました。 

  次に、議案第54号 令和７年度河南町国民健康保険特別会計予算は、討論なしで採決に入

り、賛成多数で可決すべきものと決しました。 

  次に、議案第55号 令和７年度河南町後期高齢者医療特別会計予算は、討論なしで採決に

入り、賛成多数で可決すべきものと決しました。 

  次に、議案第56号 令和７年度河南町介護保険特別会計予算は、討論なしで採決に入り、

賛成多数で可決すべきものと決しました。 

  次に、議案第57号 令和７年度河南町土地取得特別会計予算は、討論なしで採決に入り、

全員賛成で可決すべきものと決しました。 

  次に、議案第58号 令和７年度河南町下水道事業会計予算は、討論なしで採決に入り、全

員賛成で可決すべきものと決しました。 

  なお、委員会での内容につきましては、議長を除く議員全員が委員であり、十分慎重に審

査願ったと思っておりますので、省略させていただきたいと思います。 

  以上、令和７年度河南町一般会計予算外５件の審査結果の報告とさせていただきます。 

  記録は事務局に整理させておりますので、後日ご覧いただければ結構かと思います。 

  また、理事者におかれましては、当委員会中、委員より指摘並びに要望等が出ておりまし

た事項につきましては、精査されるよう委員長より申し添えておきます。 

  以上で予算・決算常任委員会委員長報告を終了いたします。ありがとうございました。 

○議長（浅岡正広） 

  予算・決算常任委員会中川委員長の審査報告が終わりました。 

  少しお待ちください。 

  慎重なる審査、お疲れさまでした。議長を除く全議員が委員として十分に審査をしていた

だきましたので、質疑を省略し、討論に入ります。中川委員長、議席にお戻りください。 

  これより討論、採決に入ります。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 
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○議長（浅岡正広） 

  最初に、議案第53号 令和７年度河南町一般会計予算の討論に入ります。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（浅岡正広） 

  ないようですので、討論を終結します。 

  これより採決に入ります。 

  本案を原案どおり可決することに賛成の方の起立を求めます。 

〔賛 成 者 起 立〕 

○議長（浅岡正広） 

  起立全員と認めます。よって、本案は原案どおり可決されました。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○議長（浅岡正広） 

  次に、議案第54号 令和７年度河南町国民健康保険特別会計予算の討論に入ります。 

  なお、先に反対討論からお受けします。 

  力武議員。 

○９番（力武 清） 

  議案第54号 令和７年度河南町国民健康保険特別会計に対して、反対の立場から討論させ

ていただきます。 

  令和７年度の国民健康保険料は、１人当たり11万３円と前年と比べ4,524円、4.0％の引下

げとなっております。前年度から大阪府統一の保険料となり、全国一高い保険料となりまし

た。被保険者の団体や保険医協会などの各種団体からの保険料引下げを求める意見、声に応

えた今年の保険料ですが、物価高、実質賃金のマイナスで、被保険者の保険料負担は生活に

大きな影響を与えております。収入の20％を超えるような保険料は、国民皆保険制度の根幹

に関わる問題で、国は国庫負担金を増やすべきであります。 

  また、保険料を賦課する方式は、所得割、均等割、平等割の３往復で賦課されております

が、保険料軽減の法定軽減分の７割、５割、２割となっていますが、法定軽減以外の分は軽

減策はありません。 

  能勢町では、健康増進支援金という名目で被保険者１人当たり１万５千円の給付をやられ

て、自主的な保険料軽減に取り組んでおられます。物価高の折、大変喜んでおられると聞き

及んでおります。 
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  特に０歳児から３万４千円以上の負担を強いる均等割が就学前までしか軽減されていませ

ん。子育ての充実を打って、給食費完全無償化、医療費22歳未満の助成保育料２人目からの

無償化などを実施されている施策の大きな矛盾を感じます。財源がないわけではありません。

資金の活用で僅か数％の繰入れが可能だと思いますが、均等割の矛盾の解消を求めるもので

あります。 

  また、コロナ禍この中で実施されていた傷病手当の制度の復活も併せて求めるものであり

ます。以前は、傷病手当の支給に関して、支給基準がないなどの理由で実施が見送られてい

ましたが、コロナ禍で実施されました。やればできることではないでしょうか。 

  繰り返しになりますが、大阪府の保険料は全国一高いものになって、今、各団体が幾ら黒

字会計になっても、前年度繰り越して保険料引下げに使えないようになっています。つまり、

財政調整基金に積み上げるしか仕方ない仕組みとなっております。各団体からこの仕組みの

見直しを求める意見が出されていることに大阪府は真摯に向かい合って、統一保険料の引下

げを再度求めることを求めて討論といたします。 

  以上です。 

○議長（浅岡正広） 

  次に、賛成討論を受けします。 

  髙田議員。 

○３番（髙田伸也） 

  令和７年度河南町国民健康保険特別会計予算案に賛成の立場で、討論をいたします。 

  国民健康保険制度は、国民皆保険制度の中核をなし、最後のとりでとして重要な役割を果

たしておりますが、市町村国保における被保険者の現状としましては、年齢構成が高く、１

人当たりの医療費の水準が高いこと、所得水準が相対的に低いことから所得に占める１人当

たりの保険料の負担割合が高いこと、また、被保険者が減少傾向にあることや市町村規模の

違いがあることから、公費等による財政支援が拡充されつつも、厳しい財政状況が続いてお

りました。 

  こうした中、持続可能な医療保険制度を維持構築するための国の制度改革に伴い、平成30

年、市町村国保は大阪で１つの国保として、府内全体で支え合う仕組みとしまして負担を分

かち合うこととなり、府内統一の保険料になりました。 

  保険料というところでは、令和７年度の１人当たりの予定額では、令和６年度と比較しま

して、保険料は約4,500円程度引き下がっておりますが、これは、団塊の世代の多くが後期
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高齢者医療に移行したということであり、根本的な医療費の低減を見据えたものではなく、

府下統一によるスケールメリットとも言えないところであります。 

  しかし、低所得者所得帯に対する保険料の減額対象者の拡大でありますとか、産前産後期

間の保険料の軽減、また未就学児に関わる均等割が５割軽減される子育て支援等の軽減など、

様々な負担減の取組も行われております。 

  一方、本町独自で一歩進んだ均等割に対するさらなる保険料の引上げに関しましては、大

阪府の方針に反することとなりまして、基金を活用した独自の支援につきましても、今後の

新しい保険事業や大阪府への納付金の不足、そのような場合が発生したときに活用するとい

うことになっており、その基金は保険料の引下げにつながるような支援に利用することはで

きないというふうに聞いております。 

  今後は、できる限り被保険者の負担軽減額を希望した上で、将来にわたり、河南町の被保

険者の皆さんが安心して生活し、適正な治療を受けるためには、現状なくてはならない制度

であるという思いで賛成の討論とさせていただきます。 

  以上です。 

○議長（浅岡正広） 

  ほかにございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（浅岡正広） 

  ないようですので、討論を終結します。 

  これより採決に入ります。 

  本案を原案どおり可決することに賛成の方の起立を求めます。 

〔賛 成 者 起 立〕 

○議長（浅岡正広） 

  起立多数と認めます。よって、本案は原案どおり可決されました。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○議長（浅岡正広） 

  次に、議案第55号 令和７年度河南町後期高齢者医療特別会計予算の討論に入ります。 

  先に反対討論からお受けします。 

  藤井議員。 

○５番（藤井祥代） 
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  議案第55号 令和７年度河南町後期高齢者医療保険特別会計、反対の立場から討論いたし

ます。 

  令和７年度の保険料は９万5,666円で、２年ごとに改定されますが、７年度の場合、昨年

度と同額の保険料となっています。75歳以上の高齢者を対象にした医療保険制度ですが、高

齢になれば体力の衰えは若い人以上に落ちてくるのは必然です。当然、病気になるリスクは

高くなります。 

  国は、高齢者の医療費を抑制するためとして、それまでの老人医療制度から切離し、別建

てにした制度として発足させました。制度発足以来、保険料は毎回引上げられてきました。

年金だよりの人が圧倒的に多い中で、負担率は高まるばかりです。また、一定の所得のある

人は、病院窓口で支払う医療費は２割に引き上げられました。こうしたことから、受診控え

が起こり、重症化を招く事例も発生しています。高齢者の尊厳を守り、元気で長生きの制度

にしていくことが重要なのに、それとは逆さまの状況になってしまっています。 

  近年、猛暑が続く上、高齢者も熱中症になる人々が増えています。熱中症対策の一つとし

て、社会福祉協議会など地域福祉関係者との連携で、高齢者の独り暮らし、二人暮らしの人

に対する見守り活動などの取組を強めることが求められています。こうした活動の充実を求

め、討論とします。 

  以上です。 

○議長（浅岡正広） 

  次に、賛成討論をお受けします。 

  大門議員。 

○８番（大門晶子） 

  議案第55号 令和７年度河南町後期高齢者医療特別会計予算についての賛成の立場から討

論いたします。 

  後期高齢者医療制度は、75歳以上の高齢者と65歳以上75歳未満の一定の障がいがあると認

定された方も対象となり、現在、大阪府後期高齢者医療広域連合が保険者となって運営され

ています。医療給付費は、大阪府内の医療費を見据えた保険料を定め、必要な経費を基に算

定され、公平な給付が行われていて、医療給付費の財源構成は、患者負担を除き、国や自治

体からの公費約50％、現役世代の支援金の収入割合は40％で、後期高齢者からの保険料が約

10％となっており、急激な高齢化による医療費の増大に対処し、将来にわたる持続可能な制

度となることを目的として運営されています。 
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  本年度の当初予算案は、広域連合が賦課決定した保険料を町が徴収し、その相当額に当た

る納付金３億5,549万円を広域連合に納付するための所要額を計上しているのでありますが、

広域連合納付金は前年度に比べ2,075万円の減となっていることから、本年度の保険料は前

年度と比較して1,842万円の減となり、繰入金も214万５千円減額されました。 

  本町の令和７年の被保険者数は3,022人と前年度比の81人の増となっていますが、町民１

人当たりの賦課額は、令和７年度は令和６年度の予算額９万5,666円と同額となっており、

本町の取組としては、収納対策や健康維持のための保健事業などに取り組まれ、被保険者の

保険料減免や納付方法などで未納の解消や還付の早期振り込みの実施により、前年度同様の

収納率が維持されています。対象被保険者のほとんどが年金生活者であることを考え、全世

代で支える仕組みとなっている後期高齢者医療制度は、保険料の面では、低所得者への保険

料軽減措置を講じるなど、急激な上昇を抑制しつつ、医療費の増額を抑えるために、健康寿

命を延伸する事業も実施されています。 

  本町においては、コロナ禍後、厳しい生活を余儀なくされている後期高齢者にとっては、

地域で安心して医療を受けることができる医療制度は欠かせないもので、高齢者がいつでも

安心して医療を受けることができ健康維持が図れるこの医療制度が、高齢者の貴い命と暮ら

しを支えていくと言っても過言ではありません。 

  今後も広域連合と情報の共有、円滑な連携を行い、後期高齢者の病気や介護予防につなが

る保健事業、健康体操教室などの充実を図っていただき、引き続き健全な財政運営や事業運

営が行われることを願い、医療保険の安定化を求めて、本議案に賛成するものであります。 

○議長（浅岡正広） 

  ほかに。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（浅岡正広） 

  ないようですので、討論を終結します。 

  これより採決に入ります。 

  本案を原案どおり可決することに賛成の方の起立を求めます。 

〔賛 成 者 起 立〕 

○議長（浅岡正広） 

  起立多数と認めます。よって、本案は原案どおり可決されました。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 
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○議長（浅岡正広） 

  次に、議案第56号 令和７年度河南町介護保険特別会計予算の討論に入ります。 

  ここでも、先に反対討論からお受けします。 

  力武議員。 

○９番（力武 清） 

  議案56号 令和７年度河南町介護保険特別会計に対して、反対の立場から討論いたします。 

  令和７年度の介護保険料は３年に一度改定される第９期目の２年目で、昨年と同じ保険料

となっております。この間、提案してきました基金を活用しての標準以下の部分の保険料の

引下げが行われたことは、評価いたします。しかしながら、この制度は、サービスを使えば

使うほど保険料負担につながる仕組みとなっていて、65歳以上の１号被保険者や40歳から64

歳までの２号被保険者の負担が増す制度との制度上の矛盾があります。国は、この矛盾解消

に向けて取組に一向に取り組もうとしていません。この制度の財源は65歳以上が23％、40歳

から64歳が27％、国が25％、大阪府12.5％、市町村が12.5％の割合となっております。国や

府の負担が低過ぎます。改善を求めるものであります。 

  また、利用料も所得金額160万円以下の場合は１割負担で、160万円以上２割負担、220万

円以上の人は３割となっております。利用料の負担についても矛盾を広げております。介護

の場合、サービスを長期にわたって利用し続けなければなりません。この点での利用料につ

いての見直しと同時に、介護費用の23％を高齢者が負担しなければなりません。介護サービ

スの利用が増えれば、利用しない人も含め保険料が上がることになってしまいます。保険料

や利用料の負担は、文字どおり保険あって介護なしの状況がつくり出されております。 

  制度の矛盾はありつつ、生き生きと高齢者が活躍してもらう社会を築く上で、介護予防は

必要不可欠の課題であり、その取組も一定定着してきております。一層の充実、強化を求め

るものであります。社会の一員としての役割、高齢者の社会参加によるコミュニケーション

を活発にするすることが求められております。その点で、高齢者の難聴者向けの補聴器購入

制度への助成の早期の実施を求めて討論といたします。 

○議長（浅岡正広） 

  次に、賛成討論をお受けします。 

  河合議員。 

○６番（河合英紀） 

  令和７年度介護保険特別会計予算に対して、賛成の立場から討論を行います。 
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  令和６年度は第９期介護保険事業計画に基づきながら、保険料の所得区分の細分化、12段

階から15段階も実施されています。全ての町民への配慮もされています。歳出面では、高齢

化の進行で、給付費の伸びが見込まれる中、介護予防対策として百歳体操や短期集中の通所

型サービスに取り組まれました。住み慣れた地域で安心して暮らせる地域づくりを進めるた

めに、生活支援コーディネーターや認知症地域支援専門員の設置を通じて、住民主体の通所

サービスの地域への周知、普及や、認知症カフェなど、さらなるサービスの充実にも取り組

んでいただけました。総合事業も熱心に取り組んでいただき、以前にも増して介護保険のサ

ービスの充実、適正化に取り組まれています。 

  令和６年度は、第９期介護保険事業計画が策定され、今まで以上に取り組んでいただけて

います。今後とも、地域包括支援センターが中心となって、適正なサービスの提供体制を維

持することを期待するとともに、社会福祉協議会とも連携し、地域の中で包括的な支援サー

ビス提供体制の維持構築を図りつつ、介護保険事業の円滑で健全な運営を期待しまして、令

和７年度介護保険特別会計予算の賛成討論とさせていただきます。 

○議長（浅岡正広） 

  ほかにございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（浅岡正広） 

  ないようですので、討論を終結します。 

  これより採決に入ります。 

  本案を原案どおり可決することに賛成の方の起立を求めます。 

〔賛 成 者 起 立〕 

○議長（浅岡正広） 

  起立多数と認めます。よって、本案は原案どおり可決されました。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○議長（浅岡正広） 

  次に、議案第57号 令和７年度河南町土地取得特別会計予算の討論に入ります。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（浅岡正広） 

  ないようですので、討論を終結します。 

  これより採決に入ります。 
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  本案を原案どおり可決することに賛成の方の起立を求めます。 

〔賛 成 者 起 立〕 

○議長（浅岡正広） 

  起立全員と認めます。よって、本案は原案どおり可決されました。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○議長（浅岡正広） 

  次に、議案第58号 令和７年度河南町下水道事業会計予算の討論に入ります。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（浅岡正広） 

  ないようですので、討論を終結します。 

  これより採決に入ります。 

  本案を原案どおり可決することに賛成の方の起立を求めます。 

〔賛 成 者 起 立〕 

○議長（浅岡正広） 

  起立全員と認めます。よって、本案は原案どおり可決されました。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○議長（浅岡正広） 

  お諮りします。 

  日程第７ 議案第60号 令和６年度河南町一般会計補正予算（第７号）から日程第10 議

案第63号 令和６年度河南町土地取得特別会計補正予算（第１号）までの４件を会議規則第

37条の規定により一括議題にしたいと思いますが、異議ありませんか。 

〔「異議なし」の声起こる〕 

○議長（浅岡正広） 

  異議なしと認めます。よって、以上４件を一括議題とすることに決しました。 

  それでは、議案第60号 令和６年度河南町一般会計補正予算（第７号）から順次提案理由

の説明を求めますが、提案理由の説明については、詳細な説明は省略願い、議案の表題の説

明程度にとどめたいと思います。 

  それでは、順次説明を求めます。 

  多村部長。 

○総務部長（多村美紀）（登壇） 
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  それではタブレットは727、令和７年３月18日議案送付、追加議案一式01令和７年河南町

議会３月定例会議、追加提出議案資料のほうをお開きください。 

  10ページをお願いいたします。 

  それでは、提案理由の説明をさせていただきます。 

 

    議案第60号 

令和６年度河南町一般会計補正予算（第７号） 

令和６年度河南町一般会計補正予算（第７号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ２億4,967万１千円を追加し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ74億2,180万２千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

（繰越明許費の補正） 

第２条 繰越明許費の追加は、「第２表繰越明許費補正」による。 

（地方債の補正） 

第３条 地方債の追加及び変更は、「第３表地方債補正」による。 

      令和７年３月25日提出 

                              河南町長 森 田 昌 吾 

 

  めくっていただきまして、11ページでございます。 

  「第１表歳入歳出予算補正」、歳入でございます。 

  （款）地方消費税交付金、（項）地方消費税交付金123万３千円の追加。 

  （款）地方特例交付金、（項）地方特例交付金306万８千円の減額。 

  （款）地方交付税、（項）地方交付税１億5,884万５千円の追加。 

  （款）国庫支出金、（項）国庫負担金678万６千円の減額。 

  （項）国庫補助金１億538万２千円の追加。 

  （款）府支出金、（項）府負担金1,011万６千円の減額。 

  （項）府補助金93万９千円の追加。 

  （款）財産収入、（項）財産運用収入47万３千円の追加。 
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  （款）寄附金、（項）寄附金400万円の追加。 

  （款）繰入金、（項）特別会計繰入金１万円の追加。 

  めくっていただきまして、12ページです。 

  （項）基金繰入金8,288万８千円の減額。 

  （款）諸収入、（項）雑入915万３千円の減額。 

  （款）町債費、（項）町債費9,080万円の追加。 

  歳入合計で２億4,967万１千円の追加。補正後予算額を74億2,180万２千円とするものでご

ざいます。 

  めくっていただきまして、13ページは歳出でございます。 

  （款）総務費、（項）総務管理費１億6,666万５千円の追加。 

  （款）民生費、（項）児童福祉費2,702万円の減額。 

  （款）衛生費、（項）保健事業費251万９千円の追加。 

  （款）農林水産業費、（項）農業費118万９千円の追加。 

  （款）土木費、（項）河川費510万円の減額。 

  （項）都市計画費100万円の減額。 

  （項）都市計画事業積立金３万９千円の追加。 

  （款）消防費、（項）消防費2,445万３千円の追加。 

  （款）教育費、（項）小学校費8,992万６千円の追加。 

  （項）中学校費200万円の減額でございまして、歳出合計で２億4,967万１千円の追加。補

正後予算額を74億2,180万２千円とするものでございます。 

  めくっていただきまして、14ページ、「第２表繰越明許費補正」追加でございます。 

  まず、（款）総務費、（項）総務管理費、地域公共交通車両更新事業１億538万５千円で

すが、国の補正予算で措置されました、新しい地方経済・生活環境創生交付金の事業採択を

受け、地域公共交通運行車両として使用しています旧金剛バス３台の更新を行うものですが、

翌年度において執行するため繰越明許費を設定しております。 

  次に、（款）総務費、（項）総務管理費、母子保健情報システム改修事業84万６千円です

が、これも子ども・子育て支援法の一部改正に伴いシステム改修を行うものですが、翌年度

において執行するため繰越明許費を設定しております。 

  次に、（款）農林水産業費、（項）農業費、農村総合整備事業600万円は、府営事業とし

て実施されています加納・寺田地区の補助整備事業に対する負担金ですが、今年度に予定さ
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れていた整備工事の一部について地権者との調整に時間を要し、年度内完了が困難となった

ため、事業主体である大阪府においては、翌年度へ繰越し手続がされます。これに伴い、本

町の負担金についても繰越明許費の設定をさせていただくものです。 

  次に、（款）土木費、（項）土木管理費、交通連結拠点整備事業1,182万１千円は、今年

度予定しておりました建物移転補償費、算定業務や用地測量業務及び町有施設の解体撤去実

施設計業務について地権者との調整に時間を要したことなどにより、年度内完了が見込まれ

ない状況となったため、繰越明許費を設定させていただくものです。 

  次に、（款）消防費、（項）消防費、災害用備蓄整備事業1,510万１千円は、こちらも国

の補正予算で措置されました新しい地方経済・生活環境創生交付金の事業採択を受けて実施

するものですが、翌年度で執行するため、繰越明許費を設定しております。 

  次に、（款）教育費、（項）小学校費、小学校体育館空調整備事業9,292万６千円は、こ

ちらも国の補正予算の空調設備整備臨時特例交付金の事業採択を受け実施いたしましたが、

同じく翌年度において執行するため、繰越明許費を設定しております。 

  めくっていただきまして、15ページは、「第３表地方債補正」でございます。 

  まず、地方債の追加でございますが、地域公共交通車両整備事業5,250万円の追加は、バ

ス３台の購入費の財源として追加しております。 

  次に、小学校体育館空調設備設置事業4,490万円の追加は、小学校２校の体育館の空調設

備設置工事費の財源としております。起債の方法は、利率、償還の方法は、本ページに記載

のとおりでございます。 

  めくっていただきまして、16ページは地方債の変更でございます。 

  まず、河川改修事業（天満川）については、事業費の確定に伴い、補正前限度額1,640万

円から補正後限度額1,130万円で、510万円を減額しております。 

  次に、臨時財政対策債については、発行可能額の確定に伴い、補正前限度額1,400万円か

ら補正後限度額1,250万円で、150万円を減額しております。 

  いずれも起債の方法は、利率償還の方法について変更はございません。 

  以上、簡単ではございますが、説明とさせていただきます。 

  ここで説明員を交代させていただきます。 

○議長（浅岡正広） 

  大門部長。 

○住民部長（大門 晃）（登壇） 
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  それでは、議案第61号について説明させていただきます。 

  29ページをご覧ください。 

 

    議案第61号 

令和６年度河南町国民健康保険特別会計補正予算（第４号） 

令和６年度河南町国民健康保険特別会計補正予算（第４号）は、次に定めるところ

による。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ25万８千円を追加し、歳入歳出

予算の総額を歳入歳出それぞれ18億7,056万３千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

      令和７年３月25日提出 

                              河南町長 森 田 昌 吾 

 

  めくっていただきまして、30ページでございます。 

  「第１表歳入歳出予算補正」、歳入、（款）財産収入、（項）財産運用収入で５千円の増

額。 

  （款）繰越金、（項）繰越金で25万３千円の増額とし、歳入合計は18億7,056万３千円で

ございます。 

  次に、31ページ、歳出でございます。 

  歳出、（款）国民健康保険事業費納付金、（項）医療給付費分で12万８千円の増額。 

  （項）後期高齢者支援金等分で２万５千円の増額。 

  （款）保健事業費、（項）保健事業費で10万円の増額。 

  （款）基金積立金、（項）基金積立金で５千円の増額とし、歳出合計は18億7,056万３千

円でございます。 

  以上、簡単ではございますが、説明とさせていただきます。 

  ここで説明員を交代します。 

○議長（浅岡正広） 

  田村健康福祉部長。 
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○健康福祉部長兼総合保健福祉センター長（田村夕香）（登壇） 

  それでは、介護保険特別会計補正予算をご提案申し上げます。 

  37ページをお開き願います。 

 

    議案第62号 

令和６年度河南町介護保険特別会計補正予算（第３号） 

令和６年度河南町介護保険特別会計補正予算（第３号）は、次に定めるところによ

る。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ３千万円を追加し、歳入歳出予

算の総額を歳入歳出それぞれ18億4,038万１千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

      令和７年３月25日提出 

                              河南町長 森 田 昌 吾 

 

  めくっていただきまして、38ページ、「第１表歳入歳出予算補正」、歳入でございます。 

  （款）繰越金、（項）繰越金３千万円の追加でございまして、歳入合計３千万円を追加し、

補正後予算額を18億4,038万１千円とするものでございます。 

  続きまして、39ページ、歳出でございます。 

  （款）基金積立金、（項）基金積立金３千万円の追加でございまして、歳出合計３千万円

を追加し、補正後予算額を18億4,038万１千円とするものでございます。 

  以上、簡単ではございますが、説明といたします。 

  ここで説明員を交代いたします。 

○議長（浅岡正広） 

  多村部長。 

○総務部長（多村美紀）（登壇） 

  それでは、議案第63号について説明させていただきます。 

  ページは、45ページでございます。 

    議案第63号 
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令和６年度河南町土地取得特別会計補正予算（第１号） 

令和６年度河南町土地取得特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによ

る。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ１万円を追加し、歳入歳出予算

の総額を歳入歳出それぞれ22万８千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

      令和７年３月25日提出 

                              河南町長 森 田 昌 吾 

 

  めくっていただきまして、46ページ、「第１表歳入歳出予算補正」、歳入でございます。 

  （款）財産収入、（項）財産運用収入１万円の追加。 

  歳入合計で１万円の追加。補正後予算額を22万８千円とするものでございます。 

  続きまして、47ページ、歳出でございます。 

  （款）諸支出金、（項）他会計繰出金１万円の追加。 

  歳出合計で１万円の追加。補正後予算額を22万８千円とするものでございます。 

  以上、簡単ではございますが、説明とさせていただきます。よろしくご審議の上、ご可決

賜りますようお願い申し上げます。 

○議長（浅岡正広） 

  提案理由の説明が終わりました。 

  ここで提案に関してのみ質疑があればお受けします。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（浅岡正広） 

  なければ、お諮りします。 

  議案第60号から議案第63号までの４件の審査については、３月19日に開催された議会運営

委員会の審議結果のとおり、予算決算常任委員会に付託し審査したいと思いますが、異議あ

りませんか。 

〔「異議なし」の声起こる〕 

○議長（浅岡正広） 
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  異議なしと認めます。 

  よって、予算案件４件の審査については、予算決算常任委員会に付託し審査することに決

しました。 

  正副委員長並びに各委員におかれましては、よろしく審査をお願いします。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○議長（浅岡正広） 

  お諮りします。 

  ３月19日に開催されました議会運営委員会の審議結果より、日程第11 議案第64号 財産

の減額貸付についてと日程第12 議員提出議案第４号 河南町議会委員会条例の一部を改正

する条例の制定についての２件を会議規則第39条第３項の規定により委員会付託を省略し、

本会議において全体審議することに異議ございませんか。 

〔「異議なし」の声起こる〕 

○議長（浅岡正広） 

  異議なしと認めます。よって、以上２件を本会議において全体審議することに決しました。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○議長（浅岡正広） 

  日程第11 議案第64号 財産の減額貸付についてを議題とします。 

  提案理由の説明を求めます。 

  多村部長。 

○総務部長（多村美紀）（登壇） 

  それでは、同じくタブレットは727で、52ページをお開きください。 

    議案第64号 

財産の減額貸付について 

次の財産を減額して貸し付けることについて、地方自治法（昭和22年法律第67号）

第96条第１項第６号の規定により、議会の議決を求める。 

      令和７年３月25日提出 

                              河南町長 森 田 昌 吾 

 

  提案の理由でございますが、令和７年１月27日開催の全員協議会においてご説明させてい

ただきましたとおり、令和７年１月17日付、町と大和ハウス工業株式会社において連携協力
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による協定を締結いたしました。それを踏まえ、官民連携の取組として、大宝地区にありま

す旧かなんこども園を貸出しするものでございます。 

  また、貸出しにつきましては有償とし、河南町普通財産貸付要綱に基づき算定いたします

と、年額697万6,200円のところ、１階部分を地域交流拠点として利活用することで、地域住

民の利便性の向上、地域活性化に資するための利用という点から貸付額を減額として、当該

財産の貸付けを行いたいと考えているものでございます。 

  議案書の中央辺り、記といたしまして、１、減額貸付をする財産ですが、旧かなんこども

園の土地及び建物としております。 

  （１）土地は、所在地、河南町大宝一丁目29番１。地目、宅地。面積、2,640.63㎡。 

  （２）建物、名称、旧かなんこども園 園舎。所在地、河南町大宝一丁目29番１号で、そ

の内訳は、保育室、構造は鉄筋コンクリート造り２階建て、延べ床面積294㎡。遊戯室、構

造は鉄筋コンクリート造り、延べ床面積168㎡。保育室・下足室、構造は鉄筋コンクリート

造りで２階建て、延べ床面積452㎡。 

  ２、減額貸付の相手方、大阪市北区梅田３丁目３番５号、大和ハウス工業株式会社、常務

執行役員 本店長 浦川竜哉。 

  めくっていただきまして、53ページ。 

  ３、減額貸付の目的は、人口減少・少子高齢化が進む中、地域社会の活力を維持し、発展

させていくため、官民連携の取組を進め、旧かなんこども園の建物の一部（１階部分）を地

域交流拠点（コミュニティ施設・防災備蓄倉庫）して利活用し、地域住民の利便性の向上及

び地域活性化に資するため減額して貸し付けるものでございます。 

  ４としては、減額貸付の期間、令和７年４月１日から令和９年３月31日までの２年間です。 

  ５、減額後の貸付金額ですが、年額369万６千円（うち消費税額33万６千円）としており

ます。 

  以上、簡単ではございますが、議案第64号の説明とさせていただきます。よろしくご審議

賜りご可決いただきますよう、よろしくお願い申し上げます。 

○議長（浅岡正広） 

  提案理由の説明が終わりました。 

  これより質疑を行います。 

  中川議員。 

○７番（中川 博） 
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  まず、提案理由ありましたように、今回議会の議決を求めるということですので、議会と

して一応チェックさせていただきたいと思います。 

  提案理由説明いただきましたけれども、地域交流拠点ということで、地域の方にも使って

いただくということで、それが主な減額要因だと思うんですけれども、もともと697万9,200

円です。それが369万６千円に減額されたいうことなんですけれども、その割合、例えば、

先ほど52ページのほうに床面積の平米があるんですけれども、その面積割合で、地域交流拠

点とそれ以外ということで面積割合で算出されている、そういう算出根拠はそれに伴うもの

なんでしょうか。金額的な算出根拠ですけれども、お願いします。 

○議長（浅岡正広） 

  渡辺部長。 

○総合政策部長（渡辺慶啓） 

  今回貸付けをさせていただく面積につきましては、建物については合計という言い方をし

ますと914㎡になります。そのうち、１階部分と２階部分との割合で案分させていただいて、

それで出させていただいているんですが、最終的には土地建物全額で幾らになるかというの

を計算させていただいて、そのうち半分程度を減額するということで交渉させていただいて

この金額になっております。ですので、具体的には若干割合より多い貸付金額にはなってお

ります。 

  以上です。 

○議長（浅岡正広） 

  中川議員。 

○７番（中川 博） 

  算出根拠は一応出されて、なおかつ交渉の上、若干向こうのほうがちょっと負担は多いと

いうことですかね。了解しました。 

○議長（浅岡正広） 

  よろしいですか。ほかに。 

  力武議員。 

○９番（力武 清） 

  管理運営に関して説明を求めたいと思いますけれども、通常の電気、ガス、水道料金の公

共料金の負担はどこが担うのかというのと、また建物など維持管理、補修に関する経費の負

担はどこが担うのか。２つ、まずお聞きしたいと思います。 
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○議長（浅岡正広） 

  渡辺部長。 

○総合政策部長（渡辺慶啓） 

  通常の電気、ガス、水道の使用料金につきましては、基本的には大和ハウスさんのほうで

使用の申込みを行っていただき、大和ハウスさんのほうで負担していただくということにな

っております。 

  また、修繕料のほうにつきましては、通常の維持修繕に要する費用につきましては、大和

ハウスさんのほうで負担していただきまして、主要構造物といいまして、柱とかはり、外壁、

屋根とか、そういったものの修繕が必要となってくるような場合については、河南町の負担

というふうに考えております。 

  以上でございます。 

○議長（浅岡正広） 

  力武議員。 

○９番（力武 清） 

  １階部分を貸出しするということになっておりますけれども、２階部分はどうされるのか

ということをお聞きするのと、契約上、２年間の貸出しということになっておりますけれど

も、延長はあり得るのか。２年間限定の契約となるのか、そのあたりをお聞きいたします。 

○議長（浅岡正広） 

  渡辺部長。 

○総合政策部長（渡辺慶啓） 

  提案のほうの説明でもさせていただいたとおり、１階部分につきましては、大和ハウスさ

んが管理する事務所として使用する部分以外については、地域のコミュニティー施設であっ

たり、防災備蓄倉庫として利用させてもらいます。 

  ２階部分につきましては、今後、第２種中高層用途地域になっておりますんで、その用途

に担う使用については、借手のほうで考えていただくという形にはなってございます。 

  それから、契約期間につきましては、今回は令和７年４月から２年間となりますけれども、

契約期間の延長については、満了間際時点でまた再度判断する形にはなろうかと思いますが、

減額貸付による期間を延長する場合は、改めて議会の議決を求めるという形になると思いま

す。 

  以上です。 
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○議長（浅岡正広） 

  力武議員。 

○９番（力武 清） 

  今、２階部分の１部屋１教室を利用させてもらって、防災備蓄の地域の防災倉庫にも活用

させてもらっているんですけれども、その防災倉庫を貸してもらっている、利用している部

屋というのは現行のまま維持されるのかどうか、最後に聞きます。 

○議長（浅岡正広） 

  渡辺部長。 

○総合政策部長（渡辺慶啓） 

  基本的には、防災備蓄倉庫として今現状２階にある部分につきましては、１階部分に移動

させていただいて、１階部分を地域のコミュニティーであったり防災備蓄倉庫として活用し、

２階部分につきましては、借手のほうで判断していただくというふうに考えています。 

○議長（浅岡正広） 

  よろしいですか。ほかに。 

  佐々木議員。 

○１番（佐々木希絵） 

  いろいろと皆さんおっしゃっているんですけれども、よくこの金額で落ち着いて、すごい

部長はよく頑張ってくれたなというのはよく見えます。 

  既に、かなんこども園の跡地、何か使うことになるというふうに住民さんに言ったら、あ

あいうふうに使ってほしい、こういうふうなことをやりたいということをやっぱり言われる

んですね。Ｗｉ－Ｆｉをつけてほしいであるとか、何か踊れるように鏡いっぱい置いてほし

いとか、そういうことを何か、住民さんが使えるようにということを、住民の利便性の向上

及び地域の活性化に資するためというふうに書いているんですけれども、そういう要望とい

うのは、どこに住民さんは伝えて、どういう基準で聞き入れられていくのかというのをお伺

いします。 

○議長（浅岡正広） 

  渡辺部長。 

○総合政策部長（渡辺慶啓） 

  今、具体的な使用のルールにつきましては、借手さんのほうで一定基準を設けるというふ

うには聞いております。ただ、大きな目的につきましては、先ほど申しましたとおりのこと
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になってございますんで、各細かい詳細な点につきましては、借手さんのほうと相談してい

ただいて、その上で必要とあれば、町のほうで助言させていただくという形にはなろうかと

思います。 

○議長（浅岡正広） 

  佐々木議員。 

○１番（佐々木希絵） 

  利用のイメージがみんなよくついていないと思うんですけれども、地域住民に貸し出すと

いうからには、この人は来てほしくないとか、こういう属性の人は使いにくいというような

こと、本当に皆さんに開かれた場所になるというふうに思っていていいのかというのと、や

っぱり特定の方の要望ばかりを聞くというようなことも起こり得ますので、そうではなくて

やっぱりいろんな人がほんまに要望を言って、そして、それをかなえていくというふうにな

っていく必要があるのかなと思うんですけれども、そのあたりはちゃんとなるんですか。 

○議長（浅岡正広） 

  渡辺部長。 

○総合政策部長（渡辺慶啓） 

  基本的には、公の施設という行政財産ではないので、何でもかんでも使用できるというよ

うな形にはならないと思いますが、具体的に管理の使用ルールというのは、当然、借手さん

のほうでも考えていただきますし、その中では我々も協議している上で、どういう形にする

というのは当然意見を言わせていただこうと思っていますんで、個々具体的に、今、どの団

体がどうということについてはちょっと答弁を控えさせていただこうと思います。 

  以上です。 

○議長（浅岡正広） 

  佐々木議員。 

○１番（佐々木希絵） 

  大体よく分かりました。協議の中でどういうことになっていくのか決めていくということ

やと思うんですけれども、ほんまにこれ減額しているんで、地域住民に貸し出す、地域住民

に利便性があるから減額するというところをちゃんと念頭に置いて、協議の内容をつくって

いくときに、特に若い子とかがこういう話合いの場から外れがちなので、そういう方たちに

もちゃんとここを使ってもらえてよかったなと思えるような協議内容にしていただきますよ

う、よろしくお願いします。 
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○議長（浅岡正広） 

  ほかに。 

  髙田議員。 

○３番（髙田伸也） 

  大体分かったんですけれども、結局、今回は借手側は１階、２階両方とも借りるという前

提だと思うんですけれども、例えば２階部分については、もう借手側が又貸しをするとか、

いろんな利用をするときに、言わば町のほうである程度管理するといいますか、チェック機

能を働かせて、こういうところには貸してもいいですよとか、こういう利用してもいいです

よというような判断があってもいいのかなと思うんですが、その２階部分の貸付けについて

の取決め等、あるなら教えていただきたいです。 

○議長（浅岡正広） 

  渡辺部長。 

○総合政策部長（渡辺慶啓） 

  契約書の中で基本的には転貸を禁止するという条項がございまして、転貸禁止の条項はあ

るんですが、甲の承諾といいますか、河南町が承諾した相手に対しては貸し出してもいいと

いうふうな条文を設けておりますんで、又貸しされるときは河南町が考えて許可を下ろすと

いう形になります。 

○議長（浅岡正広） 

  髙田議員。 

○３番（髙田伸也） 

  ありがとうございます。 

  ということは、２階のほうはそれでいいんですが、１階のほうを今借りられるという話を

聞きましたけれども、これやり取りするのは、住民の方とあくまで今回は大和ハウスですか。

その中で今後は借り方とか用途については、中心で話合いをしながら進んでいくというのか、

それともやはり町も入って３つが一緒になって、貸付けについての連携を取っていくのかと

いうのをちょっと改めて確認したいと思います。 

○議長（浅岡正広） 

  渡辺部長。 

○総合政策部長（渡辺慶啓） 

  具体的には、今現在もう既に大和ハウスさんが、地域住民の任意の団体と今なっておりま
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すけれども、ここには若い方も入っておられると聞いているんですが、そういうところで任

意の協議会を立ち上げて、この施設の活用方法とかについても検討しているということで聞

いておりますので、その辺の協議の内容については尊重していきたいとは思います。 

○議長（浅岡正広） 

  髙田議員。 

○３番（髙田伸也） 

  分かりました。ちょっと住民の方もなかなかご存じない方もいらっしゃるんで、その辺の

連携というのは、また、その地域の中で図っていく必要があるなというふうに思いました。

ありがとうございました。 

○議長（浅岡正広） 

  ほかに。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（浅岡正広） 

  ないようですので、質疑を終結します。 

  次に討論を行います。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（浅岡正広） 

  ないようですので、討論を終結します。 

  これより採決を行います。 

  本案を原案どおり可決することに賛成の方の起立を求めます。 

〔賛 成 者 起 立〕 

○議長（浅岡正広） 

  起立全員と認めます。よって、本案は原案どおり可決されました。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○議長（浅岡正広） 

  次に、日程第12 議員提出議案第４号 河南町議会委員会条例の一部を改正する条例の制

定についてを議題とします。 

  提案理由の説明を求めます。 

  髙田議員。 

○３番（髙田伸也）（登壇） 
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  それでは、河南町議会委員会条例の一部を改正する条例の制定について説明いたします。 

  資料はタブレット727－１、令和７年３月18日議案送付、議会、追加議案一式の01議案提

出議案となっています。 

 

    議員提出議案第４号 

河南町議会委員会条例の一部を改正する条例の制定について 

河南町議会委員会条例の一部を改正する条例を別紙のとおり、制定するものとする。 

      令和７年３月25日提出 

                       提出者 河南町議会議員 髙 田 伸 也 

  以下、敬称略させていただきます。 

                       賛成者 河南町議会議員 佐々木 希 絵 

藤 野 裕 子 

ポープ 三 恵 

藤 井 祥 代 

河 合 英 紀 

中 川   博 

大 門 晶 子 

力 武  清 

令和７年河南町条例第 号 

河南町議会委員会条例の一部を改正する条例 

河南町議会委員会条例（昭和62年河南町条例第20号）の一部を次のように改正する。 

 

  まず、提案理由ですが、令和７年１月31日の臨時議会において、河南町部設置条例の一部

を改正する条例が可決され、部の名称が一部変更となりました。それに伴い、河南町議会委

員会条例に規定されている各常任委員会の所管を変更する必要があるため改正するものであ

ります。 

  改正内容につきましては、新旧対照表にて説明を行います。 

  第２条第１号中、「総合政策部、総務部」を「政策総務部」に改め、同条第２号中、「住

民部、健康福祉部」を「すこやか生活部」に改める。 

  附則として、令和７年４月１日からの施行とするものです。 
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  説明は以上となります。よろしくお願いします。 

○議長（浅岡正広） 

  提案理由の説明が終わりました。 

  本案は、議長を除く全議員が賛成であり、質疑、討論を省略し、採決に入りたいと思いま

すが、異議ありませんか。 

〔「異議なし」の声起こる〕 

○議長（浅岡正広） 

  異議がないようですので、髙田議員、お疲れさまでした。 

  これより採決を行います。 

  本案を原案どおり可決することに賛成の方の起立を求めます。 

〔賛 成 者 起 立〕 

○議長（浅岡正広） 

  起立全員と認めます。よって、本案は原案どおり可決されました。 

  ここで暫時休憩します。 

 

休   憩（午前１１時０６分） 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

再   開（午後 １時３８分） 

○議長（浅岡正広） 

  それでは、休憩前に引き続き会議を再開します。 

  お諮りします。 

  日程第７ 議案第60号 令和６年度河南町一般会計補正予算（第７号）から日程第10 議

案第63号 令和６年度河南町土地取得特別会計補正予算（第１号）までの４件を会議規則第

37条の規定により一括議題で行いたいと思いますが、異議ありませんか。 

〔「異議なし」の声起こる〕 

○議長（浅岡正広） 

  異議なしと認めます。よって、４件を一括議題とすることに決しました。 

  なお、討論、採決は１件ずつ行います。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○議長（浅岡正広） 
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  それでは、予算・決算常任委員会委員長の審査結果報告を求めます。 

  中川委員長。 

○予算・決算常任委員会委員長（中川 博）（登壇） 

  予算・決算常任委員会委員長の中川でございます。 

  それでは、予算・決算常任委員会委員長報告をさせていただきます。 

  本日開催されました令和７年３月定例会議において当委員会に付託を受けました案件は、

議案第60号 令和６年度河南町一般会計補正予算（第７号）から議案第63号 令和６年度河

南町土地取得特別会計補正予算（第１号）であります。 

  委員会を開催し、慎重に審査を行いました結果について、ご報告を申し上げます。 

  最初に、議案第60号 令和６年度河南町一般会計補正予算（第７号）は、討論なしで採決

に入り、全員賛成で可決すべきものと決しました。 

  次に、議案第61号 令和６年度河南町国民健康保険特別会計補正予算（第４号）は、討論

なしで採決に入り、全員賛成で可決すべきものと決しました。 

  次に、議案第62号 令和６年度河南町介護保険特別会計補正予算（第３号）は、討論なし

で採決に入り、全員賛成で可決すべきものと決しました。 

  次に、議案第63号 令和６年度河南町土地取得特別会計補正予算（第１号）は、討論なし

で採決に入り、全員賛成で可決するものと決しました。 

  なお、委員会での内容につきましては、議長を除く全議員が委員であり、十分慎重に審査

を願ったと思っておりますので、省略をさせていただきます。 

  以上、令和６年度河南町一般会計補正予算（第７号）外３件の審査結果の報告とさせてい

ただきます。 

  記録は事務局に整理させておりますので、後日ご覧いただければ結構かと思います。また、

理事者におかれましては、当委員会中、委員より指摘並びに要望等が出ておりました事項に

つきましては精査されるよう、委員長より申し添えておきます。 

  以上、予算・決算常任委員会の委員長報告を終了させていただきます。ありがとうござい

ました。 

○議長（浅岡正広） 

  中川委員長、しばらくお待ちください。 

  予算・決算常任委員会中川委員長の審査報告が終わりました。 

  慎重なる審査、お疲れさまでした。議長を除く、全議員が委員として十分に審査をしてい
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ただきましたので、質疑を省略し、討論に入ります。中川委員長、議席にお戻りください。 

  これより討論、採決に入ります。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○議長（浅岡正広） 

  最初に、議案第60号 令和６年度河南町一般会計補正予算（第７号）の討論に入ります。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（浅岡正広） 

  ないようですので、討論を終結します。 

  これより採決に入ります。 

  本案を原案どおり可決することに賛成の方の起立を求めます。 

〔賛 成 者 起 立〕 

○議長（浅岡正広） 

  起立全員と認めます。よって、本案は原案どおり可決しました。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○議長（浅岡正広） 

  次に、議案第61号 令和６年度河南町国民健康保険特別会計補正予算（第４号）の討論に

入ります。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（浅岡正広） 

  ないようですので、討論を終結します。 

  これより採決に入ります。 

  本案を原案どおり可決することに賛成の方の起立を求めます。 

〔賛 成 者 起 立〕 

○議長（浅岡正広） 

  起立全員と認めます。よって、本案は原案どおり可決されました。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○議長（浅岡正広） 

  次に、議案第62号 令和６年度河南町介護保険特別会計補正予算（第３号）の討論に入り

ます。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 
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○議長（浅岡正広） 

  ないようですので、討論を終結します。 

  これより採決に入ります。 

  本案を原案どおり可決することに賛成の方の起立を求めます。 

〔賛 成 者 起 立〕 

○議長（浅岡正広） 

  起立全員と認めます。よって、本案は原案どおり可決されました。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○議長（浅岡正広） 

  次に、議案第63号 令和６年度河南町土地取得特別会計補正予算（第１号）の討論に入り

ます。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（浅岡正広） 

  ないようですので、討論を終結します。 

  これより採決に入ります。 

  本案を原案どおり可決することに賛成の方の起立を求めます。 

〔賛 成 者 起 立〕 

○議長（浅岡正広） 

  起立全員と認めます。よって、本案は原案どおり可決されました。 

  以上で、本定例会議に付された事件は全て議了しました。 

  ここで町長より、本定例会議の閉議に際し、挨拶の申出がありましたのでこれを受けしま

す。 

  森田町長。 

○町長（森田昌吾）（登壇） 

  令和７年河南町議会３月定例会の閉議に辺りまして一言ご挨拶を申し上げます。 

  このたびは本定例会におきまして、ご提案させていただきました、そして、追加で提案さ

せていただきました案件に対しまして、慎重審議の上、ご可決、ご同意を賜り、ありがとう

ございました。 

  議員の皆様方からいただきましたご意見、ご提言を十分に踏まえまして、これからの町政

運営に努めてまいる所存でございます。 
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  なお、一般会計では、３月末までに、地方譲与税、それから各種の交付金が確定いたしま

すので、３月末日までに専決予算を調整させていただきたいと思いますので、ご了承のほど

よろしくお願い申し上げます。あわせまして、地方税法等の改正も行われていますので、税

条例の改正も併せて専決をさせていただくこととなりますので、よろしくお願いいたします。 

  さて、今週末の29日ですが、かなん桜まつりが、白木山公園で行われます。それに併せま

して新モビＦＥＳＴＡというのが行われまして、万博で走る自動運転バスが、また河南町に

やってまいります。こういうチラシなんですけれども、白木山公園と近つ飛鳥風土記の丘を

２往復半ほど走るということに町内ではなっていますので、皆さん方お時間がありましたら、

お立ち寄りいただきたいと思います。バスは、白山公園に来るのは午後１時以降ぐらいとい

うことになっていますので、よろしくお願いします。 

  桜まつりは、午前10時半から午後４時まで行っておりますので、皆さん方お立ち寄りいた

だきたいと思います。 

  最後になりましたけれども、年度末慌ただしいときでございますけれども、お体に十分ご

留意いただきましてご活躍されんことを祈念いたしまして、閉議のご挨拶といたします。 

  どうもありがとうございました。 

○議長（浅岡正広） 

  町長の挨拶が終わりました。 

  本定例会議の会期中、字句等の修正がありましたら、議長において修正させていただきま

すので、よろしくご了解願います。 

  去る３月４日から22日間にわたり慎重な審議をいただきまして、誠にありがとうございま

した。理事者には、議員各位からの要望、提言の趣旨を十分に心し、慎重を期し、適正かつ

効率的に運営していただくことをお願いいたします。 

  お諮りします。 

  明日から次の定例日の前日までを休会にしたいと思いますが、これに異議ありませんか。 

〔「異議なし」の声起こる〕 

○議長（浅岡正広） 

  異議なしと認めます。よって、明日から次の定例日前日までを休会とすることに決しまし

た。 

  これで本日の会議を閉じます。 

  ここで議長より報告申し上げます。 
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  昨年12月３日、12月定例会議内において、議員の皆様から提出がありました。性暴力救援

センター・大阪ＳＡＣＨＩＫＯを継続して運営を図るための意見書でありますが、既にご承

知の方もおられると思いますが、本町と前後して、府内、政令市を含む各市町村の議会から

も同様の内容で府のほうに提出があり、大阪府の令和７年度当初予算に１億712万４千円が

計上され、同時に施設を住吉区にある府の持ち物の心の健康総合センターに移転されること

になったことも報告しておきます。 

  それでは、これをもちまして、令和７年河南町議会３月定例会議を閉会いたします。 

  皆さん大変お疲れさまでございました。 

午後１時４９分閉会 
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